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伊藤忠商事のサステナビリティの考え方

サステナビリティに関する情報開示について

伊藤忠商事では、「事業活動を通じて社会の期待に応えていくことが、その持続可能性（サステナビリティ）を保ち、更に成長につながる」と認
識しています。本レポートでは、その取組みについて報告しています。

幅広く当社のサステナビリティに関する情報にアクセスいただける様、以下の媒体を通じて情報開示を行っています。

www.itochu.co.jp/ja/csr/ www.itochu.co.jp/ja/csr/report/ www.itochu.co.jp/ja/ir/

伊藤忠商事のサステナビリティへの取組みについ
て、幅広いテーマを網羅する形で情報開示を行っ
ています。また、期中に行った活動について速報性
をもって情報を発信しています。

ウェブサイトサステナビリティページで幅広く網
羅されている情報を、年次の報告書としてPDF版
で発行しています。当社のESGへの取組みを継続
的な観点でご覧いただくことができます。（PDF）

投資家をはじめとするステークホルダーに向けて、
経営実績、今後の成長戦略等とともにサステナビ
リティへの取組みに関する特に重要な情報を総合
商社の事業活動の特性を踏まえた切り口で一体的
に報告しています。

※ 連結従業員数は、就業人員数（臨時従業員数を含まない）です

東京本社 大阪本社
（ノースゲートビルディング）

GRI（ Global Reporting Initiative）
「GRI Standard」（2016）
環境省「環境報告ガイドライン（2012年版）」
ISO26000（ 社会的責任に関する手引）
GRIガイドラインと国連グローバル・コンパクトの
対照表
www.itochu.co.jp/ja/csr/report/gri/

参考にしたガイドライン 会社概要

2019年度（2019年4月1日～2020年3月31日）
の実績ですが、活動や取組み内容は一部直近のも
のも含みます。

対象期間

発行日 ：2020年9月
次　回 ：2021年8月予定（前回：2019年8月）

発行情報

伊藤忠商事株式会社（国内9店、海外94店）及び主
要グループ会社を含みます。

対象範囲

社　名	 伊藤忠商事株式会社

創　業	 1858年

設　立	 1949年12月1日

本店所在地
	 〒107-8077

東京都港区北青山2丁目5番1号

	 〒530-8448
大阪市北区梅田3丁目1番3号

代表取締役
会長CEO	 岡藤　正広

資本金	 2,534億円

営業所数	 国内　9店
海外　94店

従業員数※	 連結　128,146人　
単体　4,261人

（2020年3月31日現在）

東京本社

大阪本社

伊藤忠商事株式会社
サステナビリティ推進室
TEL： 	 03－3497－4069
FAX： 	 03－3497－7547
E-mail： 	 csr@itochu.co.jp

問い合わせ先

編集方針

ウェブサイトサステナビリティページ ESGレポート 統合レポート
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企業理念「三方よし」による持続的成長
伊藤忠商事は、創業160年を越える歴史の中で、これまでにも石油ショックやリーマンショック等、様々な難局
を、創業の精神でもある企業理念「三方よし」の精神で乗り越えてきました。世界的なパンデミックによる景気後
退・世界同時不況が予想される厳しい経営環境の中にあっても、生活消費ビジネスへの強みを生かし、社員一人
一人が「ひとりの商人、無数の使命」を果たすことで、事業を通じて人々の安定的な生活の継続に寄与し、ステー
クホルダーからの期待に応えていきます。

また、社員が最大の成果を発揮できるよう「健康力」増強、やりがい向上、職場環境の整備等を通じて、「働き方改
革」「健康経営」の進化も継続的に行い、社員のみならず、取引先や株主の皆様、地域社会といったすべてのステー
クホルダーから信頼され、応援されるような会社を目指していきます。

伊藤忠商事は、新型コロナウイルスの影響による厳しい環境下においても、2018年から始まった中期経営計画
Brand-new Deal 2020を前倒しで達成しました。引き続きコミットメント経営を継続推進していきます。

代表取締役会長CEO

トップコミットメント  
会長CEO
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「三方よし」－ 原点に返る

代表取締役社長COO

伊藤忠商事の総合的な企業価値は、利益はもちろん、環境に、社会に、社員や株主にどれだけの価値を生み出し
ているかで評価される時代、その拠り所となるのは、現代のESGやSDGsにも通じる「三方よし」の理念であり、
2020年をその原点に立ち返る年にしたいと思います。

伊藤忠商事は「三方よし」の基本である「売手よし」「買手よし」に加えて、昨今ますます問われている「世間よし」
を現代のニーズに合わせて更に実践していきたいと思います。環境や社会問題への対応は伊藤忠商事にとっては
ビジネスチャンス。162年にわたって受け継いできた創業の原点「三方よし」の実践によって、堅固な収益基盤を
実現しつつ、同時に気候変動など環境や社会問題に真正面から取組むことで、社員一人ひとりが社会の役に立っ
ているとの実感が持てる、達成感や幸せな気持ちを感じることができる、そんな会社創りをこれからも目指して
いきます。

トップコミットメント  
社長COO
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160年以上の歴史を刻んできた企業理念「三方よし」

—業界No.1の生産性を追求していきます。

「近江商人」の初代伊藤忠兵衛による創業から160年以上の時を越えて、「三方よし」は、創業者の精神として受け継がれ、企
業理念として未来にも受け継いでいきます。爾来、先達一人ひとりが築いて来た努力の結晶を、現在に至るまで途切れること
なくそれぞれの持ち場で繋いで参りました。企業行動指針「ひとりの商人　無数の使命」にもその思いが込められています。
近年は、少数精鋭の体制で、他の総合商社と熾烈な競争を繰り広げているため、その為の人材戦略の重要性は一層高まってい
ます。

「朝型勤務」をはじめとする当社の先駆的な「働き方改革」は、官公庁含め日本の社会に大きな影響を与えてきましたが、その
主眼は「生産性の追求」にあります。無駄を徹底的に削ることで創出した余剰時間を、お客様対応のために活用するという現場
主義に根差した合理化に転嫁するだけでなく、併せて社員の能力開発、多様な人材の活躍支援、健康経営等の推進を実行し、社
員の強いモチベーションの向上へと繋げています。例えば、「伊藤忠健康憲章」に則り2017年度に導入した「がんと仕事の両
立支援施策」も、全ての社員がやる気とやりがいを持ち、安心して思う存分に働き続けることができる環境を整備することで、
個人と組織の能力を最大限に発揮させることを目的としています。社員一人ひとりが健康で活力を持ち、思う存分働くことは、
同業と比べて社員数が少ない当社が少数精鋭体制下で収益を上げる基本であり、またそれは当社だけでなく全てのステークホル
ダーの利益にかなうものです。また同時に、社員が本業を通じ「無数の使命」を全うしていくことで、国連で採択された持続可
能な開発目標(SDGs)の実現に向けての責務を果たしていくことができると考えています。
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代表取締役
専務執行役員 CAO

小林 文彦

—「三方よし」に立脚し、本業を通じて社会課題の解決に貢献していきます。

「持ち下り」とは、近江を遠く離れた地に赴き、小さな布のサンプルのみで交渉し、品物を後で送り届ける近江商人ならではの
商いです。売り手や買い手、そして行商先である地域との信用・信頼を積み重ねていく中で、培われた「三方よし」の精神は、
自社の利益だけではなく、取引先、社員や株主をはじめ様々なステークホルダーを重んじる経営哲学として今も息づいていま
す。この考え方を確実に実践していくことを、国際社会へ表明する意味を込めて、2009年より国連グローバルコンパクトに参
加、2018年4月には、ESGの観点と「三方よし」の精神を踏まえ、サステナビリティ推進基本方針を策定しました。同時に、国
連で採択された持続可能な開発目標(SDGs)、パリ協定の発効、またESGの観点も考慮し、7つのサステナビリティ重要課題（マ
テリアリティ）を新たに特定、各カンパニーはそれに基づくサステナビリティアクションプランと成果指標を策定し、事業を通
じた取組みをより一層強化しています。特に喫緊の課題となっている気候変動への取組み（低炭素社会への寄与）については、
金融安定理事会により設立された気候関連財務情報タスクフォース（TCFD）に2019年5月に賛画を表明しています。

また、全社サステナビリティ推進のための施策は、サステナビリティ委員長であるCAOの下、サステナビリティ推進室が推進し
ており、重要な案件については主要な社内委員会のひとつである「サステナビリティ委員会」で議論・決定しています。サステ
ナビリティ委員長は､委員長としての役割に加え､取締役会､HMC及び投融資協議委員会に参加し投資案件にサステナビリティの
視点を入れる他､取締役会への適宜報告を行うなど、当社の環境や社会に与える影響も踏まえたサステナビリティ経営の責任を
担っています。また、カンパニー、職能のすべての組織にESG責任者を設け、本業を通じ持続可能な社会の実現に貢献していく
内部体制の整備に加え、定期的にアドバイザリーボードなど社内外のステークホルダーとの対話を図り当社に対する社会の期待
や要請を把握し、それらをサステナビリティ推進に活かしています。

当社は今後も、現場を大切にしながら、周囲のステークホルダーからの信頼と期待に本業を通じて応えることで社会課題の解決
に貢献し、持続的成長に繋げていきたいと考えています。
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尚、本方針は企業行動倫理規範に基づいて策定しています。

伊藤忠グループのサステナビリティ

方針・基本的な考え方

伊藤忠の創業の精神である企業理念「三方よし」のもと、グローバルに事業を行う伊藤忠グループは、地球環境や社会課
題への対応を経営方針の最重要事項のひとつとして捉え、企業行動指針である「ひとりの商人、無数の使命」を果たすべ
く、持続可能な社会の実現に貢献します。

国際社会の一員として、自社のみならず社会にとっても持続可能な成長につながる重要課題を策定し、事業活動を
通じて企業価値向上を目指します。

正確で明瞭な情報開示に努め、ステークホルダーとの双方向の対話を通じて、社会からの期待や要請を受けとめ、
それらを実践していくことで信頼される企業を目指します。

地球環境の保全や人権と労働における基本的権利に配慮した事業活動を推進します。
事業投資先や取扱商品のサプライチェーン上の地球環境、及び人権・労働への配慮状況の把握に努め、取引先に当
社のサステナビリティに対する考え方への理解と実践を求め、持続可能なバリューチェーン構築を目指します。
各国法制度及び国際規範を尊重し、世界各国・地域の文化、伝統、慣習の理解に努め、公正かつ誠実な企業活動を
展開します。

「サステナビリティを推進するのは社員一人ひとり」であることから、社員に対し重要課題に関する意識を醸成す
るための教育・啓発活動を行います。社員一人ひとりが、本方針に基づき各組織のアクションプランを実行しま
す。

2020年4月
代表取締役 専務執行役員CAO

小林 文彦

伊藤忠グループ「サステナビリティ推進基本方針」

（1）マテリアリティを特定して、社会課題の解決に資するビジネスの推進

（2）社会との相互信頼づくり

（3）環境・人権に配慮し、持続可能な資源利用に繋がるサプライチェーン・事業投資マネジメ
ントの強化

（4）サステナビリティ推進に向けた社員への教育・啓発
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体制・システム

企業理念や外的環境の変化を踏まえた伊藤忠商事のサステナビリティ推進の方向性を「サステナビリティ推進基本方針（P7）」と
して定め、組織的・体系的に推進しています。また、推進する上で、伊藤忠商事が優先的に解決すべき重要課題として定めたマテ
リアリティを「サステナビリティアクションプラン（P14～24）」に落とし込み、中期経営計画の方針に基づき推進するトレーデ
ィングや事業投資といった事業活動を通じて、課題解決につなげています。

サステナビリティ推進の流れ

伊藤忠商事のサステナビリティ推進
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伊藤忠商事では、全社サステナビリティ推進のための施策は、サステナビリティ推進室が企画・立案し、担当役員であるCAOの決
定の下、各組織のESG責任者及び推進担当者が実行していきます。また方針の策定や重要な案件については主要な社内委員会のひ
とつである「サステナビリティ委員会」で議論・決定しています。サステナビリティ委員長は､委員長としての役割に加え､取締役
会､HMC及び投融資協議委員会に参加します。サステナビリティ推進の主たる活動状況を定期報告として取締役会へ報告するなど
環境や社会に与える影響も踏まえた意思決定を行います。定期的にアドバイザリーボードなど社内外のステークホルダーとの対話
を図ることによって当社に対する社会の期待や要請を把握し、それらをサステナビリティ推進に活かしています。

サステナビリティ推進体制図（2020年度）

2019年度 サステナビリティ委員会

メンバー
委員長︓CAO、委員︓業務部長、広報部長、人事・総務部長、法務部長、サステナビリティ推進室長、IR室長、
各ディビジョンカンパニー経営企画部長、常勤監査役

主な議案

サステナビリティ推進体制

第1回︓グループ企業理念改訂
第2回︓企業行動倫理規範策定、企業理念改訂に伴う各種方針の変更、アクションプランレビュー、ISO14001
環境マネジメントレビュー、TCFD進捗及び開示内容・来期課題、SCOPE3算定結果および来期課題
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取組み：重要課題（マテリアリティ）

伊藤忠商事は、2018年4月、中期経営計画策定時に、環境・社会・ガバナンス（ESG）の視点を取り入れたサステナビリティ上の
重要課題を特定しました。これらの重要課題に本業を通して取組み、持続可能な社会に貢献していきます。社会の今と未来に責任
を果たす伊藤忠商事のサステナビリティへの取組みは、2015年に国連で採択された、「持続可能な開発目標（SDGs） 」達成に
も寄与しています。

サステナビリティ上の重要課題

※

SDGs（Sustainable Development Goals）︓国連加盟国が2015年9月に採択した2030年までの持続可能な開発目標。※

マテリアリティ選定・レビュープロセス（P12）
マテリアリティごとのリスクと機会（P13）
サステナビリティアクションプラン（P14～24）

新技術へ積極的に取組み、産業構造の変化に既存ビジネスの枠組みを超えて挑戦することにより、新たな価値創造を行います。

技術革新による商いの進化

気候変動による事業影響への適応に努めると共に、低炭素社会へ寄与する事業活動の推進や、温室効果ガス排出量削減に取組みま
す。

気候変動への取組み（低炭素社会への寄与）

社員一人ひとりが誇りとやりがいを持ち、多様性を活かして、能力を最大限発揮できる環境を整備します。

働きがいのある職場環境の整備
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事業活動を通じた人権の尊重と配慮に取組み、事業の安定化を実現すると共に、地域社会の発展に寄与します。

人権の尊重・配慮

すべての人のクオリティ・オブ・ライフの向上を目指し､健康で豊かな生活の実現に貢献します。

健康で豊かな生活への貢献

生物多様性等、環境に配慮し、各国の需要に合わせた資源の有効利用と安定的な調達・供給に取組むことで、循環型社会を目指し
ます。

安定的な調達・供給

取締役会は独立した客観的な立場から経営に対する実効性の高い監督を行うと共に、意思決定の透明性を高めることにより、適正
かつ効率的な業務執行を確保します。

確固たるガバナンス体制の堅持
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取組み：マテリアリティの選定・レビュープロセス

2013年に伊藤忠商事として初めてマテリアリティを特定して以降、国際社会の動向やステークホルダーからの期待等を踏まえ定
期的に見直しを実施しており、昨今のSDGsの採択、パリ協定の発効等の社会状況及び事業変化を捉え、2018年度スタートの中期
経営計画を機に、7つの重要課題を新たに特定しました。
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取組み：マテリアリティごとのリスクと機会

マテリアリティ リスク 機会

技術革新による商いの
進化

気候変動への取組み
（低炭素社会への寄与）

移行リスク

物理リスク

働きがいのある職場環
境の整備

人権の尊重・配慮

健康で豊かな生活への
貢献

安定的な調達・供給

確固たるガバナンス体
制の堅持

IoT、AI等、新技術の台頭に伴う既存ビジ
ネスモデルの陳腐化
先進国での人手不足や、効率化が遅れてい
る事業での優秀な人材の流出　等

新市場の創出や、革新性のあるサービスの提
供
新技術の活用による、人的資源や物流の最適
化、働き方改革推進による競争力強化　等

温室効果ガス排出に対する事業規制等によ
る、化石燃料需要の減少

異常気象（干ばつ、洪水、台風、ハリケー
ン等）発生増加による事業被害　等

気候変動の緩和に寄与する、再生可能エネ
ルギーなどの事業機会の増加
異常気象に適応できる供給体制強化等によ
る顧客維持・獲得　等

適切な対応を実施しない場合の、労働生産
性の低下、優秀な人材の流出、ビジネスチ
ャンスの逸失、健康関連費用の増加　等

働きがいのある職場環境の整備による、労
働生産性の向上、健康力・モチベーション
の向上、優秀な人材の確保、変化やビジネ
スチャンスへの対応力強化　等

広域化する事業活動での人権問題発生に伴
う事業遅延や継続リスク
提供する社会インフラサービスの不備によ
る、信用力低下　等

地域社会との共生による、事業の安定化や
優秀な人材確保
サプライチェーン人権への配慮、労働環境
の改善に伴う、安全かつ安定的な商品供給
体制の構築　等

消費者やサービス利用者の安全や健康問題
発生時の信用力低下
政策変更に基づく、市場や社会保障制度の
不安定化による事業影響　等

食の安全・安心や健康増進の需要増加
個人消費の拡大やインターネットの普及に
伴う情報・金融・物流サービスの拡大　等

環境問題の発生及び地域社会と関係悪化に
伴う、反対運動の発生による影響
主に生活消費分野での低価格化競争の発生
による、産業全体の構造的な疲弊　等

新興国の人口増及び生活水準向上による資
源需要の増加
環境に配慮した資源や素材の安定供給によ
る、顧客の信頼獲得や新規事業創出　等

コーポレート・ガバナンス、内部統制の機
能不全に伴う事業継続リスク、予期せぬ損
失の発生　等

強固なガバナンス体制の確立による意思決
定の透明性の向上、変化への適切な対応、
安定的な成長基盤の確立　等
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特定したマテリアリティに資する具体的な取組みとして、事業分野ごとの「サステナビリティアクションプラン」に落とし込みを
行っています。それぞれの事業分野において重要なサステナビリティに関する課題とリスクと機会をカンパニーごとに抽出し、中
長期的な「コミットメント」、それを達成するための「対応アプローチ」及び「成果指標」を定めた「サステナビリティアクショ
ンプラン」を策定し、対象部署ごとに年2回のレビューミーティングを開催するなどPDCAサイクルシステムに則ってサステナビリ
ティを推進しています。
また、総本社職能部、国内支社・支店、海外拠点などの組織ごとに、それぞれのビジネスや機能に沿ったサステナビリティアクシ
ョンプランを策定し、事業活動を支える基盤をさらに盤石にすることを目指しています。

取組み：サステナビリティアクションプラン

リスク 機会

SDGs
目標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応アプローチ 成果指標 進捗度合

次世代ビ
ジネスの
発掘・推
進

繊
維

最先端技
術(IoT)

サプライチェーンの共通
基盤となる生産ITインフ
ラを構築し、付加価値向
上と持続可能な産業化の
促進に努めます。

グループの主要拠点に生
産ITインフラを導入し、
Product Lifecycle
Managementの向上に
寄与。

グループ全体のサプライ
チェーンの可視化によ
り、コスト削減、品質向
上、リードタイム短縮を
実現、市場のニーズに対
応可能な供給体制を構
築。

2019年6月稼働を目指していたが、
導入作業やシステムトレーニングに
時間がかかり、2020年1月から実稼
働開始。IPA香港がIPAベトナムの生
産背景を活用するビジネスから活用
開始し、順次展開予定。

最先端技
術(ICタ
グﾞ、
RFID、
ECビジネ
ス)

RFID(Radio Frequency
IDentification)タグ等の
次世代技術を活用し、ア
パレル業界のみならず、
付随する物流業界の効率
化に寄与します。

AIを活用した生産・販売
効率化に加え、RFIDタ
グの衣料品業界への普及
を加速させ、取扱い高の
増加に努める。

AIの活用やRFIDタグの
普及拡大によりサプライ
チェーンの生産・作業効
率化、トレーサビリティ
の向上、販売力強化を実
現。

2019年度のRFIDタグ販売実績は
6000万枚。サプライチェーン効率
化、在庫把握精度向上など業務効率
化に向けた提案を実施。タグ素材は
ゴミ分別不要のエコ商材導入に向け
海外企業と提携検討開始。

食
料

食料・食
品関連全
般

情
報
・
金
融

FinTech、
IoT、AI/
ビジネス
インキュ
ベーショ
ン（ベン
チャー投
資事業）

IoT/AI/FinTech等の新た
な技術革新やビジネスモ
デルを活かすことで新産
業の創出に挑戦します。

ベンチャー企業の発掘・
提携、並びに新規事業開
発を推進。

新規サービス・事業開発
の実現。

昨年度に引続き、新技術・ヘルスケ
ア分野等新たな海外VC投資先を拡
げ、10件超の投資を実行。新規事業
開発に向け、投資先企業との協業を
実行中。特に今年度においてはフィ
ンテック関連のサービス開発を推進
し、小売事業者やEC事業者の業務
効率向上に対して新規ソリューショ
ンの展開及び収益拡大に貢献。

第
8

コンシュ
ーマービ
ジネス

伊藤忠グループの資産と
新技術を融合することに
より、革新的なサービ
ス・新規事業の創造を目
指す。

リテールビジネス推進に
より消費者との接点を拡
大し、消費者行動の把握
に努めると共に、グルー
プの幅広い商品群・機
能・ノウハウを組み合わ
せ、消費者や地域社会に
役立つ独自性のある新た
な価値を創造する。

伊藤忠グループの持つビ
ジネス基盤を最大限活用
し、新たなビジネス・客
先の開拓を目指す。

主管事業会社であるファミリーマー
トのデジタル戦略を推進中。2019
年7月にはバーコード決済付きスマ
ホアプリ「ファミペイ」をリリー
ス。レジ接客時間が3分の1になるな
ど、FM店舗の省力化を実現。
また、インバウンドビジネス推進
や、高度な認識技術を持つ人型AIエ
ージェントを独自開発したスタート
アップとの資本業務提携をリリース
済。

マテリアリティ別

技術革新による商いの進化

IoT、AI等、新技術の台頭に伴う既存ビジネスモデルの陳腐化
先進国での人手不足や、効率化が遅れている事業での優秀な人
材の流出　等

新市場の創出や、革新性のあるサービスの提供
新技術の活用による、人的資源や物流の最適化、働き
方改革推進による競争力強化　等

RPAやAIの積極的な活
用による生産性の向
上・効率化を目指しま
す。
伊藤忠グループの資産
と新技術を融合するこ
とにより、革新的なサ
ービス・新規事業の創
造を目指します。

労働力不足が深刻化し
ている流通分野におい
て、新技術を導入・活
用することで、生産性
向上及び業務効率化を
図る。
小売顧客のニーズを捉
え、グループの幅広い
商品群・機能・ノウハ
ウを組み合わせて、独
自性のある新たな価値
を創造する。

RPAやAIを活用し、更
なる業務改革を推進。
伊藤忠グループが展開
する食品卸事業を通じ
て、新商品・新サービ
スの展開を推進。

子会社、関連会社を含めグループ
内でRPAを積極的に導入するなど
し、生産性向上、業務効率化を推
進中。
物流センターの効率化、省力化の
ため、紙情報のデータ化を推進。
また、継続的に配送ルート最適化
を実施し配送車の削減を推進。
グループ食品卸会社を通じて、小
売顧客に対し、消費者の利便性を
向上させるマーケティングツール
を提供。
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リスク 機会

移行リスク

物理リスク

SDGs
目標

取組むべ
き課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

気候変
動への
取組み

機械 発電事業
全般

再生可能エネルギー
発電と従来型発電の
バランスの取れた電
源開発により、国・
地域ごとに最適化さ
れた持続可能な形で
その発展に貢献しま
す。

国・地域の分析を通
じて、再生可能エネ
ルギー発電の投資機
会を積極的に追求。

2030年度︓再生可
能エネルギー比率
20%超（持分容量
ベース）を目指し、
今後の取組みに反
映。

アフリカ等の無電化地域における小規
模太陽光発電配電システムを手掛ける
英国Winch Energy社、国内における
太陽光分散電源ビジネスを手掛ける
VPP Japan社との資本提携等による再
生可能エネルギー比率12.5%を達成。

機械
乗用車・
商用車販
売

電気自動車（EV）、
ハイブリッド車
（HV）等の導入によ
り環境に優しく、高
いモビリティのある
社会を実現します。

EV・HV・環境負荷
低減車及び関連部品
等の環境に配慮した
高効率製品の取扱い
を増やすことで環境
対策車の普及に貢
献。

取引先自動車メーカ
ーによるEV・HV・
環境負荷低減車等の
ラインアップ拡充に
伴う環境に配慮した
製品の販売拡大。

1)国内で2019年1月からEV小型トラッ
クの実証実験取組みに参加。
2) EV普及が急速に進む中国におい
て、2018年度に出資の中国EV商用車
レンタル・メンテナンスサービスの地
上鉄租車及び中国新興EVメーカーであ
る智車優行科技（奇点汽車）との取組
みを深堀り。
3)ライドシェアサービスのVia社へ出資
（2019年）。利便性とコスト効率の高
い移動手段であると同時に都市の渋滞
緩和、CO 排出量の削減にも貢献。

金属

気候変
動への
取組み

エネル
ギー・
化学品

石油・ガ
ス権益､液
化天然ガ
ス(LNG)
プロジェ
クト

温室効果ガス削減を
考慮した資源の生産/
供給を行います。

高い技術力と豊富な
経験を有する優良パ
ートナーとの協働に
よる資源開発案件へ
の取組み。

化石燃料では温室効
果ガスの排出量が少
ないLNGプロジェク
トの参画機会追求。

新規LNGプロジェクトへの参画につい
て、具体的な協議を行っている。

気候変動への取組み（低炭素社会への寄与）

温室効果ガス排出に対する事業規制等による、化石燃料
需要の減少

異常気象（干ばつ、洪水、台風、ハリケーン等）発生増
加による事業被害　等

気候変動の緩和に寄与する、再生可能エネルギーなどの
事業機会の増加
異常気象に適応できる供給体制強化等による顧客維持・
獲得　等

2

鉱山事
業
環境対
策事業
素材関
連事業

環境への影響を充
分に考慮しつつ、
エネルギー安定供
給という社会的使
命・責任を果たし
ます。
自動車の軽量化・
EV化関連事業を通
じた温室効果ガス
削減に貢献しま
す。

CCS(CO 貯留)・
CCU(CO 活用)等
の温室効果ガス排
出削減に寄与する
技術開発への関与
を継続する。

2
2

石炭ビジネスにつ
いては、環境負荷
を十分に考慮に入
れながら慎重に見
極め、炭鉱権益に
ついては適切なポ
ートフォリオを目
指す。
自動車軽量化・
EV化に寄与する
ビジネス（アル
ミ、銅 等）の取
組み強化。

温室効果ガス削減
に寄与する技術へ
の関与による低炭
素社会に向けた貢
献。
低炭素社会への移
行含め社会の要請
を充分考慮した、
最適な資産ポート
フォリオの構築。
自動車軽量化・
EV化に寄与する
ビジネスの実践・
拡大。

CCU技術推進に寄与する取組みとし
て、ユーグレナ社と共に、ミドリム
シの海外培養実証事業の開始に向け
た取組みを推進。
同事業はCO を排出する既存発電所
や工場への適用が可能であり、幅広
い産業への展開が期待される。

2

2019年2月に公表した、1) 新規の一
般炭事業の獲得は行わない、2) 既存
保有の一般炭権益は国内外の需要家
に対するエネルギー安定供給という
社会的要請に応えつつ、持続可能な
社会の発展に貢献すべく継続してレ
ビューする、との方針に基づき、適
切なポートフォリオを検討。
結果として、昨年度のRolleston一般
炭炭鉱権益の売却に続き、2019年
12月には新規原料炭炭鉱
（Longview炭鉱）の権益取得に係る
関連契約を締結。
自動車用アルミ鋳造・ダイカスト原
料の2019年度取扱高は2018年度比
10%増。自動車軽量化に寄与。
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SDGs
目標

取組むべ
き課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

再生可
能エネ
ルギー
を最適
に継続
的に供
給する
取組み

エネル
ギー・
化学品

機械学習（AI）をベ
ースにした最適充放
電ソフトを搭載した
蓄電池の継続的販売
と退役電池のリサイ
クル・リユース事業
の確立。

※新規コミットメントの為、レビュー
は次年度以降行います。

気候変
動への
取組み

食料 生鮮食品
分野

気候変動対策に資す
る施策を検討・推進
します。

加工食品事業におけ
るグリーンエネルギ
ーの活用。

ドール加工食品事業
の製造過程で生じる
パイナップル残渣を
用いてバイオガス発
電を行い、加工食品
製造工場の再生可能
エネルギー源として
活用。

フィリピンの2工場でバイオガス発電
プラントを建設中。2020年度上期中に
完成予定。

住生活
スラグ等
セメント
代替

土木・建設等に欠か
せないセメントの代
替材として、持続可
能な副産物（スラ
グ）の利用拡大を図
ります。

スラグ等副産物の供
給側である製鉄所と
需要側の間で、継続
的・安定的な商流を
構築。

継続的かつ安定的な
商流構築を目指し、
スラグ事業への出
資・参画等を検討す
ると共に特に発展途
上国での需要創出に
注力する。

蓄電池
関連
電力・
環境ソ
リュー
ション

再生可能エネルギ
ーを効率的かつ最
適に活用するため
の鍵となる蓄電池
の安定供給を続け
ます。
蓄電池ビジネスチ
ェーンを強化し、
特にリサイクル事
業を通じた循環型
モデルの確立を目
指します。

蓄電池の販売数。
リサイクル・リユ
ース電池の活用。

発展途上国への取引数量は前年比
65%増の見通し。
スラグ事業への出資・参画は継続協
議中。
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リスク 機会

SDGs
目標

取組むべき
課題 Co 事業

分野 コミットメント 具体的対応アプローチ 成果指標（単体） 進捗度合

働き方改革
を通じた業
務効率化と
長時間労働
の是正

総
本
社

人事

メリハリのある
働き方を推進
し、総労働時間
を削減すること
で労働生産性及
び社員エンゲー
ジメントの向上
を目指します。

＜伊藤忠商事単体＞

＜伊藤忠グループ＞

＜伊藤忠商事単体＞

従業員の健
康力強化

総
本
社

人事

社員一人ひとり
の健康力を増進
し、個の力をよ
り一層発揮でき
る環境を整備し
ていきます。が
ん・長期疾病を
抱える社員に対
する両立支援体
制の構築を通
じ、支え合う風
土を醸成しま
す。

社員の持続
的な能力開
発

総
本
社

人事

時代の変化及び
ビジネスニーズ
に応じたグロー
バルベースでの
研修プログラム
を開発し、また
研修プログラム
を活用し優秀な
人材を継続的に
輩出します。

＜以下2019年度 2/20現在見通し＞

多様な人材
が活躍する
環境の整備

総
本
社

人事

年齢、性別、国
籍等、あらゆる
差別を禁止し人
権を尊重しま
す。育児・介
護・疾病等を理
由として勤務時
間等に制限のあ
る社員も活躍で
きる環境を整備
していきます。

働きがいのある職場環境の整備

適切な対応を実施しない場合の、労働生産性の低下、優
秀な人材の流出、ビジネスチャンスの逸失、健康関連費
用の増加　等

働きがいのある職場環境の整備による、労働生産性の向
上、健康力・モチベーションの向上、優秀な人材の確
保、変化やビジネスチャンスへの対応力強化　等

朝型勤務の推進。
社員の勤務状況の定期的な
モニタリングを実施。
RPAをはじめとしたITツー
ル活用による業務自動化推
進、モバイルワークの推
進。
業務効率化プロジェクトを
組織単位で推進。

伊藤忠グループでの効率的
な働き方及び適正な労働時
間管理、教育・啓蒙活動。

2020年度︓年間平
均残業時間を朝型
勤務導入前比10%
以上減。
2020年度︓20時以
降退館者数5%以
下。
2020年度︓精勤休
暇取得率70%以
上。
エンゲージメント
サーベイによる
「社員エンゲージ
メント」項目の肯
定的回答率が70%
以上。

年間平均残業時間 朝型勤務導入前比11%減
（2017年度で達成）。
20時以降退館者数5%（2018年度）。
精勤休暇取得率67%（2018年度）。
RPAは2018年度約100シナリオを完了予定。
データ分析ツール（HANABI）も導入。151
シナリオ稼働中。(2020年2月時点)
2018年度は3部門（生鮮食品部門、自動車・
建機・産機部門、ファッションアパレル部
門）にてBPR（業務改善）を組織単位で実行
予定。
2018年度エンゲージメントサーベイによる
「社員エンゲージメント」項目の肯定的回答
率は76%。※2019年度はサーベイ実施無
し、直近のデータは2018年度。

定期健康診断の100%受診
継続。
充実した社内診療所及び社
員一人毎の専属医療支援体
制の整備。
がんとの両立支援策の推
進。
社員食堂での健康メニュー
の提供。
禁煙治療補助プログラムの
推進。
WEBツールの活用及び生
活習慣病高リスク者向けの
特別プログラムの継続実
施。

定期健康診断受診
率100%。
2020年度︓健康力
指数（BMI等）の
2016年度比改善。
2020年度︓がん・
長期疾病による離
職率0%。
2020年度︓ストレ
スチェックによる
高ストレス者比率
5%以下。

定期健康診断受診率︓2019年度100%。
健康力指数（BMI等）の2010年度比改善
率︓2018年度▲2%。
がんとの両立支援︓がん・長期疾病による離
職率0%継続。
ストレスチェック高ストレス者比率︓2019
年度2.9%。
WEBツールの活用︓若手生活習慣病高リス
ク者向けプログラム継続実施、特定保健指導
対象者に範囲拡大（2019年度計115名参
加）。全社ウォーキングイベント実施。

すべての階層での研修プロ
グラムの継続的な開発と実
施。
海外実習生派遣・語学研修
生派遣の継続・強化。
定期的なローテーションに
よる多様なキャリアパス・
職務経験の付与。
人材アセスメント、キャリ
アビジョン研修、キャリア
カウンセリング制度・体制
等の充実による、社員個人
のキャリア意識の醸成。

2020年度︓年間
E&D費10億円超。
エンゲージメント
サーベイによる
「教育・研修」項
目の肯定的回答率
が60%以上。
2020年度︓入社8
年目までの総合
職、ビジネスレベ
ルの英語スキル修
得率100%。
2020年度︓入社8
年目までの総合
職、海外派遣率
80%以上。

2018年度エンゲージメントサーベイの「教
育・研修」項目の肯定的回答率は71%。
※2019年度はサーベイ実施無し、直近のデ
ータは2018年度。
研修プログラムについては次世代関連研修の
トライアル導入等、継続的に見直し、開発を
実施。
社員の多様なニーズに対応した学習環境を見
据え、キャリアビジョン研修の一環として動
画コンテンツ提供をトライアル実施。

年間E&D費見通し⇒ 約12億円超。
入社8年目までの総合職、ビジネスレベルの
英語スキル修得率⇒ 100%
入社8年目までの総合職、海外派遣率⇒ 80%

公平な採用、登用の継続。
互いが尊重し支え合う職場
風土作り。
障がい者の労働環境に対す
る合理的配慮。
LGBTへの対応及び社員教
育の実施。
社内託児所、介護支援サー
ビスの拡充。
社員のライフステージ・キ
ャリアに応じた個別支援の
拡充。
モバイルワークを活用する
ことでの柔軟な働き方の推
進。
65歳超のシニア人材の活
躍支援。

2020年度︓総合職
に占める女性総合
職比率10%。
2020年度︓指導的
地位に占める女性
総合職比率10%。
2020年度︓障がい
者雇用率2.3%。

総合職に占める女性総合職比率9.7%（2020
年1月時点）。
指導的地位に占める女性総合職比率8.1%超
（2020年1月時点）。
障がい者雇用率︓2020年2月時点2.16.%
（人数1名不足）
2020年2月からIHGSを特例子会社のグルー
プ適用することを申請中。伊藤忠、ユニダ
ス、IHGSの3社で2020年2月時点で必要雇用
数は達成。引き続き人総グループ全体で障が
い者雇用を推進。
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リスク 機会

SDGs
目標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

人権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
立

繊維

サプライ
チェーン
マネジメ
ント

グループ全体で情報
共有を進め、安全・
安心なサプライチェ
ーンを構築すること
で顧客のリスク低減
に寄与し、持続可能
な経済成長に貢献し
ます。

グループ全体でサプ
ライチェーンの社会
的・環境的な安全性
を見直し、必要に応
じて整備を進め、安
全・安心な商品供給
体制の構築を推進。

2023年度︓原材料調
達から販売に至るグ
ループ全体のサプラ
イチェーン整備・可
視化を実現し、責任
ある調達方針を徹
底。

2019年度は目標だった80社に対
し、ベトナム・インドネシアなど
南西アジアの50社対象に実施。別
途、国内縫製工場211社に対し外
国人技能実習生に対する労働基準
法・労働安全衛生法遵守状況等に
関する実態調査アンケートを実
施。

水・衛生イ
ンフラの整
備

機械
水/環境
プロジェ
クト

水・廃棄物の適切な
処理、有効利用を通
じて、衛生環境の向
上、経済活動の発
展、及び地球環境保
全に寄与します。

水・環境事業の拡大
を通じ、水の適切な
利用・処理及び資源
の有効活用を促進、
環境負荷を低減。

水・環境分野の投資
ポートフォリオの拡
大と多様化。

水分野
英国・スペインにて、水道サービ
ス事業、豪州・オマーンにて海水
淡水化事業を保有。引き続き海水
淡水化や上下水事業の拡大に向け
取組みを推進。

環境分野
英国にて、廃棄物焼却処理・発電
事業4案件の運営に加え、セルビ
ア共和国ベオグラード市において
PPP（官民連携）廃棄物処理発電
事業の融資契約を2019年9月に締
結。2022年操業を目指す。

人権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
立

機械

電力・プ
ラントプ
ロジェク
ト全般

サプライチェーン・
事業投資先における
すべてのステークホ
ルダーの、クオリテ
ィ・オブ・ライフ向
上に寄与します。

該当事業固有の特性
を踏まえた、仕入
先、事業投資関係先
への社会的・環境的
な安全性に関する
Due Diligenceのル
ール設定、実施、並
びに継続的なモニタ
リング強化。

2019年度︓すべての
新規開発案件におい
て左記Due Diligence
の実施を目指す。

新規投資を行う全ての開発案件に
おいて、全社ESGチェックリスト
を用い、社会的責任に関するガイ
ドラインにおける中核主題を確認
する運用を継続。個別開発案件は
投資実行前に各事業固有の特性を
踏まえ社会的・環境的な安全性を
確認するDue Diligenceを実施。

労働安全・
衛生・環境
リスクに配
慮した、ま
た地域社会
へ貢献する
持続可能な
鉱山開発

金属 鉱山事業

地域社会・
環境に配慮
したエネル
ギー資源開
発体制の確
立

エネル
ギー・
化学品

石油・ガ
ス開発

社会・環境に配慮し
たエネルギー探鉱・
開発事業の推進によ
り、地域社会の発展
に寄与します。

各国政府や国際的管
理主体の管理基準に
沿った事業の推進。

人権の尊重・配慮

広域化する事業活動での人権問題発生に伴う事業遅延や
継続リスク
提供する社会インフラサービスの不備による、信用力低
下　等

地域社会との共生による、事業の安定化や優秀な人材確保
サプライチェーン人権への配慮、労働環境の改善に伴う、
安全かつ安定的な商品供給体制の構築　等

環境・衛生・労働
安全（EHS）や地
域住民との共生に
十分配慮し、持続
可能な鉱山事業を
推進します。
地域社会への医
療、教育等に貢献
します。

EHSガイドライン
の運用並びに社員
教育を徹底。
地域社会への医
療・教育寄付、地
域インフラ整備等
の貢献。

毎年EHS社内講習
会を開催しEHSガ
イドラインを周知
徹底。
地域社会への医
療・教育寄付、地
域インフラ整備の
実施。

主管者や事業投資に従事する課
に属するカンパニー員を中心
に、社内講習会を実施。対象者
の受講率は100%。
鉱山事業では新規1案件、既存8
案件、その他資源関連事業1案
件に対して、チェックシートを
用いた確認作業を実施。
出資する各プロジェクトにおい
て、地域社会への貢献活動を実
施。
独自の取組みとしては、豪州の
事業会社ITOCHU Minerals &
Energy of Australia Pty Ltdが
現地のグループ会社と共同で、
同国の山火事による被害への再
建支援として、豪州赤十字社に
A$20万を寄付。

各国政府・管理主
体のHSE（Health,
Safety and
Environment）管
理基準を適切に遵
守。
重大な人的被害及
び周辺に影響を及
ぼすHSE重大事案
の削減。

各国政府・管理主体のHSE管理
基準を適切に遵守している。
社内規程に則り事案発生件数・
深刻度・内容を月次管理してい
る。（今年度は2020年1月末日
時点で、操業上の重大な事案は
発生なし。）
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SDGs
目標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

人権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
立

食料

食糧分野

第三者機関の認証や
取引先独自の行動規
範に準拠した調達体
制の整備を行いま
す。

生鮮食品
分野

地場産業の育成を通
じて、雇用拡大・生
活環境整備などに貢
献します。

ドール事業におい
て、天候リスクを踏
まえた産地の多角化
と地場産業の育成を
通じた雇用拡大・生
活環境整備を企図
し、新たな産地開拓
を行う。

フィリピンに次ぐ産
地開拓として、シエ
ラレオネにおいてパ
イナップル栽培を行
い、2021年度のパイ
ナップル加工食品の
商業生産・輸出開始
を目指す。

シエラレオネにてパイナップル農
園の拡大及びパイナップル加工食
品製造工場の建設を推進中。

神宮外苑地
区のまちづ
くり

総本社

神宮外苑
地区市街
地再開発
事業への
参画によ
る東京本
社建替

スポーツ、文化、交
流を核とした賑わい
のある複合型のまち
づくりの実現を通じ
て地域貢献に取組み
ます。

再開発検討における
ステークホルダーと
の適切なコミュニケ
ーション及び許認可
取得。

企画提案書、施行許
認可申請、再開発施
工認可などの必要な
申請提出・許認可の
取得。

再開発検討におけるステークホル
ダーとの適切なコミュニケーショ
ン及び許認可取得に向け交渉実施
した。
申請提出・許認可取得は2020年～
2023年度実施予定。

コーヒー豆産地国
において、取引先
独自の行動規範に
準拠した調達の推
進。
パーム油の第三者
認証団体である
RSPOの認証油の
取扱強化。
生産国の認証油シ
ステムの利用を促
すため、国内業界
団体と協力し、
MSPO/ISPOの国
内におけるプロモ
ーションや流通制
度の確立を支援。

コーヒー豆︓取引
先と連携し、産地
国拠点において取
引先独自の行動規
範に準拠した調達
を推進する。
パーム油︓調達方
針を公表し、KPI項
目も明示の上、進
捗の情報開示を推
進する。

レインフォレスト・アライアン
スやC.A.F.E.プラクティスなど
の認証コーヒー豆の取引を拡大
するために、各産地国の生産者
に対して認証基準を満たすため
の指導を推進中。
2025年までに当社が調達するす
べてのパーム油を
RSPO/MSPO/ISPOなどに準拠
したサプライチェーンから供給
される持続可能なパーム油に切
り替えることを目標に掲げ、調
達方針を公表。業界トレンドや
取引先状況を踏まえ、業界団体
と協力し、調達及び供給体制の
構築を推進中。
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リスク 機会

SDGs
目標

取組むべ
き課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

人々の健
康増進

機械

先端医療機
器販売・医
療サービス
提供

技術革新が速い医
療分野において、
先端医療機器と、
高度医療サービス
にて、クオリテ
ィ・オブ・ライフ
向上を目指しま
す。

MRI搭載放射線治
療機等、高度医療
機器販売、地域拠
点病院運営サポー
トビジネスを推
進。

MRI搭載放射線治
療機等、日本にお
ける高度医療機器
の普及率増。

国立がん研究センター中央病院並びに江戸
川病院の2施設で、納入した放射線治療装
置を用い、既に累計300名の難治がんを含
むがん患者様に治療を提供。江戸川病院へ
は更に新型MRI搭載放射線治療機器を納入
予定であり、2020年12月稼働予定。がん
センターと共同研究を推進、日本標準の治
療法を確立し装置の強い放射線を安全に照
射できる特徴を生かし、膵臓がんなどの生
存率改善に貢献を狙う。

エネル
ギー・
化学品

医薬品

がん分野を含む大
きなニーズが存在
する分野での医薬
品等の展開を加速
し、人々の健康増
進に寄与すると共
に、働きやすい社
会形成へ貢献しま
す。

新規医薬品等の開
発サポート及び販
売を積極的に推
進。

開発サポート中の
各種新薬等のアジ
ア・北米での早期
承認取得、上市を
目指す。

情報・
金融

ICTと高品質な専
門人材サービスを
提供することによ
り、医薬・医療の
発展と人々のクオ
リティ・オブ・ラ
イフの向上に貢献
します。

データを活用して
医療を最適化す
る。

安全・安
心な食
料・食品
の供給

食料 食料・食品
関連全般

安全・安心な食
料・食品を安定的
に製造・供給可能
なサプライヤーか
らの、仕入の選択
と集中を行いま
す。

FSMS（食品安全
管理システム）の
審査に関する国際
認証資格保有者を
増強し、サプライ
ヤー選定を行うた
めの審査員の力量
向上を図る。

伊藤忠商事食品安
全管理組織を中心
に、各営業部署へ
の左記審査員の適
切配置を推進。

2019年度、FSMS審査員補資格取得者1名
増。2020年度は2名増を計画しており、
グループ全体における有資格者は合計 9名
に達する見込み。

産業・物
流・交
通・イン
フラの整
備

情報・
金融

ICT/通信
インフラ構
築事業

ICTソリューショ
ンの提供を通じ
て、安全・安心且
つ利便性の高い社
会インフラの実現
に寄与します。

新商品・サービス
のソーシング（発
掘・調達）機能を
発揮することで、
ICTソリューショ
ンの付加価値化を
追求。

ソーシング先の拡
大。

システム管理分野等今年度において、新た
に情報セキュリティを強化するICTソリュ
ーション並びにRPA等を提供する7社のソ
ーシング先を開拓。

健康で豊かな生活への貢献

消費者やサービス利用者の安全や健康問題発生時の信用
力低下
政策変更に基づく、市場や社会保障制度の不安定化によ
る事業影響　等

食の安全・安心や健康増進の需要増加
個人消費の拡大やインターネットの普及に伴う情報・金
融・物流サービスの拡大　等

グループ会社において疼痛緩和口腔用液
（がん等の化学医療及び放射線治療によ
る口内炎用）の販売を開始（日本国内︓
2018年5月～、中国︓2019年7月～、
韓国︓今後販売予定）。
グループ会社を通じて疼痛緩和剤の北米
でのFDA承認を経て本格的な販売を開始
（2018年3月～）。
経皮吸収型 5-HT3受容体拮抗薬（がん
治療時の悪心及び嘔吐の治療薬）の中国
での販売を開始（2019年3月～）。同
薬は「がん治療時の悪心及び嘔吐の治療
用ガイドライン」（2019年6月、中国
臨床腫瘍学会発行）において治療選択肢
の一つとして新たに収載。

医薬品開
発支援事
業
個人向け
健康管理
ソリュー
ション事
業

医療データ関連
の新規サービ
ス・事業開発の
実現。
既存ビジネスの
拡充。（健康デ
ータ管理対象者
数2020年度末
100万人等）

企業の社員における健康維持・増進管理
の更なる関心の高まりから、健康データ
管理対象者数は順調に推移し、2019年
度末に75万人を見込む。
調剤薬局向けSaaS、歯科関連データ、
ゲノムデータ、医薬品データ等への投資
を実行。上記データを活用した高効率な
オペレーションによる人々のクオリテ
ィ・オブ・ライフの向上に寄与。

20



SDGs
目標

取組むべ
き課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

金融サー
ビスの提
供

情報・
金融

国内外リテ
ールファイ
ナンス事業

リテールファイナ
ンス市場の拡大・
市場創造に取組
み、個人への資金
提供を行い、豊か
な生活の実現に貢
献します。

新たなエリアでの
取組みを含む顧客
数と貸出残高の拡
大。

顧客数と貸出残高
の拡大。

昨年度より新たにフィリピンでリテールフ
ァイナンス事業、インドネシアでP2Pレン
ディング事業への取組みを開始。その他既
存事業においても成果指標である顧客数及
び貸出残高を拡大中。

＜貸出残高伸長率＞
（2019年12月末時点、前年末対比にて記
載）

地域社
会・環境
に配慮し
たエネル
ギー利用

総本社

地域熱供給

環境に配慮したエ
ネルギーの面的利
用の取組みを推進
します。

神宮外苑地区にお
ける近隣ステーク
ホルダーとの適切
なコミュニケーシ
ョン。

再開発における具
体的エネルギー計
画を記載した「企
画提案書」の東京
都への提出。

近隣地域への熱供給の普及推進にむけ、関
係するステークホルダーとの協議を開始し
た。

エネル
ギー・
化学品

神宮外苑地区にお
ける地域熱供給の
安定的な操業維持
と、近隣地域への
熱供給の普及推進
を行う。

近隣地域への熱供給の普及推進にむけ、関
係するステークホルダーとの協議を開始し
ている。

UAF︓107%
EasyBuy︓106%
FRF︓114%
ACF︓722% ※2018年度営業開始
PDP︓481% ※2018年度営業開始

21



リスク 機会

SDGs
目標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

産業資源・
素材の安定
供給

繊維

リサイクル
繊維など環
境配慮素材
（サステナ
ブル素材）

リサイクル繊維事業
への取組みを早期に
進め、新たな事業創
出のみならず世界的
なアパレルの廃棄問
題の解決や石油由来
原料の削減に貢献し
ます。

リサイクル繊維事業
へ積極的に取組み、
業界を主導してサス
テナブル原料の使用
を推進。

リサイクル繊維ビ
ジネスを早期に事
業化。サステナブ
ル素材の取扱い比
率を上昇。

サステナブル原料を軸とした、
原料から製品までのサプライチ
ェーンを強化。RENUプロジェク
トを立ち上げ再生ポリエステル
のマーケティングをグローバル
に展開中。

金属 鉱山事業

産業に不可欠な原
料・燃料の安定供給
体制を維持・発展さ
せ、素材・エネルギ
ー産業の安定的な操
業に貢献します。

原料・燃料の安定供
給の基盤となる優良
権益の拡充。

既存優良鉱山事業
の維持・拡大と次
世代に繋がる優良
権益の獲得。

持続可能な
ライフスタ
イルを実現
する商品の
提供

繊維
ブランドマ
ーケティン
グビジネス

マーケティングカン
パニーとしての強み
を活かし、サステナ
ブルなライフスタイ
ルの認知向上に寄与
します。

ブランドビジネスを
通じたエシカルでサ
ステナブルなライフ
スタイルの啓発を行
い、繊維業界全体だ
けでなく消費者の意
識向上を促進。

2020年度︓新規
ブランドとの取組
みを実現。持続可
能なライフスタイ
ルの理解浸透向
上。

新規ブランドとの成約には至ら
なかったが、主力ブランド/コン
バースのシューズ素材に廃棄予
定の食材を染料として再活用す
る「FOOD TEXTILE」の生地を
使用する等の事例が実現してい
る。

社会問題の
解決につな
がる取組み

エネル
ギー・
化学品

プラスチッ
ク関連環境
対応

リサイクル・リユー
スモデルの確立を目
指します。

ブランドオーナーと
の協働によるリサイ
クル樹脂の供給。

リサイクルプログ
ラムの確立とリサ
イクル樹脂の販
売。

※新規コミットメントの為、レ
ビューは次年度以降行います。

持続可能な
森林資源の
利用

住生活

環境への影響を軽減
し温室効果ガスの増
加を防ぐため、持続
可能な森林資源を取
扱います。

2025年度︓認証
材、または高度な
管理が確認できる
材の取扱い比率
100%を目指す。

天然ゴムの
持続可能な
供給の実現

住生活 天然ゴム

保護地域、泥炭地域
の開発、及び先住民
からの土地強奪等に
関わるサプライヤー
の特定に取組み、当
該サプライヤーから
の調達を防止しま
す。

原料収穫地が不透明
な原料調達サプライ
チェーンを透明化す
べく、トレーサビリ
ティ・システムを構
築する

天然ゴム加工事業
でトレーサビリテ
ィ、サステナビリ
ティが確保された
原料調達を目指
す。

ブロックチェーンを利用したト
レーサビリティシステムの開発
を進めており、20年度2Qを目途
に導入予定。

人権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
立

繊維
サプライチ
ェーンマネ
ジメント

グループ全体で情報
共有を進め、安全・
安心なサプライチェ
ーンを構築すること
で顧客のリスク低減
に寄与し、持続可能
な経済成長に貢献し
ます。

グループ全体でサプ
ライチェーンの社会
的・環境的な安全性
を見直し、必要に応
じて整備を進め、安
全・安心な商品供給
体制の構築を推進。

2023年度︓原材
料調達から販売に
至るグループ全体
のサプライチェー
ン整備・可視化を
実現し、責任ある
調達方針を徹底。

2019年度は目標だった80社に対
し、ベトナム・インドネシアな
ど南西アジアの50社対象に実
施。別途、国内縫製工場211社
に対し外国人技能実習生に対す
る労働基準法・労働安全衛生法
遵守状況等に関する実態調査ア
ンケートを実施。

安定的な調達・供給

環境問題の発生及び地域社会と関係悪化に伴う、反対運
動の発生による影響
主に生活消費分野での低価格化競争の発生による、産業
全体の構造的な疲弊　等

新興国の人口増及び生活水準向上による資源需要の増加
環境に配慮した資源や素材の安定供給による、顧客の信
頼獲得や新規事業創出　等

次世代に繋がる優良権益の獲
得を目的とし、North Central
Resources社保有の米国
Longview原料炭炭鉱への出資
を決定。
同炭鉱はコスト競争力が高
く、良質な原料炭を生産予
定。

木材
パルプ
チップ

認証未取得サプラ
イヤーに対する取
得要請を継続。
サプライヤーへの
サステナビリティ
調査、及び訪問を
実施。

木材・木材製品︓サプライヤ
ーへの働きかけや見直し等を
継続実施。2020年度に認証材
または高度な管理が確認でき
る材の取扱い比率100%を前倒
しで達成する道筋を立てた。
パルプ・チップ︓認証材、ま
たは高度な管理が確認できる
材の取り扱い比率100%を達
成。
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SDGs
目標

取組むべき
課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

労働安全・
衛生・環境
リスクに配
慮した、ま
た地域社会
へ貢献する
持続可能な
鉱山開発

金属 鉱山事業

人権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
立

食料

食糧分野

第三者機関の認証や
取引先独自の行動規
範に準拠した調達体
制の整備を行いま
す。

生鮮食品分
野

地場産業の育成を通
じて、雇用拡大・生
活環境整備などに貢
献します。

ドール事業におい
て、天候リスクを踏
まえた産地の多角化
と地場産業の育成を
通じた雇用拡大・生
活環境整備を企図
し、新たな産地開拓
を行う。

フィリピンに次ぐ
産地開拓として、
シエラレオネにお
いてパイナップル
栽培を行い、
2021年度のパイ
ナップル加工食品
の商業生産・輸出
開始を目指す。

シエラレオネにてパイナップル
農園の拡大及びパイナップル加
工食品製造工場の建設を推進
中。

環境・衛生・労働
安全（EHS）や地
域住民との共生に
十分配慮し、持続
可能な鉱山事業を
推進します。
地域社会への医
療、教育等に貢献
します。

EHSガイドライン
の運用並びに社員
教育を徹底。
地域社会への医
療・教育寄付、地
域インフラ整備等
の貢献。

毎年EHS社内講
習会を開催し
EHSガイドライ
ンを周知徹底。
地域社会への医
療・教育寄付、
地域インフラ整
備の実施。

主管者や事業投資に従事する
課に属するカンパニー員を中
心に、社内講習会を実施。対
象者の受講率は100%。
鉱山事業では新規1案件、既存
8案件、その他資源関連事業1
案件に対して、チェックシー
トを用いた確認作業を実施。
出資する各プロジェクトにお
いて、地域社会への貢献活動
を実施。
独自の取組みとしては、豪州
の事業会社ITOCHU Minerals
& Energy of Australia Pty
Ltdが現地のグループ会社と共
同で、同国の山火事による被
害への再建支援として、豪州
赤十字社にA$20万を寄付。

コーヒー豆産地国
において、取引先
独自の行動規範に
準拠した調達の推
進。
パーム油の第三者
認証団体である
RSPOの認証油の
取扱強化。
生産国の認証油シ
ステムの利用を促
すため、国内業界
団体と協力し、
MSPO/ISPOの国
内におけるプロモ
ーションや流通制
度の確立を支援。

コーヒー豆︓取
引先と連携し、
産地国拠点にお
いて取引先独自
の行動規範に準
拠した調達を推
進する。
パーム油︓調達
方針を公表し、
KPI項目も明示
の上、進捗の情
報開示を推進す
る。

レインフォレスト・アライア
ンスやC.A.F.E.プラクティスな
どの認証コーヒー豆の取引を
拡大するために、各産地国の
生産者に対して認証基準を満
たすための指導を推進中。
2025年までに当社が調達する
すべてのパーム油を
RSPO/MSPO/ISPOなどに準拠
したサプライチェーンから供
給される持続可能なパーム油
に切り替えることを目標に掲
げ、調達方針を公表。業界ト
レンドや取引先状況を踏ま
え、業界団体と協力し、調達
及び供給体制の構築を推進
中。
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リスク 機会

SDGs
目標

取組むべ
き課題 Co 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

コンプラ
イアンス
の遵守徹
底

総
本
社

コンプラ
イアンス

いかなる時でもコン
プライアンスを遵守
することが会社・社
会への貢献であると
いう社員の意識を更
に醸成します。

定期的な意識調査や
現場訪問等を通し
て、各現場の声に耳
を傾け、課題を抽出
し、課題克服のため
の諸施策を構築、実
施。

変化するリスク、
社会からの要請及
び現場での課題に
対応した諸施策の
モニタリングを実
施すると共に、教
育・啓蒙内容を常
に充実させ、巡回
研修等を通じて直
接社員へ訴えかけ
ることの継続。

持続可能
な成長を
実現する
ガバナン
ス体制の
維持・強
化

総
本
社

コーポレ
ート・ガ
バナンス

独立した客観的な立
場から、経営に対す
る実効性の高い監督
を行うと共に、意思
決定の透明性を高
め、また適正かつ効
率的な業務執行を確
保することにより、
持続的な成長と中長
期的な企業価値の向
上を目指します。

各年の取締役会評
価を通じて、取締
役会の監督機能強
化に向けた施策を
継続的に実施。

1) 取締役会の多様性（社外取締役常時1/3以
上、現在10人中4人）及び女性比率（昨年度
比＋約10%、現在10人中2人）が向上。

2) 指名委員会の構成人員を社外過半数（7名
中4名、昨年比＋7.1%）へ増員。（8名中4
名 50%→7名中4名 57.1%）

1)、2)の実行をもって、体制面でのガバナン
ス強化については概ね整備を完了。来年度以
降は今年度策定した「上場子会社ガバナンス
方針」の実施状況をモニタリングし、親子上
場問題にも対応していく。

リスクマ
ネジメン
ト

損失の危険の管理や
企業集団の業務の適
正を確保する為、グ
ループリスクマネジ
メント体制を構築
し、継続的な維持を
実施します。

社内委員会・リスク
管理部署の設置、各
種規定・基準等の設
定や報告・監視体制
等のリスク管理体制
の整備、有効性を定
期的にレビューす
る。

リスク管理責任部
署によるアクショ
ンプランの策定と
実行、社内委員会
によるモニタリン
グ&レビューとい
ったPDCAサイク
ルを確立すること
で、中長期的に強
固なガバナンス体
制を堅持。

確固たるガバナンス体制の堅持

コーポレート・ガバナンス、内部統制の機能不全に伴う
事業継続リスク、予期せぬ損失の発生　等

強固なガバナンス体制の確立による意思決定の透明性の
向上、変化への適切な対応、安定的な成長基盤の確立　
等

2019年4月10日、内部通報制度認証（自己
適合宣言登録制度）に登録済み。
2019年7月-8月、単体全カンパニーの贈収
賄モニタリングを実施した。証票に基づき
公務員・外国公務員ガイドライン、BP（ビ
ジネスパートナー）ガイドライン、投資ガ
イドラインに基づく申請状況を確認結果、
大きな問題点は見当たらなかった。
2019年8-9月に、単体及びグループ会社社
員57,781名を対象に意識調査を実施した。
前回(2017年度)より、対象者数は約14千
名増加、回答率は94.9%となり前回回答率
（93.4%）を上回る結果となった。
単体社員向けに贈収賄及び反社対応に関し
てe-learningを実施（2020年1月31日－2
月29日）
2019年度の巡回研修実施状況は以下の通り
単体向け︓実施回数 53回、出席者数
2,198名
グループ会社向け（84社を対象に実施）︓
実施回数 195回、出席者数 10,715名

当社独立性判断基
準を満たす高い独
立性を有し、各分
野における高い見
識をもって当社の
経営に貢献するこ
とが期待される、
複数の社外取締役
を選任。
中長期的な業績の
向上と、企業価値
の増大への貢献意
識を高めることの
できる、透明性・
客観性の高い役員
報酬制度を継続。

各リスク管理責任職能部署による2019年
度上期のアクションプランに対する進捗状
況のレビューを実施。当該期間に発生した
事象に対する対応等含め、リスク管理体制
は機能している旨、統合RM部が取り纏め
て2019年10月の内部統制委員会に報告
し、報告了承取得済み。
尚、2019年度下期のレビュー及び2020年
度のアクションプランについては2020年4
月開催の同委員会に報告し、報告了承取得
済み。
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取組み：サステナビリティアドバイザリーボード

サステナビリティアドバイザリーボード
2019

伊藤忠商事の経営幹部と外部ステークホルダーがサステナビリティについて対話を行う
サステナビリティアドバイザリーボードを12月6日東京本社で開催致しました。サステ
ナビリティアドバイザリーボードは、伊藤忠商事のビジネスが多様化・広域化する中
で、外部ステークホルダーとの対話を通じ、目指すサステナビリティの方向性と社会の
ニーズとの合致を確認し、サステナビリティ推進に活かすことを目的として設置したも
のです。
2019年度は、「循環型経済」を取り巻く国際社会の最新動向に詳しい有識者3名を迎え
て、当日は産学官のそれぞれ異なった立場から「循環型経済におけるサステナブルビジ
ネスの方向性」を主テーマに、社会への影響や他企業の動向なども踏まえた率直な提言
をいただくなど、忌憚のない意見交換が行われました。「日本で社会との共存を考え
て、新しいビジネススタイルを構築できるのが商社ではないか」など、伊藤忠への期待
とともにいただいたご意見を、今後の全社的なサステナビリティ推進へ反映させてまい
ります。

2019年度

循環型経済におけるサステナブルビジネスの方向性

2018年度

気候変動

2017年度

「サステナビリティ上の重要課題（マテリアリティ）」の見直し
サステナビリティに関する外部環境と当社推進について

実施概要

アドバイザリーボードメンバー（役職は当時）

細田 衛士氏　中部大学経営情報学部教授、慶應義塾大学名誉教授
福地 真美氏　東京大学大学院情報学環准教授
冨田 秀実氏　ロイドレジスタージャパン株式会社 取締役

伊藤忠商事メンバー（役職は当時）

小林 文彦　代表取締役 専務執行役員 CAO
橋本 徳也　繊維経営企画部長
平野 竜也　機械経営企画部長
小倉 克彦　金属経営企画部長
中尾 功　エネルギー・化学品経営企画部長
阿部 邦明　食料経営企画部長
山内 務　住生活経営企画部長
山口 忠宜　情報・金融経営企画部長
向畑 哲也　第８経営企画室長
田部 義仁　サステナビリティ推進室長（司会）

アドバイザリーボードメンバー（役職は当時）

菅沼 健一氏　外務省 特命全権大使（気候変動交渉担当）
水口 剛氏　高崎経済大学 経済学部教授
冨田 秀実氏　ロイドレジスタージャパン株式会社 取締役

アドバイザリーボードメンバー（役職は当時）

河口 真理子氏　株式会社大和総研 主席研究員
下田屋 毅氏　Sustainavision Ltd. 代表取締役
冨田 秀実氏　ロイドレジスタージャパン株式会社 取締役
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伊藤忠商事は、サステナビリティ活動の推進にあたり、グループ社員に一層の理解を促し、最新の世界動向に則した社会課題の解
決を事業において推進するために、社内啓発活動を行っています。

取組み：サステナビリティの社内浸透

毎月発行する社内報「ITOCHU Monthly」（日・英・中の3か国語で発行）にて、サステナビリティに
関する情報・用語集・取組みを紹介しています。更に年1回サステナビリティを特集し、より深い浸透
を促しています。

伊藤忠マンスリーでの啓発活動

サステナビリティの社内浸透と意識調査を目的としたオンラインでの「サステナビリティテスト」と「社員アンケート」を全世界
の伊藤忠商事の役員・全社員を対象に毎年実施しています。

テーマ 受講率

2018年度 ESG～気候変動対策、ビジネスと人権 99.9％

2017年度 伊藤忠、その先へ～ESG投資～ 99.5％

2016年度 新商社時代のCSR 99.8％

サステナビリティテストと社員アンケート

さまざまなサステナビリティ課題に関して社外の方の見識や意見を取り入れるため、社内向けのサステナビリティセミナーを
2007年から継続的に開催しています。

サステナビリティセミナー

パネルディスカッションの様子

12月13日、認定NPO法人国際協力NGOセンター（JANIC）事務局長 若林秀樹氏、
ロイドレジスタージャパン株式会社 取締役 冨田秀実氏をお招きし、サステナビリ
ティセミナー「ビジネスと人権」を開催しました。第一部にて若林氏に11月末にジ
ュネーブで行われた「国連ビジネスと人権フォーラム」におけるディスカッション
などを盛り込んだ基調講演をしていただき、第二部では、若林氏と冨田氏に「世界
でビジネスを行う商社としてどういった人権課題対応をするべきか」といったビジ
ネスの現場で直面する課題に関する質問を基に活発なパネルディスカッションが行
われました。本セミナーの開催により、改めて個々の事業の中で、当社の果たすべ
き責任とは何か考える良い機会となりました。

2018年度 ビジネスと人権（サプライチェーン上）

2017年度 ビジネスとヒューマンライツ（人権）（開発）

2016年度 持続的社会形成のために企業として/消費者としてできること

2015年度 地球温暖化“異次元“対策へ、世界の動きとイノベーション

2014年度 世界の課題解決の視点をビジネスに

直近のセミナー

26



取組み：国連グローバル・コンパクト

伊藤忠商事は、2009年4月、国際社会において持続可能な成長を実現するための世界的な取組みである
国連グローバル・コンパクトに参加しました。グローバル・コンパクトが掲げる「人権」「労働」「環
境」「腐敗防止」からなる10原則に則り、伊藤忠商事の企業理念である「三方よし」を果たしていきま
す。

国連グローバル・コンパクトへの参加

人権

労働

環境

腐敗防止

国連グローバル・コンパクト10原則

原則1　人権擁護の支持と尊重
原則2　人権侵害への非加担

原則3　結社の自由と団体交渉権の承認
原則4　強制労働の排除
原則5　児童労働の実効的な廃止
原則6　雇用と職業の差別撤廃

原則7　環境問題の予防的アプローチ
原則8　環境に対する責任のイニシアティブ
原則9　環境にやさしい技術の開発と普及

原則10　強要や賄賂を含むあらゆる形態の腐敗防止の取組み

伊藤忠商事は、国連グローバル・コンパクトの日本のローカル・ネットワークである「グローバル・コンパクト・ネットワーク・
ジャパン」（GCNJ）の理事会員企業であり、また社員の出向協力も行うなど積極的に活動に参画しています。
GCNJでは、他社の実践や学識経験者から学び、サステナビリティの考え方や取組みについての議論・情報交換を行うテーマ別の
分科会活動を行っています。2019年度、伊藤忠商事は以下の各分科会に参加しました。

その他の参考

サステナビリティ推進にあたっては、国連グローバル・コンパクトの10原則や、2015年9月に国連で採択された「持続可能な開発
目標」（SDGs）を始めとする、以下のような国際ガイドラインや原則等を参照しています。

グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンでの活動

ESG分科会
環境経営分科会
サプライチェーン分科会

国連グローバル・コンパクト（参加）
GRIガイドライン
国連世界人権宣言
IIRC（国際統合報告フレームワーク）
国連ビジネスと人権に関する指導原則
日本経団連︓企業行動憲章
SDGs（持続可能な開発目標）※

日本貿易会「商社環境行動基準」「サプライチェーンCSR行動指針」
先住民の権利に関する国際連合宣言
CDP
国連法執行官による力と銃器の使用に関する基本原則
OECD多国籍企業ガイドライン
ISO26000

SDGs（持続可能な開発目標）︓ 2015年に終了したミレニアム開発目標（MDGs）に続く、2030年までの持続可能な開発目
標。貧困や飢餓、エネルギー、気候変動、平和的社会等、以下17の目標が定められています。

※
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伊藤忠グループのステークホルダー

伊藤忠グループは、世界規模で展開する多様な事業活動において、さまざまなステークホルダーとの対話を重視しています。下記
の対話方法を通じて伊藤忠グループの活動情報を提供し、またステークホルダーから伊藤忠商事に対する期待や懸念について認識
しています。今後とも、課題対応策を事業活動へ反映しながらサステナビリティを推進することで、企業活動の向上を目指してい
ます。

ステークホルダー 主要な対話方法

サプライヤー・顧客・消費者

統合/ESGレポート・公式ウェブサイトを通じた情報提供
サプライチェーン・サステナビリティ行動指針の通達
品質管理やサプライヤー・サステナビリティ調査
代表お問い合わせ窓口

株主・投資家・金融機関

株主総会
IR説明会
統合/ESGレポート・公式ウェブサイトを通じた情報提供
ESG投資家からの調査・格付け対応
Debt IR

政府機関・業界団体
政府・各省庁関連委員会、協議会等への参加
財界・業界団体を通じた活動（日本経済団体連合会、日本貿易会等）

地域社会・NGO・NPO

社会貢献活動・ボランティア活動
ステークホルダー・ダイアログ
事業案件周辺の地域住民との対話
NGO・NPOとの定期的なコミュニケーション

社員

社内イントラネット・社内報を通じた情報提供
各種研修・セミナーを通じたコミュニケーション
キャリアカウンセリングの実施
24時間対応の社員相談窓口の設置
社員向け意識調査の実施
労使協議会（経営協議会、決算協議会など）の実施
カンパニー毎の社員総会の実施

方針・基本的な考え方

上図の他にも、伊藤忠グループにとって重要なステークホルダーは数多く存在しています。※
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（単位︓百万円）

貿易団体 63 社会貢献活動（うち寄付金） 109（108）

経済団体 151

政治団体 30

その他業界団体 114

計 358

（参考データ：2019年度）業界団体等及び社会貢献活動への支出額

29



Environment

E
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環境方針

方針・基本的な考え方

気候変動をはじめとした地球環境問題は、人類の生存に関わる問題である。グローバルに事業を行う伊藤忠グループは、
地球環境問題を経営の最重要課題のひとつとして捉え、環境マネジメントシステムの継続的改善を図り、事業のライフサ
イクルを通じた環境負荷の低減と、事業活動を通じて持続可能な社会の実現に貢献する。

環境保全に関する国際的な宣言、規約、条約、ならびに事業展開している国と地域の法規制及びその他当社の合意
した事項を遵守する。

温室効果ガスの排出を抑制し、エネルギーの効率的で持続可能な使用を促進し、気候変動の緩和及び適応に貢献す
る商品及びサービス等の開発、提供に努める。

化学物質・油等による環境汚染の未然防止・影響の軽減、大気汚染物質の排出削減、有害廃棄物及び排水の排出削
減・適正処理に努める。

事業投資先や取扱い商品のサプライチェーン上の資源（化石燃料、鉱物、食料、動植物等）の持続可能な利用及び
省資源対策、廃棄物の削減・リサイクルを推進し、循環型社会の形成に貢献する。

水の効率的な使用やリサイクルを通じた水の使用量削減、水の適切な処理に努める。

生態系サービスがもたらす恩恵を認識し、生物多様性への影響を最小化し、その保全に貢献する。

環境に関する積極的な情報開示に努め、社会とのコミュニケーションを推進する。

2020年4月
代表取締役 専務執行役員CAO

小林 文彦

伊藤忠グループ
環境方針

（1）法規制等の遵守

（2）気候変動への対応

（3）環境汚染の防止

（4）資源循環の推進

（5）水資源の保全・有効活用

（6）生物多様性の保全

（7）情報開示とコミュニケーション
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環境マネジメント

伊藤忠商事が国内外において行っているさまざまな製品・サービスの提供や資源開発・事業投資等の事業活動は、地球環境問題と
密接に関係しているという認識のもと、地球環境保全に向けた取組みを経営の最重要課題のひとつとして位置付けています。
持続可能な企業成長は、地球環境問題への配慮なしには達成できないと考え、商社の中でいち早く1990年に地球環境室を創設、
1993年に「伊藤忠地球環境行動指針」（1997年に伊藤忠商事「環境方針」に改訂）を策定しました。この方針に基づき、環境保
全型ビジネスを推進する「攻め」と、環境リスクの未然防止を行う「守り」の攻守を両立させることで、企業理念である「三方よ
し」を果たすことを目指しています。その際、次世代に何を残すことができるかという観点からも、常に地球環境問題を意識した
グローバルな企業経営・活動に取組んでいます。
また、2018年4月、方針の改定に合わせ従来の「環境管理体制」を「サステナビリティ推進体制」に整理・統合し、ISO14001の
規格に則り、効率的な環境マネジメントシステムを構築、維持・運用しています。
「環境方針」につきましては、P31よりご覧いただけます。

方針・基本的な考え方

目標

環境マネジメントに関して、中期的に取組む環境目標を定めた上で、毎年度、具体的目標の設定とそれに基づく実績のレビューを
行っています。

項目 2019年度環境目標 レビュー 2019年度実施内容

環境汚染の未然
防止
法規制の遵守

投資実行に際し、事前環境リスク評価と
『投資等に係るESGチェックリスト』の全
社的な活用徹底。
『商品別環境リスク評価』によるサプライ
チェーン全体に渡るリスク管理意識強化と
全社的な活用徹底。

○

全ての投資案件で『投資等に係るESGチェッ
クリスト』による事前環境リスク評価を実施
（評価項目にはエネルギー使用量やCO 排出
量の把握状況も含まれている）。33のチェ
ック項目はISO26000（社会的責任に関する
ガイドライン）の中核主題に準拠。全ての投
資案件に関し、申請部署にESG面のフィード
バックを行った（2019年度　99件に対しコ
メント）。

社内監査を通じた環境マネジメントシステ
ム、遵法、環境パフォーマンス状況の確認
による管理レベル向上の為の取組み推進。

○

49部署に対し社内監査を実施し（セルフチ
ェック形式12部署を含む）、環境マネジメ
ントシステムの運用、遵法、環境パフォーマ
ンスの管理状況等の確認、助言を実施。

グループ会社を選定し、環境管理状況等を
訪問調査。

○
グループ会社2社に対し訪問調査各種助言を
行い、現場での改善を実施。

環境保全活動の
推進

海外現地法人・国内／海外主要子会社のエ
ネルギー排出量等の把握対象範囲の拡大。

○
海外店（現地法人含む）30ヵ所、国内事業
会社220社、海外事業会社282社より情報収
集・開示。

「サステナビリティアクションプラン」に
よる目標設定及びレビュー。
（各カンパニー・各職能部・各支社で1件以
上の推進）

○
全カンパニーの部門・各職能部・支社でそれ
ぞれの環境保全活動について計画・実行・レ
ビューを実施。

社会との共生
地元企業及び自治体と環境保全活動等に関
する提携を実施
（各支社で1件以上の推進）

○
各支社で地元企業や自治体と連携したイベン
トやボランティアなどを実施。

2019年度項目別取組み目標と実績

2
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項目 2019年度環境目標 レビュー 2019年度実施内容

啓発活動の推進

伊藤忠商事及びグループ会社社員に向けた
セミナー、ツアー、『サステナビリティ一
般教育』、『特定業務要員教育』の実施及
び学習。

○
『サステナビリティ一般教育』（5月～9
月、3,280名）、『特定業務要員教育』（6
月～12月、410名）の実施。

伊藤忠商事及びグループ会社社員に向けた
『廃棄物処理法』、『土壌汚染対策法』等
の講習会の実施及び学習。

○

海外駐在員と一部ナショナルスタッフ向けに
eラーニング『Promoting Global
Sustainability in ITOCHU Group 2019』
（2019年12月～2020年2月、1,051名受
講）を実施。

○︓実施  △︓一部実施  ×︓未実施※

伊藤忠商事は1997年に商社で初めてISO14001に基づく環境マネジメントシステム（EMS）を導入し、継続的改善に努めていま
す。このシステムを通じ、環境関連法規制の遵守並びに気候変動関連を含む環境リスクの未然防止及び環境保全型ビジネスの推進
を目指しています。具体的には、事業活動が地球環境に与え得る影響を認識し環境リスクの未然防止を図るため、取扱う商品とと
もに、特に新規投資について事前に影響を評価する仕組みを構築しています。また、毎年「攻め」と「守り」の両輪で環境リスク
の未然防止や環境保全型ビジネス、省エネルギー・省資源・CO 排出量の削減等気候変動リスクに関する項目等に関する目標を策
定し、進捗状況の評価・分析を行い、確実に目標達成していくPDCAサイクルを回すことにより、目標を運用・管理する制度です。

体制・システム

2
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2018年4月より「環境管理体制」を「サステナビリティ推進体制」に整理・統合し、新たな「サステナビリティ推進体制」を定め
ました。P9よりご覧いただけます。

環境管理体制

伊藤忠商事の環境マネジメントシステムの対象となる事業会社︓伊藤忠オートモービル（株）、伊藤忠メタルズ（株）、台灣
伊藤忠股份有限公司
伊藤忠グループの中でISO14001を取得している会社数︓554社中79社（グループ全体に占める割合 14％）
伊藤忠グループの中でISO14001を取得している事業所数︓把握している3,819の事業所中696事業所（グループ全体に占める
割合 18％）

BSIグループジャパン（株）より毎年、ISO14001の認証審査を受けています。2019年度は『維持』審査に該当し（1年目、2年目
続けて『維持』審査、3年目に『更新』審査を毎年繰り返し受審）、『認証維持』となりました。

外部審査

ISO14001を基にした社内サステナビリティ監査を毎年実施しており、2019年度は全49部署に対して実施しました（セルフチェ
ック形式12部署含む）。サステナビリティ推進室員が監査チームを構成し、遵法監査に力点を置いて実施しています。約半年かけ
て社内サステナビリティ監査を実施することが、環境リスクの未然防止等につながっています。

内部監査

環境会計

伊藤忠商事の2019年度国内全店の環境保全コストは以下の通りです。

（単位︓千円）

分類 金額

事業エリア内コスト 1,269,592

上・下流コスト 9,912

管理活動コスト 126,871

研究開発コスト 500

社会活動コスト 4,854

環境損傷対応コスト 13,221

合計 1,424,950

環境省「環境会計ガイドライン2005年版」に基づいて集計。
集計範囲︓国内全店
対象期間︓2019年4月1日～2020年3月31日

環境保全コスト
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伊藤忠商事の2019年度の紙・電力使用量及び廃棄物排出量の環境保全効果と経済効果は以下の通りです。

 環境保全効果 経済効果

紙の使用量 3,798千枚 5,393千円

電力使用量 256千kWh 21,494千円

廃棄物排出量 -87t -434千円

水の使用量 3,296m 1,538千円

環境保全・経済効果は、「前年度実績値-当年度実績値」により算出。
集計範囲︓紙、水の使用量︓東京本社ビル、電力使用量、廃棄物排出量︓国内全拠点

環境保全・経済効果

3

伊藤忠商事単体及びグループ会社の土地、建物など有形固定資産の環境リスク、特にアスベスト、PCB、土壌汚染については、法
的要求事項への対応にとどまらず、自主的に調査を通じて把握をし、迅速な経営方針の決定・判断に役立てるよう対応を図ってい
ます。2020年度も、環境・社会リスク対応セミナー等、各種研修（P36）を通じて、関連情報の共有を推進していきます。

環境債務の状況把握

取組み

伊藤忠商事の取扱商品における環境リスク評価のみならず、グループ全体の事業活動が地球環境等に与え得る影響を認識するた
め、グループ会社も対象に環境リスクの未然防止に向けた活動に努めています。

サプライチェーンでの環境リスク低減

伊藤忠商事は多種多様な商品を世界規模で取引しているため、各商品の地球環境への影響・環境関連法規制の遵守状況・ステーク
ホルダーとの関わりを評価することが肝要と考え、当社独自の環境影響評価を全商品に対して、実施しています。当該商品に関わ
る原材料の調達から製造過程、使用並びに廃棄に至るまで、LCA 的分析手法を用いています。気候変動に関連するリスクを評価
するため、この分析の評価項目には、熱帯雨林の減少・砂漠化、地球温暖化等気候変動に関する項目も含まれています。評価の結
果、地球環境への影響が特定の点数以上となった場合、当該商品を重点管理対象とし各種規程・手順書を策定しています。

取扱商品における環境リスク評価

※

LCA（Life Cycle Assessment）︓ ひとつの製品が、原材料から製造、輸送、使用、廃棄あるいは再使用されるまでのライフ
サイクルの全段階において、環境への影響を評価する手法

※

グループ会社における環境汚染等の未然防止を目的として、現地訪問調査を2001年より継続的に行っています。グループ会社の
うち、地球環境に与える影響・負荷が相対的に高い200社程度を分析、年間約10社へ実態調査を実施しています。2019年度末ま
での過去19年間での調査合計数は285事業所となります。経営層との質疑応答から、工場や倉庫等の施設並びに河川への排水状況
調査、環境法規制の遵守状況等を評価しています。

グループ会社実態調査

伊藤忠商事及び国内子会社が取組む日本国内・海外の事業投資案件については、その案件が社会、環境等に与える影響や、投資対
象のガバナンスの状況を33項目からなる「投資等に関わるESGチェックリスト」（評価項目には気候変動リスクに関連し、エネル
ギー使用量やCO 排出量の把握状況も含まれている）により事前に評価しています。2019年度は99件の申請がありました。専門
的な見地を必要とする案件については外部専門機関に事前の調査を依頼し、調査の結果、問題がないことを確認したうえで、着手
することにしています。

新規投資案件の環境リスク評価

2
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2019年度の外部からの照会案件は、行政6件、企業16件（取引先4件、メディア3件、金融関係8件、その他1件）、業界団体6
件、NGO12件、取引先等からのISO14001登録証請求29件、合計69件でした。当社における環境関連の事故、トラブル、訴訟案
件はありませんでした。一方、社内及びグループ会社からの相談案件の内容は、廃棄物処理法、土壌汚染対策法関連で、適切に対
応しています。

社内外からの照会案件とその対応状況

伊藤忠の欧州地域の統括拠点であるITOCHU Europe Plc（以下、伊藤忠欧州会社）は、2019年3月に「伊藤忠欧州グリーンファ
イナンスフレームワーク（以下、フレームワーク）」を発表し、欧州・中東地域における伊藤忠グループのグループ金融拠点であ
るITOCHU Treasury Centre Europe Plcを通じて、みずほ銀行とING銀行から、グリーンローン150百万ユーロを調達しました。
これは日本の総合商社が調達した初めてのグリーンファイナンスとなります。同フレームワークの作成にあたり、ING銀行をグリ
ーンストラクチャリングアドバイザーとして起用したほか、Sustainalytics社よりセカンドパーティ・オピニオンを取得していま
す。

同フレームワークは、2つのSDGs、「目標7︓エネルギーをみんなに、そしてクリーンに」及び「目標12︓つくる責任つかう責
任」に貢献するものであり、これらは伊藤忠グループとして特定しているサステナビリティ上の重要課題と合致します。

伊藤忠欧州会社は、地域のグループ会社とともに、環境に優しい素材のための新技術の開発・導入、高度な省エネルギー技術の導
入、エネルギー効率の良いプロジェクト／再生可能エネルギープロジェクトへの投資などによって、持続可能なビジネスを拡大し
成長を目指しています。

伊藤忠欧州グリーンファイナンスフレームワーク

ITOCHU Europe's Sustainability (https://www.itochu.com/uk/en/sustainability/)
ITOCHU Europe Green Finance Framework (https://www.itochu.com/uk/en/sustainability/__icsFiles/afieldfile/
2020/08/13/ITOCHUEurope_GreenFinanceFramework202007clean.pdf)
Sustainalytics second-party opinion (https://www.itochu.com/uk/en/sustainability/__icsFiles/afieldfile/2019/05/
30/ItochuEUROPEGreenBondFrameworkSecondPartyOpinion_29052019.pdf)

社員が環境保全活動を行うにあたり、さまざまな教育プログラムを展開するとともに、グループ社員も対象にした環境法令セミナ
ー、地球環境問題の啓発セミナー等を開催し、伊藤忠グループ全体の環境意識の向上に努めています。

環境教育・啓発活動

伊藤忠グループ社員への環境関連法令の要求事項の周知徹底及びその遵守並びに環境意識啓発のため、講習会を積極的に開催して
います。

講習会の開催

2019年度環境セミナー・研修等実施一覧

タイトル 開催日時 主な対象 参加人数（人）

ESG推進担当説明会 2019年4月 ESG推進担当 51

サステナビリティ一般教育
2019年5月～9月

合計49回
社員及びグループ会社社員 3,280

特定業務要員教育
2019年6月～12月

合計26回
社員及びグループ会社社員 410

eラーニング 2019年12月～2020年2月 海外駐在員と一部ナショナルスタッフ 1,051

サステナビリティセミナーに関してはサステナビリティの社内浸透（P26）をご確認下さい。

サステナビリティセミナー
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気候変動

マテリア
リティ

SDGs
目標

取組む
べき課題 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

機械カンパニー

気候変動
への取組
み（低炭
素社会へ
の寄与）

気候変動
への取組
み

発電事業全
般

再生可能エネルギー
発電と従来型発電の
バランスの取れた電
源開発により、国・
地域ごとに最適化さ
れた持続可能な形で
その発展に貢献しま
す。

国・地域の分析を通
じて、再生可能エネ
ルギー発電の投資機
会を積極的に追求。

2030年度︓再生可
能エネルギー比率
20%超（持分容量
ベース）を目指
し、今後の取組み
に反映。

アフリカ等の無電化地域における小規
模太陽光発電配電システムを手掛ける
英国Winch Energy社、国内における
太陽光分散電源ビジネスを手掛ける
VPP Japan社との資本提携等による再
生可能エネルギー比率12.5%を達成。

乗用車・商
用車販売

電気自動車（EV）、
ハイブリッド車
（HV）等の導入によ
り環境に優しく、高
いモビリティのある
社会を実現します。

EV・HV・環境負荷低
減車及び関連部品等
の環境に配慮した高
効率製品の取扱いを
増やすことで環境対
策車の普及に貢献。

取引先自動車メー
カーによるEV・
HV・環境負荷低減
車等のラインアッ
プ拡充に伴う環境
に配慮した製品の
販売拡大。

1)国内で2019年1月からEV小型トラ
ックの実証実験取組みに参加。
2) EV普及が急速に進む中国におい
て、2018年度に出資の中国EV商用車
レンタル・メンテナンスサービスの地
上鉄租車及び中国新興EVメーカーであ
る智車優行科技（奇点汽車）との取組
みを深堀り。
3)ライドシェアサービスのVia社へ出
資（2019年）。利便性とコスト効率
の高い移動手段であると同時に都市の
渋滞緩和、CO 排出量の削減にも貢
献。

金属カンパニー

気候変動
への取組
み（低炭
素社会へ
の寄与）

気候変動
への取組
み

エネルギー・化学品カンパニー

気候変動
への取組
み（低炭
素社会へ
の寄与）

気候変動
への取組
み

石油・ガス
権益､液化天
然ガス
(LNG)プロ
ジェクト

温室効果ガス削減を
考慮した資源の生産/
供給を行います。

高い技術力と豊富な
経験を有する優良パ
ートナーとの協働に
よる資源開発案件へ
の取組み。

化石燃料では温室
効果ガスの排出量
が少ないLNGプロ
ジェクトの参画機
会追求。

新規LNGプロジェクトへの参画につい
て、具体的な協議を行っている。

アクションプラン

2

鉱山事業
環境対策
事業
素材関連
事業

環境への影響を充
分に考慮しつつ、
エネルギー安定供
給という社会的使
命・責任を果たし
ます。
自動車の軽量化・
EV化関連事業を通
じた温室効果ガス
削減に貢献しま
す。

CCS(CO 貯留)・
CCU(CO 活用)等
の温室効果ガス排
出削減に寄与する
技術開発への関与
を継続する。

2
2

石炭ビジネスにつ
いては、環境負荷
を十分に考慮に入
れながら慎重に見
極め、炭鉱権益に
ついては適切なポ
ートフォリオを目
指す。
自動車軽量化・EV
化に寄与するビジ
ネス（アルミ、銅
等）の取組み強
化。

温室効果ガス削減
に寄与する技術へ
の関与による低炭
素社会に向けた貢
献。
低炭素社会への移
行含め社会の要請
を充分考慮した、
最適な資産ポート
フォリオの構築。
自動車軽量化・
EV化に寄与する
ビジネスの実践・
拡大。

CCU技術推進に寄与する取組みとし
て、ユーグレナ社と共に、ミドリム
シの海外培養実証事業の開始に向け
た取組みを推進。
同事業はCO を排出する既存発電所
や工場への適用が可能であり、幅広
い産業への展開が期待される。

2

2019年2月に公表した、1) 新規の
一般炭事業の獲得は行わない、2) 既
存保有の一般炭権益は国内外の需要
家に対するエネルギー安定供給とい
う社会的要請に応えつつ、持続可能
な社会の発展に貢献すべく継続して
レビューする、との方針に基づき、
適切なポートフォリオを検討。
結果として、昨年度のRolleston一般
炭炭鉱権益の売却に続き、2019年
12月には新規原料炭炭鉱
（Longview炭鉱）の権益取得に係
る関連契約を締結。
自動車用アルミ鋳造・ダイカスト原
料の2019年度取扱高は2018年度比
10%増。自動車軽量化に寄与。
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マテリア
リティ

SDGs
目標

取組む
べき課題 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

気候変動
への取組
み（低炭
素社会へ
の寄与）

再生可能
エネルギ
ーを最適
に継続的
に供給す
る取組み

機械学習（AI）をベ
ースにした最適充放
電ソフトを搭載した
蓄電池の継続的販売
と退役電池のリサイ
クル・リユース事業
の確立。

※新規コミットメントの為、レビュー
は次年度以降行います。

食料カンパニー

気候変動
への取組
み（低炭
素社会へ
の寄与）

気候変動
への取組
み

生鮮食品分
野

気候変動対策に資す
る施策を検討・推進
します。

加工食品事業におけ
るグリーンエネルギ
ーの活用。

ドール加工食品事
業の製造過程で生
じるパイナップル
残渣を用いてバイ
オガス発電を行
い、加工食品製造
工場の再生可能エ
ネルギー源として
活用。

フィリピンの2工場でバイオガス発電
プラントを建設中。2020年度上期中
に完成予定。

住生活カンパニー

気候変動
への取組
み（低炭
素社会へ
の寄与）

気候変動
への取組
み

スラグ等セ
メント代替

土木・建設等に欠か
せないセメントの代
替材として、持続可
能な副産物（スラ
グ）の利用拡大を図
ります。

スラグ等副産物の供
給側である製鉄所と
需要側の間で、継続
的・安定的な商流を
構築。

継続的かつ安定的
な商流構築を目指
し、スラグ事業へ
の出資・参画等を
検討すると共に特
に発展途上国での
需要創出に注力す
る。

蓄電池関
連
電力・環
境ソリュ
ーション

再生可能エネルギ
ーを効率的かつ最
適に活用するため
の鍵となる蓄電池
の安定供給を続け
ます。
蓄電池ビジネスチ
ェーンを強化し、
特にリサイクル事
業を通じた循環型
モデルの確立を目
指します。

蓄電池の販売数。
リサイクル・リユ
ース電池の活用。

発展途上国への取引数量は前年比
65%増の見通し。
スラグ事業への出資・参画は継続協
議中。

気候変動は、地球環境問題の中でも最も緊急性が高く、人類の生存に関わる問題です。グローバルに事業を行う伊藤忠グループ
は、気候変動をはじめとした地球環境問題を経営の最重要課題のひとつとして捉え、環境方針の(2)気候変動への対応で「温室効
果ガスの排出を抑制し、エネルギーの効率的で持続可能な使用を促進し、気候変動の緩和及び適応に貢献する商品及びサービス等
の開発、提供に努める。」と定めており、気候変動への対応を推進することで、社会への責任を果たしていきます。

2017年6月のTaskforce on Climate-related Financial Disclosures（以下TCFD）による提言は、気候関連のリスクと機会が将来
増大するとの観測から、企業に対して、投資家に適切な投資判断を促すための一貫性、比較可能性、信頼性、明確性をもつ、効率
的な気候関連財務情報開示を促す内容となっています。
当社では、この提言を気候変動への対応を検証する指標として活用していきます。
提言の中には議論途上のものや対応に長期を要するものが含まれていますが、取組んだ内容から順次開示を進めていく方針です。

主な気候変動関連のリスクと機会

リスク 機会

移行リスク

物理リスク

方針・基本的な考え方

温室効果ガス排出に対する事業規制等による、化石燃料
需要の減少

異常気象（干ばつ、洪水、台風、ハリケーン等）発生増
加による事業被害　等

気候変動の緩和に寄与する、再生可能エネルギーなどの
事業機会の増加
異常気象に適応できる供給体制強化等による顧客維持・
獲得　等
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TCFDとは、G20の要請を受け、金融安定理事会（FSB）により、気候関連の情報開示及び金融機関の対応をどのように行うかを
検討するため、設立された「気候変動関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial
Disclosures）」を指します。TCFDは2017年6月に最終報告書を公表し、企業に一貫性、比較可能性、信頼性、明確性をもつ、効
率的な気候関連の財務情報開示を促すため、情報開示のあり方に関し提言しています。
当社は、気候変動問題を世界が直面する重要な課題の一つとして捉え、2019年5月、TCFDがまとめた情報開示提言を支持する署
名を行いました。
当社全体の中から対応が必要な事業について、優先度を踏まえながら、事業戦略やポートフォリオ組換えの検討材料の一つとして
活用し、TCFDの提言にあるシナリオ分析等を活用して参ります。また、同提言に沿って情報開示を継続的に拡充して参ります。

TCFDについて

伊藤忠商事では、気候変動対策を含めた全社サステナビリティ推進のための施策は、サステナビリティ推進室が企画・立案し、担
当役員であるCAOの決定の下、各組織のESG責任者及び推進担当者が実行していきます。また方針の策定や重要な案件については
主要な社内委員会のひとつである「サステナビリティ委員会」で議論・決定しています。サステナビリティ委員長は､委員長とし
ての役割に加え､取締役会､HMC及び投融資協議委員会に参加します。サステナビリティ推進の主たる活動状況を定期報告として取
締役会へ報告するなど環境や社会に与える影響も踏まえた意思決定を行います。定期的にアドバイザリーボードなど社内外のステ
ークホルダーとの対話を図ることによって当社に対する社会の期待や要請を把握し、それらをサステナビリティ推進に活かしてい
ます。

ガバナンス

当社は、気候変動問題を世界が直面する重要な課題の一つとして捉えて、気候変動にかかる移行リスク及び物理的リスクを検討
し、事業戦略やポートフォリオ組換えを検討する際のツールとして、TCFD提言のシナリオ分析等を活用しています。
シナリオ分析は、以下のステップにて実施しています。

戦略

シナリオの選定（1）
シナリオ分析を実施する当社事業の特定（2）
シナリオ分析〔各シナリオでの事業環境分析、方針・取組み〕（3）
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シナリオ分析

シナリオ分析の検討に際しては、国際エネルギー機関（IEA︓International Energy Agency ）及び国連気候変動に関する政府間
パネル（IPCC︓Intergovernmental Panel on Climate Change）を参照し、以下の2つのシナリオを設定しました。

設定シナリオ 4℃ ＜2℃

社会像

パリ協定に即して定められた約束草案などの各国政
策が実施されるも、今世紀末までの平均気温が4℃程
度上昇。温度上昇等の気候変動が、事業に影響を及
ぼす可能性が高い社会。

今世紀末までの平均気温上昇を2℃未満に抑
え、大胆な政策や技術革新が進められる。脱炭
素社会への移行に伴う社会変化が、事業に影響
を及ぼす可能性が高い社会。

参照シ
ナリオ

移行面

物理面

リスク及び機会 物理面でのリスクおよび機会が顕在化しやすい 移行面でリスクおよび機会が顕在化しやすい

（1）シナリオの選定

「Stated Policies Scenario」（IEA WEO2019）
「Reference Technology Scenario」（IEA

ETP2017）、等

「Sustainable Development Scenario」
（IEA WEO2019）

「2℃ Scenario」（IEA ETP2017）、等

「RCP8.5」（IPCC AR5） 「RCP2.6」（IPCC AR5）

IEA WEO 2019「Sustainable Development Scenario」は、「気温の上昇を2℃未満…（できれば）1.5℃に抑える努力すると
ともに、あらゆる人々がエネルギーを利用できるようにし、大気汚染を改善するという目標を満たしている」シナリオです。

※

当社が推進する全事業から、気候変動にかかる移行リスクおよび物理リスクのそれぞれについて潜在的影響が大きく、財務上の重
要性が高い事業の特定を進めました。

移行リスク影響の大きい事業の特定に際しては、「移行リスクへの潜在的な影響度」と「財務上の重要性」により整理しました。
昨年度実施した「石炭事業」と「発電事業」に続き、今年度は「石油・ガス開発事業」を選定、シナリオ分析を実施しました。

また、物理的リスク影響の大きい事業の特定に際しては、「物理的リスクへの潜在的な影響度」と「財務上の重要性」により整理
しました。今年度は、新たに、「Dole事業」と「パルプ事業」をシナリオ分析実施対象事業として選定しました。

上記5事業は、TCFDが指定した気候変動の影響を潜在的に大きく受ける4つの非金融セクター（エネルギー、運輸、材料および建
物、農業・食品・木材製品）に含まれています。

（2）シナリオ分析を実施する当社事業の特定

移行リスク影響の大きい事業の特定 物理的リスク影響の大きい事業の特定

シナリオ分析に際しては、短期のみならず2030年以降の中長期以降の時間軸で、事業毎に調達、事業運営及び需要面でリスクと機会
の要因を抽出し、重要度の高い要因の整理および評価を実施しています。重要度の高い要因に関して、移行面及び物理面で影響が大
きい変数を特定し、条件を反映させた財務モデル等を使って、シナリオ分析を実施しています。財務上の影響度に関する分析につい
ては、気候変動の潜在的な影響度を測ると共に、リスク及び機会への対策による効果も含めて、財務上の影響度を分析しています。

（3）シナリオ分析〔各シナリオでの事業環境分析、方針・取組み〕
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シナリオ分析を実施した「石炭事業」、「発電事業」、「石油・ガス開発事業」、「Dole事業」及び「パルプ事業」の分析結果に
よる気候変動関連対策を勘案した2030年までの事業環境認識と当社の取組みは、以下の通りです。各国の削減取組みが達成され
るベースの“＜2℃”のシナリオと“4℃”のシナリオそれぞれにおける事業環境を認識した上で、事業に対する取組み方針を策定し、
それぞれのシナリオに向けて布石を打ち事業の耐性を高めていきます。

シナリオ分析結果

4℃事業環境認識 ＜2℃事業環境認識

2℃シナリオの下、技術革新や規制動向の変化により化石燃料の使用量は減少するものの、環境負荷が相対的に低いとされる
高品位炭に対する需要は、一定のレベルで維持される。

石炭事業

方針・取組み

新規の一般炭炭鉱事業の獲得は行わない。
既存の一般炭炭鉱事業については、引き続き国内外の需要家に対するエネルギー安定供給という社会的要請に応えつつ、持続
可能な社会の発展に貢献すべく継続してレビューを行う。
CCS（CO 貯留）・CCU（CO 活用）等の温室効果ガス排出削減に寄与する技術開発への関与を継続する。2 2

4℃事業環境認識 ＜2℃事業環境認識

4℃、2℃いずれのシナリオにおいても、少なくとも現状レベルの利益を維持する
2℃シナリオの場合、再生可能エネルギー新設を増やすことで収益の維持・拡大が可能

発電事業

方針・取組み

2030年度までに再生可能エネルギー比率20%超（持分容量ベース）を目指し、今後の取組みに反映する。
持続可能な社会の構築に貢献するためにも、新規の石炭火力発電事業の開発は行わない。

4℃事業環境認識 ＜2℃事業環境認識

2℃シナリオでは、世界全体で原油需要の縮小が見込まれるものの、世界的なLNG需要増加及びバイオ燃料等の新エネルギー
需要増加の機会捕捉等により、収益の拡大が可能

石油・ガス開発事業

方針・取組み

原油資産の拡大については慎重に検討。
優良プロジェクトに参画することで事業の安定化を図り、LNG等ガスプロジェクトでの投資機会を検討。
バイオ燃料や水素関連での事業機会の捕捉等、新エネルギー分野での需要拡大を見込んだ事業ポートフォリオを検討。
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また、当社は、全社的な気候変動意識の向上と対応推進の観点から、気候変動にかかる移行リスクおよび物理リスクについて潜在的
に影響を受ける可能性がある「アパレル事業」および「情報事業」において、気候関連のリスク及び機会の整理に2019年度着手しま
した。中長期での重要性の高いリスク及び機会の要因を抽出しています。来年度に向けて、更なる分析を進めていく予定です。

4℃事業環境認識 ＜2℃事業環境認識

4℃、2℃以下いずれのシナリオにおいても、気候変動（平均気温の上昇による単位面積あたり収獲量への影響）等による減収
の影響可能性が見込まれるものの、生産地域の多角化によるリスク分散（シエラレオネ等）、及び栽培技術の向上・栽培効率
改善の取組み等により、収益の拡大が可能

Dole事業

方針・取組み

生産地域の多角化（シエラレオネでの生産拡大）
品種の調査・選定、苗の栽培方法の改善等の生産方法の改良を通じた単収の増加
パイナップル残渣を活用したバイオガス発電、工場屋上を活用した太陽光発電促進等による低炭素化への貢献と、環境意識の
高い消費者の支持によるDoleブランドおよび商品優位性の更なる向上
必要に応じた灌漑の実施
ドローン等ICTを用いた生産効率化(農薬散布箇所の早期特定、収量予測、モニタリングによる適時的確な施肥の実施)の検討

4℃事業環境認識 ＜2℃事業環境認識

4℃シナリオでは、産出量拡大が見込まれる植林地域でパルプ生産量増加による増収等があるものの、世界的な平均気温の上
昇により、植林地での産出量減少が影響し、減収となる分析結果に。
2℃シナリオでは、平均気温上昇の抑制により植林地各地で産出量が一定程度維持され、バイオマスエネルギーを利用するパ
ルプ製造工場では、カーボンプライスの導入が実現されれば、コストの抑制が可能。加えて、産出量拡大が見込まれる植林地
域でのパルプ生産量増加による増収等により、収益の拡大が可能

パルプ事業

方針・取組み

気候変動に対応した品種の選定の検討
気候変動影響が大きくなる前に対策を検討するための現地モニタリングの実施

現状、リスクについては、「原料(綿など)の生産量減少」、「排出量価格上昇によるコストアップ」を重要性の高いものとして想
定しております。一方、機会については、「気候変動に対応した製品（低炭素製品等）の提供」が期待されると想定しています。

アパレル事業

現状、リスクについては、「排出量価格の上昇によるコストアップ」、「高い炭素税導入による電力価格上昇」、「台風や洪水な
どの自然災害による情報システム設備被害の増加」、「気候変動に伴う各国・地域でのCO 排出規制の強化」等を重要性の高いも
のとして想定しております。一方、機会については、省エネルギーかつ高効率なIT・データ解析技術の開発・普及の拡大、CO 排
出抑制に寄与する投融資の拡大が期待されると想定しています。

情報事業

2
2

今後は、当社事業全体への気候変動の影響確認を目的に、移行面及び物理面双方から分析を行い、影響が大きい分野の更なる特定
及び整理等を進め、既存の7カンパニーに新設された第8カンパニーを含めた当社全体の中から対応が必要な事業について、優先度
を踏まえながら、今後の具体的対応方針を検討していく予定です。

今後の取組み
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気候変動を含めた全社の事業に関するリスクマネジメントはP169をご覧ください。

リスクマネジメント

伊藤忠商事では、電力使用量に関し、目標数値を設定しています。目標数値は以下の通りで、伊藤忠商事単体では、エネルギー使
用量を年平均1%以上低減することを目標に掲げ、GHG排出量の削減を推進しています。

2019年度実績 単年目標 2021年3月期目標

東京・大阪本社、国内支社・支店そ
の他の事業用施設の電力使用量

2018年度比2.3%減
年平均1%以上減 2010年度比30%減

2010年度比44%減

発電事業全般で、2030年度︓再生可能エネルギー比率20%超（持分容量ベース）を目指し、今後の取組みに反映します。（2019
年度︓再生可能エネルギー比率13％）

指標と目標

環境会計にて開示している環境保全コスト（P34）のうち、気候変動に関連するコストは以下の通りです。

取組み

気候変動リスク回避のためのコスト　東京本社発電機管理費　1,770千円
気候変動リスク回避のための研究開発費（東京大学大気海洋研究所気候システム研究系への寄付）　500千円

事業運営における気候変動への取組み

伊藤忠商事は、今後エネルギー供給の必要な担い手として成長が見込まれる、地熱、風力などの再生可能エネルギーを活用する発
電資産、蓄電池などへの投資事業を通して、社会課題の解決に取組んでいます。具体的な事業はP69～75をご覧ください。

再生可能エネルギーの取組み

低炭素化を図っていく上でCCSは不可欠な技術であると認識しており、苫小牧において実証実験を行っている日本CCS調査（株）
に出資参画し、実用化の可能性を追求しています。（2020年6月末現在の累積CO 圧入量約30万トン）

CCS（二酸化炭素回収・貯留）

2

バナナ畑

当社は2013年4月に、米国のドール・フード・カンパニーからアジアの青果物事業と、缶
詰や飲料等を世界的に展開する加工食品事業を買収しました。
買収以降、主要商品の最大生産拠点であるフィリピンで、台風、干ばつ、病虫害等が発生
し、バナナの生産数量は2016年度44万トンと、買収前と比べ4割減少しました。生産量の
回復・拡大を行うべく、バナナにおいては灌漑設備の導入、農地の集約・拡張、病虫害対
策等を実施し、パイナップルにおいても、農園への設備投資と栽培方法見直しにより、生
産性の改善を行いました。更に、天候不順等のリスクに備え、産地の多角化も推進してお
ります。また事業・商品の選択・集中、不採算事業の整理等、経営改善を実行しました。
今後、フィリピンでバナナ80万トン、パイナップル100万トンへの増産体制を整え、アジ
ア最大の農産物インテグレーターを目指します。
また企業存続・発展のために人・環境・社会が重要資源と考え、2018年も引き続きフィ
リピン、タイ、日本、韓国、中国、北米等の国々において、約2.5百万ドルを費やし、各
地の学校への教科書・机・椅子・パソコン等の寄付、校舎の建設やメンテナンス、奨学金
の給付、障害を持つ子供達への教育機会の提供、自然災害による被災地域への生活必需
品・医療援助、献血、衛生教育、食料援助などの健康維持・増進に向けた取組みなど現地
の社会貢献活動にも力を入れています。

気候変動に対応した持続可能な農園の運営に向けて
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Teys Australia Condamine社では2015年に1,034機の太陽光発電パネルを導入、年間約506,000kWhの電力を発電する事が可能
となり、同施設において使用される電力の約50%を再生可能エネルギーにて対応しております。太陽光発電の導入により、CO 排
出量を約395トン削減し、太陽光発電の導入前と比べ、約49%のCO 排出量の削減を実現しました。
また、豪州の共同出資パートナーであるTeys社より食肉処理、加工する牛肉を調達しておりますが、同社は食肉処理の過程で発生
するメタンガスを抽出し、工場の熱として再利用する、サステナブルなオペレーションを組んでおります。

豪ティーズとの合弁会社における太陽光発電の活用

2
2

伊藤忠商事は、東京都環境確保条例に基づき、東京本社ビルのCO 排出量を2015年度～2019年度の5年間に基準値（2002年度～
2004年度の平均値）より約15%削減する計画書を東京都に提出しています。2018年度の排出量は6,168t-CO であり基準値と比
較して約42%減となっています。

なお、これまでに東京都に提出している書類は以下の通りです。

東京都「地球温暖化対策計画書制度」への取組み

2
2

≪2015～2019年度対象≫「地球温暖化対策計画書」（2016年11月提出）（https://www.itochu.co.jp/ja/files/ondanka-201611.pdf）
≪2015～2019年度対象≫「地球温暖化対策計画書」（2017年11月提出）（https://www.itochu.co.jp/ja/files/ondanka-201711.pdf）
≪2015～2019年度対象≫「地球温暖化対策計画書」（2018年11月提出）（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/ondanka-201811.pdf）
≪2015～2019年度対象≫「地球温暖化対策計画書」（2019年11月提出）（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/ondanka-201911.pdf）

東京都に提出した「地球温暖化対策計画書」の対象は、東京本社ビルのみならず、隣接する商業施設「Itochu Garden」も含
みます。

※

ステークホルダーとの協働

伊藤忠商事は、2019年5月、企業に対し気候変動に関連する財務情報の開示を促す
「TCFD」に賛同を表明いたしました。また、これに賛同する企業や金融機関等の間で議論
する場として経済産業省、環境省、金融庁が2019年5月27日に設立した「TCFDコンソーシ
アム」に参画をいたしました。本コンソーシアムへの参画を通じ、気候変動が当社事業に及
ぼす機会とリスクの適切な開示に向け取り組んで参ります。

TCFDコンソーシアムへの参画

当社は、日本経済団体連合会の環境・エネルギー関係の委員会である「環境安全委員会地球環境部会」に参加し、自主行動計画の
推進、温暖化、廃棄物・リサイクル、環境リスク対策など、経済と両立する環境政策の実現に取組んでいます。また、日本貿易会
の「地球環境委員会」に参加し、低炭素社会の構築、循環型社会の構築、環境関連法規への対応などに取組んでいます。

当社は、当社が参加する各種業界団体等にて気候変動等に関する方向性を決める場合は、その決定過程において当社のサステナビ
リティ推進基本方針に沿った意見を表明し、また当社方針と異なる場合においては、当社の方針に沿った形になるように努めま
す。

イニシアチブへの参画（財界・業界団体を通じた活動）

伊藤忠商事は、環境省主導の低炭素社会実現に向けた気候変動キャンペーン「COOL CHOICE
(http://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/index.html)」に参加し、夏季、冬季の空調の
調整、不要な電気のスイッチオフ等に努めています。また、オフィス内での廃棄物分別を励行
し、リサイクルを推進する等、全社員が身の回りのできることから環境保全活動を実施していま
す。

「COOL
CHOICE」への参加
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パフォーマンスデータ

伊藤忠グループにおけるエネルギー消費、GHG（温室効果ガス）排出量

○︓集計対象

エネルギー消費 電力使用量

燃料使用量

GHG排出 エネルギ
ー起源

CO 以外
の温室

効果ガス
（6.5ガス）

伊藤忠商事
国内拠点

事業用施
設起因の
エネルギ
ー使用量

電力使用の
削減目標

伊藤忠商事
グループの
電力使用量

MWhあた
りのCO
排出量

事業用施設
起因のGHG

排出量

東京本社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大阪本社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国内支社 全5支社（北海道、東北、中部、中
四国及び九州） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国内支店
及びその
他の事業
用施設

支店含む事業所数︓2015年度8事業
所、2016年度8事業所、2017年度6
事業所、2018年度8事業所、2019
年度7事業所

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国内事業
会社

対象社数︓ 2015年度70社、2016
年度65社、2017年度208社、2018
年度220社、2019年度238社

○ ○ ○ ○ ○

海外現地
法人

対象事業所数︓ 2015年度16事業
所、2016年度16事業所、2017年度
15事業所、2018年度30事業所、
2019年度29事業所

○ ○ ○ ○ ○

海外事業
会社

対象社数︓ 2015年度44社、2016
年度46社、2017年度299社、2018
年度282社、2019年度286社

○ ○ ○ ○ ○

除外 ただし、投資運用目的で保有する会社であり、今後5年以内に売却する見込みのある会社は、集計対象に含みません。また、従業員が
10人以下である、非製造拠点の事業所のCO 排出量は、量的に僅少であるため、集計対象としていません。

集計範囲

2
2

※1

※2

※2

2

その他の事業用施設︓伊藤忠商事が所有または賃借している事業用施設(居住用施設除く)※1

2015年度～2016年度は伊藤忠商事が直接出資する連結子会社(2017年3月31日時点)、2017年度以降は全ての連結子会社
(100%)が対象

※2

エネルギー消費

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

購入・消費した非再生可能燃料（単位︓MWh） 805 765 610 525 691

購入した非再生可能電力（単位︓MWh） 25,955 30,282 29,558 29,306 28,747

購入した蒸気／熱／冷却水等のその他の非再生
可能エネルギー（単位︓MWh） 11,286 8,299 8,206 7,605 7,385

発生させた再生可能エネルギー（太陽光発電）
（単位︓MWh） 87 58 58 51 54

エネルギー消費コスト合計（単位︓百万円） 580 564 576 404 537

伊藤忠商事国内拠点エネルギー消費
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（単位︓GJ）

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

東京本社 129,084 134,076 130,977 127,824 126,135

事業用施設起因のエネルギー使用量

東京本社は東京都環境確保条例に基づき算出。※

2015年度～2019年度の電力使用量及び事業用施設起因のCO 排出量は、下記の通りです。空調機のインバーター設置、机上LED
スタンドの設置等、省エネ設備の導入を実施するとともに、全社員が不要な照明、OA機器等のスイッチオフ等を行っています。ま
た、国内本社、支社、支店に勤務の正社員を対象に、朝型勤務の実施を2013年10月よりトライアルで開始し、2014年5月に正式
導入したことも、電力使用量の削減につながっています。

（単位︓千kWh）

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

東京本社 9,169 9,331 9,200 9,178 9,055

大阪本社 442 434 409 396 384

国内支社 326 291 292 295 285

支店及び
その他の事業用施設 1,300 1,270 1,184 1,145 1,034

伊藤忠商事国内拠点合計❖ 11,237 11,326 11,084 11,014 10,759

国内事業会社 484,755 471,432 798,054 878,025 1,204,830

海外現地法人 3,424 3,087 2,224 2,118 2,098

海外事業会社 147,665 143,485 500,777 590,175 447,462

伊藤忠グループ総合計◆ 647,081 629,329 1,312,139 1,481,382 1,665,148

電力使用量

2

東京本社については東京都環境確保条例、大阪本社・国内支社・支店及びその他の事業用施設については省エネ法に基づき集
計したデータ。ただし、投資運用目的で保有する会社であり、今後5年以内に売却する見込みのある会社は、集計対象に含みま
せん。また、従業員が10人以下である、非製造拠点の事業所のCO 排出量は、量的に僅少であるため、集計対象としていませ
ん。

※

2

（単位︓t-CO /MWh）

 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

伊藤忠グループ総合計 0.524 0.506 0.524 0.502

電気使用量MWhあたりのCO 排出量2

2

伊藤忠商事は「東京本社ビル」の屋上及び東京本社ビルに隣接する「伊藤忠ガーデン（旧CIプラザ）」の屋根に太陽光発電パネル
を設置し、2010年3月より発電を開始しています。設置された太陽光パネルの発電容量は合計100kWであり、これは一般的な戸
建約30軒分（1軒あたり約3.0kWと算出）に相当します。発電されたクリーンエネルギーはすべてこの東京本社ビル内で使用して
おり、東京本社ビル3.5フロア分の照明に使用する電力量（瞬間最大発電時）に相当します。

太陽光発電
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グループ全体の燃料使用量は以下の通りです。

2017年度 2018年度 2019年度

灯油（単位︓kL） 4,001 4,468 2,609

軽油（単位︓kL） 35,577 39,362 41,790

ガソリン（単位︓kL） 10,774 12,598 12,759

A重油（単位︓kL） 25,699 18,289 20,432

B・C重油（単位︓kL） 11,711 16,551 25,942

石炭（単位︓t） 341,192 333,176 315,148

石油ガス

液化石油ガス（LPG）（単位︓t） 6,321 6,614 11,966

液化石油ガス（LPG）（単位︓千m ） 2,454 496 472

液化石油ガス（LPG）（単位︓kL） – – 186

石油系炭化水素ガス（単位︓千m ） 2,247 1,860 340

可燃性天然ガス
液化天然ガス（LNG）（単位︓t） 1,645 3,161 5,698

その他可燃性天然ガス（単位︓千m ） 5,762 14,565 14,115

都市ガスなど
都市ガス（単位︓千m ） 204,481 33,552 26,692

その他ガス（単位︓千m ） 0.017 158 242

燃料使用量

3

3

3

3

3

GHG（温室効果ガス）排出量

（単位︓t-CO e）

2019年度 Scope 1 Scope 2

伊藤忠商事国内拠点合計❖ 151 6,740

2019年度 Scope 1 Scope 2

伊藤忠商事グループ◆ 1,202,508 835,916

事業用施設起因のGHG排出量

2
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（単位︓t-CO e）

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

東京本社 6,229 6,459 6,307 6,168 6,089

大阪本社 235 221 208 172 135

国内支社 208 180 175 170 176

国内支店及びその他の事業用施設 664 641 582 550 491

伊藤忠商事国内拠点合計❖ 7,336 7,501 7,273 7,060 6,891

伊藤忠商事国内拠点　原単位（社員数あたり） 1.714 1.737 1.660 1.622 1.596

伊藤忠商事国内拠点　原単位（床面積あたり） 0.063 0.064 0.063 0.061 0.068

国内事業会社 369,775 340,559 1,280,241 1,174,507 1,526,279

海外現地法人 1,907 2,238 1,674 2,769 1,523

海外事業会社 102,372 98,427 628,021 800,263 503,731

伊藤忠グループ総合計◆ 481,389 448,725 1,917,209 1,984,599 2,038,424

2

東京本社は東京都環境確保条例、大阪本社・国内支社・国内支店及びその他の事業用施設・国内事業会社は省エネ法・温対法
に基づき算出。（電力会社別の基礎排出係数使用）

※

海外現地法人、海外事業会社は、2018年度まではInternational Energy Agency (IEA)の国別の2010～2012年の平均値によ
るCO 換算係数に基づき算定していましたが、2019年度より、IEAの最新の公表データ（2019年度は2017年データ）による
CO 換算係数に基づき算定しています。

※
2

2

原単位の床面積は2015年度116,585m 、2016年度116,528m 、2017年度115,905m 、2018年度115,842m 、2019年度
101,545m 。

※ 2 2 2 2

2

2018年度データより、エネルギー起源CO 以外の温室効果ガスである6.5ガスも集計対象としています。6.5ガスは、3,000t-
CO e/年を超える排出のあった事業会社を対象に集計・開示しています。

※ 2

2

GHGの算出は、WRI（World Resources Institute︓世界資源研究所）とWBCSD（World Business Council for Sustainable
Development︓持続可能な開発のための世界経済人会議）が主導して開発されたGHGプロトコルを用いて算出しています。

※

（単位︓t-CO e）

2018年度 2019年度

6.5ガス総量（t-CO e） 52,393 44,225

内訳

非エネルギー起源二酸化炭素（CO ） 0 0

メタン（CH ） 0 1,459

一酸化二窒素（N O） 17,932 18,439

ハイドロフルオロカーボン（HFCs） 34,461 24,327

パーフルオロカーボン（PFCs） 0 0

六ふっ化硫黄（SF ） 0 0

三ふっ化窒素（NF ） 0 0

エネルギー起源CO 以外の温室効果ガス（6.5
ガス）2

Scope1排出量（6.5ガスのみ）温室効果ガス別のデータ
2

2

2

4

2

6

3

6.5ガスは、3,000t-CO e/年を超える排出のあった事業会社を対象に集計・開示しています。※ 2

CO 以外の温室効果ガス排出量は、CO と比較し、数十倍～数万倍の温室効果を持っており、その温室効果をCO に置き換えて
表す単位として、t-CO eが用いられます。

※ 2 2 2

2

なお、上記6.5ガス以外に、グループ会社にて、HCFC等で8,967t-CO eを排出しております。※ 2
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伊藤忠商事は、エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）を遵守するために、環境負荷を低減するグリーン物流に取組
みます。

環境物流の取組み

伊藤忠商事の荷主としての委託輸送に伴って発生する二酸化炭素の排出量は下記のとおりです。

物流に伴う二酸化炭素排出量

物流起因のCO 排出量推移◆2

物流に関する省エネ施策については、以下のような全社共通の省エネ施策方針を定めています。
その上で、ディビジョンカンパニー毎に具体的施策を策定しています。

輸送方法の選択 鉄道及び船舶の活用推進

輸送効率向上のための措置

積み合わせ輸送・混載便の利用
適正車種の選択、車両の大型化
輸送ルートの工夫
積載率の向上

貨物輸送事業者及び着荷主との連携 輸送計画・頻度等の見直し

物流に関する省エネ施策

具体的施策

輸送方法の選択（1）

長距離トラック輸送の輸送実態の調査・分析を行い、環境負荷が比較的低い鉄道・内航船輸送へ移行可能なビジネスか
ら、輸送方法の変更を検討する。

輸送効率向上のための措置（2）

輸送実態の調査を行い、適正車種の選択・適正輸送ルートの選定などを検討し、更なる積載効率向上とエネルギー消費
原単位低減を図る。

貨物輸送事業者及び着荷主との連携（3）

物流企業起用の社内判定基準に、環境物流への取組み状況を確認することとしており、認定取得企業の起用を推奨して
いる。
上記（1）（2）を実現するために、物流企業のほか、取引先サプライヤーなどとも協力体制の構築に努める。
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独立した第三者保証報告書（P184）︓❖マークを付した以下のデータについては、KPMGあずさサステナビリティ（株）による国
際監査・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000及び3410に準拠した第三者保証を実施。
❖︓伊藤忠商事国内拠点（東京本社・大阪本社・国内支社・国内支店及びその他の事業用施設）の電力使用量合計値、事業用施設
起因のCO 排出量合計値、東京本社の廃棄物等排出量、非リサイクル排出量、リサイクルされた排出量、リサイクル率、水使用
量、中水製造量及び排水量の数値

独立した第三者保証報告書（P184）︓◆マークを付した以下のデータについては、KPMGあずさサステナビリティ（株）による国
際監査・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000及び3410に準拠した第三者保証を実施。
◆︓伊藤忠グループ総合計の電力使用量合計値、事業用施設起因のGHG排出量合計値、伊藤忠商事単体の物流起因CO 排出量

第三者保証

2

2
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汚染防止と資源循環

リスク 機会

資源循環を含む環境問題の発生及び地域社会と関係悪化に伴
う反対運動の発生による影響、主に生活消費分野での低価格
化競争の発生による産業全体の構造的な疲弊等

新興国の人口増及び生活水準向上による資源需要の増加、環
境に配慮した資源や素材の安定供給による顧客の信頼獲得や
新規事業創出等

アクションプラン

マテリア
リティ

SDGs
目標

取組むべき
課題 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

繊維カンパニー

安定的な
調達・供
給

産業資源・
素材の安定
供給

リサイクル
繊維など環
境配慮素材
（サステナ
ブル素材）

リサイクル繊維事業へ
の取組みを早期に進
め、新たな事業創出の
みならず世界的なアパ
レルの廃棄問題の解決
や石油由来原料の削減
に貢献します。

リサイクル繊維事業
へ積極的に取組み、
業界を主導してサス
テナブル原料の使用
を推進。

リサイクル繊維ビ
ジネスを早期に事
業化。サステナブ
ル素材の取扱い比
率を上昇。

サステナブル原料を軸とし
た、原料から製品までのサ
プライチェーンを強化。
RENUプロジェクトを立ち上
げ再生ポリエステルのマー
ケティングをグローバルに
展開中。

機械カンパニー

人権の尊
重・配慮

衛生インフ
ラの整備

衛生環境プ
ロジェクト

廃棄物の適切な処理、
有効利用を通じて、衛
生環境の向上、経済活
動の発展、及び地球環
境保全に寄与します。

環境事業の拡大を通
じ、資源の有効活用
を促進、環境負荷を
低減。

環境分野の投資ポ
ートフォリオの拡
大と多様化。

環境分野
英国にて、廃棄物焼却処理・
発電事業4案件の運営に加
え、セルビア共和国ベオグラ
ード市においてPPP（官民連
携）廃棄物処理発電事業の融
資契約を2019年9月に締結。
2022年操業を目指す。

エネルギー・化学品カンパニー

安定的な
調達・供
給

社会問題の
解決につな
がる取組み

プラスチッ
ク関連環境
対応

リサイクル・リユース
モデルの確立を目指し
ます。

ブランドオーナーと
の協働によるリサイ
クル樹脂の供給。

リサイクルプログ
ラムの確立とリサ
イクル樹脂の販
売。

※新規コミットメントの
為、レビューは次年度以降
行います。

方針・基本的な考え方

伊藤忠商事は、環境方針の（3）環境汚染の防止において、事業活動の推進にあたり、「化学物質・油等による環境汚染の未然防
止・影響の軽減、大気汚染物質の排出削減、有害廃棄物及び排水の排出削減・適正処理に努める。」と定めています。また、環境
方針の（1）法規制等の遵守において定めている通り「環境保全に関する国際的な宣言、規約、条約、ならびに事業展開している
国と地域の法規制及びその他当社の合意した事項を遵守する。」を推進することで、責任を果たしていきます。

汚染防止

伊藤忠商事は、環境方針の（4）資源循環の推進において、「事業投資先や取扱い商品のサプライチェーン上の資源（化石燃料、
鉱物、食料、動植物等）の持続可能な利用及び省資源対策、廃棄物の削減・リサイクルを推進し、循環型社会の形成に貢献す
る。」と定めています。また、2018年4月に環境・社会・ガバナンス（ESG）の視点を取り入れたサステナビリティ上の重要課題
を特定し、「安定的な調達・供給」を重要課題の一つと掲げ、生物多様性等、環境に配慮し、各国の需要に合わせた資源の有効利
用と安定的な調達・供給に取組むことで、循環型社会を目指します。

資源循環
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化学品部門で取扱う化学品や合成樹脂、またこれを原料とする製品は、非常に有用なものである一方で、これら化学品の中には性
質上、毒性を有するものや危険なものも多く、製造、販売、輸送、保管等の様々な場面において、数多くの関連法規の規制を受け
ています。 
化学品の取引に関する法規制は多種多様であり非常に厳しく、法令違反に対する罰則も非常に重いものになっています。また、商
品の取扱いに許認可を要するものも多数ありますが、法令違反を起こすと許認可が取り消され、化学品部門のビジネスに重大な影
響を与えることにもなりかねません。 
また、化学品のサプライチェーン全体でのリスク最小化を指向する国際的な流れの中で、先進国、途上国問わず、新たな規制の導
入、既存規制の大型改正が始まっており、化学品を扱う上での法規制環境は今後ますます厳しくなるものと予想します。
以上の認識の下、化学品を扱う企業として商品や業界の知識だけでなく、担当者一人ひとりが、自らの取扱っている商品について
の法規制を正確に理解した上で、法令の要求事項に沿ってビジネスを行うことを基本方針としています。

化学品部門法令順守の徹底

伊藤忠商事は、汚染防止と資源循環に関わる環境目標として以下の3項目を設定して取組みを進めています。

伊藤忠商事の東京本社ビルでは、省資源の取組みとして、業務で用いる資源の効率的な利用を行っており、廃棄物の排出量削減と
リサイクル促進、紙の使用量削減に関し、以下のように目標値を定め、管理しています。

2019年度実績 単年目標 2021年3月期目標

東京本社の廃棄物等排出量 2010年度比27%減 2010年度比10%減 2010年度比20%減

東京本社のリサイクル率 94% 90% 90%

東京本社の紙の使用量 2010年度比26%減 2010年度比3%減 2010年度比3%減

目標

「環境汚染の未然防止、法規制の遵守」 
全ての投資案件で『投資等に係るESGチェックリスト』による事前環境リスク評価を実施。社内監査を通じた環境マネジメ
ントシステム、遵法、環境パフォーマンス状況の確認による管理レベル向上の為の取組み推進。グループ会社を選定し、環
境管理状況等を訪問調査。

（1）

「啓発活動の推進」
伊藤忠商事及びグループ会社社員に向けた『廃棄物処理法』、『土壌汚染対策法』等の講習会の実施及び学習、講習実績の
レビュー。

（2）

「資源の節減、資源循環推進と実績把握」
伊藤忠商事では、事業活動を行う際の環境配慮のみならず、オフィス活動においても廃棄物の排出量削減とリサイクル促
進、紙の使用量削減に関し、目標数値を設定。さらに国内事業会社・海外現地法人の環境パフォーマンスデータの収集範囲
を順次拡大し、実態を把握するとともに、今後の環境保全活動に生かすべく取組んでいきます。

（3）

体制・システム

伊藤忠商事及び国内子会社が取組む日本国内・海外の事業投資案件については、その案件が市場、社会、環境等に与える影響を
「投資等に関わるESGチェックリスト」（評価項目には汚染防止と資源循環の対応状況の把握も含まれている）により事前に評価
しています。専門的な見地を必要とする案件については外部専門機関に事前の調査を依頼し、調査の結果、問題がないことを確認
したうえで、着手することにしています。

伊藤忠商事は、「安定的な調達・供給」を重要課題の一つと掲げ、生物多様性等、環境に配慮し、各国の需要に合わせた資源の有
効利用と安定的な調達・供給に取組むことで、循環型社会を目指します。事業投資案件における汚染防止と資源循環の事前評価は
このような取り組みを支えるものです。

事業投資案件における汚染防止と資源循環の事前評価
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化学品部門が主管となり、化学物質を主に扱う化学品部門各営業部、及び化学品部門が主管するグループ会社が適切に法令を順守
できるよう管理しております。また、化学品部門以外で化学品を一部扱う営業部門やグループ会社へも適宜指導、助言を行ってお
ります。
管理方法としては、外部コンサルティングへの問い合わせの徹底、及び専用システムによる一元的法令管理を基本としており、具
体的には、2016年に独自開発した法令管理システムによる商品毎の化学物質レベルでの適用法令や対応事項の確認・記録化、重
要法令に関するeラーニングの実施や主要法令の要点をまとめた関連法規ハンドブックの配布を通じた営業担当者への継続的教育
を行うことで法令順守に努めています。
外部コンサルティング会社には、化学物質管理に関する高いノウハウを持つテクノヒル株式会社（本社 東京都中央区、代表取締役
鈴木一行）を起用し、管理体制に関する総合的助言や商品毎の適用法令といった個別相談等、あらゆる面でサポートを受けていま
す。

化学物質を扱う部門での法令順守

伊藤忠商事の事故・緊急事態対応規程に沿って社内外への報告を行うと共に、事故の状況によって個別手順書に従い対応します。
例えば毒物及び劇物に係る事故等が発生した際は、伊藤忠商事で定めた「医薬用外毒物劇物危害防止手順書」に沿って対応するこ
ととしており、具体的には「同規定添付の緊急連絡網に沿って必要な報告を行うとともに、速やかな対応を行い毒物劇物による危
害を最小限にとどめる。」「飛散、漏れ、流出、しみだし、または地下にしみ込んだ場合において、不特定または多数の者につい
て保険衛生上の危害が生ずるおそれがあるときは直ちにその旨を保健所、警察署、または消防期間に届け出るとともに、保険衛生
上の危害を防止すべく必要な措置を講じる。」等の対応を行うこととしております。

緊急対応、事故対応への管理体制

取組み

タンクターミナル

ケミカルロジテック（株）の管理運営する名古屋ケミポートは、名古屋港の9号
地における液体化学品の受入・保管・払出業務を主要業務とし、中京地区をはじ
めとした重要なサプライチェーンの一角を担っています。
2011年3月11日の東日本大震災を教訓として、今後予想される南海トラフ大地震
に備え、安全、安心且つ災害に強いケミポートを目指し、2年掛りで所員の教
育・訓練、設備の充実、体制の整備に努めた結果、2014年5月1日付で
ISO22301︓2012の初回認証を取得、2017年6月15日付で再認証を取得しまし
た。
ISO22301は、事業の中断・阻害を引き起こす災害・事故の発生に対し、いち早
く復旧を行い、顧客含む利害関係者への影響を最小限とし、サービスの提供を継
続する組織の能力を高めるためのマネジメントシステム規格であり、日本のケミ
カルタンク業界、また伊藤忠グループ会社の中でも初となる画期的な認証取得と
なります。
継続的に組織内外の課題見直しを行い、その改善に努めており、2015年度は荷主立ち合いの下、夜間や休日など対応人数が少な
い状況に事故が発生したことを想定した安全対策訓練を実施。また2017年度は2016年度に続き夜間訓練を実施し、その対応に問
題がないか確認を行いました。引き続き人命尊重を第一として、災害時の安全確保に努めるとともに、組織への教育、訓練を繰り
返し実施し、お客様の信頼に応えられるよう日々努めています。

ISO22301認証を取得し、安全、安心かつ災害に強いタンクターミナルを目指す
取組み
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食品リサイクル法対応として、単体の食品廃棄物排出量、再生利用量等の定期報告を行い、基準実施率（再生利用等の実施率目
標）に沿って廃棄物の発生抑制、飼料化等のリサイクル促進に努めています。

食品リサイクル率

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

リサイクルしている数量

廃棄物等の発生量（単位︓t） 828.2 1,816.9 869.0 992.8

再生利用実施量（単位︓t） 544.9 620.6 454.9 744.4

廃棄処分実施量（単位︓t） 283.3 1,196.3 414.1 248.4

目標（個々の食品関連事業者ごとの
再生利用等の実施率の目標） 基準実施率 75.8% 76.8% 77.8% 78.8%

リサイクルしているパーセンテージ 再生利用実施率 70.6% 34.2% 52.3% 75.1%

食品リサイクル

2017年度は、倉庫火災の特殊要因により、1,001.0トンの廃棄が発生しました。※
2020年度目標（2020年度基準実施率）79.8％※

高炉スラグを使った建造物

「高炉スラグ」とは､鉄鋼の製造工程の副産物です。セメント代替品としてセメン
トと混合して利用することで、セメントの原料である石灰石等の天然資源の節約
が可能となり、更にセメントのみでコンクリートを作る場合に比べ製造時のCO
発生を4割程度削減 できる環境に優しい商品です。
また、海水等への耐久性が高く、長期に亘り中の鋼材が腐食しにくいため、港湾
の大型土木工事等に広く使われています。
当社は20年程前から国内外の「高炉スラグ」を約10ヵ国に販売、世界No.1スラ
グトレーダーとしての取扱量を誇ります。今後も、継続的・安定的な商流を構築
し、スラグ事業への出資・参画を検討していきます。

※ セメントと高炉スラグを55︓45で混合して使用した場合で試算

セメント代替品「高炉スラグ」の世界No.1トレーダー

2
※

サイドシュリンク包装された弁当

伊藤忠プラスチックス株式会社（以下CIPS）は、環境負荷の低減に向けた取組み
として、弁当や寿司、麺類などのフタと容器の結合部分にのみフィルムを装着す
る「サイドシュリンクフィルム」について、株式会社ファミリーマート並びに国
内エリアフランチャイズ各社（以下ファミリーマート）での導入をサポートして
います。
ファミリーマートでは、2015年2月に「サイドシュリンク包装」の全国導入を完
了しました。
ラップで全体を包装するフルシュリンクからサイドシュリンクへの変更により、
開けやすさの向上、中身の見やすさの向上、高い遮断性の実現に加え、ゴミの削
減、包装に使用するプラスチック原料の削減、CO の削減等、環境負荷の低減に
大きく貢献しています。

CIPSは「確かな素材で、暮らしに便利さ・快適さをプラス。誠実で公正な企業文化を育み、人と共に成長する。伊藤忠プラスチッ
クス」を企業理念としております。「サイドシュリンクフィルム」導入サポートを含め、より良い地球環境と経済成長の両立を図
る企業活動を推進し、環境保全に努め、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

サイドシュリンク包装導入による環境負荷低減事業（環境ビジネス）

2

2019年度実績（従来ラップフィルム対比）︓プラスチック原料削減 約533トン、CO の削減 約1,904トン※ 2
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ステークホルダーとの協働

伊藤忠商事は、容器リサイクル法が定める特定事業者として、循環型社会形成の推進に寄与することを目的として、容器包装の再
商品化のために、毎年容器包装の自社製造・輸入量等を把握し、再商品化委託料を公益財団法人日本容器包装リサイクル協会に収
めています。

過年度の委託料は以下の通りです。
（単位︓円）

年度 実施委託料/
拠出委託料

ガラスびん
PETボトル 紙製容器

包装
プラスチック
製容器包装 合計

無色 茶色 その他の色

2017
年度

実施 704,782 29,327 1,057,941 1,792,050

拠出 9,344 102 9,446

総額 714,126 29,429 1,057,941 1,801,496

2016
年度

実施 814,414 708 18,306 631,798 1,465,226

拠出 0 68 168 47,052 47,288

総額 814,414 776 18,474 678,850 1,512,514

2015
年度

実施 770,179 158,548 30,825 292,375 1,251,927

拠出 0 0 315 13,395 13,710

総額 770,179 158,548 31,140 305,770 1,265,637

容器リサイクル法への対応

当社は、日本経済団体連合会の環境・エネルギー関係の委員会である「環境安全委員会地球環境部会」に参加し、自主行動計画の
推進、温暖化、廃棄物・リサイクル、水を含む環境リスク対策など、経済と両立する環境政策の実現に取組んでいます。また、日
本貿易会の「地球環境委員会」に参加し、低炭素社会の構築、循環型社会の構築、環境関連法規への対応などに取組んでいます。

イニシアチブへの参画（財界・業界団体を通じた活動）

パフォーマンスデータ

2015年度～2019年度の紙の使用量は下記の通りです（2015年度　東京本社ビル、2016～2019年度　伊藤忠商事国内拠点合
計）。東京本社ビルは、紙の使用量2010年度比3%削減を目標に掲げ、ペーパーレス化や無駄な紙の使用を抑えることにより、紙
の使用量の削減を推進しています。

（単位︓千枚（A4換算））

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

コピー用紙使用量 31,896 34,940 32,949 30,711 26,913

紙の使用量
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2015年度～2019年度の東京本社ビル、国内事業会社、海外現地法人及び海外事業会社の廃棄物等排出量は下記の通りです。伊藤
忠商事ではゴミの分別等を推進しています。東京本社ビルは、2010年度比10%削減を単年目標として掲げ、印刷時の2in1や両面
印刷等の工夫により廃棄物量の削減を推進しており、2014年度は、東京本社ビルにて「港区ごみ減量事業者表彰」を受賞しまし
た。

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

東京本社ビル❖

廃棄物等排出量（単位︓t） 711 674 698 680 767

内
非リサイクル排出量

36 38 43 48 44

内
リサイクルされた排出量 675 636 655 632 723

リサイクル率（単位︓%） 95 94.3 93.8 92.9 94.3

国内事業会社 廃棄物等排出量（単位︓t） 23,470 21,947 177,526 4,707,364 16,024,632

海外現地法人 廃棄物等排出量（単位︓t） 9 33 5 17 9

海外事業会社 廃棄物等排出量（単位︓t） 14,569 10,016 141,392 3,118,634 803,643

廃棄物等排出量

東京本社ビルの廃棄物等排出量には有価物売却量を含みます。※

集計対象会社数増により、2018年度は2017年度比数値が大幅に増加しています。※

 2019年度

伊藤忠グループ総合計

廃棄物等排出量（単位︓t） 16,829,051

内　非リサイクル排出量（単位︓t） 12,706,490

内　リサイクルされた排出量（単位︓t） 4,122,557

リサイクル率（単位︓%） 24

廃棄物リサイクル率

（単位︓t）

 2019年度

伊藤忠グループ総合計 有害廃棄物排出量 749

有害廃棄物排出量

（単位︓t）

 2017年度 2018年度 2019年度

伊藤忠グループ総合計

NOx（窒素酸化物） 13,838 13,392 12,278

SOx（硫黄酸化物） 6,174 6,412 6,928

VOC（発揮性有機化合物） 500 524 520

NOx、SOx、VOC排出量
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○︓集計対象

 廃棄物等
排出量

NOx、SOx、
VOC排出量 紙の使用量

東京本社 ○ ○ ○

大阪本社 － ○ －

国内支社 全5支社（北海道、東北、中部、中四国及び九州） － ○ －

国内支店及びその
他の事業用施設

支店含む事業所数︓2015年度8事業所、2016年度8事業所、
2017年度6事業所、2018年度8事業所、2019年度7事業所 － ○ －

国内事業会社 対象社数︓ 2015年度70社、2016年度65社、2017年度208
社、2018年度220社、2019年度238社 ○ ○ －

海外現地法人 対象事業所数︓ 2015年度16事業所、2016年度16事業所、
2017年度15事業所、2018年度30事業所、2019年度29事業所 ○ ○ －

海外事業会社 対象社数︓ 2015年度44社、2016年度46社、2017年度299
社、2018年度282社、2019年度286社 ○ ○ －

除外
ただし、投資運用目的で保有する会社であり、今後5年以内に売却する見込みのある会社は、集計対象
に含みません。また、従業員が10人以下である、非製造拠点の事業所のCO 排出量は、量的に僅少であ
るため、集計対象としていません。

集計範囲

※1

※2

※2

2

その他の事業用施設︓伊藤忠商事が所有または賃借している事業用施設(居住用施設除く)※1

2015年度～2016年度は伊藤忠商事が直接出資する連結子会社(2017年3月31日時点)、2017年度以降は全ての連結子会社
(100%)が対象

※2

独立した第三者保証報告書（P184）︓❖マークを付した以下のデータについては、KPMGあずさサステナビリティ（株）による国
際監査・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000及び3410に準拠した第三者保証を実施。
❖︓伊藤忠商事国内拠点（東京本社・大阪本社・国内支社・国内支店及びその他の事業用施設）の電力使用量合計値、事業用施設
起因のCO 排出量合計値、東京本社の廃棄物等排出量、非リサイクル排出量、リサイクルされた排出量、リサイクル率、水使用
量、中水製造量及び排水量の数値

第三者保証

2

化学品関連法令順守と化学品関連法規eラーニング

法令順守の状況

免許停止等の大きな違反ゼロ

化学品関連法規のeラーニング実績

化学品部門単体（実施人数130名、実施期間2019年10月1日 ～ 2019年10月31日）
化学品部門事業会社、エネルギー・化学品カンパニー以外の伊藤忠商事各Co.単体、事業会社へも同eラーニングを案内

2012年に初版発行し、現在は16年改訂版を作成、配布しております。掲載法令は32法令で、各法
令の概要、遵守事項の要点を明記しています。化学品業界法の知見が十分でない新入社員や化学品
部門以外で化学品を取扱う営業担当者が必要に応じて参照し、業界法への自発的気づきを促すこと
を目的としています。

化学品関連法規ハンドブック
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水資源の保全

アクションプラン

マテリア
リティ

SDGs
目標

取組むべ
き課題 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

機械カンパニー

人権の尊
重・配慮

水・衛生
インフラ
の整備

水/環境プロ
ジェクト

水の適切な処理、有
効利用を通じて、衛
生環境の向上、経済
活動の発展、及び地
球環境保全に寄与し
ます。

水・環境事業の拡
大を通じ、水の適
切な利用・処理及
び資源の有効活用
を促進、環境負荷
を低減。

水・環境分野の
投資ポートフォ
リオの拡大と多
様化。

水分野
英国・スペインにて、水道サー
ビス事業、豪州・オマーンにて
海水淡水化事業を保有。引き続
き海水淡水化や上下水事業の拡
大に向け取組みを推進。

地球上の水の約97.5%は海水であり、その中で人間が利用できる水は0.01%に過ぎません。一方で、新興国を中心とした経済発展
や人口増加、気候変動による降水パターンの変化により、世界の水需要は増加の一途を辿っています。
そのような環境下、伊藤忠商事では、その多岐にわたる事業活動において、水資源は事業継続に不可欠な資源であることを強く認
識しており、環境方針の（5）水資源の保全・有効活用において「水の効率的な使用やリサイクルを通じた水の使用量削減、水の
適切な処理に努める。」と定めています。水を持続可能なかたちで利用していくため、事業活動の中での適切な量の利用、リサイ
クル、再利用を通じて、利用効率の改善、使用量の削減に取り組みます。

また、伊藤忠商事は、水関連ビジネスを重点分野と位置付け、海水淡水化事業や水処理事業、2014年から取組んでいるコンセッ
ション事業等、グローバルに展開し、世界各地の水問題の解決への貢献を目指しています。

方針・基本的な考え方

伊藤忠商事では、水の使用量削減に関し、目標数値を設定しています。

水資源関連では、水インフラや衛生環境の整備、水・廃棄物の適切な処理及び有効利用を通じて、衛生環境の向上、経済活動の発
展、及び地球環境保全に寄与します。また水・環境事業の拡大を通じ、水の適切な利用・処理及び資源の有効活用を促進し、環境
負荷の低減等に取組みます。

東京本社ビルでは、省資源の取組みとして、業務で用いる水資源の効率的な利用を、水のリサイクル（中水の製造）を通じて行っ
ており、以下のように目標値を定め、管理しています。

 2019年度実績 単年目標 2021年3月期目標

東京本社の水の使用量（上水） 2010年度比22.1%減 2010年度比10%減 2010年度比15%減

目標

伊藤忠商事及び国内子会社が取組む日本国内・海外の事業投資案件については、その案件が市場、社会、環境等に与える影響を
「投資等に関わるESGチェックリスト」（評価項目には水使用量の把握状況も含まれている）により事前に評価しています。専門
的な見地を必要とする案件については外部専門機関に事前の調査を依頼し、調査の結果、問題がないことを確認したうえで、着手
することにしています。
伊藤忠商事は、「安定的な調達・供給」を重要課題の一つと掲げており、各国の需要に合わせた水資源の有効利用に取組むこと
で、国際的な水資源問題への対応を進めています。

グループ傘下の製造拠点に関しては、WRI（世界資源研究所）のAqueductを用いて、水資源のリスク管理をしています。

体制・システム
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取組み

伊藤忠商事では傘下の製造拠点における水ストレスレベルの高い地域を特定するために、WRI（世界資源研究所）が開発した
Aqueductツールを用いて、国内外すべての製造拠点の水ストレスレベルを定量化、水ストレスの高い地域を特定しました。

著しく高リスクとして特定された拠点の水使用量はこちら（P62）になります。

全般的な水のリスク 拠点数

低リスク（0-1） 26

低から中リスク（1-2） 82

中から高リスク（2-3） 8

高リスク（3-4） 21

著しく高リスク（4-5） 2

拠点数合計 139

製造拠点における水リスクの把握

伊藤忠商事は、水関連ビジネスを重点分野と位置付け、世界各地の水問題の解決に貢献すべく、海水淡水化事業や水処理事業、
2014年から取組んでいるコンセッション事業等、グローバルに展開しています。

水関連事業一覧

事業 取組み内容

上下水道コンセッ
ション事業

2012年、英国Bristol Waterグループに出資。日本企業初の英国水道事業参入を果たし、水源管理から浄
水処理、給配水、料金徴収・顧客サービスまでを包括した上水サービスを約120万人に提供中。

2014年、スペインカナリア諸島にて上下水道サービスを提供するCANARAGUA CONCESIONES S.A.に出
資。日本企業初のスペイン水道事業参入を果たし、自治体とのコンセッション契約に基づき延べ130万人に
対し上下水道サービスを提供中。

海水淡水化事業

豪州ヴィクトリア州における海水淡水化事業に出資参画。本設備はヴィクトリア州メルボルン市人口の水
需要の約30%を満たすことが可能であり、2012年よりメルボルン市への水の安定供給を支える事業です。

オマーン政府傘下のオマーン電力・水公社が同国北部のバルカにて推進する日量281,000m の海水淡水化
事業に筆頭株主として出資参画。本件はオマーン最大の海水淡水化事業であり、逆浸透膜（RO膜）方式の
海水淡水化設備と周辺設備の建設及び20年間に亘る運営を行います。2018年6月に商業運転開始。

海水淡水化プラン
ト及び浸透膜の製
造・販売

サウジアラビアにて、1970年代より多数の海水淡水化プラントの納入を開始。
2000年代に入り、ササクラと共に同国における現地資本との合弁会社アクアパワー・ササクラ社（現
Sasakura Middle East Company）を設立、海水淡水化プラントのリハビリ事業も展開。
2010年8月には、同国の現地資本、東洋紡と海水淡水化用逆浸透膜エレメントを製造・販売する合弁会社
Arabian Japanese Membrane Company, LLCを設立。

水関連事業

3
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取組み例

海水淡水化プラント（建設中）

－オマーン最大の海水淡水化事業－

今後、年間約6%成長すると予測される中東オマーンの水需要。人口増加や都市
化とともに、飲料水不足が課題となっています。2016年3月、当社が参画する
Barka Desalination Company（バルカ・デサリネーション・カンパニー）は同
国の水の安定供給に向けてオマーン北部バルカでの日量281,000m の海水淡水
化事業契約を締結しました。同プロジェクトは、オマーン政府が推進する官民連
携型事業であり、逆浸透膜（RO膜）方式の海水淡水化設備と周辺設備の建設及び
20年間にわたる運営を行います。設備は2018年6月に商業運転を開始し、総事業
費約300百万ドルのオマーン最大の海水淡水化事業となります。世界的な人口の
増加や経済成長、地球温暖化等に起因する水需要の増加を受けて、当社は水ビジ
ネスを重点分野として位置付け、海水淡水化や上下水事業等の拡大に取組んでい
ます。今後も世界各地域において水資源の有効活用に寄与する事業を推進していきます。

命をつなぐ飲用水を安定供給

3

東京本社ビルでは、水資源を有効利用するために1980年の竣工時より厨房排水、雨水、湧水、及び洗面並びに給湯室等からの雑
排水を原水とする中水製造設備を設置し、トイレの洗浄水に利用しています。
雨量によって中水の確保量に毎年変化が生じるため、雨量が少ない場合には水道水の使用量は増える傾向にあります。このため、
トイレ内の洗面台手洗い水シャワー節水器や、トイレ洗浄水の自動節水器を新たに設置して水道水の節約に努めています。

水資源の有効利用
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ステークホルダーとの協働

当社は、日本経済団体連合会の環境・エネルギー関係の委員会である「環境安全委員会地球環境部会」に参加し、自主行動計画の
推進、温暖化、廃棄物・リサイクル、水を含む環境リスク対策など、経済と両立する環境政策の実現に取組んでいます。また、日
本貿易会の「地球環境委員会」に参加し、低炭素社会の構築、循環型社会の構築、環境関連法規への対応などに取組んでいます。

イニシアチブへの参画（財界・業界団体を通じた活動）

当社は世界中の様々なステークホルダーに対し、ESGに関する取組みについて積極的な情報発信を行っています。その一環とし
て、企業の水関連対策等の環境情報に関して世界で最大のデータベースを有するNGOであるCDPに参加。2013年度から、CDP
Water Securityの質問書に回答しています。

CDP（Water
Security）への参加

パフォーマンスデータ

2015年度～2019年度の東京本社ビルの水使用量、中水製造量及び排水量、国内事業会社、海外現地法人、海外事業会社の排水量
は下記の通りです。東京本社ビルは、水の使用量2010年度比10%削減を目標に掲げ、中水を使用出来るトイレ洗浄水の節水装置
を導入するなど、水の使用量の削減を推進しています。

（単位︓m ）

 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

東京本社水道水使用量❖ 46,922 52,248 43,039 46,573 42,223

東京本社中水使用量❖ 35,729 30,736 33,830 31,225 34,446

東京本社排水量❖ 62,857 63,446 58,129 58,779 59,833

国内事業会社排水量 981,549 846,700 14,628,762 51,913,278 59,210,778

海外現地法人排水量 5,932 5,722 5,863 5,366 5,225

海外事業会社排水量 205,394 207,267 11,831,598 34,380,149 16,394,403

水の使用量及び排水量

3

※

※

※

排水量の把握をしていない場合は水道水使用量と同じと仮定し算出※

集計対象会社数増により、2018年度は2017年度比数値が大幅に増加しています。※

（単位︓m ）

 2017年度 2018年度 2019年度

伊藤忠グループ総合計

上水道、工業用水 12,951,719 9,559,683 10,597,620

地下水揚水（リサイクル） 0 0 30,158,408

地下水揚水（非リサイクル） 17,118,206 92,899,470 93,675,043

河川・湖沼・雨水 43,919,437 31,739,550 26,318,495

海水 0 4,339,200 10,268,731

その他（生成水等） 0 0 11,370

合計 73,989,363 138,537,904 171,029,667

取水源別使用量
3
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（単位︓m ）

 2018年度 2019年度

伊藤忠グループ総合計

外部処理施設（下水等） 57,669,021 3,728,982

地下水 9,243,455 5,730,762

河川・湖沼 12,991,648 60,080,592

海 6,453,448 6,129,903

合計 86,357,572 75,670,239

排水先別排水量
3

WRI（世界資源研究所）が開発したAqueductツールを用いて特定した（P59）水ストレスレベルが著しく高い（4-5）拠点の水使
用量は以下の通りです。

 2018年度 2019年度

拠点数 0 2

水使用量（m ） 0 18,837

水ストレス地域における水の使用量

3

○︓集計対象

 水使用量及び排水量

東京本社 ○

大阪本社 －

国内支社 全5支社（北海道、東北、中部、中四国及び九州） －

国内支店及びその他
の事業用施設

支店含む事業所数︓2015年度8事業所、2016年度8事業所、2017年度6事業
所、2018年度8事業所、2019年度7事業所 －

国内事業会社 対象社数︓ 2015年度70社、2016年度65社、2017年度208社、2018年度
220社、2019年度238社 ○

海外現地法人 対象事業所数︓ 2015年度16事業所、2016年度16事業所、2017年度15事業
所、2018年度30事業所、2019年度29事業所 ○

海外事業会社 対象社数︓ 2015年度44社、2016年度46社、2017年度299社、2018年度
282社、2019年度286社 ○

除外
ただし、投資運用目的で保有する会社であり、今後5年以内に売却する見込みのある会社は、集計対
象に含みません。また、従業員が10人以下である、非製造拠点の事業所のCO 排出量は、量的に僅少
であるため、集計対象としていません。

集計範囲

※1

※2

※2

2

その他の事業用施設︓伊藤忠商事が所有または賃借している事業用施設(居住用施設除く)※1

2015年度～2016年度は伊藤忠商事が直接出資する連結子会社(2017年3月31日時点)、2017年度以降は全ての連結子会社
(100%)が対象

※2
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独立した第三者保証報告書（P184）︓❖マークを付した以下のデータについては、KPMGあずさサステナビリティ（株）による国
際監査・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000及び3410に準拠した第三者保証を実施。
❖︓伊藤忠商事国内拠点（東京本社・大阪本社・国内支社・国内支店及びその他の事業用施設）の電力使用量合計値、事業用施設
起因のCO 排出量合計値、東京本社の廃棄物等排出量、非リサイクル排出量、リサイクルされた排出量、リサイクル率、水使用
量、中水製造量及び排水量の数値

第三者保証

2

環境会計にて開示している環境保全コスト（P34）のうち、水に関連するコストは以下の通りです。

水に関連する環境保全コスト

水質汚濁防止のためのコスト　排水処理費、中水製造費、監視測定費及び管理人件費　10,170千円
水リスク回避のための研究開発費（東京大学大気海洋研究所気候システム研究系への寄付）　500千円
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生物多様性保全への取組み

2010年に愛知県名古屋市で開催された生物多様性条約第10回締約国会合（COP10）において、2020年に向けた愛知目標が決定
されたことが一つの契機となり、その後もSDGs（持続可能な開発目標）やパリ協定の採択といった、生物多様性に関わりの深い
重要な国際合意がなされました。
グローバルに事業を行う伊藤忠グループは、地球環境問題を経営の最重要課題の一つとして捉え、企業理念「三方よし」を実現す
べく、伊藤忠グループ「環境方針」に示す生物多様性の保全を推進するため、「生物多様性宣言」を定め、持続可能な社会の実現
に貢献していきます。

方針・基本的な考え方

目標︓自然共生社会の構築を通じた持続可能な社会の実現

生物多様性保全のための行動を一層進め、国際的貢献を図るために、「生物多様性宣言」にて更なる深化を目指します。

生物多様性宣言

グローバルな視点を持って事業活動の推進にあたり、自然生態系並びに生物多様性の保全に配慮し、環境汚染の未然防止に努
めます。
低炭素化、資源循環、生物多様性保全などの幅広い環境活動を事業活動の中に取り込んだ「環境統合型経営」を推進し、自然
の営みと事業活動の調和を重視します。
生物多様性に資する行動に自発的かつ着実に取組み、情報開示と対話を行います。
各地域の自然資本を活かしながら、地域の生態系に配慮した事業活動に努め、国内外の関係組織と連携・協働しつつ、自然保
護や生物多様性に関する取組みが更に進むよう、努めます。
私たちは、生物多様性を育む社会づくりに向けた風土の醸成及び社内外の意識向上を行います。

目標 2019年度
行動計画 2019年度の実績 2020年度

行動計画

SDGs
(持続
可能な
開発
目標)

環境保全を目的とし
た社会貢献事業の
実施及びフォロー
【基本方針2 
環境保全】

14.
15.

目標

「絶滅危惧種アオウ
ミガメ保全プロジェ
クト」の推進。

1.

アマゾンの生態系保
全プログラム「フィ
ールドミュージアム
構想」のマナティの
野生復帰事業の支援
を継続。

2.

「絶滅危惧種アオウミガメ保全プロジェクト」を2018年度か
ら始動。社員の環境保全意識醸成も目的とし、2019年度も小
笠原諸島・父島にて、2回目となる社員と家族が参加したアオ
ウミガメ保全ツアーを実施。アジア地域の海洋保全に取組む認
定NPOエバーラスティング・ネイチャーの小笠原海洋センター
で行うアオウミガメ産卵巣数モニタリング調査とふ化後調査を
2016年度から支援継続。調査結果では、小笠原のアオウミガ
メの増加傾向が継続していると推測されている。

1.

アマゾンの生態系保全プログラム「フィールドミュージアム構
想」のマナティ野生復帰事業の支援継続。捕獲育成後、28頭
（累計）を半野生湖に放流。27頭をアマゾン川に放流。地域
の住民870名以上に学びの機会を提供、特に地元の漁師にはマ
ナティ保全の重要性理解を促し、本事業への参画を実現。

2.

「絶滅危惧種ア
オウミガメ保全
プロジェクト」
の推進。

1.

その他環境保全
事業の推進。

2.

新規の事業投資案件に際して提出を義務付けている「投資等に関わるESGチェックリスト」の中で、投資対象事業の「自然環境へ
の影響」を評価する項目を設け、該当の事業を原因とする生態系への影響や資源の枯渇等の自然環境への影響の有無を把握してい
るか確認し、影響が認められる場合はリスク分析の上、必要があれば外部の専門機関に追加のデューデリジェンスを依頼する等し
て、投資実行前のリスク管理に努めています。

体制・システム
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取組み

詳細は、木材、木材製品、製紙用原料及び紙製品　セニブラ社でのFSC森林認証及びCoC認証（P134）をご覧ください。

パルプ製造事業における生物多様性への配慮

当社は鉱物資源の開発事業において、国際的な基準 に基づき閉山に関するガイドラインを定めています。閉山計画は物理的な回
復だけでなく、地域の社会や経済に対して、影響をできるだけ小さく利益をできるだけ大きくなるように設計されるべきです。そ
の為には資金を準備したり、操業に際して建設した水路等の安全を確保する、使用した化学品等の残留防止策を講じる、といった
対策が必要です。将来の閉山に向けてパートナーと協業し、資源国で定められている環境影響評価や閉山計画の策定を適切に行
い、実施状況を確認する体制を整備しています。

閉山に関するガイドライン

※

国際金融公社（IFC）のEHSガイドライン（鉱山）※

アマゾンの熱帯雨林は世界最大で、地球上
の酸素の1/3を供給するといわれている

「マナティー里帰りプロジェクト」のロゴ

伊藤忠商事は、環境保全、生物多様性を目的とし、京都大学野生動物研究センター
がブラジルの国立アマゾン研究所と進めるアマゾンの熱帯林における生物多様性保
全プログラム「フィールドミュージアム構想」を2016年度から支援しています。
アマゾンは地球上の熱帯雨林の半分以上に相当し、生態系の宝庫とも呼ばれている
エリアです。しかし、急速な経済発展や、現地住民の環境教育不足による森林伐採
等から、近年その貴重な生態系が失われつつあります。京都大学野生動物研究セン
ターは国立アマゾン研究所と共同でアマゾンの貴重な生態系を維持する研究及び普
及活動を行っており、日本が得意とする先端技術を利用して、保全のための研究や
施設整備をブラジルが共同で行ってきました。
当社は、アマゾン川の支流にあるクイエイラス地域に、アマゾンの多様な生物や生
態系の自然観察・研究の拠点とする「フィールドステーション」の建設を支援しま
した。同施設は、産官学協働で整備され、セミナーや研究発表など来訪者が集う施
設（ビジターセンター）のある多目的棟のほかに宿泊棟もあり、2018年5月に開所
式典が現地で行われました。浸水林とテラフィルメ（水没しない地域）の双方が存
在する絶好な地域にて、動植物の長期モニタリングが可能となり、これまで研究が
困難だったアマゾンの水生生物（カワイルカやマナティー）や熱帯雨林上層部の研
究以外にも多数の計画が検討され、国内外で注目されています。今後は、中長期的
にアマゾンの熱帯林に係る先進的な研究が実施されるとともに、環境教育活動が一
層活性化し、アマゾンの生物多様性保全につながることが期待されています。
また、絶滅危急種であるアマゾンマナティーを救うため、伊藤忠商事はアマゾンマ
ナティーの野生復帰プログラムを支援しました。密漁に伴う負傷などにより保護さ
れるマナティーの数が増える一方で、自律的な野生復帰は難しいことから、マナテ
ィーの野生復帰事業の確立が急務となっています。2016年度からの3年間のプロジ
ェクト期間で、9頭以上のマナティーの野生復帰と20頭以上の半野生復帰を目指
し、実際には27頭の野生復帰と28頭の半野生復帰を果たしました。

アマゾンの生物多様性保全プログラムを支援

完成したフィールドステーション 絶滅危惧種のアマゾンマナティー
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伊藤忠商事は、生物多様性の保全を目的として、絶滅危惧種に指定されているアオウミガメの保全活動を認定NPO法人エバーラス
ティング・ネイチャー（ELNA）を通じて支援しています。

アオウミガメは、日本では小笠原諸島の砂浜で産卵をします。海岸の開発による産卵地の砂浜の減少、混獲、海岸ゴミの誤飲な
ど、人の生活ウミガメを取り巻く自然環境に深く関わっています。およそ40年かけて成熟する確率は0.2～0.3％（自然のふ化稚ガ
メの生存率）です。社員の環境への意識醸成のため、2019年7月23日(火)～28日(日)にかけて日本最大のアオウミガメ繁殖地であ
る小笠原諸島・父島にて「アオウミガメ保全ツアー」を実施し、当社社員と家族ら10名が参加しました。

今後もアオウミガメ保全活動の支援を通して、SDGs（国連で採択された持続可能な開発目標）に掲げられている海洋生態系の保
護と生物多様性損失の阻止に寄与していきます。

絶滅危惧種アオウミガメ保全プロジェクト

絶滅危惧種アオウミガメ（小笠原諸島にて撮影） アオウミガメ保全ツアーでの一コマ

ボルネオ島はマレーシア、インドネシア、ブルネイの三カ国にまたがる熱帯林地域で、面積は日本の約2倍、世界でも3番目に大き
な島です。生物多様性の宝庫といわれるボルネオ島も開発が進み、自然再生力だけでは生態系保全ができない程、傷ついた熱帯林
も出てきました。伊藤忠グループが2009年から支援を続けている森林再生地のボルネオ島北東部のマレーシア国サバ州北ウルセ
ガマでは、世界的な自然保護団体であるWWFが現地サバ州森林局と連携し、約2,400ヘクタールの森林再生活動を行っています。
伊藤忠グループはそのうちの967ヘクタールの再生を支援し、2014年に植林作業が完了し、維持・管理作業を含むすべての現地作
業は2016年1月に完了しました。これは一般企業の植林活動支援としては最大規模の面積となります。当地は、絶滅危惧種である
オランウータンの生息地でもあり、森林再生はこのオランウータンを保護するのみならず、ここに生息する多くの生物を守ること
にもつながります。

ボルネオ島の熱帯林再生及び生態系保全活動

ツアー参加者による植林 絶滅危惧種のオランウータン
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伊藤忠商事が展開するラグジュアリーブランド「ハンティング・ワールド」は、1965年のブランド創設以来、「牙のない仔象」を
モチーフとしたロゴマークを使用しています。これは自由と蘇生のシンボルであると同時に、絶滅危惧種の保護という未来を見据
えた課題をも意味しており、創設者の自然への愛と敬意が込められています。そして、「ハンティング・ワールド」を日本で販売
するハンティング ワールド ジャパンは、創設者が掲げた「自然との共生」実現のために、2008年よりNPO法人「ボルネオ保全ト
ラスト」（BCT）が進める生物多様性保全活動を支援しています。同社では、チャリティーグッズを企画・販売し、その売上の1%
をBCTに提供することで、緑の回廊 のための土地購入資金やプランテーションに迷い込んだボルネオ象の救出のための費用に役立
てています。また、2011年秋には、これまでの支援金によって「緑の回廊計画」区域内に4エーカーの土地を単独で取得し、「ハ
ンティング・ワールド共生の森」が誕生しました。さらに、BCTをサポートしているBCTジャパンが2013年9月から推進する「野
生生物レスキューセンター」の第一弾となる施設「ボルネオ エレファント サンクチュアリ」の設立資金にも役立てられました。

ハンティング・ワールドのボルネオ支援活動

※

緑の回廊︓ 森林保護区や保護林の間の土地を買い戻すなどして、分断された森林をつなぎ、野生動物の移動経路を作ること
で、生物多様性を保全する活動

※

絶滅危惧種のボルネオ象
ボルネオ象を森に戻すまでの一時的な保護、
治療、馴致を行う施設の建設等もサポート

ボルネオ島北東部のキナバタンガン川周辺が
「緑の回廊」対象地。全体で2万haの

土地の確保が計画されている

ステークホルダーとの協働

当社は、一般社団法人 日本経済団体連合会に参加しており、ブラジルのリオデジャネイロで国連環境開発会議（地球サミット）が
開催された1992年設立の経団連自然保護協議会を通じて、アジア太平洋地域を主とする開発途上地域や国内の自然保護プロジェ
クトを支援するとともに、NGO等との交流、セミナーやシンポジウムの開催、「経団連自然保護宣言」や「経団連生物多様性宣
言」とその行動指針の公表（2018年10月改定）など、経済界が自然保護に取組む環境づくりに努めて参りました。加えて、近年
では自然再生を通じた東北復興支援として津波で被災した「震災メモリアルパーク中の浜」（岩手県宮古市）の植樹活動などにも
取組んでいます。

また、2020年6月11日に発表された「経団連生物多様性イニシアチブ」にも賛同を表明しています。

イニシアチブへの参画（財界・業界団体を通じた活動）

伊藤忠商事は、2006年に持続可能なパーム油のための円卓会議（RSPO）に参加し、2025年までにRSPO認証ないしはそれに準ず
るパーム油100％取扱いを目標に掲げ、他メンバー企業との連携・協業等を通じて、持続可能なパーム油の調達・供給に取組んで
います。
また、Zoological Society of London（ZSL）によるプロジェクトで、大手パーム油関連企業について50以上の指標を公開データ
に基づき評価を行っているSPOTT（Sustainable Palm Oil Transparency Toolkit,「持続可能なパーム油の透明性ツールキッ
ト」）にも参加し、双方向のコミュニケーションを通じてパーム油産業に関連するステークホルダーに情報開示を行っています。

持続可能なパーム油に向けて外部機関との協働

当社は世界中の様々なステークホルダーに対する、ESGに関する取組みについて積極的な情報発信の一環として、企業の気候変動
対策等の環境情報に関して世界で一番大きいデータベースを有するNGOであるCDPに参加し、2014年3月期から、企業のサプライ
チェーン上の森林マネジメントを評価するCDP Forestsの質問書に回答しています。

事業活動以外の面においても、伊藤忠グループは、社会貢献活動を通じて、生物多様性の保全活動を行っています。

CDPへの参加
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パフォーマンスデータ

アマゾンマナティー野生復帰事業 成果指標

テーマ 活動内容
3年（2016-
2018年度）
の成果指標

2016年度
成果指標

2016年度
実績

2017年度
成果指標

2017年度
実績

2018年度
成果指標

2018年度
実績

半野生
復帰

マナティーを
半野生環境の
湖（マナカプ
ル）や川に設
置した生簀
（クイエラ
ス）に放流。

野生復
帰

地域住
民への
環境教
育・啓
発活動
の実施

マナティー野
生復帰事業を
通じ、地域住
民への生物多
様性保全につ
いて啓発活動
を行う。

–

生物多様性に関するパフォーマンスデータ

20頭以上の
マナティー
を半野生湖
へ放流。
半野生復帰
用の湖と生
簀を設置。

マナカプルにマ
ナティー半野生
復帰用の湖を設
置開始。
半野生湖に生息
する13頭のマ
ナティーの健康
診断を実施。
6頭のマナティ
ーを半野生湖へ
放流。

マナカプルに湖
を設置する打ち
合わせを開始。
12頭のマナテ
ィーの健康診断
を実施。
9頭のマナティ
ーを半野生湖へ
放流。

17頭のマ
ナティーの
健康診断を
実施。
8頭のマナ
ティーを半
野生湖へ放
流。

24頭のマナテ
ィーの健康診断
を実施。
12頭のマナテ
ィーを半野生湖
へ放流。

5頭のマナ
ティーを半
野生湖へ放
流。

14頭のマナテ
ィーを半野生
湖へ放流。

マナティー
をアマゾン
川に放流。

10頭以上の
マナティー
をアマゾン
川へ放流。

3頭のマナティ
ーをアマゾン川
へ放流。

アマゾン川へ放
流後再捕獲され
たマナティー1
頭の健康診断を
実施した結果、
体長、体重共に
増加しており、
川へ放流した後
も順調に自然環
境に適応してい
ることを確認。
5頭のマナティ
ーをアマゾン川
へ放流。

5頭のマナ
ティーをア
マゾン川へ
放流。

10頭のマナテ
ィーをアマゾン
川へ放流。
アマゾン川へ放
流したマナティ
ー1頭を再捕獲
し健康診断を実
施した結果、体
長、体重共に増
加しており、川
へ放流した後も
順調に自然環境
に適応している
ことを確認。

5頭のマナ
ティーをア
マゾン川へ
放流。

12頭のマナテ
ィーをアマゾ
ン川へ放流。

毎年地域の
住民100名
以上に学び
の機会を提
供する。
地元の漁師
にマナティ
ー保全の重
要性を理解
してもら
い、漁師2名
の本事業へ
の参画を目
指す。

マナティー放流
時に、地域の住
民200名以上に
参加してもら
い、マナティー
保護を通じ、生
物多様性保全の
重要さの啓発を
行った。
地元の漁師にマ
ナティー保全の
重要性を理解し
てもらい、漁師
2名が本事業へ
参画した。

地域の住民
100人に学
びの機会を
提供する。
地元の漁師
にマナティ
ー保全の重
要性を理解
してもら
い、漁師2
名の本事業
への参画を
目指す。

環境教育には
301名、マナテ
ィー放流時のお
披露目会には
370名の地域住
民が参加し、マ
ナティー保護を
通じ、生物多様
性保全の重要さ
の啓発を行っ
た。
昨年に引き続き
地元の漁師2名
が本事業へ参画
した。

地域の住民
100人に学
びの機会を
提供する。
地元の漁師
にマナティ
ー保全の重
要性を理解
してもら
い、漁師2
名の本事業
への参画を
目指す。

環境教育には
350名、マナ
ティー放流時
には500名の
地域住民が参
加。マナティ
ー保護を通
じ、生物多様
性保全の重要
さの啓発を行
った。
昨年に引き続
き地元の漁師
2名が本事業
へ参画した。
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環境・クリーンテック分野において、中長期的視野に立ち、最先端技術を取り入れ用い、将来的に持続可能な成長が予測される且
つ、低炭素社会・循環型社会に向けて社会構造の転換に資する下記の分野のビジネス開発に積極的に取組んでいます。

伊藤忠商事のクリーンテックビジネス

1. 再生可能エネルギー事業（P69～70） 2. アンモニア燃料関連事業（P71） 3. 廃棄物処理発電事業（P71～72）
4. 蓄電システム事業（P72～73） 5. 水インフラ関連事業（P73） 6. グリーンビルディング等への取組み（P74）
7. その他クリーンテック事業（P74～75）

伊藤忠商事では、世界中の各種発電所建設／改修プロジェクト・新規／既存発電所のIPP（Independent Power Producer）事
業・発電所の運転保守事業等電力に関わるプロジェクトに多角的に取組み、発電効率の最適化を目指しています。

これらの事業の中でも、地熱・風力・太陽光・バイオマス等の再生可能エネルギーを活用した発電事業を積極的に推進しており、
発電事業全般において、持分容量ベースの再生可能エネルギー比率を2019年度の12.5%から2030年度までに20%超への拡大を
めざしています。

当社は引き続き国内外における再生可能エネルギーを活用した発電事業を積極的に推進することで、持続可能な開発目標としての
気候変動を緩和する低炭素社会の形成に貢献していきます。

発電事業における再生可能エネルギー比率と推移

2019年 2019年 2030年（目標）

持分容量（MW） 比率（%） 比率（%）

風力発電事業 185

12.5% 20%超

太陽光・太陽熱発電事業 83

地熱発電事業 83

バイオマス発電事業 20

再生可能エネルギー発電計 369

天然ガス発電 1,621

87% 80%未満石炭・石油火力発電 955

火力発電計 2,576

発電事業計 2,945 100% 100%

再生可能エネルギー関連取組みの一覧はこちら（P75）からご覧いただけます。
「新規の石炭火力発電事業の開発および一般炭炭鉱事業の獲得は行わない」 ことを、取組み方針とします。

1.
再生可能エネルギー事業の積極的な推進と拡大

再生可能エネルギー発電量推移（持分容量ベース） 再生可能エネルギー比率の目標

※

石炭火力発電事業及び一般炭炭鉱事業への取組み方針について下記ページをご覧ください。
https://www.itochu.co.jp/ja/csr/news/2019/190214.html

※
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取組み状況および事例

風力発電（陸上、洋上）においては、1990年代後半から取組んでおり、日本、米国、ドイツにて、現在6件を開発若しくは保有し
ています。

風力発電事業

Butendiek風力発電所

再生可能エネルギーの需要が高まる中、ドイツ北海沖で稼働中の洋上風力発電所
（288MW）の発電事業に、戦略的業務・資本提携を締結しているCITICグループ
と共同参画しています。ドイツ標準家庭の約37万世帯分の電力を供給しており、
低炭素社会への移行に貢献しています。

ドイツ北海沖の洋上風力発電　Butendiek風力発電所

日本、米国、スペインにて、合計６件の大型の太陽光・太陽熱発電事業に取り組んでいます。これに加え、事業会社のVPP Japan
を通して約10MWの屋根置き太陽光を保有しており、2021年までに100MWを目指しています。

太陽光・太陽熱発電事業

佐賀相知太陽光発電所

—国内4か所目の太陽光発電事業—

2018年4月、当社が参画する「佐賀相知太陽光発電所」（発電出力約1万7千キロ
ワット）の商用運転が開始しました。本発電所は佐賀県唐津市相知町に建設した
現時点で県内最大のメガソーラー（大規模太陽光発電所）であり、株式会社九電
工と共同で20年間運営を行う予定です。年間予想発電量は約2,400万キロワット
時と、一般家庭約4,200世帯分の年間消費電力量に相当します。これに伴う二酸
化炭素の削減量は、年間で約1万1,000トンとなります。当社が国内で運営するメ
ガソーラーは愛媛、大分、岡山に続き4か所目となりました。

太陽光の力でクリーンな電力を供給　佐賀相知太陽光発電所

インドネシアにて世界最大級のサルーラ地熱IPP事業に参画しています。本プロジェクトは株式会社国際協力銀行、アジア開発銀
行及び市中銀行による、初の新規地熱IPP向けの協調融資案件であり、総額約1,170百万米ドルのプロジェクトファイナンスが適用
されています。

地熱発電事業

日本にて、当社がバイオマス燃料の供給を行うことで、ファイナンス組成を円滑にし、既に保有する発電所の建設、運営の知見を
組み合わせることで、安定的なバイオマス発電事業に取り組んでいます。

バイオマス発電事業
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2016年にパリ協定が発効し、脱炭素化の世界的な気運が高まる中、海運では、国際海事機関が2018年に温室効果ガス（GHG）削
減戦略を採択し2030年までに2008年比40%効率改善、2050年までに2008年比50%総量削減、更には今世紀中できるだけ早期
にGHG排出フェーズアウト（ゼロ・エミッション）を掲げています。これらの目標達成に向け、ゼロ・エミッション船を目指した
船舶の早期開発が期待されており、その中でアンモニアは代替燃料の候補として各方面で注目されています。また、アンモニア燃
料の船舶開発を具体化するにはアンモニア燃料の舶用サプライチェーンの構築が重要となります。

2.
アンモニア燃料関連事業

伊藤忠商事は、今治造船株式会社、株式会社三井E&Sマシナリー、一般財団法人日本海事協会、伊藤忠エネクス株式会社ととも
に、この度、MAN Energy Solutionsの間で、MAN社が開発を進めているアンモニアを主燃料とする主機関（以下、「アンモニア
焚機関」）を搭載する船舶の共同開発に取り組むことに合意しました。

今回の日本企業連合を核とした共同開発においては、単にアンモニア焚機関を搭載する船舶の開発にとどまらず、同船舶の保有運
航、舶用アンモニア燃料の導入、及びその供給設備を含めた統合型プロジェクトの具体化までを目指しており、国内外の各企業、
関係省庁とも協力し、GHG削減に向けた取組を進めていきます。

アンモニアを主燃料とする主機関を搭載する船舶の共同開発

伊藤忠商事と伊藤忠エネクスは、VOPAK Terminal Singapore Pte Ltdとの間で、シンガポールでのアンモニア燃料の舶用供給に
関するサプライチェーン構築に関する共同研究に取り組んでいくことを合意しました。

今回の共同開発においては、シンガポールでのアンモニア燃料のサプライチェーン構築にとどまらず、伊藤忠商事、及び伊藤忠エ
ネクスが並行して進めているアンモニアを主燃料とする主機関を搭載する船舶の共同開発、同船舶の保有運航、舶用アンモニア燃
料の導入、及びその供給設備を含めた統合型プロジェクトの一環として位置付けており、国内外の各企業、関係省庁とも協力し、
GHG削減に向けた取組を進めていきます。

アンモニア燃料の船舶用供給に関するサプライチェーン構築

伊藤忠商事は、 世界各地で廃棄物処理発電事業を展開し、廃棄物問題の解決や持続可能な地域社会の実現に取り組んでいます。廃
棄物処理発電は、家庭や商業施設から排出される一般廃棄物を適切に管理、焼却処理し、焼却熱を活用したクリーン発電を行うも
のです。廃棄物は焼却せずに直接埋め立てると、メタンを主成分とする温室効果ガスが発生するだけでなく、有害物質が浸出する
ことで土壌や水源を汚染します。埋立廃棄物量の削減による温室効果ガスの大幅な削減、公衆衛生の維持･改善に加え、廃棄物
を”資源”と捉え、クリーンな電力の安定供給も行うことで、低炭素社会･循環型社会の実現に貢献してゆきます。

3.
廃棄物処理発電事業の積極的な推進と拡大

当社は、英国において自治体向けに4件の廃棄物処理発電事業を開発･投資、事業経営を担っており、同国の廃棄物焼却処理市場の
15%にあたる年間130万トンの一般廃棄物を焼却処理、16万世帯分の国内家庭消費電力に相当するクリーンな電力を供給していま
す。

英国における廃棄物処理発電事業
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セルビア共和国ベオグラード Vinča(ヴィンチ
ャ)廃棄物埋立場 40年以上にわたり首都の
廃棄物を受け入れ続け、緊急の対応が必要と
なっている

セルビア共和国ベオグラード 廃棄物処理発電
施設 建設現場

当社は、中欧セルビア共和国において、廃棄物処理発電を含む廃棄物管理事業を
セルビア政府およびベオグラード市と開発･推進しております。本事業は、ドナウ
川沿いに位置し深刻な環境被害をもたらしているVinča(ヴィンチャ)廃棄物埋立場
を閉鎖、適切な管理を行うとともに、ベオグラード市から排出される一般廃棄物
を焼却処理、その余熱を活用したクリーン発電および熱供給を行うものです。

2019年9月には、世界銀行グループである国際金融公社、欧州復興開発銀行、オ
ーストリア開発銀行からなる国際銀行団と、総額3億ユーロのプロジェクトファ
イナンス融資を調達し、廃棄物処理管理施設(管理型廃棄物埋立場、廃棄物処理発
電施設、メタンガス発電施設、建設廃材処理施設、および汚染水浄化処理施設を
含む)の建設工事を開始しており、完成後、25年間運営予定です。

環境破壊を引き起こしてきたメタンガスは回収され、廃棄物とともに発電のため
のエネルギーとして活用、埋め立てられる廃棄物量は大幅に削減されるととも
に、ベオグラード市3万世帯分の電力を供給し、冬場には熱供給も行います。25
年間で、化石燃料代替のクリーン発電としてCO 約400万トンに加え、埋立廃棄
物量の削減によりCO 約300万トンに相当する温室効果ガスの削減に寄与しま
す。また、ドナウ川に流れ込んでいた汚染水は浸出水処理設備により浄化され川
に戻されることで、ベオグラードと周辺地域の環境・社会問題を解決に導きま
す。セルビア政府の環境･廃棄物管理政策の核を成す事業であり、当社としてはこ
れを契機に、同国における廃棄物管理の仕組みや市民の廃棄物への考え方、リサ
イクルの取り組みが抜本的に変革されてゆくことを期待しています。

伊藤忠商事は、今後も廃棄物処理発電事業を通じて世界各地にて持続可能な地域
社会の実現、地球環境保全に貢献してまいります。

セルビア共和国ベオグラード廃棄物処理発電官民連携事業

2
2

再生可能エネルギー供給安定化において調整弁の役割を持つ蓄電システム（Energy Storage System : ESS）を販売することで、
低酸素社会の促進、環境リスクの低減を図り企業価値向上に貢献していきます。2030年度までに売上規模年間500億円、累計電力
容量19年比22倍を超える5,850,000kwh規模を目指します。

今後はグローバルな電池調達や販売店網との取り組みを強化し、海外事業展開（特に今後伸長が予測される米国、豪州市場を想
定）、産業用途や電力用途大型蓄電システムさらには車載電池のリユースからリサイクル事業の取り組みまで行うことで環境リス
クの低減を図り、企業価値向上に貢献してまいります。

4.
蓄電システム事業の積極的な推進と拡大

伊藤忠商事は日本国内において、独自ブランドの蓄電システム「Smart Star」を株式会社エヌエフ回路設計ブロックとともに開
発・製品化し、2019年度3月時点で累計約30,000台の販売実績となりました。

蓄電システム事業　事業規模

蓄電システム年間売上金額（百万円） 蓄電システム販売累計容量（kwh）
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取組み例

Smart Star外観

伊藤忠商事株式会社は、英国のMoixa Energy Holdings Ltd.と資本業務提携しました。

本取り組みにより、Smart Star Lが持つ停電時に強みを発揮する本来の特長に加え、AIが気象予報やユー
ザーの電力需要・発電予測等を分析・学習し、蓄電池の最適充放電制御を行う事で、太陽光ならびに蓄電池
の効率的な運用を可能にいたしました。
Smart Star Lの製品公式サイトはhttps://www.smartstar.jp/をご覧ください。

AI技術を活用した次世代蓄電システム販売開始

米国の大手住宅用太陽光発電事業・ESS事業者Sunnova Energy Corporationから第三者割当増資を引き受け、ESS事業の共同推
進を行います。

今後、米国では住宅用太陽光発電設備の補助政策（Net Energy Metering）の縮小により、太陽光発電の自宅使用や停電時のバッ
クアップ電源として、ESSの需要が高まることが見込まれております。Sunnova社と当社は米国市場に適したESSの共同開発を行
い、Sunnova社の太陽光発電設備へのESS導入、ならびに当社の出資先である英国Moixa Energy Holdings Ltd.のAIソフトウェ
アによるESSの最適運用サービス展開を予定しています。

米国Sunnova社との蓄電池ビジネスの資本・業務提携

伊藤忠商事は、新興国を中心とした経済発展や人口増加、気候変動による降水パターンの変化により、拡大が予想される水関連ビ
ジネスを重点分野と位置付け、海水淡水化事業や水処理事業、2014年から取組んでいるコンセッション事業等を、グローバルに
展開しています。

5.
水インフラ関連ビジネス

2012年、英国Bristol Waterグループに出資。日本企業初の英国水道事業参入を果たし、水源管理から浄水処理、給配水、料金徴
収・顧客サービスまでを包括した上水サービスを約120万人に提供しています。
2014年、スペインカナリア諸島にて上下水道サービスを提供するCANARAGUA CONCESIONES S.A.に出資。日本企業初のスペ
イン水道事業参入を果たし、自治体とのコンセッション契約に基づき延べ130万人に対し上下水道サービスを提供しています。

欧州における上下水道コンセッション事業

豪州ヴィクトリア州における海水淡水化事業に出資参画。本設備はヴィクトリア州メルボルン市人口の水需要の約30%を満たすこ
とが可能であり、2012年よりメルボルン市への水の安定供給を支える事業です。
オマーン政府傘下のオマーン電力・水公社が同国北部のバルカにて推進する日量281,000m の海水淡水化事業に筆頭株主として
出資参画。本件はオマーン最大の海水淡水化事業であり、逆浸透膜（RO膜）方式の海水淡水化設備と周辺設備の建設及び20年間
に亘る運営を行います。2018年6月に商業運転開始。

海水淡水化事業

3

取組み例

海水淡水化プラント

—オマーン最大の海水淡水化事業—

2016年3月、当社が参画するBarka Desalination Company（バルカ・デサリネー
ション・カンパニー）は同国の水の安定供給に向けてオマーン北部バルカでの日量
281,000m の海水淡水化事業契約を締結しました。同プロジェクトは、オマーン
政府が推進する官民連携型事業であり、逆浸透膜（RO膜）方式の海水淡水化設備
と周辺設備の建設及び20年間にわたる運営を行います。設備は2018年6月に商業運
転を開始し、総事業費約300百万ドルのオマーン最大の海水淡水化事業となりま
す。

海水淡水化プラント及び浸透膜の製造・販売事業　命をつなぐ飲用水を安定供給

3
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建設・不動産部門及び同部門グループは、住宅・商業及び物流施設・工業団地等を中心に、不動産開発から運営管理まで一貫して
携わっており、スマートシティのコンセプトや、IoT（Internet of Things︓モノのインターネット）の先端技術等も活用した、暮
らしに不可欠で良質な不動産及び関連サービスを提供しています。

6.
グリーンビルディング等への取組み

グループ会社が運営する、賃貸マンション特化型の上場不動産投資信託であるアドバンス・レジデンス投資法人では、不動産会
社・ファンドのサステナビリティへの取組みを評価する「GRESB」評価に参加しており、また、DBJ Green Building認証取得物
件を15物件保有しております。保有ポートフォリオにおける割合は、床面積ベースで25.3%、物件数ベースで5.6%に相当しま
す。なお、物流不動産特化型の上場不動産投資信託である伊藤忠アドバンス・ロジスティクス投資法人では、DBJ Green Building
認証取得物件を5物件保有しております。保有ポートフォリオにおける割合は、床面積ベースで65.5%、物件数ベースで55.6%に
相当します。

国内不動産事業

アジアで工業団地の開発・管理・運営まで一貫で提供しています。インドネシアではカラワン工業団地（KIIC）を事業展開し、お
よそ1,400haの工業団地には150社超の企業が入居しています。団地内には、独自の工業用水プラント施設や排水プラント施設、
非常用バックアップとしての調整池の設置など、安定したインフラ設備の構築を実現しています。また、24時間警備の実施やカワ
ラン県政府・警察との連携、消防車や救急車の配備など、治安・警備・セキュリティ面で入居企業が事業に専念できる体制を整備
するとともに、インドネシアの工業団地として初めてスマート街路灯 を整備し、環境負荷の低減にも努めています。

海外工業団地事業

※

スマート街路灯︓省電力・高効率LEDに調光・制御機能を付加し、街路照明をスマート化するIoTソリューション。KIIC内に約
1,200本整備。

※

7.
その他クリーンテック事業（リンク集）

再生可能エネルギー

米国・ミネソタ州、ネブラスカ州における風力発電所への出資について
（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2020/200317_2.html）
青森むつ小川原陸上風力発電事業運営に向けた合同会社設立
（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2019/191216.html）

代替燃料

ミドリムシ海外培養実証事業の開始について（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2019/191127.html）
株式会社ユーグレナとの微細藻類ユーグレナ海外培養実証事業開始に向けた覚書の締結について
（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2019/190619.html）

電力マネージメント

国内及びアジアにおける「太陽光分散電源事業」の取組み
（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2019/190328.html）
北米、豪州及び欧州における蓄電システム展開について ～Eguana Technologies Inc.への出資参画～
（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2020/200316.html）
アフリカ無電化地域への対策を推進する英国Winch Energy Limitedへの出資参画
（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2020/200210.html）
蓄電システム合弁会社の設立について（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2019/191125.html）
車載用電池リユース、リサイクル事業会社との資本業務提携について
（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2019/191028.html）
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再生可能エネルギー関連取組み一覧（発電容量ベース）

取組み内容 事業主名/出資先 国 発電容量・規模 温室効果ガス削減数値

風力発電事業
CPV Keenan Ⅱ 風力発電事業 アメリカ 152MW 約40万トン/年

Cotton Plains 風力・太陽光発電事業 アメリカ 217MW 約56万トン/年

洋上風力発電事業 Butendiek 洋上風力発電事業 ドイツ 288MW 約75万トン/年

廃棄物処理・
発電事業

ST&W 廃棄物処理・発電事業
/ South Tyne & Wear Energy
Recovery Holdings Limited

イギリス
26万トン/年の一般廃棄物を焼却処理

発電規模︓31,000軒の
家庭の消費電力相当

推定6.2万トン/年

Cornwall 廃棄物処理・発電事業
/ Cornwall Energy Recovery Holdings

Limited
イギリス

24万トン/年の一般廃棄物を焼却処理
発電規模︓21,000軒の

家庭消費電力相当
推定6万トン/年

Merseyside 廃棄物処理・発電事業
/ Merseyside Energy Recovery

Holdings Limited
イギリス

46万トン/年の一般廃棄物を焼却処理
発電規模︓63,000軒の

家庭消費電力相当
推定13万トン/年

West London 廃棄物処理・発電事業
/ West London Energy Recovery

Holdings Limited
イギリス

35万トン/年の一般廃棄物を焼却処理
発電規模︓50,000軒の

家庭消費電力相当
推定8.3万トン/年

セルビア 廃棄物処理・発電事業
/ Beo Cista Energija（建設工事中） セルビア

34万トン/年の一般廃棄物を焼却処理予定
発電規模（予定）︓

30,000軒の家庭消費電力相当
推定12万トン/年

地熱発電事業 Sarulla Operations Ltd インドネシア 330MW 約135万トン/年

太陽光発電事業

大分日吉原太陽光発電所
メガソーラー事業

日本 44.8MW 推定3.2万トン/年

新岡山太陽光発電所
メガソーラー事業

日本 37MW 推定2.6万トン/年

西条小松太陽光発電所
メガソーラー事業

日本 26.2MW 推定1.7万トン/年

佐賀相知太陽光発電所
メガソーラー事業

日本 21MW 推定1.1万トン/年

バイオマス発電
事業

市原バイオマス発電所
バイオマス発電事業

日本 49.9MW
（2020年10月運開予定）

推定13.6万トン/年

燃料節減

中国における次世代モビリティビジネスへの参入
電気自動車(EV)メーカー「奇点汽車」並びに電気商用車(EV商用車)レンタル・メンテナンスサービス会社「地上鉄」への出資
参画（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2018/180829.html）
株式会社ファミリーマート　「EVトラック」の導入による実証実験を開始
（https://www.family.co.jp/company/news_releases/2018/20181217_01.html）

水インフラ

英国Bristol Water水道事業への資本参画について（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2012/120511.html）
スペイン カナリア諸島における水道事業への資本参画について（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2014/140226.html）

浄水・海水淡水化

豪州最大の海水淡水化PPP事業に参画（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2009/090803.html）
豪州・下水再生処理施設の買収について（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2015/151221.html）
オマーン最大のバルカ海水淡水化プラントの商業運転開始について
（https://www.itochu.co.jp/ja/news/press/2018/181031.html）
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労働慣行：雇用・福利厚生

リスク 機会

SDGs
目標

取組むべき
課題 Co 事業

分野
コミット
メント 具体的対応アプローチ 成果指標（単体） 進捗度合

働き方改革
を通じた業
務効率化と
長時間労働
の是正

総本社 人事

メリハリのあ
る働き方を推
進し、総労働
時間を削減す
ることで労働
生産性及び社
員エンゲージ
メントの向上
を目指します。

＜伊藤忠商事単体＞

＜伊藤忠グループ＞

＜伊藤忠商事単体＞

アクションプラン

適切な対応を実施しない場合の、労働生産性の低下、優
秀な人材の流出、ビジネスチャンスの逸失、健康関連費
用の増加　等

働きがいのある職場環境の整備による、労働生産性の向
上、健康力・モチベーションの向上、優秀な人材の確
保、変化やビジネスチャンスへの対応力強化　等

朝型勤務の推進。
社員の勤務状況の定期
的なモニタリングを実
施。
RPAをはじめとしたIT
ツール活用による業務
自動化推進、モバイル
ワークの推進。
業務効率化プロジェク
トを組織単位で推進。

伊藤忠グループでの効
率的な働き方及び適正
な労働時間管理、教
育・啓蒙活動。

2020年度︓年間平
均残業時間を朝型
勤務導入前比10%
以上減。
2020年度︓20時
以降退館者数5%以
下。
2020年度︓精勤休
暇取得率70%以
上。
エンゲージメント
サーベイによる
「社員エンゲージ
メント」項目の肯
定的回答率が70%
以上。

年間平均残業時間 朝型勤務導入前比
11%減（2017年度で達成）。
20時以降退館者数5%（2018年度）。
精勤休暇取得率67%（2018年度）。
RPAは2018年度約100シナリオを完
了予定。データ分析ツール
（HANABI）も導入。151シナリオ稼
働中。(2020年2月時点)
2018年度は3部門（生鮮食品部門、
自動車・建機・産機部門、ファッショ
ンアパレル部門）にてBPR（業務改
善）を組織単位で実行予定。
2018年度エンゲージメントサーベイ
による「社員エンゲージメント」項目
の肯定的回答率は76%。※2019年度
はサーベイ実施無し、直近のデータは
2018年度。

伊藤忠商事は、あらゆる事業領域において、グローバルにビジネスを展開しています。幅広い事業領域でのグローバルなビジネス
展開は、連結対象となるグループ会社も一体となり、伊藤忠グループとして取組んでいます。2019年度末時点で、伊藤忠商事の
連結従業員数は12万人を超えています。伊藤忠商事では、朝型勤務制度・脱スーツ・デー等の導入による「働き方改革」、仕事と
育児・介護の両立を支援するための諸制度の導入、福利厚生施設の充実を通じた社員交流の機会の増加等により、労働条件の更な
る改善を進め、多様な人材が最大限能力を発揮できる職場環境の実現に向けての取組みを推進しています。

方針・基本的な考え方

国内外にあるグループ会社がそれぞれの領域、地域において事業を展開する際には、親会社である伊藤忠商事が法令に準拠し従業
員にとって最適な労働環境が提供できるよう管理体制の構築を支援しています。グループ会社は、事業領域に応じて伊藤忠商事の
カンパ二―に紐づいており、カンパニーの縦のラインでフォローする体制となっています。

体制・システム

伊藤忠商事は投融資案件の審査に際し、経済的側面だけでなく、ESG（環境、社会、ガバナンス）の観点を重要視し、新規投資案
件においては、「投資等に関わるESGチェックリスト」を用いて、労働慣行（労働条件、労働安全衛生、ステークホルダーとの対
話）等を総合的に審議・検討しています。また、新規案件のみならず、既存事業投資先の事業経営をモニタリングし、改善に資す
るように努めています。
詳細は、新規事業投資案件のESGリスク評価（P132）をご覧ください。

事業投融資案件の労働慣行に関するリスク評価
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伊藤忠商事では報酬・労働時間と休日、労働安全衛生・福利厚生、禁止事項等の労働条件に関して、入社時教育の必須事項として
おり、イントラネットでも常に参照可能として、労働基準の浸透に努めています。また、国内外のグループ会社に対しても、最適
な労働環境の構築支援に合わせて、伊藤忠商事と同等の労働基準の浸透を進めています。労働基準は、イントラネットに伊藤忠グ
ループの共通言語である日本語と英語（翻訳）で公開し、浸透を図っています。

労働基準の浸透の徹底

伊藤忠商事は、社員の「やる気・やり甲斐」「満足度・納得性」「社員エンゲージメント（社員が会社に対して高い貢献意欲を持
ち、自らの力を自発的に発揮している度合い）」を継続して高めていくことが、企業価値の更なる向上につながると考えています。

直近の2018年度に行った調査（エンゲージメントサーベイ）では、「伊藤忠商事は、社員を大切にし、配慮している」は前回
（2014年度）調査を上回っており、日本企業平均（大手企業グループ等60社以上）と比較しても肯定的回答が約10ポイント高
く、伊藤忠商事で働くことに対して誇りを感じ、高い貢献意欲を持って、自発的に期待以上の成果をあげるべく業務に取組んでい
る社員が数多くいます。

社員エンゲージメント

伊藤忠商事にとって「人」は最大の財産であり、社員一人ひとりが能力を最大限発揮することが企業価値向上に繋がるという考え
に基づき、すべての社員がそれぞれの特性を活かして、安心して仕事に集中できる環境の実現に向け、様々な施策を推進していま
す。「働き方改革」の施策として2013年10月から導入した「朝型勤務」は、政府や多くの企業に影響を与える取組みとなってお
り、当社の「働き方改革」の中核的な存在として導入6年以上が経過した現在も着実に成果を出しています。また、2017年6月よ
り、社員一人ひとりが生き生きと活躍できる環境づくりを促す働き方改革の新たな一手として「脱スーツ・デー」を実施、2017
年8月には、がんや長期傷病になったとしても、社員がやる気やりがいを持ち、安心して、能力を最大限発揮することの出来る職
場を実現する「がんとの両立支援施策」を導入しています。今後も、「働き方改革」のリーディングカンパニーとして、様々な取
り組みを先駆的に推進し、社員にとって「働きがい」のある会社に向けた環境を整備していきます。

「働き方改革」の推進

36協定など法令順守はもちろんのこと、働き方改革を通じて総労働時間の削減にも注力しています。
伊藤忠商事は、かねてより社員の健康管理や効率的業務推進の観点から残業削減に努めてきましたが、より効率的な働き方の実現
に向けて、残業ありきの働き方を今一度見直すため社員の意識改革が必要と判断し、夜型の残業体質から朝型の勤務へと改める朝
型勤務制度を2013年10月より導入しました。この先進的な取組みは産業界のみならず政財界にも影響を与え、日本の働き方に一
石を投じる大きな流れとなっており、当社の「働き方改革」の中核的な存在として導入6年が経過した現在も着実に成果を出して
います。
当社は働き方改革の先駆者として、今後も社員一人ひとりの働き方に対する意識改革と併せて業務改革をバランスよく推進し、さ
らなる業務効率化や社員の健康保持・増進、育児・介護などの理由で時間的制約のある社員の活躍支援など、多様な人材が最大限
能力を発揮できる職場環境の実現を目指していきます。

労働時間管理/朝型勤務

取組み概要

深夜勤務（22:00-5:00）の「禁止」、20:00-22:00勤務の「原則禁止」。但し、やむを得ず20:00以降勤務が必要な場合は事
前申請の上、認める。
早朝勤務時間（5:00-8:00）は、インセンティブとして、深夜勤務と同様の割増し賃金(時間管理対象者︓150%/時間管理対象
外︓25%)を支給する。
健康管理の観点から8:00前始業社員に対し、軽食を支給する。
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実施概要体系図

朝食配布の様子

 導入前 導入1年目 導入5年目

退館
20時以降 約30％ 約7％ 約5％

（うち22時以降） （約10％） （ほぼ0） （ほぼ0）

入館 8時以前 約20％ 約34％ 約44％

一人あたり時間外勤務時間状況 – 約7％減 約11％減

取組み効果

特定の曜日を「脱スーツ・デー」として、画一的なスーツではなく、従来のカジュアルフライデーよりももう一段ドレスダウンし
た服装を認め、TPOをわきまえた「仕事着」であることを前提に、ジーンズやスニーカーの着用も可として自由度のある伊藤忠ら
しい装いを推奨しています。お客様や周囲との関係性を意識しながら、普段と異なる服装を考えることを通じて、社員の柔軟な発
想力を養うことや、新しいアイデアやコミュニケーションが生まれやすい職場環境づくりをすることを狙いとしています。社員へ
の啓蒙・浸透を図るため、導入した2017年度以降、代表的な施策として以下を実施しております。

脱スーツ・デー

2017年度

株式会社三越伊勢丹 伊勢丹新宿本店の協力の下、夏・秋冬・春の年3回、社員10名程度が専属スタイリストによるトータルコ
ーディネートを通じ、新しいスタイルを体感するプログラムを実施。
「ジーンズ・デー」「スニーカー・デー」など特定のアイテムを取り上げ、着用を推奨すると共に、同日に伊藤忠グループ会
社/取引先の協力による販売会や、スタイリストによる着こなしレクチャー等の社内イベントを開催。

2018年度

「脱スーツ・デー」専用の常設コンセプトスペース『D＋Lounge』を東京本社2階に新設。毎月、パーソナルカラー診断やス
タイリスト相談、シューシャイン（靴磨き）、一流シェービング体験、働く女性のためのメイクアップレクチャー等、身だし
なみに関する企画を提供。

2019年度

夏期期間（5月～8月）限定で、社員が毎日TPOや気候に応じた仕事着の工夫ができるようにするため「脱スーツeveryday」と
し、期間中は曜日に関わらず、毎日「脱スーツ・デー」を実施。
『D+Lounge』においてストレッチなどによる姿勢矯正イベントや、伊藤忠グループ会社/取引先の協力による販売会を開催。

2020年度

火曜から金曜の週4日を「脱スーツ・デー」として、更に取組みを進化。

正規・非正規社員共に利用可。※

79



社員が会社生活を送るうえで、育児や介護といったライフステージを迎えた際にも安心して会社で働き続け、最大限に能力を発揮
できるよう、伊藤忠商事は、男性・女性がともに利用可能な、仕事と育児・介護の両立を支援するための諸制度を、法定を上回る
水準で整備しています。男性育児休業については、2015年度以降、年間50名超の社員が取得し、制度の利用が定着しています。
また、2016年度には育児・介護等による時間的制約を持つ社員や、妊娠・傷病等を理由として通勤が困難な社員を対象に、一定
の要件の元、在宅勤務制度の適用を導入しました。社会的にも介護に対する備えの重要性が問題となっていることを踏まえ、介護
セミナーを毎年継続開催していると共に、オンラインでの介護情報提供サービスを2017年度に導入、2019年4月には、相談者の
ニーズに応じたワンストップ介護相談窓口を導入しました。

仕事と育児・介護の両立

育児支援制度一覧

仕事と育児・介護の両立支援制度一覧
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介護支援制度一覧

(単位: 人)育児・介護関連制度取得状況★

 
2017年度 2018年度 2019年度

男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計

育児
関連

育児休業 57 76 133 52 100 152 59 109 168

子の看護休暇 65 123 188 66 124 190 74 139 213

育児のための短時間勤務 0 79 79 1 84 85 0 97 97

育児特別休暇 12 36 48 14 42 56 6 47 53

育児休業復帰率 97% 97% 98%

介護
関連

介護休業 1 0 1 1 0 1 1 0 1

介護特別休暇 2 4 6 0 8 8 3 10 13

介護休暇 17 36 53 16 44 60 29 42 71

介護のための短時間勤務 0 10 10 0 4 4 0 2 2

ファミリーサポート休暇 122 108 230 130 95 225 96 96 192

★KPMGあずさサステナビリティ（株）による国際監督・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000に準拠した第三者保
証を実施。（P184）

育児・介護関連制度取得状況

※

育児休業復帰率は、当期育児休業を終了した従業員数に対して、育休終了後復職した従業員数の割合です。※
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社長COOと名刺交換

2014年より、社員の小学生の子女を対象とした「伊藤忠Kids day ～パパ・ママ
参観日～」を定期的に開催しています。子供たちは、このイベント用に特別に作
成した自分の名刺を使ってお父さんお母さんの職場の社員と名刺交換をしたり、
役員会議室での模擬会議や社員食堂でのランチなどを通じて会社への理解を深め
ます。社員からは「親の仕事に興味を持ってもらえた」「将来伊藤忠で働きたい
と言ってくれた」など非常に好評です。このイベントは、家族の絆や伊藤忠への
理解を深めてもらう上で非常に有意義と考えており、今後も継続して開催してい
く予定です。

「伊藤忠Kids
day
～パパ・ママ参観日～」の開催

伊藤忠商事は、さまざまな福利厚生施設や仕組みを通じて社員間のコミュニケーションの活性化や交流の機会の提供を行っていま
す。コミュニケーションの活性化は、社員ひとりひとりの帰属意識や働き甲斐の醸成に役立ち、組織全体の活性化にも役立ってい
ます。

福利厚生

2013年5月に東京本社の社員食堂の大規模リニューアルが行われ、今まで以上に明るく快適な人の集まりやすい空間に生まれ変わ
りました。その後も、社員の健康増進を目的として「ウェルネス食堂」と称して女子栄養大学監修メニュー の導入、社員の声を
反映させたメニューの見直し、レイアウト変更を実施するなど、社員にとって魅力的な食堂作りを進め、毎日1,600人近くが利用
しています。
お客様との会食などでも利用できる特別食堂では、夜のパブ営業も行っており、定期的に無料もしくは格安でお酒が提供されるハ
ッピーアワーを開催するなど、社内外のコミュニケーション活性化につながっています。また、2017年にはメニューの一新を行
い、大幅リニューアルをするなど、食事を通じた社員同士の交流に役立っています。

社員食堂

※

栄養教育の草分け的存在である女子栄養大学が監修した、健康に配慮したメニューで、エネルギー︓600kcal程度、食塩相当
量︓3g以下、野菜重量︓140g以上などの条件を満たしたものを日替わりで提供。

※

正規・非正規社員共に利用可※

2012年6月から、伊藤忠商事ではお客様に館内で快適に過ごしていただくため、また社員へ働きやすい環境を提供するため、夏の
暑さをやわらげることができるよう「クールダウンルーム」を東京本社の1階と地下1階に設置しています。地球温暖化防止・電力
需要が高まる夏場の節電対策の一環として館内の冷房設定温度につき、28度を上回らないようにしていますが、クールダウンルー
ムだけは天井を低くし冷房効率を上げ、15℃の冷気を送風して室内を20℃以下に保ち、夏の暑い中来訪されたお客様や社外での
営業活動から戻った社員が館内に入館する際に、体を冷やせる空間としています。また、「クールダウンルーム」には、多くの
方々に当社の創業の理念に触れて頂くため、歴史展示コーナー「ITOCHU History」を常設しています。

クールダウンルーム

正規・非正規社員共に利用可※

働きがいのある職場環境づくりの一貫で2016年夏より東京本社3階にシャワーラウンジ、B2階に
シャワー室を開設しました。早朝便での帰国者から空港のシャワー室が混雑しているといった声や
出社途中に外部の施設（ジム、サウナ等）を利用しているとの声を受け、出張社員が気持ちよく仕
事を開始出来る様に本社内に設置しました。寒い時期でもすぐ温まれるようオーバーヘッドシャワ
ーを取り付け、アメニティ（タオル、ドライヤー、シャンプーリンス）も完備し、快適に仕事を進
められると好評を得ています。加えて、社員のリクエストにより開放時間を拡大し、健康増進のた
めに運動した社員への開放も開始しました。また、グループ会社社員へも開放しています。

シャワーラウンジ・シャワー室

正規・非正規社員共に利用可※
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2018年3月に首都圏4か所に分散していた男子独身寮を統合、約360戸の「日吉寮」を神奈川県横浜市港北区に新設しました。日
吉寮は、単に福利厚生施設という位置付けでなく、「ひとつ屋根の下」というコンセプトの下、入居者が集い、年代や部署を超え
たコミュニケーションの深化を図るべく、シェアキッチン付食堂や、多目的ルーム、サウナ付大浴場、各階コミュニケーションス
ペース（スタディコーナー、オープンテラス）等、多彩な共用設備を設けています。
「健康経営」といった政策の視点からは、食堂では栄養バランスに留意した朝食及び夕食の提供、近隣のフィットネスクラブとの
提携による運動機会の提供、また喫煙所以外は居室を含め全館禁煙とし、禁煙希望者にはスマートフォンのアプリを利用した禁煙
プログラムを提供するなど、社員の働き方改革への主体的な取組みや健康力増進を促す環境作りを目指しています。
災害時のBCP（事業継続計画）として東京本社のサブオフィス機能を果たせるよう、社内と同様のネット環境や、非常用発電機設
備を整備済みであり、食料・水・防災用品なども常時備蓄しています。

日吉寮

正規社員のみ対象※

相互会は同じスポーツや文化活動を行う社員同士が集まって活動する組織で、東京・大阪を中心に全国で30程度の部があり、
1,200人を超える社員が所属しています。相互会には、伊藤忠商事の現役社員に限らず、OB社員やグループ会社の社員など多くの
人たちが参加しており、スポーツや文化活動を通じて、世代を超え、組織を超えた交流・コミュニケーションを図っています。

相互会

正規・非正規社員共に加入可※

雇用・福利厚生に関するデータ

 
単体 連結

従業員人数 男（人） 女（人） 平均年齢
（歳）

平均年間給与
（円） 従業員人数 臨時

従業員数

2020年 4,261 3,267 994 42 15,657,603 128,146 46,567

2019年 4,285 3,283 1,002 42 15,207,832 119,796 38,721

2018年 4,285 3,284 1,001 42 14,609,151 102,086 29,976

従業員の状況★（各年3月31日現在）

臨時従業員数は2020年の数値より保証を受けています。※

臨時従業員数は、各年度の平均人員数です。※

(単位: 人)

 繊維 機械 金属 エネルギー
・化学品 食料 住生活 情報・

金融 第8 その他 合計

単体 385 456 170 327 440 262 193 43 1,001 3,277

連結 7,869 13,842 501 12,688 38,494 17,530 20,392 13,999 2,831 128,146

オペレーティングセグメント別従業員数★（2020年3月31日現在）

83



(単位: 人)

北米 中南米 欧州 アフリカ 中近東 東アジア アジア・
大洋州 CIS

現地社員 131 141 233 60 124 630 624 82

駐在員 55 29 48 14 21 78 108 16

実習生 14 5 8 3 3 15 23 1

総計 2,466

地域別海外ブロック社員数★（2020年3月31日現在）

海外現地法人及び海外支店・事務所在籍社員数※

データの集計範囲は、連結と記載のある数値以外は原則単体※
地域別海外ブロック社員数は、海外現地法人及び海外支店・事務所在籍社員数※

 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

自己都合退職率 1.2% 1.6% 1.7% 1.6%

平均勤続年数 16.9年 17.3年 17.5年 17.8年

伊藤忠商事の平均勤続年数は約17年と長く、自己都合退職率は約2％と低く、継続して働く社員が多いことが特徴的です。

★KPMGあずさサステナビリティ（株）による国際監督・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000に準拠した第三者保
証を実施。（P184）

退職率
 単体の従業員 ★※

対象職掌︓総合職・事務職・特別職
退職率は以下の方法で計算しています。
自己都合退職者数 ÷ 各年度末の従業員数

※
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労働慣行：労働組合

社員がそれぞれの特性を活かし、安心して仕事に集中できる環境の実現に向け、伊藤忠商事は従業員に対して豊富な福利厚生制
度・設備を提供しています。朝型勤務・健康経営・がんとの共生施策・脱スーツ・デー等、会社独自の福利厚生施策は社内外とも
に評価を得ており、従業員のモチベーション向上にも寄与しています。

伊藤忠商事は、労働組合を設置しており、組合員の労働条件の改善及びその他の経済的地位向上を図ることを目的として、さまざ
まな課題について協議しています。

方針・基本的な考え方

ここ数年間に導入・拡充してきた主な福利厚生施策（正規・非正規社員共に対象）の詳細は「雇用・福利厚生」の「福利厚生
（P82～83）」をご参照ください。

※

目標

エンゲージメントサーベイによる「社員エンゲージメント」項目の肯定的回答率が70％以上。
2020年度︓年間平均残業時間を朝型勤務導入前比10％以上減。
2020年度︓精勤休暇取得率70％以上。
2020年度︓ストレスチェックによる高ストレス者比率5％以下。

2020年4月1日時点組合員比率

伊藤忠商事は設立以来、労働組合を設置しており、組合は組合員の労働条件の改善及びその他の経済的地位向上を図ることを目的
とし、これに必要な一切の事業を行っています。
(伊藤忠商事労働組合規約第3条)

会社の禁止事項は以下の通りです。

体制・システム

本部︓代議員総会・本部役員会
支部︓6支部（東京・大阪・名古屋・東北・北陸・九州）

組合員であること等により不利益な取扱いをすること
例︓組合員としてストライキを行った等の理由から解雇や転勤等を行う。

1.

正当な理由なく団体交渉を拒否すること
例︓団体交渉の席に着くことを拒否したり、権限の無い人を担当者として団体交渉に出席さ
せたりする。

2.

組合の結成・運営に対し会社が干渉したり経理上の援助を行ったりすること
例︓組合の行事に対し干渉または妨害したりすること。

3.

労働者の労働委員会への申し立てに対し、解雇など不利益な取扱いをすること
例︓労働者が労働委員会へ申し立て等を行ったことに対し、解雇や減給の措置を取る。

4.
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伊藤忠商事労働組合
組合長
池畑 雅人

組合長コメント

2020年度組合長を務めさせていただきます、2003年入社の池畑雅人と申します。

2020年度は世界的なコロナウイルスの感染拡大や大幅な原油安等、波乱の幕開けとなりました。世
界経済は急激に後退局面に入っており、商社業界にも大きな影響が出ています。

また外出自粛や在宅勤務等、私たちの日常生活にも大きな変化が訪れ、否応なく働き方の変化が求め
られています。そのような中で伊藤忠商事労働組合の果たすべき責任や期待される役割も変わること
が想像され、本部役員一同、緊張感をもって業務を遂行しています。

以下に労働組合の『使命』『行動指針』『Vision』を整理しましたのでご一読ください。

組合の抱える「組合員を守る」「良い会社をつくる」の二つの使命を踏まえ、「名実ともに
トップ商社」というに相応しい処遇及び環境の実現を目指し、会社と交渉・協議を行います。

組合の使命（＝組合の存在意義であり、活動の根本になる価値観）
「組合員を守ること」「良い会社を作ること」
行動指針（＝日常業務で大切にするキーワード）
「先進」︓先進的な考え方や働き方を積極的に取り入れ、常に組織を強化する。
「発信」︓発信力を強化し、組合活動を周知して正しくご理解頂く。
「信頼」︓組合員との信頼関係を築き、一体感を持って活動を行う基盤とする。
Vision（＝目指す未来の姿）
労働環境の改善・経済的地位の向上を通じ「会社経営の好循環」を目指す。
（（1）組合活動による労働環境改善が『（2）組合員の活躍→（3）業績向上→（4）処遇改善
→（5）士気向上→（2）』の好循環を加速させる）

2019年度労働組合との取組み実績

2019年4月～
2020年3月（毎月） 衛生委員会

2019年6月 決算協議会

2019年9月、2020年3月 時間管理に関する労使委員会

2019年11月、2020年1月 カンパニー経営協議会

2020年2月 賃金労使委員会

2019年度労働組合の本部活動

2019年4月～
2020年3月（毎週2回） 本部役員会

2019年4月、6月 代議員総会

2019年7月 支部三役会

2019年7月、12月 海外生活実態調査

2019年9月 東京ディズニーランドでの組合
イベント

2019年10月～12月 インフルエンザ予防接種費用補助
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伊藤忠商事は、企業理念である「三方よし」の実現に向け、労働組合とさまざまな課題について協議しています。2019年度は
CFOとの決算協議会、カンパニープレジデントとの経営協議会、その他労使委員会を計6回実施しました。労使間で活発な議論を
重ねることによって、お互いに現状の課題を認識・共有し、改善策を検討・実施していくことができる健全な関係を構築していま
す。

労働組合との対話

伊藤忠商事は、社長と社員が直接双方向の対話を行う機会を積極的に設けています。2019年度は普段社長との対話の機会が限ら
れる国内外の支社、現地法人、事業会社等約30か所を訪問し、対話集会を開催しました。対話集会では、社長自ら経営方針やその
実現に向けての情熱を直接社員に対して伝える一方、社員からも社長に対し、直接自分の意見や質問を投げかけることができ、双
方向にコミュニケーションを深められる貴重な機会となりました。内容は経営方針のみならずプライベートまで多岐にわたり、毎
回非常に活気に満ちた集会となっています。

社長との対話集会

伊藤忠商事は、カンパニープレジデント、コーポレート担当役員が社員と直接対話する機会を積極的に設けています。通常、半期
に一度、各組織において管下社員全員を集め、全社の経営方針、組織の目標、目標達成に向けた戦略など、各組織のトップが自ら
の言葉で語ります。また、対話集会では社員から意見や質問を投げかけることができ、自らが所属する組織をより成長させるため
にどうすべきなのか、トップを含め全員で考える貴重な機会になっています。

カンパニープレジデントとの対話集会
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労働慣行：ダイバーシティ

SDGs
目標

取組むべき
課題 Co 事業

分野 コミットメント 具体的対応アプローチ 成果指標（単体） 進捗度合

多様な人
材が活躍
する環境
の整備

総本社 人事

年齢、性別、国
籍等、あらゆる
差別を禁止し人
権を尊重しま
す。育児・介
護・疾病等を理
由として勤務時
間等に制限のあ
る社員も活躍で
きる環境を整備
していきます。

アクションプラン

公平な採用、登用の継続。
互いが尊重し支え合う職場風土作
り。
障がい者の労働環境に対する合理
的配慮。
LGBTへの対応及び社員教育の実
施。
社内託児所、介護支援サービスの
拡充。
社員のライフステージ・キャリア
に応じた個別支援の拡充。
モバイルワークを活用することで
の柔軟な働き方の推進。
65歳超のシニア人材の活躍支援。

2020年度︓総合
職に占める女性
総合職比率
10%。
2020年度︓指導
的地位に占める
女性総合職比率
10%。
2020年度︓障が
い者雇用率
2.3%。

総合職に占める女性総合職比
率9.7%（2020年1月時点）。
指導的地位に占める女性総合
職比率8.1%超（2020年1月時
点）。
障がい者雇用率︓2020年2月
時点2.16.%（人数1名不足）
2020年2月からIHGSを特例子
会社のグループ適用すること
を申請中。伊藤忠、ユニダ
ス、IHGSの3社で2020年2月
時点で必要雇用数は達成。引
き続き人総グループ全体で障
がい者雇用を推進。

グローバルな競争が激化する中、市場の多様なニーズに的確に対応し、新規ビジネスや付加価値の創造を継続的に行っていくため
には、「組織としての多様性」が不可欠であると伊藤忠商事は考えています。
伊藤忠商事は、人種・宗教・年齢・性別・国籍等、あらゆる差別を禁止し、人権を尊重します。職場において社員がパワーハラス
メント やセクシャルハラスメント（性的マイノリティに該当する社員への不利益や嫌がらせ等含む）を受けることなく、妊娠中
の社員や育児・介護に従事しながら仕事との両立に頑張る社員も働き甲斐を持って職場に貢献できるよう、ダイバーシティセミナ
ーや、組織長研修を活用した、制度の周知・コミュニケーションの重要性に関する啓蒙を行っています。
育児・介護による制約のある社員に関しては、制度を適切に活用した両立体制を上司が促すとともに、職場全体の業務内容・業務
分担・働き方の見直しも重要であることを周知しています。また性的指向・性自認に関わる差別的な発言・無意識の男女別を前提
とした発言を許さない職場環境の徹底を行い、社員からの相談窓口も設置しています。

方針・基本的な考え方

※

同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・
身体的苦痛を与えるまたは職場環境を悪化させる行為

※

伊藤忠商事では、ダイバーシティの方針を踏まえ、下記目標を掲げ、取組んでいます。

目標

多様な人材が活躍する環境の整備

取組むべき課題

年齢、性別、国籍、障がい等、あらゆる差別を禁止し人権を尊重します。育児・介護・疾病等を理由として勤務時間等に制限のあ
る社員も活躍できる環境を整備していきます。

コミットメント

88



具体的対応アプローチ

公平な採用、登用の継続
互いが尊重し支え合う職場風土作り
障がい者の労働環境に対する合理的配慮
LGBTへの対応及び社員教育の実施
社内託児所、介護支援サービスの拡充
社員のライフステージ・キャリアに応じた個別支援の拡充
モバイルワークを活用することでの柔軟な働き方の推進
65歳超のシニア人材の活躍支援

女性総合職数・管理職数（実績は各年3月31日現在）

年 2018年 2019年 2020年 2020年度末目標

女性管理職比率 6.8% 7.6% 8.1%
10.0%超

女性管理職数／全管理職数 173/2,558 195/2,555 209/2,566

女性総合職比率 9.0% 9.4% 9.7%
10.0%超

女性総合職数／全総合職数 313/3,461 327/3,463 335/3,462

成果指標

2020年度︓総合職に占める女性総合職比率10％超
2020年度︓指導的地位に占める女性総合職比率10％超
2020年度︓障がい者雇用率2.3％

伊藤忠商事は2003年12月に「人材多様化推進計画」を策定し、多様な人材の数の拡大、定着・活躍支援を推進してきました。今
後も引き続き、社員一人ひとりが特性を活かして活躍できる環境を整備し、個の力・組織力の強化を図ることで、「魅力ある会
社・企業風土」づくりを推進していきます。

伊藤忠商事の人材多様化に向けた取組みの推移

多様な人材の活躍支援
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人材多様化の取組みの中で最も注力しているのは「女性」の活躍支援です。伊藤忠商事は、「人材多様化推進計画」の推進により
女性の数が一定数まで拡大し、仕事と家庭の両立を支援するための制度も法定を上回る水準で整備されました。現在はこれらの制
度をセーフティネットとして活用しながら、「げん（現場）・こ（個別）・つ（繋がり）改革」により個々人のライフステージや
キャリアに応じた丁寧な個別支援を行うとともに、若手女性総合職のキャリア意識醸成のための研修や、組織長研修での啓蒙など
により、活躍する女性ロールモデルの創出と、女性が働きがいを持てる環境整備、次世代管理職候補の育成を中心に推進していま
す（今後の具体的な目標及び取組み内容を定めた行動計画は以下の通りです）。

げん・こ・つ改革

女性総合職のキャリア意識醸成支援

女性社員の活躍支援

女性活躍推進法／次世代法に基づく行動計画（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/action_plan.pdf）
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女性総合職の支援施策推移

(単位: 人)女性総合職、管理職、役員比率★（各年3月31日現在）

 
総合職 管理職 役員及び執行役員

全体 女性 女性比率 全体 女性 女性比率 全体 女性 女性比率

2020年 3,462 335 9.7% 2,566 209 8.1% 45 4 8.9%

2019年 3,463 327 9.4% 2,555 195 7.6% 44 2 4.5%

2018年 3,461 313 9.0% 2,558 173 6.8% 45 2 4.4%

★KPMGあずさサステナビリティ（株）による国際監督・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000に準拠した第三者保
証を実施。（P184）

伊藤忠商事は、2015年度より事務職の最高グレードに位置する社員を対象とした「事務職キャリアワークショップ」を実施して
います。全社的な役割付与を通じて、事務業務を担う中核的人材の範としてのマインドの醸成、職場でのリーダーシップの発揮を
図るためのスキルアップを目指す研修です。全社の対象層から毎年10名～20名の社員が参加し組織課題に関するアクションプラ
ン作成、メンタリング等のミッションや役割を約1年間経験します。

事務職のキャリア支援
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身体障がい及び知的障がい等のハンディキャップを持つ人々にやる気とやり甲斐のある働く場を提供することを目的として、
1987年に神奈川県で初の特例子会社「伊藤忠ユニダス（株）」を横浜市に設立しました。伊藤忠商事の障がい者雇用率は、2020
年3月現在2.21%となっており、将来的な法定雇用率アップも見据えて障がい者の職域拡大と採用を推進しています。

障がいのある方の社会参加支援

左︓伊藤忠ユニダス（株）新社屋（横浜市都筑区）
右︓クリーニング部門の業務風景
http://www.uneedus.co.jp/

クリーニング、写真・プリントサービス、メールサービス、ランド
リー・清掃サービス等を展開する伊藤忠ユニダス（株）は、厳正な
品質管理と心のこもったサービスをモットーとしており、クリーニ
ングについては全ての工程を障がい者と健常者が助け合いながら行
っています。2015年11月には、事業の拡大に加え、様々な障がい
を抱えるスタッフにとってより働きやすい職場環境を実現するた
め、従来の2.4倍の床面積と最新の機器を有する横浜市都筑区の新
社屋へ移転しました。2017年に創立30周年を迎えましたが、引き
続き、障がいのある方の社会参加を積極的に支援し、仕事を通じた
貢献の喜びを実感できる社会の実現に努めてまいります。

「伊藤忠ユニダス（株）」での取組み

障がい者雇用率★（各年3月1日現在）

 障がい者雇用率（%）

2020年 2.21

2019年 2.17

2018年 2.04

★KPMGあずさサステナビリティ（株）による国際監督・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000に準拠した第三者保
証を実施。（P184）

障がい者雇用率

障がい者雇用率は、2018年、2019年は単体及び特例子会社の伊藤忠ユニダス（株）の合算。2020年は、グループ適用（関係
会社特例）に加えた伊藤忠人事総務サービス㈱も合算した雇用率。

※

伊藤忠商事は、シニア人材の活躍支援を従来より積極的に進めています。日本の少子高齢化の進展や、多様な人材の活躍支援とい
う観点を踏まえ、60歳定年後「雇用延長制度」にて希望者全員を雇用し、シニア人材が持つ、豊富な知識や経験を定年後も活か
し、引き続き活躍できる環境を整備しています。また58歳時にはライフプランセミナー、59歳時には進路選択説明会等の研修を
開催し、社員の雇用延長後の働き方やマネープランについてサポートしています。今後もシニア人材がより一層、やる気・やりが
いを持って働き続けることができる環境の実現を更に推進していきます。

シニア人材の活躍支援

伊藤忠グループ企業のIntegrated Auto Service（IAS）がある南アフリカでは、アパルトヘイト時代に不当な差別で不利な立場に
置かれている人びとの地位向上に向けた政策「Broad-Based Black Economic Empowerment（B-BBEE）」が導入されていま
す。この「B-BBEE」は、南アフリカ政府による評価基準として、所有権、経営支配、雇用均等、技能開発、優先調達、事業開
発、社会経済発展の各項目が定められ、それに対する企業の貢献具合がスコアカードにしたがって評価されます。IASは、
Metanoia Ratings発行の2019年度の証明書において100点満点中80.01点の評価を受け、レベル4の認証を受けています。

海外での取組み
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伊藤忠商事の「社員が活躍できる環境づくり」の取組みは、様々なところで評価されています。
2017年度には厚生労働省が主催する『均等・両立推進企業表彰』において厚生労働大臣優良賞（ファミリー・フレンドリー企業
部門）を受賞しました。

プラチナくるみん認定 新・ダイバーシティ経営企業100選
平成29年度 均等・両立推進企業表彰
厚生労働大臣優良賞
（ファミリー・フレンドリー企業部門）

仕事と育児の両立支援の取組みに特
に優れた企業を認定するもの（2016
年取得/厚生労働省）

多様な人材が活躍できる機会や環境
を提供する優れた企業を選定するも
の（2016年3月選定／経済産業省）

仕事と育児・介護との両立支援のための取
組みについて、他の模範となる取組みを推
進している企業を表彰するもの（2017年
11月選定／厚生労働省）

社外からの評価

関連データ︓ 従業員の状況（P83）
女性総合職、管理職、役員比率（P91）
男女別採用人数（P116）

※
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人材育成

SDGs
目標

取組む
べき課題 Co 事業

分野 コミットメント 具体的対応アプローチ 成果指標（単体） 進捗度合

社員の持
続的な能
力開発

総本社 人事

時代の変化及びビ
ジネスニーズに応
じたグローバルベ
ースでの研修プロ
グラムを開発し、
また研修プログラ
ムを活用し優秀な
人材を継続的に輩
出します。 ＜以下2019年度 2/20現在見通し＞

アクションプラン

すべての階層での研
修プログラムの継続
的な開発と実施。
海外実習生派遣・語
学研修生派遣の継
続・強化。
定期的なローテーシ
ョンによる多様なキ
ャリアパス・職務経
験の付与。
人材アセスメント、
キャリアビジョン研
修、キャリアカウン
セリング制度・体制
等の充実による、社
員個人のキャリア意
識の醸成。

2020年度︓年間
E&D費10億円超。
エンゲージメントサ
ーベイによる「教
育・研修」項目の肯
定的回答率が60%以
上。
2020年度︓入社8年
目までの総合職、ビ
ジネスレベルの英語
スキル修得率
100%。
2020年度︓入社8年
目までの総合職、海
外派遣率80%以上。

2018年度エンゲージメントサーベ
イの「教育・研修」項目の肯定的回
答率は71%。※2019年度はサーベ
イ実施無し、直近のデータは2018
年度。
研修プログラムについては次世代関
連研修のトライアル導入等、継続的
に見直し、開発を実施。
社員の多様なニーズに対応した学習
環境を見据え、キャリアビジョン研
修の一環として動画コンテンツ提供
をトライアル実施。

年間E&D費見通し⇒ 約12億円超。
入社8年目までの総合職、ビジネス
レベルの英語スキル修得率⇒ 100%
入社8年目までの総合職、海外派遣
率⇒ 80%

伊藤忠商事の人材育成は、「OJTによる業務経験付与」を中心とし、「評価とフィードバックによる成長意欲醸成」と「研修によ
る知識・スキル習得」で補強します。さらに個々の適性・キャリアを踏まえた成長機会を付与し、各々の分野で活躍できる「業界
のプロ人材」を経て、将来、世界でビジネスをリードする「グローバルマネジメント人材」へと育成します。

人材育成は「理念」がベースです。「三方よし」に込められた意図を継承し、「無数の使命」を果たしていきます。

方針・基本的な考え方
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伊藤忠商事では、人材育成の方針を踏まえ、下記目標を掲げ、取組んでいます。

目標

社員の持続的な能力開発

取組むべき課題

伊藤忠商事の企業理念を継承しながら、常にニーズに合わせて商いを変革できる「マーケティングのプロ」育成に向け、マーケッ
トインの発想を持ち、グローバルベースでの研修プログラムを開発し、また研修プログラムを活用し優秀な人材を継続的に輩出し
ます。

コミットメント

具体的対応アプローチ

すべての階層での研修プログラムの継続的な開発と実施
海外実習生派遣・語学研修生派遣の継続・強化
定期的なローテーションによる多様なキャリアパス・職務経験の付与
人材アセスメント、キャリアビジョン研修、キャリアカウンセリング制度・体制等の充実による、社員個人のキャリア意識の
醸成

成果指標

2020年度︓年間E&D費10億円超。
エンゲージメントサーベイによる「教育・研修」項目の肯定的回答率が60%以上。
2020年度︓入社8年目までの総合職、ビジネスレベルの英語スキル修得率100%。
2020年度︓入社8年目までの総合職、海外派遣率80%以上。

タレントマネジメントプロセス

伊藤忠商事は、グループ全世界ベースでの人材価値の最大化・全体最適を目指し
2007年度より世界視点での人材戦略を推進しています。具体的には、2010年度
に伊藤忠のリーダーが備えるべき行動要件を整備し、全世界の組織長人材をデー
タベース化※、各ディビジョンカンパニーや海外ブロックとの連携を通じて、全
世界で海外収益拡大を担う優秀な人材の採用・育成・活用・登用を行う「タレン
トマネジメントプロセス」の仕組みを構築しています。
また、創業時から160年以上受け継がれている理念や価値観を、採用基準や評
価・育成制度にも反映させ、伊藤忠の価値観に合った人材の採用・育成をグロー
バルに行っています。

体制・システム

全世界・全階層の職務を対象に、職務・職責に基づくグローバルスタンダード
（ITOCHU Global Classification︓IGC）を2009年度に整備、国籍にとらわ
れない人材の配置、登用、育成をグローバルベースで推進するために活用。

※

関連データ︓地域別海外ブロック社員数（P84）※
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伊藤忠商事の研修体系は、「全社研修」と業界特性や専門性等に対応したカンパニー及び職能部の「ライン研修」から構成されて
おります。本社社員のみならず、一部海外ブロック現地社員やグループ会社員も含め、あらゆる階層の社員に幅広く育成の機会を
提供しています。
海外ブロックでは、事業や市場の特性に基づく必要なスキル・専門性を身に付けるためのブロック独自研修体系を整備していま
す。伊藤忠商事の研修体系と併せてグローバルに活躍するマネジメント人材の育成を進めています。

研修体系
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従業員の能力開発研修にあてられた時間／費用

 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

年間の総研修時間（時間） 200,195 217,734 160,510 168,425

 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

正規従業員一人当たり平均教育研修
／人材開発時間（時間） 46.72 50.81 37.46 39.58

正規従業員一人当たり平均教育研修
／人材開発費用（万円） 35.9 33.4 30.2 26.9

(単位: 人)主な研修参加人数

研修名 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

職能インターン制度 115 121 96 110

グローバルディベロップメントプロ
グラム 128 134 141 154

組織長ワークショップ 417 403 405 337

短期ビジネススクール派遣 51 39 31 37

若手短期中国語・特殊語学派遣 52 61 39 10

中国語レッスン 469 614 237 158

キャリアビジョン支援研修（のべ） 2,108 2,075 1,885 1,940

研修実績

※

計算式︓年間の総研修時間／各年度末の人員数※

グローバルディベロップメントプログラム研修

まず、「連結」の観点からは、2013年度にグループ会社の経営管理を担える人材
の育成スキームを構築しました。具体的には、事業管理に関する基礎知識やリス
クマネジメント手法の習得強化のため、演習を通じて経理業務を短期間で効率的
に学ぶ研修プログラムを2014年度から開始し、若手社員の必須研修としていま
す。また、国内グループ会社の社員がスキルアップとグループ内のネットワーク
拡大を図っていくよう、グループ会社社員向け研修ラインアップの充実も行って
います。次に、「海外」の観点からは、グローバルマネジメント人材の育成に向
け、「グローバルディベロップメントプログラム研修」「短期ビジネススクール
派遣」といった研修を実施しています。また、日本本社の若手社員の英語力及び
国際的視野の養成を図る目的で、1999年より他社に先駆けて短期海外派遣制度を
導入し、現在は中国他新興市場国へ派遣する「若手短期中国語・特殊語学派遣制
度」を軸に、将来の各市場スペシャリスト候補の育成を図っています。

「現場力」の観点からは、多様な価値観を持った「業界のプロ」の育成に向けて、「キャリアビジョン支援研修」や、各カンパニ
ー・総本社職能部の人材戦略に基づく独自研修等、目的にあわせさまざまな研修を実施しています。
また、直近では中期経営計画に合わせ、最先端のビジネスモデルの事例学習やIT専門知識習得に向けた研修・講演会等の機会を社
員に提供し、商いの進化推進が可能な人材の育成を進めています。

育成上の強化ポイント

97



第4回三社合同研修（東京）（2019年7月）

伊藤忠商事は、2015年1月にアジア・中国有数のコングロマリットである、
Charoen Pokphand Group Company Limited（以下「CPG」）及びCITIC
Limited（以下「CITIC」）との間で戦略的業務・資本提携を行いました。その
後、2016年1月には、三社グループで中長期的にビジネスシナジーを創出し、企
業価値を向上させるための基盤として、人材シナジー強化のための覚書を締結致
しました。この覚書では、三社による短期～長期の人材派遣・交流や、各社の既
存研修への受講者の派遣、新規の合同研修の開催等を通じ、将来に向けて、三社
間の確固たる人材ネットワークを構築し、三社の戦略提携を支える基盤を構築す
ることを目指しています。

2016年度には、東京において三社による第1回目の合同研修を開催。また、
2017年度はCITICの本拠地である北京にて第2回目、2018年度はCPGの本拠地であるタイ（カオヤイ・バンコク）で第3回目を開
催しました。2019年度は東京で第4回目を開催。本研修は三社から予め設定されたビジネステーマに合致した社員を選抜し、各社
の経営方針・価値観・歴史・主要ビジネス等を互いに充分理解し、受講者同士がビジネスシナジーの創出に向けて徹底的に議論を
行うことにより、パートナーとしての確固たる人材ネットワークの構築を図るものです。
また、三社による短期～長期の人材派遣・交流、既存研修の受講者受入も着実に実施しています。

三社での戦略的業務・資本提携に伴い、2015年度より全総合職の1/3にあたる「1,000人の中国語人材」を育成するプロジェクト
を立ち上げ、語学面での基盤づくりを徹底して進め、2017年度末には目標である1,000人に到達しました。その後も育成を継続
し、2019年度末時点での通算育成数は1,231人となっています。今後も中国・アジアにおけるビジネスの拡大を更に推進する基盤
づくりを継続していきます。

CP・CITICとの人材シナジー

伊藤忠朝活セミナー

2016年9月より、朝型勤務推進の一策として、早朝時間を活用し、社員の知見を
深め、能力開発や活力増強につなげる取組み「伊藤忠朝活セミナー」を開催して
います。テーマはビジネスの進化、及び健康を中心とし、2019年度は計7回開
催、延べ3,162名が参加しました。受講者からは「就業前に刺激的な話を聞くこ
とができ、とてもポジティブな気持ちになった」という声が上がっており、今後
も定期的に開催していく予定です。

伊藤忠朝活セミナー

実施日 テーマ名 講演者

2019年
5月 人工知能の未来 –ディープラーニングの先にあるもの–

東京大学大学院工学系研究科 人工物工学研究センター
教授 松尾 豊氏

2019年
8月

これからのリーダーのあり方
～リーダーを生む、リーダーに必要なスタイルと覚悟～

株式会社チームボックス
中竹 竜二氏

朝活セミナー2019年度開催例
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人事評価制度は、社員がやる気・やりがいを持って最大限の能力を発揮できるよう、社員を支える人事制度の根幹を担う制度と位
置付けています。人事評価制度は伊藤忠商事全社員を対象としており、評価制度の1つである目標管理制度（MBO）には、経営計
画に合わせて社員一人ひとりに目標を分担し、実行を確認していく経営戦略の担い手という役割があります。また、社員一人ひと
りの能力･専門性･過去のキャリア･志向･適性を総合的に捉え、配置･異動計画に活用する人材アセスメント制度も設けています。
これらの人事評価制度が機能するためには、上司による公平・公正な評価と部下との面談によるフィードバックが非常に重要と考
え、多面観察※や評定者研修等を通じて、社員の育成や成長を促すよう上司に啓発しています。

人事評価制度の全体図

人事評価制度

多面観察: 組織長が普段気付きにくい日常の人事管理･マネジメント行動を、組織長自身及び部下による観察結果のフィード
バックを通じて振り返り、必要に応じて行動改善･能力向上を図ることを目的とした制度。毎年必ず実施。

※

目標管理制度（MBO）の流れ 人材アセスメント制度の流れ

キャリア支援

キャリアカウンセリング室では、新入社員から組織長まで全社員の多様なキャリアに関する相談・支援を幅広く行っています。同
室のカウンセラーは、全員がキャリアコンサルタントの国家資格を有しており、社員一人ひとりの状況にあわせて、上司・部下・
同僚との関係や仕事の進め方、自分の将来のこと等幅広く相談者と話し合います。また、研修の一環として、入社後数年の節目ご
とに若手社員全員にキャリアカウンセリングを行う仕組みを整えています。キャリア採用者や雇用延長に関する中高年社員からの
相談も受付けています。年間来室相談数は500件を超え、守秘義務を徹底したカウンセリング室で安心して話し合うことで、キャ
リア形成に関する気付きが得られることを目指しています。

キャリアカウンセリング

国内に勤務する総合職（組織長除く）を対象とした人材流動化の施策として、「チャレンジ・キャリア制度」を導入しています。
社員は予め社内イントラネットで告知される人材募集案件リストを見て異動希望を上司に申告し、上司の了解を得ることを前提に
異動先部署とのマッチングを図り、成立すればカンパニー／総本社職能部の垣根を越えた異動が実現できるというものです。本制
度は、キャリア選択の機会を提供することよる社員の「モチベーション喚起」と「キャリア意識の醸成」を通じた「組織力強化」
を目指すものであり、2018年度の6名に続き、2019年度は5名の異動が実現しました。

チャレンジ・キャリア制度
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全体スケジュール

将来の経営を支える次世代の人材活性化を目的として、若手総合職のローテーションガイドラインを策定しています。「基礎教育
は2年まで」「原則として8年目までに海外を含む3職務以上を経験」を前提とし、組織毎に育成・異動の方針を決定しています。
また、その育成方針を組織長から若手総合職に説明し、意見交換を行うキャリア・ミーティングを開催し、若手が将来を見据えて
目の前の業務に取組むことができる環境を整備しています。その他の組織員や事務職についても、毎年本人の異動希望とローテー
ション実績をレビューし、多様なキャリアを実現できるような仕組みづくりを行っています。

ローテーションの促進

伊藤忠商事は、学生の皆様に「総合商社」で働くというキャリアを考えていただくため、過去のビジネス事例に基づく様々なチャ
レンジングな課題に取組んでいただけるインターンシップを実施しています。

詳細は、キャリア教育HP（https://career.itochu.co.jp/student/information/seminar.html）をご覧ください。

ITOCHU
Internship
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労働安全衛生・健康経営

SDGs
目標

取組む
べき課題 Co 事業

分野 コミットメント 具体的対応アプローチ 成果指標（単体） 進捗度合

従業員の
健康力強
化

総本社 人事

社員一人ひとりの
健康力を増進し、
個の力をより一層
発揮できる環境を
整備していきま
す。がん・長期疾
病を抱える社員に
対する両立支援体
制の構築を通じ、
支え合う風土を醸
成します。

マテリア
リティ

SDGs
目標

取組むべき
課題

事業
分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

金属カンパニー

安定的な調
達・供給

労働安全・
衛生・環境
リスクに配
慮した、ま
た地域社会
へ貢献する
持続可能な
鉱山開発

鉱山
事業

アクションプラン

定期健康診断の100%受診継続。
充実した社内診療所及び社員一人
毎の専属医療支援体制の整備。
がんとの両立支援策の推進。
社員食堂での健康メニューの提
供。
禁煙治療補助プログラムの推進。
WEBツールの活用及び生活習慣
病高リスク者向けの特別プログラ
ムの継続実施。

定期健康診断受
診率100%。
2020年度︓健康
力指数（BMI
等）の2016年度
比改善。
2020年度︓が
ん・長期疾病に
よる離職率0%。
2020年度︓スト
レスチェックに
よる高ストレス
者比率5%以下。

定期健康診断受診率︓2019年
度100%。
健康力指数（BMI等）の2010
年度比改善率︓2018年度
▲2%。
がんとの両立支援︓がん・長
期疾病による離職率0%継続。
ストレスチェック高ストレス
者比率︓2019年度2.9%。
WEBツールの活用︓若手生活
習慣病高リスク者向けプログ
ラム継続実施、特定保健指導
対象者に範囲拡大（2019年度
計115名参加）。全社ウォー
キングイベント実施。

環境・衛生・労
働安全（EHS）
や地域住民との
共生に十分配慮
し、持続可能な
鉱山事業を推進
します。
地域社会への医
療、教育等に貢
献します。

EHSガイドライ
ンの運用並びに
社員教育を徹
底。
地域社会への医
療・教育寄付、
地域インフラ整
備等の貢献。

毎年EHS社内講
習会を開催し
EHSガイドライ
ンを周知徹底。
地域社会への医
療・教育寄付、
地域インフラ整
備の実施。

主管者や事業投資に従事する課に属するカ
ンパニー員を中心に、社内講習会を実施。
対象者の受講率は100%。
鉱山事業では新規1案件、既存8案件、その
他資源関連事業1案件に対して、チェック
シートを用いた確認作業を実施。
出資する各プロジェクトにおいて、地域社
会への貢献活動を実施。
独自の取組みとしては、豪州の事業会社
ITOCHU Minerals & Energy of Australia
Pty Ltdが現地のグループ会社と共同で、
同国の山火事による被害への再建支援とし
て、豪州赤十字社にA$20万を寄付。

方針・基本的な考え方

伊藤忠商事にとって「人」は最大の財産であり、社員一人ひとりが能力を最大限発揮することが企業価値向上に繋がるという考えに
基づき、すべての社員がそれぞれの特性を活かして、安心して仕事に集中できる環境の実現に向け、様々な施策を推進しています。
社員一人ひとりが最大成果を発揮するためには、社員の能力開発と共に「健康力」増強こそが企業行動指針である「ひとりの商人、
無数の使命」を果たす人材力強化の礎であるという考えに基づき、健康経営における会社の方針を『伊藤忠健康憲章』（2016年6月
制定）において明文化しました。伊藤忠商事は、社員が性別・年齢・国籍・人種・宗教・障がいの有無等の多様性をもっていること
を認識し、ひとりの商人が担う無数の使命と、永続的な企業価値向上を実現すべく、以下の通り、健康憲章を定めています。

社員の労働安全衛生・健康経営

伊藤忠商事は、社員一人ひとりが自らの「健康力」に責任を持ち、その維持・増進を図るための取組みを積極的に支援します。

1.
健康への責任

伊藤忠商事は、社員の健康を、本人やその家族、お客様や社会全体の幸福の礎と考え、健全で永続的な会社の発展を実現します。

2.
健康による社会貢献
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今後も、「働き方改革」「健康経営」のリーディングカンパニーとして、様々な取組みを先駆的に推進し、社員にとって「働きが
い」のある会社に向けた環境を整備していきます。

伊藤忠商事は、心身共に満たされた健康な社員が卓越した「個の力」を発揮する企業として、その「無数の使命」を未来に亘って
果たして行きます。

3.
未来への継承

伊藤忠商事は、サプライチェーンや事業投資先の労働安全衛生に対する配慮が重要と考え、2013年度に「サプライチェーン・サス
テナビリティ行動指針」を定め、サプライヤーに対して伊藤忠商事の考え方を伝え、理解と実践を期待し働きかけています。同行
動指針には「従業員の労働時間・休日・休暇を適切な管理」、「従業員に対して安全で衛生的かつ健康的な労働環境の提供」が含
まれ、2013年度に、継続的取引のある約4,000社のサプライヤーに対して通知し、2015年1月からは新規のサプライヤーと取引を
行う場合は必ず事前に通知することを定め、当社のサステナビリティに関する方針についてコミュニケーションを深めています。

サプライチェーンの労働安全衛生

伊藤忠商事は投融資案件の審査に際し、経済的側面だけでなく、ESG（環境、社会、ガバナンス）の観点を重要視し、新規投資案
件においては、「投資等に関わるESGチェックリスト」を用いて、労働慣行（労働条件、労働安全衛生、ステークホルダーとの対
話）等を総合的に審議・検討しています。また、新規案件のみならず、既存事業投資先の事業経営をモニタリングし、改善に資す
るように努めています。
詳細は、新規事業投資案件のESGリスク評価（P132）をご覧ください。

事業投融資案件の労働安全衛生リスク評価

伊藤忠商事は、海外拠点を多く有する企業として、世界三大感染症（結核、マラリア、HIV/AIDS）などグローバルな健康課題へ
対応することの重要性を認識し積極的に対応しています。従業員に対しては、海外赴任する社員とその家族に、感染症に対する情
報の啓蒙、予防接種、及び現地での医療支援を行っています。
また、コミュニティー貢献にも取組み、世界三大感染症の対策基金を支援するグローバルファンド日本委員会（運営︓日本国際交
流センター）（http://fgfj.jcie.or.jp/en/）へ2017年より参加しています。また、グループ会社Dole Philippines社でも、地域住
民のための世界三大感染症対策を実施しており、今後もこの世界課題の克服に尽力していきます。

グローバルな健康課題への対策

伊藤忠商事では、労働安全衛生・健康経営の方針を踏まえ、2020年度も労災ゼロ、死亡災害ゼロを目指して、下記目標を掲げ、
取組んでいます。

目標

従業員の健康力強化

取組むべき課題

社員一人ひとりの健康力を増進し、個の力をより一層発揮できる環境を整備していきます。がん・長期疾病を抱える社員に対する
両立支援体制の構築を通じ、支え合う風土を醸成します。

コミットメント

具体的対応アプローチ

定期健康診断の100％受診継続
充実した社内診療所及び社員一人毎の専属医療支援体制の整備
がんとの両立支援策の推進
社員食堂での健康メニューの提供
禁煙治療補助プログラムの推進
WEBツールの活用及び生活習慣病高リスク者向けの特別プログラムの継続実施
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成果指標

定期健康診断受診率100％。
2020年度︓健康力指数（BMI等）の2016年度比改善。
2020年度︓がん・長期疾病による離職率0％。
2020年度︓ストレスチェックによる高ストレス者比率5％以下。

伊藤忠商事にとって、社員は財産であり、社員がその能力を最大限に発揮するためにも社員の職場での安全・健康を確保すること
は、会社の重要な責任のひとつです。日本及び世界のさまざまな地域で活躍する社員とその家族が安全かつ健康で、社員が安心し
て働けるよう事件・事故・災害等の緊急事態のみならず、健康管理に対する万全な体制を社長COOの下、構築しています。
また、伊藤忠商事では、企業理念である「三方よし」の実現に向け、従業員の約80％（「労働組合（P85～87）」参照）が所属し
ている伊藤忠商事労働組合と労働安全衛生についても協議しています。労使間で活発な議論を重ねることによって、お互いに現状
の課題を認識・共有し、改善策を検討・実施していくことができる健全な関係を構築しています。
健康・安全基準に関する研修を受講した従業員数はP106をご覧ください。

労働安全衛生・健康管理に関する体制図

国内外の労働安全衛生は、カンパニー/総本社/海外ブロック毎に労働安全衛生管理担当者を配置し、死亡事故や労働争議等があっ
た場合、カンパニー/総本社の労働安全衛生管理担当者経由で人事・総務部まで情報が伝達される体制となっています。
衛生に関する重要事項（例︓感染症の状況・予防対策等）、産業医関連、労働時間や労働環境のリスクに関しては、議論すべき事
項が発生次第関係者でミーティングを行い、月1回行われる衛生委員会にて情報共有しています。
また、健康経営に関する諸施策については、月1回行われる健康経営三者定例会にて議論し、労働安全衛生に関する情報共有をし
ています。
これらの体制で情報共有された重要事案についてはCAO（健康経営最高責任者）経由で、取締役会等へ報告しています。
また、毎年、健康経営・労働安全衛生に関する報告を取締役会に提出しています。

体制・システム

「OHSAS18001（Occupational Health and Safety Assessment Series）」とは、労働安全衛生に関わるリスクを管理し、
パフォーマンスを継続的に向上させる要求事項を規定したマネジメントシステムです。労働安全衛生方針、目標及び実行計画を設
定し、その達成に向けた取組みを評価し、改善する一連のプロセスを指します。2019年3月末現在、伊藤忠商事の連結子会社502
社のうち、0.2％にあたる1社が取得しています。

OHSAS18001労働安全衛生マネジメントシステムの取得状況
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金属カンパニーでは、資源の安定供給につながる持続可能な鉱山開発に取組む為、金属・石炭・ウラン等の鉱山事業を対象とし、
EHS（環境・衛生・労働安全）ガイドラインを定め、運用しています。

探査・開発・生産といった事業活動に起因する環境汚染、事業に携わる者の健康障害、また事故等による環境・衛生・労働安全面
のリスクを回避・低減する為に、関連する課題及び望ましい管理方法を要訳したガイドラインと、具体的なチェックリストを日本
語・英語で作成しています。

新規投資の検討を行う場合のみならず、既に参画しているプロジェクトについても、パートナーとともに都度状況の確認を行い、
より環境や安全に配慮した資源開発について協議・改善する機会を作っています。2018年度は新規1プロジェクト、既存事業につ
いては非OECD諸国の5プロジェクトに対して確認作業を実施し、フォローすべき項目を設定しました。

国際金融公社（IFC）等のグローバルな基準に照らし合わせてガイドラインを作成し、チェックリストで標準化したプロセスを確
立すると共に、プロジェクト毎のリスクに合わせた弾力的な運用を行えるよう、都度、見直しを行っています。

また、まずは組織員がEHS遵守の意識を持つことが重要であることから、毎年、具体的な事例を用いた啓蒙活動を実施し、周知徹
底を図っています。2018年度は主管者や事業投資に従事する組織員に対して社内講習を実施。対象者の受講率は100％でした。

EHSガイドラインの運用

東京本社内の診療所でもある健康管理室には、合計20数名の専門医が所属する他、エックス線技師や薬剤師も所属しており、国内
外問わず各社員にそれぞれの生活習慣病の専門医との緊密な連携のもとで保健師が社員の状態に合わせて個別的に健康指導をする
いわば「国境なき医療コンシェルジュ」を30年以上に渡り実施しており、社員一人ひとりの健康管理を通じて伊藤忠商事の健康経
営を後押ししています。具体的には、上記の専門疾病管理に加えて、一般診療（内科、整形外科、歯科）、健康診断（定期健康診
断、半日ドック、海外渡航者・一時帰国者・帰国者の健康診断）、各種予防接種、さらには医療相談、情報提供等を行っていま
す。2019年度の国内勤務者の定期健康診断の受診率はほぼ100%になっています。

健康管理室

メンタルヘルスについては、社内にストレスマネジメントルームを設置し、臨床心理士によるカウンセリングを実施しています。
また産業医への相談や社内で精神科医の受診も可能です。健康保健組合では健康相談WEBサイト「健康・こころのオンライン」を
設置しており、WEBや電話での相談が出来る体制となっています。また、2015年12月1日に改正労働安全衛生法が施行され、年
に1回、ストレスチェックを実施することが事業者の義務となりました。伊藤忠商事は健康管理室が中心となり、2015年10月に試
験的に1年前倒しでストレスチェックを導入し、2016年度から本格的に実施しています。

メンタルヘルス

グローバルにビジネスを展開する伊藤忠商事では海外駐在員は約800人、年間海外出張者は延べ1万人に及び、海外勤務者の健康
経営にも取組んでいます。海外安全対策については、現地と日本側の密な連携が重要であるため、本社に海外安全専任者を置き、
世界8ブロックに配置された人事総務担当と、政治や経済、治安等に関する情報を常時交換し、社内やグループ会社へ対策を発信
しています。また、専門セキュリティー会社との契約を通じて、情報を集めにくい地域についてもカバーできる体制を構築してい
ます。

海外駐在員/出張者の安全対策

海外赴任前の社員を対象とし、国が推奨する地域毎の予防接種を会社負担で義務付けています。予防接種は社内の健康管理室、も
しくは近隣の渡航専用クリニックにて受診しています。また、海外赴任前の社員・家族には、現地の安全や医療への対応などの講
習を徹底しています。世界的な健康問題であるHIV/AIDS、結核、マラリア等を含む各種感染症の予防に関する情報を赴任前に啓
蒙し、赴任後においても家族を含めた安全セミナーを開く等、注意喚起を行っています。
海外赴任先の医療面では、専門医療サービス会社（インターナショナルSOS社（http://www.internationalsos.co.jp/））と提携
し、緊急時の搬送も含め、予防と事後対策のため、以下の支援体制を整えています。

医療・感染症対策
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日常の健康管理体制

国境なきコンシェルジュ（主に慢性疾患を対象）︓海外駐在社員とその家族に対して、メール・電話で、専門医のバックアッ
プを受けた保健師と健康問題に関して相談できる窓口を設けています。
地域の医療機関の紹介︓世界の事業地域で先進国レベルの地域医療機関を紹介するシステムを整備しています。
定期健康診断︓赴任前健康診断（人間ドック）に加えて、海外駐在社員とその家族に対して、一時帰国時、または現地・近隣
先進国で年1回の定期健康診断を実施しています。
セコムふるさとケアサービス︓日本に在住する高齢家族を対象に、24時間365日対応可能なセコム医療システムのナースセン
ターによる電話健康相談サービスを提供しています。

有事の健康管理体制

インターナショナルSOS（急性疾患を対象）︓テロ・騒乱等の有事に備え、多言語対応の現地情勢問い合わせシステムを整備
しています。また、社員及びその家族が負傷するという万が一の事態に備え、緊急時移送サービス（航空機、同乗医師・看護
師、移送先病院等の手配）も導入しています。
JOMFキッズネット（海外小児医療相談）︓国際電話で直接小児科医に相談可能（世界全地域対象）なシステムも整備しています。

フィリピンにある伊藤忠商事のグループ会社Dole Philippines社では、Dolefil のCSR部門からスピンアウトしたNGOである
Mahintana Foundation, Inc.（MFI）や、地域政府等との連携により、産業や雇用の創出、環境保護・森林再生、教育、生活支
援、従業員福祉、健康・安全など多岐にわたる取組みを40年以上に亘り現在まで行っています。健康問題と感染症の予防対策に関
しては、世界三大感染症の（結核、マラリア、HIV/AIDS）の対策を含め、従業員及び地域住民向けに以下のプログラムを実施し
ています。

対応する社会課題 プログラム内容

感染症対策 予防接種、デング熱予防の講義、殺虫剤処理済みの蚊帳の配布、駆虫、ビタミンA補給

健康問題 ビタミンA補給、妊娠中のケア、歯科サービス、思春期の健康に関する講義

マラリアに関しては、感染症の予防対策によって、マラリアの発生が確認されていない地域が増えています。

地域住民に対する健康問題・感染症対策

※

Dole Philippines社のパイナップル部門※

国内安全対策については、地震等の大規模災害への対策として、業務継続計画の作成、飲料水・食料・トイレなどの備蓄品の整備
や防災訓練、安否確認サービス応答訓練等の対策を講じています。社員へは、家族との連絡手段の確保や歩きやすい靴の準備、徒
歩での帰宅ルートの確認など、日頃から大規模災害への備えを呼びかけています。

(単位: 人)労働安全衛生に関するデータ　単体の従業員 ★

 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

 正規 契約 正規 契約 正規 契約 正規 契約

労働災害の罹災者数（うち通勤災害罹災者
数） 5（4） 1（1） 7（5） 1（1） 4（2） 0（0） 9（8） 0（0）

死亡災害件数 0 0 0 0 0 0 0 0

OIFR（疾病度数率） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

LTI（休業災害）の罹災者数 0 0 0 0 0 0 0 0

LTIFR（休業災害度数率） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

労働安全衛生に関するデータ

※1

※2

※3

※4

※5

対象職掌︓正規…総合職、事務職、特別職　契約…嘱託※1
労働災害の罹災者数︓業務に起因して発生した休業災害及び不休業災害の罹災者数と通勤災害の罹災者数の合計値を示す。※2
OIFR︓100万時間あたりの病気や疾病に該当する休業災害の発生率（病気や疾病に起因するLTIの罹災者数÷延べ労働時間
×100万時間で計算）」

※3

LTI (Lost Time Incident 休業災害) とは業務に関係した傷害や病気により、被災者が事故の翌日に勤務できない状態（労働
災害）のこと

※4

LTIFR︓100万時間あたりの休業災害の発生率（LTIの罹災者数÷延べ労働時間×100万時間で計算）※5
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業界平均との比較（事業規模100名以上の卸売業・小売業対象）

 2016年 2017年 2018年 2019年

労働災害度数率 1.74 1.94 2.08 2.09

健康・安全基準に関する研修・訓練の参加者数（延べ人数）　単体の従業員★

 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

健康・安全基準をテーマとして含む一般研修 2,744 3,410 3,543 3,629

健康・安全基準をテーマとして含む人事研修 48 61 48 453

(単位: 人)2019年度　健康・安全基準をテーマとして含む主要な一般研修と受講従業員数

研修名 具体的な内容 受講従業員数

新入社員研修
人生やキャリアのための自身の健康の大切さや、メンタルや生活習慣病につ
いて、また社内の健康管理体制について産業医と臨床心理士が説明。

129

組織長ワークショップ
メンタル対応やハラスメントの防止等、健全な職場環境作りに向けたワーク
ショップを全組織長向けに実施。

337

新任課長研修
部下の状態を健康に保つための指導や管理方法について、ケーススタディを
通して産業医と臨床心理士が説明。部下のケアのみならず、自身のケアにつ
いても指導している。

62

海外赴任前研修・海外
語学実習派遣前研修

駐在中に起こりやすい健康問題や、日本と海外の医療環境/生活環境につい
て、また駐在前の準備事項や駐在中の健康チェックの方法について産業医が
説明。本人だけではなく帯同家族向けにも実施し、何かあった場合の相談/
連絡先についても紹介している。

273

海外安全対策実地訓練
テロ、爆発・銃撃、誘拐等に遭遇した際に、何が起きたのかだけでなく、自
分がそこにいたら何を感じ、考え、どう行動するか、緊急事態が発生した場
合に備えての教訓を得るための実践型の訓練を実施。

32

★KPMGあずさサステナビリティ（株）による国際監督・保証基準審議会の国際保証業務基準（ISAE）3000に準拠した第三者保
証を実施。（P184）

厚生労働省「平成31年労働災害動向調査」の概況より※

※1

※2

新入社員研修（総合職・事務職）、組織長ワークショップ、新任課長研修、海外赴任前研修、若手英語派遣・特殊外国語派遣
前研修、東京本社のBCP訓練、海外安全対策実地訓練

※1

キャリアビジョン研修（マインドフルネス講座、メンタルヘルスケアマネジメント、等）、朝活セミナー※2

2016年度より本格的に取組みを始めた「健康経営」では、『伊藤忠健康憲章』（2016年6月制定）を核として全社員が自らの健
康状態を管理できる『健康マイページ』の導入や、生活習慣病予備軍への個別プログラム（健康ウェアラブル端末の配布、専門家
による食事・運動指導）、喫煙率低下への支援強化（禁煙治療費の全額補助化）に加えて、2018年4月には健康に配慮した統合独
身寮を新設するなど、社員の健康力向上のための施策を推進しています。
2017年4月に導入した「健康マイページ」では、全社員がPC及びスマートフォン上で健康診断結果閲覧や歩数、体重・体脂肪率、
摂取カロリーなどの生活習慣データの一元管理を実現、社員1人ひとりの健康意識の向上を図っています。生活習慣病予備軍に対し
ては、健康ウェアラブル端末を配布し、運動・睡眠データの収集や食事データの管理を通じ、ヘルスコーチ・管理栄養士によるオ
ンライン上の食事・運動指導が毎日受けられる個別指導プログラムも実施し、これまで450名強が参加し、成果を出しています。
健康保健組合においては国内2か所の保養所運営の他、健康管理室と連携し禁煙治療費の全額補助化なども実施しています。
また、2017年8月より日本における先進的な企業の取組みとして「予防」「治療」「共生」の3つの観点からなる「がんとの両立
支援施策」を推進し、がんや長期傷病になったとしても、社員がやる気やりがいを持ち、安心して、能力を最大限発揮することの
出来る職場を実現しています。

健康経営

106



2016年6月に制定した「伊藤忠健康憲章」の考えに則り、2017年8月より「がんとの両立支援施策」を推進しています。
現在日本人の二人に一人ががんに罹患するといわれています。年間85万人が新たにがんと診断され、うち3割が就労世代です。が
んは、一般的に一定期間の集中した治療とその後の入念な長期フォローが求められるものです。当社においても、がんと闘病しな
がら働く社員や、惜しくもがんで亡くなられる社員がおりますが、社員ががんに怯えることなく、負けることなく、働き続けられ
る環境を作ることが社員の活力、組織の活性化を生むものと判断し、本施策を以下の３つの観点より推進することと致しました。

これまでの充実した健康管理体制、高額医療費補助、柔軟な勤務・休暇制度を始めとした長期疾病への支援制度整備に加えて新た
に、「予防」「治療」「共生」の3つの観点からなる「がんとの両立支援」として、以下施策を推進しております。

本施策の推進により、病気の有無を問わず全ての社員がやる気やりがいを持ち、安心して思う存分に働き、能力を最大限発揮する
ことの出来る職場を目指しています。

伊藤忠商事におけるがんとの両立支援体制

がんとの共生施策

安心して相談・情報共有できる環境整備
予防・早期発見・治療を組織全体でサポートする体制強化
治療をしながら働き続け、活躍出来る社内体制・制度の整備

国立がん研究センターとの提携

予防︓早期発見率の向上を目的とし、がん専門医監修による「がん特別健診」を定期健診の項目として追加。
治療︓検診で陽性反応が出た際に、がんセンターでの精密検査を手配。がん発見時はがんセンター専門医へ即時連携し、最
先端治療体制に入る。

がんとの両立支援体制構築（下図参照）

両立支援コーディネーターを設置し、組織長含め本人が両立支援できる体制・風土を構築。第一報を受けた後、個別の病状
に応じて対応フローに沿って両立支援プラン策定。
両立支援ハンドブック作成、両立支援休暇新設。
両立支援プランの実行を後押しする目的で、同プランの内容を個人業績目標（MBO）として評価。

がん先進医療費の支援充実

会社が包括保険契約を締結し、全額個人負担となる高度先進医療費を補助。

子女育英資金の拡大、子女就労支援

残された遺族の子女に対する大学院までの育英資金を従来の約2倍～約3倍に拡充。
子女が社会人になる際及び配偶者が就職先として当社グループを希望する場合は、グループ内で斡旋。

有資格者によるキャリアに関する相談窓口※
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連結経営を推進している状況下、社員の労働安全衛生・健康管理に関しては、単体の社員（契約社員を含む）のみならずグループ
会社も含めて対応しております。
具体的には、ストレスチェック、国内安全対策、海外安全対策情報、海外におけるセキュリティー会社・医療サービス会社との提
携、海外赴任前の講習に関しては、グループ会社にも展開しています。朝型勤務についても導入するグループ会社が増加してお
り、グループ全体で総労働時間の削減・社員の健康増進に努めております。また、人事労務知識・ノウハウを学ぶワークショップ
や人事労務アセスメントを定期的に実施しグループ全体の労務管理強化を図っています。

グループ会社への適用

2019年度に実施したグループ会社向けの人事労務支援内容

労務事例ワークショップ
メンタルヘルスや労働時間管理等をはじめとした起こりうる労務事例を題材に取り上げ、ケーススタディ形式でその対応方法
や専門知識を学ぶワークショップ。2019年度は、17社25名参加（1月～2月）。

1.

労務事例ワークショップ（特別編）
人事労務管理上トラブルになりやすいポイントについて、その内容と対応策を講義形式で説明するワークショップ。2019年度
は、「同一労働同一賃金について」をテーマに実施し、61社104名が受講。

2.

グループ人事総務連絡協議会
グループ会社人事総務担当者間の情報交換・関係強化を目的とし、人事総務関連の直近の動向、伊藤忠商事の施策・対応状況
の共有、及び法改正内容のアップデート等を行うもの。2019年度は、過去最高となる94社151名が参加。

3.

人事労務アセスメント
労働契約・社内規程・労働安全衛生・時間管理等、人事労務関連全般の規則・制度・運用が適切になされているかを確認する
ための健康診断アセスメント。2019年度は10社に実施。

4.

伊藤忠グループ人事労務ポータルサイト
グループ企業の人事労務管理の強化を図るため、2018年5月に伊藤忠商事の規則・ノウハウ等をグループ会社に共有するため
のポータルサイトを新設、2019年度末までに61社が利用登録済。

5.

当社が33.33％を出資するJCU社は、カナダにおいて13鉱区に権益を保有しており、ウラン探鉱事業を実施しております。探鉱に
より資源量を把握し、プレFS（フィージビリティスタディー）やFSにより技術的・経済的に開発可能と判断された場合に開発移行
の決定を行います。JCU社が権益保有するプロジェクトでは、最も進んでいる1案件のプレFSが終了したところです。今後、ウラ
ン鉱山開発や生産への移行が決定された場合、十分な放射線量測定を実施しつつプロジェクトを指針し、従業員と地域の放射線被
ばくと低レベル放射性廃棄物排出のリスクを極めて低レベルとするよう取組む方針です。

ウラン探鉱における安全対策

JCU社のプロジェクトにおいて開発や生産への移行が決定された場合、生産されるウラン精鉱は全て民生の発電用途のみの平和利
用目的で使用される予定であり、安全保障貿易管理に関連する法規制を遵守します。また、直接的な販売先のみならず、ウランの
再販売先についても、モニタリングを実施する体制を整えて、平和利用の徹底を目指す方針です。

核燃料の平和利用

JCU社のウラン探鉱事業は、IAEA（国際原子力機関）で定める基準及びそれらに準拠した各国法規制に則り、実施します。また、
放射線に関するリスク評価及び対応も、IAEAで定める基準及びカナダで定められている法令に則り実施します。

放射性物質の有害性

また、ウラン鉱山開発や生産への移行が決定された場合、HSSE（Health, Safety, Security and Environment）を最優先事項と
して、作業にあたる従業員及び地域住民の安全を確保することを大前提とします。具体的には、ウラン精鉱の生産・販売事業にお
いては、IAEAで定める基準及びカナダで定められている法令に則り、プラント入出者全員に対する放射線量チェック、従業員の累
計放射線量の管理、モニタリングの徹底等の対策を行います。
尚、JCU社の探鉱事業においては、2016-2018年度の3年間において、従業員と地域の放射線被ばくに関して、自然界に通常存在
する放射線量を超える放射線量は確認されておりません。

従業員と地域の放射線被ばく
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JCU社のプロジェクトにおいて開発や生産への移行が決定された場合、同事業で生産する製品は天然ウラン精鉱のみになります。
鉱山及び製錬工場内で発生する廃棄物は天然ウランの製錬に起因して少量発生する（天然起源の）低レベル放射性廃棄物に限定さ
れ、IAEAで定める基準及びカナダで定められている法令に則り適切に処理されます。また、放射性廃棄物の管理も、IAEAで定め
る基準及びカナダで定められている法令に則り実施します。
尚、同事業では、2016-2018年度の3年間において、高レベル放射性廃棄物及び中レベル放射性廃棄物及び低レベル放射性廃棄物
は発生しておりません。

放射性廃棄物

2015年度には株式会社日本政策投資銀行（DBJ）の「DBJ健康管理（ヘルスマネジメント）格付け」において、総合商社では初と
なる最高ランクの取得、更には経済産業省・東京証券取引所が選定する「健康経営銘柄2016・2017」に2年連続で選定されまし
た。
これは、当社が「働き方改革」「健康経営」を重要な経営戦略と位置付け、他社に先駆けての朝型勤務制度の導入や、産業医や健
康保険組合と協働しながら全社横断的に「積極的健康増進策」を推進している点が評価されたものです。
2017年度より開始した「がんとの両立支援施策」が評価され、厚生労働省が主催する『がん対策推進企業アクション推進パート
ナー表彰』において厚生労働大臣賞、『がん患者の治療と仕事の両立への優良な取組みを行う企業表彰』の優良賞も受賞しまし
た。
2018年度には、当社の「がんとの両立支援制度」の取組みが評価され、人事・人材開発・労務管理などの分野におけるイノベー
ターを表彰する「日本の人事部 HRアワード2018」において企業人事部門 優秀賞を受賞、がんを治療しながらいきいきと働ける
職場や社会を目指す「第1回 がんアライ宣言・アワード」においてゴールド受賞をしました。

健康経営銘柄2016・2017
がん対策推進企業アクション推進パー
トナー表彰
厚生労働大臣賞

がん患者の治療と仕事の両立への優良
な取組みを行う企業表彰
優良賞

従業員の健康管理を経営的な視点から考
え戦略的に取組んでいる企業を選定する
もの（2017年2月選定／経済産業省・
東京証券取引所）

がん対策に積極的に取組んでいる企業
に対し、総合的にがん対策が進んでい
る企業を表彰するもの（2018年2月選
定／厚生労働省）

治療と仕事の両立に関する優良な取組
みを行っている企業を表彰するもの。
（2018年2月選定／東京都）

ベストプラクティス企業選定 日本の人事部 HRアワード2018
企業人事部門 優秀賞

第1回 がんアライ宣言・アワード
ゴールド受賞

年1回実施する過重労働解消キャンペー
ンの一環として、長時間労働削減に向け
た積極的な取組みを行っている「ベスト
プラクティス企業」を各都道府県ごとに
1社のみ選定するもの（2017年11月/東
京労働局）

人事・人材開発・労務管理などの分野
におけるイノベーターを表彰する表彰
制度（2018年11月）

がんを治療しながら働く「がんと就
労」問題に取組む民間プロジェクト
「がんアライ部」が、がん罹患者が治
療をしながらいきいきと働ける職場や
社会を目指して創設したアワード
（2018年10月）

社外からの評価

2年連続は総合商社初※
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人権

リスク 機会

マテリア
リティ

SDGs
目標

取組む
べき課題 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

繊維カンパニー

人権の尊
重・配慮

人権・環
境に配慮
したサプ
ライチェ
ーンの確
立

サプライ
チェーン
マネジメ
ント

グループ全体で情報
共有を進め、安全・
安心なサプライチェ
ーンを構築すること
で顧客のリスク低減
に寄与し、持続可能
な経済成長に貢献し
ます。

グループ全体でサ
プライチェーンの
社会的・環境的な
安全性を見直し、
必要に応じて整備
を進め、安全・安
心な商品供給体制
の構築を推進。

2023年度︓原材
料調達から販売
に至るグループ
全体のサプライ
チェーン整備・
可視化を実現
し、責任ある調
達方針を徹底。

2019年度は目標だった80社に対し、
ベトナム・インドネシアなど南西アジ
アの50社対象に実施。別途、国内縫製
工場211社に対し外国人技能実習生に
対する労働基準法・労働安全衛生法遵
守状況等に関する実態調査アンケート
を実施。

機械カンパニー

人権の尊
重・配慮

水・衛生
インフラ
の整備

水/環境
プロジェ
クト

水・廃棄物の適切な
処理、有効利用を通
じて、衛生環境の向
上、経済活動の発
展、及び地球環境保
全に寄与します。

水・環境事業の拡
大を通じ、水の適
切な利用・処理及
び資源の有効活用
を促進、環境負荷
を低減。

水・環境分野の
投資ポートフォ
リオの拡大と多
様化。

水分野
英国・スペインにて、水道サービス事
業、豪州・オマーンにて海水淡水化事
業を保有。引き続き海水淡水化や上下
水事業の拡大に向け取組みを推進。
環境分野
英国にて、廃棄物焼却処理・発電事業
4案件の運営に加え、セルビア共和国
ベオグラード市においてPPP（官民連
携）廃棄物処理発電事業の融資契約を
2019年9月に締結。2022年操業を目指
す。

人権・環
境に配慮
したサプ
ライチェ
ーンの確
立

電力・プ
ラントプ
ロジェク
ト全般

サプライチェーン・
事業投資先における
すべてのステークホ
ルダーの、クオリテ
ィ・オブ・ライフ向
上に寄与します。

該当事業固有の特
性を踏まえた、仕
入先、事業投資関
係先への社会的・
環境的な安全性に
関するDue
Diligenceのルール
設定、実施、並び
に継続的なモニタ
リング強化。

2019年度︓すべ
ての新規開発案
件において左記
Due Diligence
の実施を目指
す。

新規投資を行う全ての開発案件におい
て、全社ESGチェックリストを用い、
社会的責任に関するガイドラインにお
ける中核主題を確認する運用を継続。
個別開発案件は投資実行前に各事業固
有の特性を踏まえ社会的・環境的な安
全性を確認するDue Diligenceを実
施。

金属カンパニー

人権の尊
重・配慮

労働安
全・衛
生・環境
リスクに
配慮し
た、また
地域社会
へ貢献す
る持続可
能な鉱山
開発

鉱山事業

アクションプラン

広域化する事業活動での人権問題発生に伴う事業遅延や
継続リスク
提供する社会インフラサービスの不備による、信用力低
下　等

地域社会との共生による、事業の安定化や優秀な人材確保
サプライチェーン人権への配慮、労働環境の改善に伴う、
安全かつ安定的な商品供給体制の構築　等

環境・衛生・労働
安全（EHS）や地
域住民との共生に
十分配慮し、持続
可能な鉱山事業を
推進します。
地域社会への医
療、教育等に貢献
します。

EHSガイドライン
の運用並びに社員
教育を徹底。
地域社会への医
療・教育寄付、地
域インフラ整備等
の貢献。

毎年EHS社内
講習会を開催
しEHSガイド
ラインを周知
徹底。
地域社会への
医療・教育寄
付、地域イン
フラ整備の実
施。

主管者や事業投資に従事する課に属
するカンパニー員を中心に、社内講
習会を実施。対象者の受講率は
100%。
鉱山事業では新規1案件、既存8案
件、その他資源関連事業1案件に対
して、チェックシートを用いた確認
作業を実施。
出資する各プロジェクトにおいて、
地域社会への貢献活動を実施。
独自の取組みとしては、豪州の事業
会社ITOCHU Minerals & Energy of
Australia Pty Ltdが現地のグループ
会社と共同で、同国の山火事による
被害への再建支援として、豪州赤十
字社にA$20万を寄付。
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アプローチ 成果指標 進捗度合

エネルギー・化学品カンパニー

人権の尊
重・配慮

地域社会・
環境に配慮
したエネル
ギー資源開
発体制の確
立

石油・ガ
ス開発

社会・環境に配慮
したエネルギー探
鉱・開発事業の推
進により、地域社
会の発展に寄与し
ます。

各国政府や国際的管理
主体の管理基準に沿っ
た事業の推進。

食料カンパニー

人権の尊
重・配慮

人権・環境
に配慮した
サプライチ
ェーンの確
立

食糧分野

第三者機関の認証
や取引先であるメ
ーカー独自の行動
規範に準拠した形
での調達体制の整
備を行います。

生鮮食品
分野

地場産業の育成を
通じて、雇用拡
大・生活環境整備
などに貢献しま
す。

ドール事業において、
天候リスクを踏まえた
産地の多角化と地場産
業の育成を通じた雇用
拡大・生活環境整備を
企図し、新たな産地開
拓を行う。

フィリピンに次ぐ産
地開拓として、シエ
ラレオネにおいてパ
イナップル栽培を行
い、2021年度のパ
イナップル加工食品
の商業生産・輸出開
始を目指す。

シエラレオネにてパイナップル
農園の拡大及びパイナップル加
工食品製造工場の建設を推進
中。

各国政府・管理主
体の
HSE（Health,
Safety and
Environment）
管理基準を適切に
遵守。
重大な人的被害及
び周辺に影響を及
ぼすHSE重大事案
の削減。

各国政府・管理主体のHSE管
理基準を適切に遵守してい
る。
社内規程に則り事案発生件
数・深刻度・内容を月次管理
している。（今年度は2020年
1月末日時点で、操業上の重大
な事案は発生なし。）

コーヒー豆産地国に
おいて、取引先独自
の行動規範に準拠し
た調達の推進。
パーム油の第三者認
証団体であるRSPO
の認証油の取扱強
化。
生産国の認証油シス
テムの利用を促すた
め、国内業界団体と
協力し、
MSPO/ISPOの国内
におけるプロモーシ
ョンや流通制度の確
立を支援。

コーヒー豆︓取引
先と連携し、産地
国拠点において取
引先独自の行動規
範に準拠した調達
を推進する。
パーム油︓調達方
針を公表し、KPI
項目も明示の上、
進捗の情報開示を
推進する。

レインフォレスト・アライアン
スやC.A.F.E.プラクティスなど
の認証コーヒー豆の取引を拡大
するために、各産地国の生産者
に対して認証基準を満たすため
の指導を推進中。
2025年までに当社が調達する
すべてのパーム油を
RSPO/MSPO/ISPOなどに準拠
したサプライチェーンから供給
される持続可能なパーム油に切
り替えることを目標に掲げ、調
達方針を公表。業界トレンドや
取引先状況を踏まえ、業界団体
と協力し、調達及び供給体制の
構築を推進中。
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方針・基本的な考え方

伊藤忠グループは、当社の企業理念、企業行動指針、企業行動倫理規範、サステナビリティ推進基本方針に基づき、「伊藤
忠グループ人権方針」（以下、本方針）を定め、企業活動において影響を受けるステークホルダーの人権を尊重し、自らの
事業活動において生じる人権への負の影響に対処することにより、人権尊重を促進する責任を果たしてまいります。

本方針は、伊藤忠グループの全世界のグループ会社すべての役職員（契約社員・派遣社員含む）に対し、適用されます。
また伊藤忠グループは、ビジネスパートナーやその他関係者に対して本方針の遵守していただくことを期待します。

伊藤忠グループは、「世界人権宣言」や国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」、
2009年より参加している「国連グローバル・コンパクト」など、人権に関する国際規範を支持します。また、国連「ビ
ジネスと人権に関する指導原則」に基づき、人権を尊重してまいります。

伊藤忠グループは、日本国はもとより、事業活動を行うそれぞれの国または地域における法と規制を遵守します。また国
際的に認められた人権と各国・地域の法令等の間に矛盾がある場合は、国際的な人権原則を最大限尊重するための方法を
追求していきます。

伊藤忠グループは、本方針を実現する為の体制を構築し、サステナビリティ担当役員が本方針の遵守・実施状況を監督す
る責任を負います。

伊藤忠グループは、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき、人権への負の影響を特定し、その防止及び軽減
を図り、またこれらについての説明責任を果たすために、人権デューデリジェンスを実施していきます。

伊藤忠グループの事業活動が、人権に対する負の影響を引き起こした、或いは関与が明らかになった場合、適切な手続
き・対話を通じてその是正に取組みます。

伊藤忠グループは、人権デューデリジェンスの取組みにおいて、独立した外部からの人権に関する専門知識を活用すると
共に、潜在的に影響を受けるグループやその他の関連ステークホルダーと真摯に対話・協議いたします。

伊藤忠グループは、本方針が全ての事業活動に組み込まれ、実行されるよう全役職員（契約社員・派遣社員含む）に対
し、適切な教育を行い、人権啓発に取組みます。

本方針は、サステナビリティ担当役員に承認、取締役会に報告された上、広く一般に開示します。また、本方針に基づく
人権の取組みについて、伊藤忠商事ウェブサイトやESGレポートにて報告いたします。

2020年4月
代表取締役 専務執行役員CAO

小林 文彦

伊藤忠グループ「人権方針」

1. 適用範囲・ビジネスパートナーへの期待

2. 国際規範の支持・尊重

3. 適用法令遵守と国際的に認められた人権の尊重

4. 推進体制

5. 人権デューデリジェンス

6. 救済・是正

7. 対話・協議

8. 教育・啓発

9. 方針の公開・人権取組の報告
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世界の様々な地域で事業活動を展開する伊藤忠商事にとって、人権の尊重・配慮は重要課題です。伊藤忠商事は、この重要な課題
に対応するため、従業員への教育のみならずあらゆるステークホルダーに対しても伊藤忠商事の人権方針への賛同と理解、実践を
お願いしています。

個別方針

伊藤忠商事はサプライチェーン及び事業活動において現代奴隷及び人身売買が発生しない為の取組みに尽力しています。国連グロ
ーバル・コンパクトに参加すると共に、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」の考え方を事業活動に反映しています。伊藤忠
商事の既存原則には、世界中の営業活動及びサプライチェーンにおいて、現代奴隷及び人身売買が起きないための取組みが含まれ
ています。

現代奴隷及び人身売買への対応

ご参考︓伊藤忠欧州会社での取組み状況（現代奴隷法（英）に基づく声明）
（https://www.itochu.com/uk/en/sustainability/#ModernSlavery）

※

サプライチェーン上で、外国人労働者・実習生・研修生等の受入れを行っている場合、社会的・経済的地位が低いこと等により、
不法行為の対象者となりやすく、人権の尊重及び救済の観点から、当該国の労働関係法令を順守し、受け入れ制度の趣旨に反する
行為が行われないよう、十分留意します。

外国人への配慮

伊藤忠商事は、「児童の権利に関する条約」及び「子どもの権利とビジネス原則」を支持し、児童労働の根絶のみならず、「児童
の権利に関する条約」の4つの柱である子どもの「生きる権利」「育つ権利」「守られる権利」「参加する権利」を尊重します。

伊藤忠商事は、社会貢献活動基本方針の一つに「次世代育成」を掲げ、次世代を担う青少年の健全な育成を支援する活動を行って
います。関連する活動は次世代育成ページ（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/social/future/index.html）をご覧ください。

子どもの権利の尊重

国連は、加盟国が警察官や軍当局等の法執行官の適切な役割を徹底・促進させ、その職務遂行において人間の尊厳を尊重・保護す
ることを支援すべく、1979年12月に「法執行官のための行動綱領」を採択しています。伊藤忠商事としては、上記綱領のもと国
連が法執行官による武器使用に関する原則を定めた「法執行官による力と銃器の使用に関する基本原則（Basic Principles on the
Use of Force and Firearms by Law Enforcement Officials）」を支持し、その内容に沿った警備会社の選定を行っていきます。

警備会社起用の考え方

人権尊重へのコミットメントの一環として、先住民が在住する地域での事業活動においては、先住民が固有の文化や歴史を持つこ
とを認識し、事業活動を行う国・地域の法律や「先住民の権利に関する国際連合宣言」や「国際労働機関（ILO） 第169号条約」
等の国際的な取決めに定められた先住民の権利を尊重し、配慮を行っていきます。また、新規の事業投資案件の検討にあたって
は、当該事業が先住民の権利に及ぼす影響について事前のチェックを励行していきます。

先住民の権利の尊重
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伊藤忠商事は、人権尊重・配慮を重要課題の一つとし、アクションプランを策定し取組みを推進しています。サステナビリティ推
進体制の下、本課題の責任者をサステナビリティ担当役員とし、サステナビリティ推進室が事務局となり、各部署に配置されてい
るESG責任者と連携して毎年レビューを行います。その内容は、サステナビリティ委員会にて審議・報告され、重要事項に関して
は、取締役会にも付議・報告されています。

体制・システム

ご参考︓サステナビリティ推進体制図（P9）※

人権デューデリジェンス

伊藤忠グループは、2019年4月に策定した「伊藤忠グループ人権方針」に基づき、人権尊重の責任を果たしていきます。具体的に
は伊藤忠グループの企業活動が社会に与えうる人権への負の影響の特定と評価を行い、その防止や軽減を適切な手段を通じて実施
します。また、その進捗ならびに結果について情報開示していきます。2020年度は、消費者の安全・安定的なライフライン維持
に大きく貢献している食料カンパニーにおいて、人権デューデリジェンスのプロセス構築に着手しました。

取組み

詳細は、新規事業投資案件のESGリスク評価（P132）をご覧ください。

新規投資案件

伊藤忠商事は、新規のサプライヤーと取引を行う場合は事前に「サプライチェーンサステナビリティ行動指針」を全ての当該サプ
ライヤーへ通知しています。本方針の趣旨に違反する事例が確認された場合には、対象となるサプライヤーに是正措置を求めると
ともに、是正要望等を継続的に行ったにも関わらず、是正が困難と判断された場合には、取引を見直す姿勢で取組んでいます。
また、ISO26000の7つの中核主題を必須調査項目（現代奴隷及び人身売買を含む）としたデューデリジェンスを、主要なサプラ
イヤーと新規投資の際に実施しています。専門的な見地を必要とする投資案件については外部専門機関と共に、追加のデューデリ
ジェンスを実施しています。

既存事業

詳細は、バリューチェーンにおけるサステナビリティ（P130～131）をご覧ください。

サプライチェーン・マネジメント

デューデリジェンスでのサプライヤー調査に加え、適宜、外部専門家と共に現地訪問を行うグループ会社実態調査を通じて、現代
奴隷及び人身売買を含む人権に関するリスクアセスメントを実施しています。また社会・地球環境に及ぼす影響の大きい商品につ
いては商品別に調達に関する方針や対応を定め、サプライチェーンでのリスク軽減を図っています。

リスクアセスメント

ご参照︓タイ家禽産業への人権監査（P131）※

相談窓口

社員が個々に抱える悩みや相談に対応する社員相談窓口
「7830（ナヤミゼロ）」を設置、イントラネットに「人事Help
Guide Book」を掲載して相談窓口について広く社員に周知し、社
員が相談できる体制を整えています。

イントラネット上の「人事Help Guide Book」

社員相談窓口
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伊藤忠商事では、「キャリアカウンセリング室」を、他社に先駆けていち早く設置し、個人のキャリアに関する相談のみならず、
職場風土、人間関係、処遇、ハラスメントなどに関する相談を、電話・FAX・e-mail・郵便などで受け付け、専任の室員が対応し
ています。

キャリアカウンセリング室

伊藤忠商事では、国内外それぞれにホットライン窓口を複数設け、伊藤忠商事社員に加え、伊藤忠商事と雇用関係にある社員、グ
ループ会社からの通報を受け付けています。各部署コンプライアンス責任者への直通通報の他、社外弁護士への相談窓口や、社外
ホットラインも開設しています。また、内部情報提供者に対しては、報復などの不利益な取扱いを行うことを禁止し、情報提供者
が匿名で通告することを可能としています。

インテグレックスに通報した場合の流れ

ホットライン

伊藤忠商事ホームページでは、一般の方および伊藤忠商事のステークホルダーの方からのお問い合わせについて、以下の体制で
受け付ける仕組みを構築しております。

お問い合わせページは下記URLよりご確認ください。
https://www.itochu.co.jp/ja/inquiry/index.html

一般の方（ステークホルダー含む）向け窓口
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取組み

世界で多様な事業を展開する総合商社、伊藤忠商事にとって、「人材」は最大の経営資源です。
伊藤忠商事は大学生及び大学院生を対象に、新卒採用活動を毎年実施しています。直近3年間の採用実績は以下の通りです。

（単位: 人）男女別採用人数★

 
新卒 キャリア 新卒・キャリア

合計男 女 小計 男 女 小計

2020年度 84 36 120   

2019年度 98 31 129 4 6 10 139

2018年度 103 35 138 11 4 15 153

また、大学生及び大学院生へのキャリア教育を目的に、就業体験型ワークショップを毎年実施しており、就業に対する理解を深め
る場を若年層へ提供しています。

伊藤忠商事では人物本位の採用を実施しており、年齢・性別・国籍等にとらわれない公平・公正な採用を実施しています。これま
でに公益財団法人 東京都人権啓発センターから派遣された講師による人権啓発セミナーを実施し、その内容を面接官教育にも反映
させています。また、公正採用選考人権啓発推進員の選任及び届け出を行い、公正な採用選考システムを確立しています。

公正な採用の実施

※

2020年4月1日現在※

社内の各種研修において、企業活動と人権の関わりについての啓発を行っています。新入社員研修では伊藤忠パーソンとして持つ
べき人権を尊重するマインド、例えば人権の基本的な考え方や留意事項から、国籍・年齢・性別（LGBT等の性的マイノリティを
含む）に対して配慮することなどを習得するための研修や、組織長等に向けた社内研修では、セクシュアルハラスメント（性的指
向や性自認に関する差別的言動や嫌がらせを含む）やパワーハラスメントの問題を取り上げ、ハラスメントが実際に発生した場合
やその報告を受けた際の対処について教育・啓蒙を実施し、日頃よりハラスメントを許さない環境作りに努めるなど、人権に関す
る理解の徹底を図っています。また、海外赴任前研修においてはサプライチェーン上の人権への配慮について取り上げ、各地域で
の意識の啓発に努めています。2019年度の人権に関する研修には720名が参加しました。

（単位: 人）2019年度人権に関する研修実績

 参加人数

新入社員研修 129

組織長ワークショップ 337

新任課長研修 62

海外赴任前研修 254

2019年度は、上記研修に加え、サステナビリティeラーニングにて「ビジネスと人権」をテーマの一つにしました。詳しくはサス
テナビリティの社内浸透ページ（P26）をご覧ください。

研修

人権課題に関して、社外の方の見識や意見を取り入れるため、社内向けセミナーを2007年度から継続的に開催しています。2018
年度は「ビジネスと人権」（サプライチェーン上）をテーマに行いました。
世界で多様な事業を展開しサプライチェーン上の重要な役割を担う総合商社として、企業活動と人権問題に関する最新の動向など
を知り、ビジネスに活かすことを目的として、「ビジネスと人権」について啓発活動を行っています。
セミナーの詳細はP26をご覧ください。

サステナビリティセミナー
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全社員に配布しているさまざまな発行物等を通して、職場における人権侵害が起きないように人権啓発に努めています。

各種発行物

伊藤忠企業行動倫理規範と人権方針を全社員に周知し、人権の尊重に関する基本的な考え方を伝えています。
コンプライアンスハンドブックでは「人権の尊重」や「ハラスメント」のページを設け、具体的な事例を挙げて、ビジネスに
おいて人権侵害を起こさないように呼びかけています。
サプライヤーとのコミュニケーションに関するハンドブックを作成し、調査担当者がより具体的に重要サプライヤーの人権・
労働慣行の管理状況の実態を把握し、改善アドバイスも行うことができるチェックの仕組みを展開すると共に、社員周知に活
用しています。

職場において社員がパワーハラスメントやセクシャルハラスメント（性的マイノリティに該当する社員への不利益や嫌がらせ等含
む）を受けることなく、妊娠中の社員や育児・介護に従事しながら仕事との両立に頑張る社員も働き甲斐を持って職場に貢献でき
るよう、伊藤忠商事は、組織長研修を活用した、制度の周知・コミュニケーションの重要性に関する啓蒙を行っています。育児・
介護による制約のある社員に関しては、制度を適切に活用した両立体制を上司が促すとともに、職場全体の業務内容・業務分担・
働き方の見直しも重要であることを周知しています。また性的指向・性自認に関わる差別的な発言・無意識の男女別を前提とした
発言を許さない職場環境の徹底を行い、社員からの相談窓口も設置しています。
また、就業規則においては、「人権の擁護違反」の中で、職務に関し人種、性、宗教、信条、国籍、身体、病気、年齢その他非合
理的な理由により差別することや「セクシャルハラスメント」（性的指向や性自認に関する差別的言動や嫌がらせを含む）や「パ
ワーハラスメント」を明確に禁止行為として定め、その行為者に対しては懲戒する旨を定めています。

ハラスメントへの対策

講習会の模様

繊維カンパニーの100％子会社である伊藤忠モードパル株式会社において、国内
の生産委託先である縫製工場211社に対して、外国人技能実習制度の活用の有無
や実習生に対する労働基準法・労働安全衛生法遵守状況等に関する実態調査アン
ケートを行い、法令違反等がないことを確認致しました。

またアンケートの実施に先立ち、実際に現場に足を運ぶ営業担当者や生産管理者
に対して、伊藤忠商事のサステナビリティ推進室が「サステナビリティ推進と外
国人技能実習制度」と題して講習会を行い、人権侵害のリスク低減に向けた理解
の促進を図りました。

伊藤忠商事は、引き続きグループ全体のバリューチェーンにおける人権問題に繋がるリスクの有無を確認し、人権の尊重に取組み
ます。

外国人技能実習生の労働環境アンケート

ステークホルダーとの協働

人権課題に関連するワークショップへの参加

ビジネスと人権研修︓効果的なステークホルダーエンゲージメント
「サプライチェーン労働・人権監査（実務）研修」（ロイドレジスタージャパン）
コー円卓会議
人権教育分科会、サプライチェーン分科会（GCNJ）
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顧客責任

リスク 機会

マテリア
リティ

SDGs
目標

取組む
べき課題 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

機械カンパニー

健康で豊
かな生活
への貢献

人々の健康
増進

先端医療機
器販売・医
療サービス
提供

技術革新が速い
医療分野におい
て、先端医療機
器と、高度医療
サービスにて、
クオリティ・オ
ブ・ライフ向上
を目指します。

MRI搭載放射線
治療機等、高度
医療機器販売、
地域拠点病院運
営サポートビジ
ネスを推進。

MRI搭載放射線
治療機等、日本
における高度医
療機器の普及率
増。

国立がん研究センター中央病院並びに江戸川
病院の2施設で、納入した放射線治療装置を
用い、既に累計300名の難治がんを含むがん
患者様に治療を提供。江戸川病院へは更に新
型MRI搭載放射線治療機器を納入予定であ
り、2020年12月稼働予定。がんセンターと
共同研究を推進、日本標準の治療法を確立し
装置の強い放射線を安全に照射できる特徴を
生かし、膵臓がんなどの生存率改善に貢献を
狙う。

エネルギー・化学品カンパニー

健康で豊
かな生活
への貢献

人々の健康
増進 医薬品

がん分野を含む
大きなニーズが
存在する分野で
の医薬品等の展
開を加速し、
人々の健康増進
に寄与すると共
に、働きやすい
社会形成へ貢献
します。

新規医薬品等の
開発サポート及
び販売を積極的
に推進。

開発サポート中
の各種新薬等の
アジア・北米で
の早期承認取
得、上市を目指
す。

食料カンパニー

健康で豊
かな生活
への貢献

安全・安心
な食料・食
品の供給

食料・食品
関連全般

安全・安心な食
料・食品を安定
的に製造・供給
可能なサプライ
ヤーからの、仕
入の選択と集中
を行います。

FSMS（食品安全
管理システム）
の審査に関する
国際認証資格保
有者を増強し、
サプライヤー選
定を行うための
審査員の力量向
上を図る。

伊藤忠商事食品
安全管理組織を
中心に、各営業
部署への左記審
査員の適切配置
を推進。

2019年度、FSMS審査員補資格取得者1名
増。2020年度は2名増を計画しており、グ
ループ全体における有資格者は合計 9名に達
する見込み。

情報・金融カンパニー

健康で豊
かな生活
への貢献

人々の健康
増進

ICTと高品質な
専門人材サービ
スを提供するこ
とにより、医
薬・医療の発展
と人々のクオリ
ティ・オブ・ラ
イフの向上に貢
献します。

データを活用し
て医療を最適化
する。

アクションプラン

消費者やサービス利用者の安全や健康問題発生時の信用力低下 食の安全・安心や健康増進の需要増加

グループ会社において疼痛緩和口腔用液
（がん等の化学医療及び放射線治療による
口内炎用）の販売を開始（日本国内︓
2018年5月～、中国︓2019年7月～、韓
国︓今後販売予定）。
グループ会社を通じて疼痛緩和剤の北米で
のFDA承認を経て本格的な販売を開始
（2018年3月～）。
経皮吸収型 5-HT3受容体拮抗薬（がん治
療時の悪心及び嘔吐の治療薬）の中国での
販売を開始（2019年3月～）。同薬は
「がん治療時の悪心及び嘔吐の治療用ガイ
ドライン」（2019年6月、中国臨床腫瘍
学会発行）において治療選択肢の一つとし
て新たに収載。

医薬品開
発支援事
業

個人向け
健康管理
ソリュー
ション事
業

医療データ関
連の新規サー
ビス・事業開
発の実現。
既存ビジネス
の拡充。（健
康データ管理
対象者数
2020年度末
100万人等）

企業の社員における健康維持・増進管理の
更なる関心の高まりから、健康データ管理
対象者数は順調に推移し、2019年度末に
75万人を見込む。
調剤薬局向けSaaS、歯科関連データ、ゲ
ノムデータ、医薬品データ等への投資を実
行。上記データを活用した高効率なオペレ
ーションによる人々のクオリティ・オブ・
ライフの向上に寄与。
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世界のさまざまな地域において、幅広い分野で多角的な企業活動を行っている伊藤忠商事では、「事業活動を通じて社会の期待に
応えていくことが、持続可能性（サステナビリティ）を保ち、更なる成長につながる」と考えております。

伊藤忠商事は、商社という特性上、多くのビジネスにおいて、消費者への直接のアクセスは限定的でありますが、品質や安全管理
の重要性を認識しており、その考え方に基づきバリューチェーン上に浸透させるための取組みを推進することにより顧客に対する
責任を果たしていきます。

方針・基本的な考え方

伊藤忠商事は、取扱い製品に関する安全関連の法令に定められた義務を遵守し、お客様に対してより安全・安心な製品を提供する
方針のもとに、カンパニーごとに「製品安全マニュアル」を策定し安全確保に努めています。今後も、社内教育の推進や、製品安
全担当部署の設置・情報伝達ルートの確立、万が一製品事故が発生した場合の対応について見直しながら、安全・安心な製品の提
供に取組んでまいります。関連する取組みついては「商品ごとの取組み方針と内容（P133～144）」もご参照ください。

製品安全

企業理念「三方よし」、企業行動指針「ひとりの商人、無数の使命」、企業行動倫理規範のもと、社会的な責任を十分考慮した責
任ある広告・マーケティングの取組みを行っています。ステークホルダーとの双方向の対話を通じて、社会からの期待や要請を受
けとめ、それらを実践しています。

責任あるマーケティング

顧客に対するブランドイメージの向上・浸透を行うにあたり、伊藤忠商事の視覚的イメージを統一して、適切な表現・内容・媒体
で広告宣伝を行う為の社内規定等が整備されております。またサステナビリティのポリシーにも従い、誹謗中傷、差別的表現、誇
大・虚偽表現、宗教や政治的信条、環境・第三者のプライバシー、個人情報や知的財産権に対して、十分な配慮を行っています。
グループ会社向けにも定期的な会合の開催等を通じて広告・宣伝活動に係る知見を共有し、適切な広告・宣伝活動の取組みを推進
しています。

関係法令、社内規定、各種社内研修や全社コンプライアンス体制の下、他者の権利・信用・名誉等を侵害せず、誤解を招かない内
容・表現とするべく徹底しています。世界規模で展開する多様な事業活動において、当社を取り巻くさまざまなステークホルダー
との対話を重視し、責任あるマーケティング活動を行っています。

広告

個別方針

食料カンパニーグループは、以下の理念・使命・行動指針に基づいて、食品安全管理に取組んでおります。

食料カンパニーグループでは、食品安全・コンプライアンス管理室が、上記に関する指導・啓蒙を行っております。

食品の安全性

「FOR THE NEXT GENERATION」

理念

使命

消費者からの高い信頼を得つつ、社会の健全な発展に貢献すること。1.
安全な食料の安定供給を通して、豊かな食のライフスタイルを実現し人々に健康と幸福を提供すること。2.
公正な企業活動を通して、消費者・取引先・株主・社員の利益に貢献すること。3.

基本理念と使命を実現するための具体的な行動指針として、法令と伊藤忠グループ企業理念＆企業行動倫理規範を順守し、消費者
からの信頼の基本である食品安全管理と公正な取引を、食料カンパニー関係全従業員に周知徹底の上実施する。

食品安全行動指針
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伊藤忠グループは、人々の暮らしを支えるさまざまな商品やサービスを提供するため、原料等の川上から小売等の川下までを包括
的に事業領域としています。食料カンパニーは、「食糧部門」「生鮮食品部門」「食品流通部門」の3部門で構成されており、市
場・消費者へ直結したビジネス基盤を構築しています。また、顧客ニーズを起点に、食料資源の開発から原料供給、製造加工、中
間流通、リーテイルまでを有機的に結びつけた付加価値の高いバリューチェーンの構築を日本、中国・アジアを中心に世界規模で
推進し、食の安全・安心に対する管理機能の高度化を図りながら、世界の食料業界のリーディングカンパニーを目指しています。
伊藤忠グループは、「マーケットインの発想」により、より市場や消費者に近い新たなビジネスモデルを構築しています。その中
で、ファミリーマートを始めとするリーテイルに取組むことで、お客様のニーズを起点とし、そこで得た情報をキーに商品の開
発・製造から原料供給・調達までを行う付加価値の高いバリューチェーン構築を推進しています。
食料品ビジネスの推進に当たっては、次の表に示す内容を重点課題として認識し、対応する管理機能の導入により、食の安全・安
心を守る取組みを実施しています。

重点課題 主要なテーマ 管理機能

消費者の食品安全衛生
の確保

輸入食品・加工食品・生鮮食品の安全（汚染、農
薬、異常プリオン、添加物、遺伝子組み換え等）

食品における責任ある
マーケティング 食物アレルギー・食品添加物情報の提供

酒類における責任ある
マーケティング 未成年者・妊婦の飲酒の防止に関する情報 酒税法等に関する社内教育

消費者の食の栄養バラ
ンスの確保 地域の病院・栄養士会と連携

食料ビジネスの課題と対応方針

食品安全自主管理システム
サプライヤー食品安全管理体制チェック
（工場点検・監査）

食品表示登録管理ルール
表示の確認・点検管理レベルの向上
食品表示に関する有資格者の育成

在宅療養患者向けの「メディカルフーズ」
高齢者の栄養バランスへの配慮

伊藤忠グループは、食料資源の開発から原料供給、製造加工、中間流通、リーテイルまでを有機的に結びつけた付加価値の高いバ
リューチェーンの構築を推進しています。
食料ビジネスの推進をしていく上で、先進国においては、超高齢社会を迎えた現在、高齢者の低栄養化・栄養バランスの偏りによ
る医療費の増加や要介護者の増加は大きな課題となっています。さらに糖尿病や腎臓病など食事制限が必要な在宅療養患者向けの
栄養維持、肥満を防止する栄養バランスの確保が必要です。
グループ会社のファミリーマートにおいては、糖尿病や腎臓病など食事制限が必要な在宅療養患者の方向けに「メディカルフー
ズ」を販売し、高齢者向けの栄養改善を考慮した宅配弁当を販売しています。また、管理栄養士監修のもと、カロリーや塩分、栄
養バランスなど健康に配慮した商品、及び乳酸菌、食物繊維などを体にON（プラス）する健康訴求商品、低糖質商品や減塩商品
等特定の成分をOFFする（省く）健康サポート商品を積極的に展開しています。

また、開発途上国においては、貧困等によって引き起こされる飢餓や低栄養が社会課題となっています。伊藤忠グループでは、こ
の社会課題に対して、WFP 国連世界食糧計画への支援、開発途上国と先進国の食のアンバランスを解消する「TABLE FOR
TWO」（TFT）への参加により、開発途上国の子どもたちへの栄養素の高い食品の提供に貢献しています。

このように伊藤忠グループでは、国内外で栄養面で健康をサポートする様々な商品・サービス・社会貢献活動を展開し、地域の皆
さまのセルフケアの増進・医療費削減・貧困地域での子供たちへの影響補給等の社会課題解決に寄与していきます。

より栄養素の高い食品へのアクセス

医薬品の安全性と責任あるマーケティング

医薬品の原料及び製品を、医薬品として求められる品質にて安定的に供給し、医療ニーズの充足に寄与致します。また、新薬開発
における臨床開発にも取組み、これまで治療が難しかった病気の治療を可能にすることで、潜在的医療ニーズに応えていきます。
日本をはじめアジアが主な市場となりますが、欧州や米国からの調達或いは販売にも取組みます。商品供給並びに臨床開発では、
薬機法に従い安全性を確保致します。

医薬品の品質・安全性

医薬品の最終製品は、許可を取得している企業への販売のみであり、広告等は行いません。商品への表示は、商品手配開始時の包
装表示確認など、薬機法を遵守した包装表示を徹底致します。

医薬品の広告・表示
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体制・システム

食生活の多様化、食品流通のグローバル化、健康意識の高まりなどを背景に、食の安全・安心に対する消費者の関心は、一層高ま
っています。一方でBSE問題、農薬等の残留基準値超過、安全性未審査の添加物を使用した食品の流通といった、食の安全・安心
をおびやかす事件や問題が発生しています。食料カンパニーではこれらの課題に対応するため、食品安全・コンプライアンス管理
室を中心に品質管理体制を整備しています。食品安全・コンプライアンス管理室の主な役割は以下の通りです。

この他、貿易物流管理、コンプライアンス事案管理、CSR・環境管理等の業務。

食品ビジネスでの品質管理体制

食料カンパニー及びそのグループ会社（国内・海外）の食品安全自主管理手法構築への協力。1.
食品の表示・安全性・貿易等に関する管理。2.
食品安全に関する従業員の教育・研修。3.
中国食品安全管理チーム員の育成。4.
グループ会社及びサプライヤー工場の食品安全管理監査と指導改善。5.

食品ビジネスでのサプライヤー体制チェック

食品サプライヤーとの新規取引を開始する際、サプライヤーの製造管理状態やISO22000等の認証取得状況を、食品安全管理の組
織体制調査表を用いて確認しています。

新規サプライヤー体制チェック

食品監査の様子

伊藤忠商事では2002年度に食料カンパニー内に食品安全管理室（現 食品安全・
コンプライアンス管理室）を設立し、食料取引における安全確保のための広範な
施策を行っています。その一環として輸入食品については、2011年度より、食品
安全管理マニュアル（2002年12月発行）に則って、Codex HACCP、
ISO22000、FSSC22000等の食品安全国際規格を参照の上、独自の「工場監査チ
ェックシート」に基づく監査を実施しています。
また、2015年1月北京に「中国食品安全管理チーム」を新設し、日本から専任ト
レーナー（IRCA ISO22000主任審査員）を中国に派遣し、日本国内と同レベル
の管理体制の構築を図って参りました。現地審査員による定期監査に加え、フォ
ローアップ監査等で、継続的な改善を行っています。
今般の食品衛生法改正において、HACCPによる衛生管理の制度化が予定されてお
り、同制度の管理対象に合わせ、フード・チェーンに沿った訪問監査対象の拡大を検討してまいります。

海外取引先の工場監査に関する手順と訪問実績は以下の通りです。

工場監査手順

工程 内容

対象先と頻度
設定

サプライヤーの所在する国の法制度に準拠し、その管理体制や、商品特性、加工工程の衛生上のリスク等の
個別事情に応じて、営業部署は、輸入食品のすべての製造工場を対象として工場ごとに食品安全・コンプラ
イアンス管理室と頻度を決定

工場監査
営業部署は頻度設定に基づき、定期的に最低年1回の安全管理体制の確認を実施、社員または現地スタッ
フ、グループ会社社員が実際に現場を訪問（現在約150工場以上を対象）

報告書作成/
改善指導

GFSI/グローバルマーケットプログラムVer1に基づく自社工場監査シートを使用 ⇒（GMP＋HACCP＋MS＋
食品防御）

海外サプライヤー定期監査を通じた食の安全確保

※

International Register of Certificated Auditors（国際審査員登録機構）※
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食の安全確保のための定期監査実績

2017年度 2018年度 2019年度

訪問監査実績（会社数） 186社 196社 197社

中国での定期監査・フォローアップ監査（訪問監査実績の内数） 54社 57社 45社

グループ企業においてもHACCP・ISO22000・FSSC22000等の食品安全国際規格・ガイドラインに沿った管理体制を構築・運用
することで食品の安全性を担保しています。

ISO22000・FSSC22000等取得しているグループ会社

日本ニュートリション（株） みらい飼料（株） プリマハム（株）

不二製油グループ本社（株） （株）昭和 伊藤忠製糖（株）

DOLE ASIA HOLDINGS PTE. LTD. PT. ANEKA TUNA INDONESIA PT. ANEKA COFFEE INDUSTRY

食品安全の責任あるマーケティング・コンプライアンスに関する教育訓練プログラムとしてeラーニングを実施し、社員の食品安
全や法令順守に関する意識・知識向上をはかっています。また、訪問監査対象拡大に合わせ、審査人材の育成に取組んでおりま
す。

主な内容

受講対象者

受講状況

2017年度 2018年度 2019年度

受講者数 699名 754名 771名

受講率 99.9% 100% 100%

確実な知識の定着を目指して、今後も実施を継続してまいります。

食品安全の責任あるマーケティング・コンプライアンスに関する教育訓練プログ
ラム

食品安全、責任あるマーケティングに関する事項
法令順守に関する事項
社内規程・マニュアルに関する事項
ESGに関する事項

食料カンパニー全従業員（嘱託、派遣社員、出向者、受入出向者を含む）
（株）食料マネジメントサポート（食料カンパニー機能補完子会社）全従業員

伊藤忠グループでは、加工食品の安心・安全な供給にむけ、品質管理機能の維持・向上のために、情報収集、及び意見交換を目的
として以下の外部関係団体に所属しております。

食品安全関連のイニシアチブ、協会等への参加

輸入食品の安全確保に係る問題を少しでも改善しようと、輸入・生産・流通・販売に携わる有志企業が協議会を昭和63年11月に
結成して活動を始めました。その実績をふまえ平成4年9月に厚生省（現・厚生労働省）の許可を得て社団法人となり、さらに平成
23年4月1日には公益認定を受けて、公益社団法人日本輸入食品安全推進協会となりました。食品事業者が「安全・安心な輸入食
品をお届けする」という社会的責任を果たすことを支援する活動を幅広く行っています。

伊藤忠グループでは、日本輸入食品安全推進協会を通じて、輸入食品の加工食品・生鮮食品の安全（汚染、農薬、異常プリオン、
添加物、遺伝子組み換え等）に関する情報収集を行い、食品安全自主管理システム・サプライヤー食品安全管理体制チェック（工
場点検・監査）に反映させ、食品安全の推進を行っています。

公益社団法人日本輸入食品安全推進協会（http://www.asif.or.jp/）
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飲食に起因する危害の発生を防止し、公衆衛生の向上及び増進に寄与する目的をもって、1947年に食品衛生法が制定され、食品
関係業態の企業が、食品衛生法の趣旨にそって行政に協力し、自主衛生管理を実施することを目的として、1948年11月1日に社団
法人日本食品衛生協会が設立されました。
設立以来、当協会は全国組織を通じ、食品等事業者に対する食品衛生の向上や自主管理体制の確立のための食品衛生指導員活動、
食品等の試験・検査業務、食品営業賠償共済の推進、各種講習会の開催、食品衛生図書等の頒布普及、消費者に対する情報提供、
食品衛生にかかわる国際協力、調査研究の推進等、各種公益目的事業等を実施しています。

伊藤忠グループでは、日本食品衛生協会からアドバイスを受けて、食品衛生の向上や自主管理体制構築における改善点を把握し、
食品安全の管理体制の向上を図っています。

公益社団法人日本食品衛生協会（http://www.n-shokuei.jp/）

社団法人全国植物検疫協会（略称︓全植検協）は、植物検疫全般にかかわる公益事業に対応できる全国団体として、1986年10月1
日農林水産大臣の設立許可を受けて発足しました。
新公益法人制度の施行に伴い、2012年4月からは「一般社団法人全国植物検疫協会」として新たにスタートしました。
広く一般への植物検疫に関する知識の普及を図るとともに、植物検疫に関する調査研究、受検体制の整備等を行い、植物検疫の円
滑な運営を促進するための諸条件の整備につとめ、もって我が国の農林業生産の安全及び助長並びに緑資源の保護に資することと
しています。

伊藤忠グループでは、日本輸入食品安全推進協会を通じて、食物アレルギー・食品添加物情報の提供方法に関して情報収集し、食
品表示登録管理ルール・表示の確認・点検管理レベルの向上・食品表示に関する有資格者の育成に役立てています。

一般社団法人全国植物検疫協会（https://www.zenshoku-kyo.or.jp）

医薬品ビジネスにおいては専門性が必要であることから、医薬関係は主には専門性を具備したグループ会社にて取組んでいます。
品質を確保するために、例えば輸入原料は自社試験室にて品質を確認した後に販売するといった、薬機法に従った品質管理を実施
しています。

医薬品ビジネスでの品質管理体制

医薬品分野でのサプライヤー体制チェック・QOL貢献

自社試験室での品質管理のみならず、海外サプライヤーを定期的に訪問し製造工程が薬機法に適合しているかの査察を実施してい
ます。

海外サプライヤーを定期的に訪問

ジェネリック医薬品向け原料の安定供給により医療費の増加抑制に寄与しています。また再生医療やがんの副作用の緩和の新薬開
発会社に投資し、将来の医療レベル及び患者のQOL向上に取組んでいきます。

医薬品分野でのQOL向上への貢献

取組み

伊藤忠グループにおける社会的な弱者を支援する取組み

伊藤忠グループの株式会社ファミリーマートでは地域に密着したリーテイル事業を展開し、社会的な弱者を支援する以下の取組み
を実施しています。

株式会社ファミリーマート
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ファミリーマートでは、未成年者へ酒・たばこを販売しない取組みを推進しています。2017年7月には、レジプログラムを変更
し、レジで酒・たばこの商品をスキャンした際、音声ガイダンスと同時に、ストアスタッフ側・お客さま側のレジ画面にメッセー
ジを表示することで、ストアスタッフへの注意喚起や、お客さまの年齢確認をしやすくしました。
ストアスタッフの採用時は、年齢確認を行うための研修を受けてから接客を行っており、そのほかにも、年2回定期的に「お酒・
たばこ販売体制」に関する教育を、全店のストアスタッフに対し実施しています。
また、定期教育の受講完了記録のほか、法律に定められている酒類の売場表示や区分陳列が適正に行われているか、未成年者の飲
酒・喫煙を禁じるPOPや「年齢確認実施中」のポスターなどが設置されているかなどを、店長、スーパーバイザーが確認していま
す。

未成年者への酒・たばこの販売防止

超高齢社会を迎え国の医療費の増加や要介護者の増加は大きな課題となっています。そのなかでファミリーマートでは、一人ひと
りが健康を維持するための支援として、健康をサポートする様々な商品・サービスや、ドラッグストアとの一体型店舗を展開し、
地域の皆さまのセルフケアの増進と医療費削減に貢献しています。

健康をサポートする商品・サービス

健康をサポートする様々な商品・サービス例

「メディカルフーズ」を販売︓糖尿病や腎臓病など食事制限が必要な在宅療養患者の方向けに、塩分量やタンパク量、糖類な
ど食事に配慮した食品「メディカルフーズ（療養食）」を、地域の病院と連携しながら病院内店舗や病院近隣の店舗で販売し
ています。
「管理栄養士監修商品・スマートミール認証商品」を販売︓管理栄養士監修のもと、カロリーや塩分、食材品目、栄養バラン
スなど健康に配慮した商品を継続して販売しています。ご予約弁当の「炙り焼 鮭幕の内弁当」は、栄養バランスの取れた食事
として、コンビニエンスストアとして初めて、「スマートミール」の認証 を受けました。※

「ON（プラス）」と「OFF（省く）」コンセプトによる商品展開︓野菜、乳酸菌、食物繊維などを体にON（プラス）する健
康訴求商品、味わいを落とさずに健康志向の視点から低糖質商品や減塩商品等特定の成分をOFFする（省く）健康サポート商
品を展開しています。

10の栄養、高血圧、糖尿病等にかかわる学術団体からなる「健康な食事・食環境」コンソーシアムが審査を行う認証制度。※

ファミリーマートでは、お客さまに安心して召し上がっていただける中食商品（おむすび、寿司、弁当、惣菜、サラダ、サンドイ
ッチ等）をお届けするために、法律で定められた基準よりもさらに厳しい独自の品質管理基準を設定しています。原材料の調達か
ら製造、配送、販売まで、すべてのプロセスにおいて一貫した品質管理体制を構築するとともに、中食商品の各製造委託工場につ
いてはさらなる衛生管理の強化を進めています。また、食品添加物の削減にも積極的に取組み、安全・安心の徹底とその向上を目
指しています。

工程 食の安全

原材料調達

生産

販売

食の安全・安心

食材工場点検50項目による検査
原材料の審査・承認（品質認証システム）
ファストフードの主な原材料、原産国、生産国の公開

中食製造委託工場のHACCPへの取組み
取引先を集めた全国品質管理会議による指導・情報共有
外部専門機関による品質監査
ファミリーマート工場担当による工場巡回
添加物削減

衛生管理、期限管理、温度管理、3つの基本項目に基づき販売
衛生ツールを使用した店舗指導
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こどもや女性、高齢者が店舗に駆け込んだ際の保護や青少年の健全な育成のための声掛けなど、日本フランチャイズチェーン協会
の一員として、地域の安全を守る「セーフティステーション活動」に取組んでいます。さらに、自治体との「包括協定」を通じて
安全・安心なまちづくりに取組み、地域コミュニティの一員として地域社会をサポートしています。
また、店頭募金「ファミリーマート夢の掛け橋募金」を通じて集まった浄財は、こどもたちの豊かな成長に寄与する活動と地域の
緑を守る活動に活用されています。

安全・安心な地域社会づくり　地域社会のより良い未来のために

伊藤忠商事のグループ会社の伊藤忠製糖（株）では、腸内のビフィズス菌などの栄養源となって腸内の環境を良好に保つ機能があ
り、お砂糖の約1/2のカロリーである砂糖の原料となる「てんさい（国産）」から作った「クルルのおいしいオリゴ糖」を生産・
販売しており、この商品は、消費者庁認可の特定保健用食品（トクホ）に認定されています。

伊藤忠製糖株式会社（https://www.itochu-sugar.com/）

ご参考︓FOSHU（Food for Specified Health Uses）
（https://www.mhlw.go.jp/english/topics/foodsafety/fhc/02.html）

※

取扱う食品の表示を適切に記載するため、食料カンパニーでは食品表示登録管理ルールを設けて運用し、責任あるマーケティング
を行っております。外部の専門機関に加え、各営業部署、及び食品安全・コンプライアンス管理室における表示の確認・点検管理
レベルの向上や、食品表示に関する有資格者の育成にも取組んでおります。

また、ファミリーマートでは加工食品の表示は、食物アレルギーをお持ちの方が食品を摂取する際の安全性の確保及び特定物質の
大量摂取による健康被害を避けるために重要な情報です。ファミリーマートで販売している商品のラベルには、法律で定められた
表示義務のある情報に加え、アレルギー表示については法律で義務付けられている7品目、表示推奨の20品目を加えた合計27品目
を表示し、お客さまに安心して商品をお買い求めいただけるよう配慮しています。ほかにも、お客さまが商品を選ぶ際に知りたい
と思われる「原材料」、「栄養成分」、「保存方法」などの情報を表示しています。

また、加工食品・アルコール飲料に関する注意喚起の情報として、「アルコール飲料の依存症、急性アルコール中毒、未成年の飲
酒に対する注意書き」等をわかりやすく提供しています。

適切な食品表示に関する取組み

アルコール飲料への依存症、急性アルコール中毒、未成年の飲酒等のアルコールが社会的弱者に対して与える負の影響に配慮し、
酒類の販売を行っていくために伊藤忠商事の酒類を取扱うグループ会社は、以下の団体に加盟し、常に情報の収集と業界動向を確
認しています。

アルコールの安全性に関する業界イニシアチブとの連動

全国酒類業務用卸連合会（業酒連）は、日本国内に於いて、酒類の業務用卸を行う各地域の代表的商社を以って構成された団体
で、略して、業酒連と言います。全国約200社の大手業務用酒販店で構成された組織です。
伊藤忠商事のグループ会社伊藤忠食品（株）が加盟しています。

全国酒類業務用卸連合会（業酒連）（http://gyoushuren.com/about/）

酒類販売免許の交付を受けた者の社会的責任は、関係法規を遵守して、その商品特性からの社会的弊害や国民衛生等に配慮し、飲
酒文化の継承と安定した経営管理並びに適正な飲酒環境の維持・向上に努め、国民の福祉と利益を重視した対応に努め、公正なル
ールの下の市場競争を促進することにあります。組合を通じた緊密な連絡親和と相互扶助の精神に基づく活動により、個々の経営
維持と業界全体の発展という共同利益の増進を図ります。
伊藤忠商事のグループ会社（株）日本アクセスが加盟しています。

東京酒販協同組合連合会（http://tosyukyo.or.jp/）
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開発途上国の飢餓・貧困に対する取組み

子供の飢餓の撲滅キャペーン「ウォーク・
ザ・ワールド」に参加

世界の飢餓・貧困問題を少しでも解消するため、国連の食糧支援機関であるWFP
国連世界食糧計画の公式支援窓口である国連WFP協会のコントリビューターとな
り、さまざまな活動を支援しています。
2019年5月に子供のが死の撲滅キャンペーンである「ウォーク・ザ・ワールド」
が横浜と大阪で開催され、伊藤忠商事及び伊藤忠グループ会社社員・家族が横浜
には476名、大阪には61名参加しました。

WFP
国連世界食糧計画への支援

「TABLE FOR TWO」（「二人の食卓」）は、開発途上国が抱える飢餓と、先進国が抱える肥満や生活習慣病（糖尿病・脂質異常
症・高血圧・高尿酸血症など）の同時解決に向けて、時間と空間を越えて食事を分かち合うというコンセプトの社会貢献プログラ
ムです。
2007年10月に日本で創設され、伊藤忠商事は他社に先駆けて翌年4月より東京・大阪・名古屋の社員食堂で、本格導入しました。
健康に配慮したTFT対象メニューを社員が購入すると、1食につき20円が寄付されます。これに会社も同額を寄付するマッチン
グ・ギフト方式によって、20円が加算されます。つまり、1食につき40円がTABLE FOR TWOのプログラムを通じて開発途上国の
子どもの学校給食になっています。
現在、東京本社ではTFTメニューを毎日提供しています。

途上国と先進国の食のアンバランスを解消する「TABLE
FOR
TWO」（TFT）
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リスク 機会

マテリア
リティ

SDGs
目標

取組む
べき課題 事業分野 コミットメント 具体的対応アプローチ 成果指標 進捗度合

繊維カンパニー

人権・環
境に配慮
したサプ
ライチェ
ーンの確
立

サプライ
チェーン
マネジメ
ント

グループ全体で情報
共有を進め、安全・
安心なサプライチェ
ーンを構築すること
で顧客のリスク低減
に寄与し、持続可能
な経済成長に貢献し
ます。

グループ全体でサプラ
イチェーンの社会的・
環境的な安全性を見直
し、必要に応じて整備
を進め、安全・安心な
商品供給体制の構築を
推進。

2023年度︓原材
料調達から販売
に至るグループ
全体のサプライ
チェーン整備・
可視化を実現
し、責任ある調
達方針を徹底。

2019年度は目標だった80社に対
し、ベトナム・インドネシアなど南
西アジアの50社対象に実施。別
途、国内縫製工場211社に対し外国
人技能実習生に対する労働基準法・
労働安全衛生法遵守状況等に関する
実態調査アンケートを実施。

安定的な
調達・供
給

持続可能
なライフ
スタイル
を実現す
る商品の
提供

ブランド
マーケテ
ィングビ
ジネス

マーケティングカン
パニーとしての強み
を活かし、サステナ
ブルなライフスタイ
ルの認知向上に寄与
します。

ブランドビジネスを通じ
たエシカルでサステナブ
ルなライフスタイルの啓
発を行い、繊維業界全体
だけでなく消費者の意識
向上を促進。

2020年度︓新規
ブランドとの取
組みを実現。持
続可能なライフ
スタイルの理解
浸透向上。

新規ブランドとの成約には至らな
かったが、主力ブランド/コンバ
ースのシューズ素材に廃棄予定の
食材を染料として再活用する
「FOOD TEXTILE」の生地を使用
する等の事例が実現している。

食料カンパニー

健康で豊
かな生活
への貢献

安全・安
心な食
料・食品
の供給

食料・食
品関連全
般

安全・安心な食料・
食品を安定的に製
造・供給可能なサプ
ライヤーからの、仕
入の選択と集中を行
います。

FSMS（食品安全管理シ
ステム）の審査に関する
国際認証資格保有者を増
強し、サプライヤー選定
を行うための審査員の力
量向上を図る。

伊藤忠商事食品
安全管理組織を
中心に、各営業
部署への左記審
査員の適切配置
を推進。

2019年度、FSMS審査員補資格取
得者1名増。2020年度は2名増を
計画しており、グループ全体にお
ける有資格者は合計 9名に達する
見込み。

人権・環
境に配慮
したサプ
ライチェ
ーンの確
立

食糧分野

第三者機関の認証
や取引先独自の行
動規範に準拠した
調達体制の整備を
行います。

住生活カンパニー

安定的な
調達・供
給

持続可能
な森林資
源の利用

環境への影響を軽減
し温室効果ガスの増
加を防ぐため、持続
可能な森林資源を取
扱います。

2025年度︓認証
材、または高度
な管理が確認で
きる材の取扱い
比率100%を目指
す。

天然ゴム
の持続可
能な供給
の実現

天然ゴム

保護地域、泥炭地
域の開発、及び先
住民からの土地強
奪等に関わるサプ
ライヤーの特定に
取組み、当該サプ
ライヤーからの調
達を防止します。

原料収穫地が不透明な
原料調達サプライチェ
ーンを透明化すべく、
トレーサビリティ・シ
ステムを構築する

天然ゴム加工事
業でトレーサビ
リティ、サステ
ナビリティが確
保された原料調
達を目指す。

ブロックチェーンを利用したトレ
ーサビリティシステムの開発を進
めており、20年度2Qを目途に導
入予定。

バリューチェーンにおけるサステナビリティ：アクションプラン

消費者やサービス利用者の安全
や健康問題発生時の信用力低下

食の安全・安心や健康増進の需要増加
サプライチェーン人権への配慮、労働環境の改善に伴う、安全かつ安定的な商品供
給体制の構築
環境に配慮した資源や素材の安定供給による、顧客の信頼獲得や新規事業創出　等

人権の
尊重・
配慮

安定的
な調
達・供
給

人権の
尊重・
配慮

安定的
な調
達・供
給

コーヒー豆産地国にお
いて、取引先独自の行
動規範に準拠した調達
の推進。
パーム油の第三者認証
団体であるRSPOの認
証油の取扱強化。
生産国の認証油システ
ムの利用を促すため、
国内業界団体と協力
し、MSPO/ISPOの国
内におけるプロモーシ
ョンや流通制度の確立
を支援。

コーヒー豆︓
取引先と連携
し、産地国拠
点において取
引先独自の行
動規範に準拠
した調達を推
進する。
パーム油︓調
達方針を公表
し、KPI項目も
明示の上、進
捗の情報開示
を推進する。

レインフォレスト・アライアン
スやC.A.F.E.プラクティスなど
の認証コーヒー豆の取引を拡大
するために、各産地国の生産者
に対して認証基準を満たすため
の指導を推進中。
2025年までに当社が調達するす
べてのパーム油を
RSPO/MSPO/ISPOなどに準拠
したサプライチェーンから供給
される持続可能なパーム油に切
り替えることを目標に掲げ、調
達方針を公表。業界トレンドや
取引先状況を踏まえ、業界団体
と協力し、調達及び供給体制の
構築を推進中。

木材
パルプ
チップ

認証未取得サプライヤ
ーに対する取得要請を
継続。
サプライヤーへのサス
テナビリティ調査、及
び訪問を実施。

木材・木材製品︓サプライヤー
への働きかけや見直し等を継続
実施。2020年度に認証材または
高度な管理が確認できる材の取
扱い比率100%を前倒しで達成
する道筋を立てた。
パルプ・チップ︓認証材、また
は高度な管理が確認できる材の
取り扱い比率100%を達成。
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バリューチェーンにおけるサステナビリティ：
方針・基本的な考え方

伊藤忠商事はそれぞれの事業活動に合わせたサステナビリティマネジメントを通して、サプライチェーンや事業投資先の人権・労
働及び環境等へも配慮していきます。
これにより持続可能なバリューチェーンを構築し、伊藤忠グループの競争力・企業価値の向上につなげていきます。

サプライチェーン

サプライヤーから伊藤忠商事の調達に関する方針の理解と協力を
得ていくことが重要と考え、2013年度に、継続的取引のある約
4,000社のサプライヤーに対して「サプライチェーン・サステナ
ビリティ行動指針」を改めて通知しました。また2015年1月か
らは新規のサプライヤーと取引を行う場合は必ず事前に通知する
ことを定め、伊藤忠商事のサステナビリティに関する方針につい
てコミュニケーションを深めています。

サプライヤーへのサプライチェーン・サステナビリティ行動指針の通知

伊藤忠商事は「サプライチェーン・サステナビリティ行動指針」を定め、サプライヤーに対して伊藤忠商事の考え方を伝
え、以下に定める項目への理解と実践を期待し、働きかけていきます。

以上

サプライチェーン・サステナビリティ行動指針

従業員の人権を尊重し、差別・各種ハラスメント・体罰を含む虐待などの非人道的な扱いを行わない。1.
従業員に強制労働・児童労働を行わせない。また、最低就業年齢に満たない児童を雇用しない。2.
雇用における性別、人種、宗教等による差別を行わない。3.
法定最低賃金を遵守するとともに、生活賃金以上の支払いに配慮する。不当な賃金の減額を行わない。4.
労働条件・労働環境等に関して労使間の円滑な協議を図るため従業員の団結権及び団体交渉権を尊重する。5.
法定限度を遵守するとともに、超えないよう、従業員の労働時間・休日・休暇を適切に管理し、過度な時間外労働を禁
止する。

6.

従業員に対して安全で衛生的かつ健康的な労働環境の提供に努める。7.
事業活動において、地域社会と生物多様性・環境汚染・その他環境問題への影響に配慮し、エネルギー・水・その他資
源の使用量、および温室効果ガス・廃棄物の排出量の削減に努める。

8.

関係法令及び国際的なルールを遵守し、公正な取引及び腐敗防止を徹底する。9.
上記の各項目に関する情報の適時・適切な開示を行う。10.
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バリューチェーンにおけるサステナビリティ：体制・システム

事業領域の拡大を背景に、伊藤忠商事のサプライチェーンは広域化・複雑化し、自社が直接管理できる工程だけでなく、原料の調
達や生産地、中間流通及び消費地での人権・労働及び環境等へのリスクマネジメントがより必要となっています。特に自社の購買
シェアが比較的高いサプライヤーの現場管理については、その配慮や責任度合も大きく、優先して取組むべき事項として捉えてい
ます。
伊藤忠商事は、「サプライチェーン・サステナビリティ行動指針」を定め、以下のような調査・レビューの取組みを行うことで、
問題発生の未然予防に努め、問題が見つかった場合にはサプライヤーとの対話を通じて改善を目指します。

サプライチェーン・マネジメント推進図

サプライチェーン

サプライヤーの実態を把握するため、ISO26000の7つの中核主題を必須調査項目としたうえで、高リスク国・取扱商品・取扱金
額等一定のガイドラインのもとに各カンパニー及び該当するグループ会社が重要サプライヤーを選定し、各カンパニーの営業担当
者や海外現地法人及びグループ会社の担当者がサプライヤーを訪問しヒアリングを実施しています。またアンケート形式（サステ
ナビリティチェックリスト）のサステナビリティ調査を2008年度より進めています。

サステナビリティ調査

サプライチェーン・
コミニュケーション
ハンドブック

サステナビリティチェックリストはISO26000の7つの中核主題（組織統治、人権、労働慣行、環境、公正
な事業慣行、消費者課題、コミュニティへの参画及び発展）に基づき、中核主題以外も、担当部門・取扱
商品ごとに下記の表に示す調査項目等を追加するなど分野に応じた調査を実施しています。また、外部有
識者の意見を参考に、設問の中でも、対応や対策が不十分の場合、持続可能リスクが高くなる人権・労働
慣行・環境を中心とした19設問を重要設問として設定し、重点的に、サプライヤーへの改善対応の働きか
けを実施しています。

調査概要

サステナビ
リティ調査
対象基準

全カンパニ
ー共通の主
な設問

サステナビリティチェックリスト

高リスク国
一定金額以上
一定商品群取扱い

組織統治︓責任体制・内部通報制度の整備1.
人権︓事業上の人権侵害のリスク評価・児童労働／強制労働／ハラスメント／差別の
廃止・適正な賃金支払

2.

労働慣行︓労働時間管理・安全衛生管理・従業員の健康3.
環境︓廃棄物／排水処理・危険物の取扱い・気候変動／生物多様性への取組み4.
公正な事業慣行︓腐敗防止・情報管理・知的財産権の侵害防止・持続可能な調達方針5.
消費者課題︓品質管理・トレーサビリティ6.
コミュニティへの参画及び発展︓消費者及び近隣住民との対話7.
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担当部門・取扱商品ごと追加調査項目

調達材 追加調査項目

紙・チップ/木材・木材製品 森林保全・第三者認証の有無

畜産物（食肉） 食品安全、生産地管理（トレーサビリティ）

繊維（原料含む） 化学物質管理

農産物（パーム油含む） 生産地管理（トレーサビリティ）、化学肥料農薬管理

水産物 生産地管理（トレーサビリティ）、漁獲管理

また、サプライヤーとのコミュニケーションに関するハンドブックも作成し、担当者がより具体的に重要サプライヤーの環境・人
権・労働慣行・腐敗防止等の管理状況の実態を把握し、改善アドバイスも行うことができるチェックの仕組みを展開すると共に、
社員周知に活用していきます。今後も調査やコミュニケーションを継続することで、社員の意識向上とサプライヤーへの理解と実
践を求めていきます。

ハンドブック記載例

強制労働とは、本人の意思に反して強制的に行われるあらゆる労働のことです。例えば、借金の返済のために離職の自由が
制限されていたり、または契約で職場を離れる自由が制限されている場合などは強制労働に該当します。勤務シフトはどの
ようか、休憩時間はあるか、食事をとることができているか、従業員へのヒアリングや顔色を観察することからわかる場合
もあります。劣悪なケースでは、社員寮が工場敷地内にあり、敷地外へ出ることが制限されるなど、生活そのものが拘束さ
れていることもあります。地方や他国から働きに来ている従業員はいるか、確認することも有効です。パスポートや身分証
明書、労働許可書などの原本を雇用者が預かることは、強制労働を招く行為として禁止されなければいけません。

参考

新興国のみでなく日本の工場でも強制労働がないか、確認が必要です。近年、日本の「外国人技能実習制度」が一部
海外から批判が集まっているため、国内でも外国からの従業員がいるか、労働時間、賃金面で問題ないか等、確認し
てください。

2019年度は、海外店・グループ会社のサプライヤー72社を含む計316社の調査を行い、その結果からは直ちに対応を要する深刻
な問題は見つかりませんでした。調査時には懸念事項としてあがった問題点も、取引先による迅速な改善措置や対策等を確認して
おり、今後も取引先に対して、当社の考え方に対する理解を求め、コミュニケーションを継続していきます。

調査対象社数

全社（うち海外店・グループ会社） 繊維 機械 金属 エネ化 食料 住生活 情金

2019年度 316（72） 50 15 20 39 102 85 5

2018年度 343（101） 49 13 19 39 110 108 5

2017年度 333（98） 46 9 20 45 103 105 5

2019年度繊維カンパニーでは上記の調査に加え、国内のサプライヤーに対する外国人技能実習制度の実態調査アンケートを実施
しました。詳しくは外国人技能実習生の労働環境アンケート（P117）をご参照ください。

重要サプライヤーに対しては、必要に応じてサステナビリティ推進室が外部専門家と共に訪問調査も実施しています。

2019年度サステナビリティ調査
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担当部門・取扱商品ごとの調査実績

調達材 2019年度調査対象会社数

紙・チップ/木材・木材製品 64社

畜産物（食肉） 19社

繊維（繊維原料含む） 6社

農産物（パーム油含む） 4社

水産物 22社

タイ家禽産業への人権監査を実施

食料カンパニーの主要仕入れ先のひとつであるCharoen Pokphand Foods Public Company Limited（CPF）のサラブリ
ー工場（鶏肉加工品工場）において、外国人労働者を対象とした人権監査を、外部監査員同行のもと実施しました。
近年、タイの畜産業や漁業における外国人労働者の人権侵害に関して、タイ企業をサプライチェーンに持つ日本企業が
NGO団体などから指摘を受けるケースが増えています。今回の監査を通じて、当社のサプライチェーン上の人権リスクの
有無を現場にて確認しました。
同工場（堵殺場、食品加工場）では労働者の約50%にあたる3,400人のカンボジア人が働いており、重要な労働力となっ
ています。監査では、工場内施設におけるカンボジア語表記の徹底、避難経路の確認、勤怠管理状況、パスポート及び労
働許可証の個人保管状況などを確認し、また実際に働いているカンボジア人労働者を無作為に選んで労働実態のヒアリン
グも行いました。
今回の監査では、外国人労働者に対する人権侵害とみなされるような問題は確認されず、CPFの人権に対する十分な配慮
とサステナビリティへの積極的な取組み姿勢を改めて認識しました。

CPFでは、外国人労働者にとっても安全な労働環境が整備されていました

～CPFサラブリー工場を視察～

CPFサラブリー工場 監査にご協力いただいたCPFの
皆さんと

カンボジア人職員への労働実態
ヒアリング

防災設備にはカンボジア語表記を
徹底

副原料を山積みにしないように提言

サプライヤーCSR監査報告書︓CP Foods,
Saraburi（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/supplier_csr_audit_report_j.pdf）
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食料カンパニーでは、食品安全・コンプライアンス管理室主導で、輸入食品については2011年度より海外サプライヤーの食品加
工工場の定期的な訪問調査を実施しています。2019年度は、海外サプライヤー197社を訪問し、食料取引における安全確保の為の
未然防止策を展開しています。2015年1月からは、北京に中国食品安全管理チームを開設し、中国サプライヤーの監査を行うこと
が出来る体制を整えました。2019年度は、45社の定期監査・フォローアップ監査を実施しております。詳細は顧客責任（P121～
122）をご参照ください。

食品加工工場の定期訪問調査

本方針の趣旨に違反する事例が確認された場合には、対象となるサプライヤーに是正措置を求めるとともに、必要に応じて現地調
査を行い指導・改善支援を実施していきます。2019年度の調査では、人権に関する対応が不十分なサプライヤーに対して是正依
頼を27件行いました。非遵守サプライヤーに対しては、このように是正依頼を継続して行っていきます。是正依頼等を継続的に行
ったにも関わらず、是正が困難と判断された場合には、取引を見直す姿勢で取組んでまいります。

違反サプライヤーへの対応

投資先の事業活動が、環境や社会に与え得る影響を認識し対処するため、ESGリスクの把握と未然防止活動に努めています。チェ
ックリストの活用や訪問調査を通じてESG全般についてリスク評価を行い、必要な措置を策定しています。また、これらは環境マ
ネジメントシステムの枠組みの中で継続的に見直し、改善されています。

事業投資マネジメント

新規事業投資案件について、申請部署は「投資等に関わるESGチェックリスト」を用いて、投資案件が、ESGの観点で方針及び体
制が整備されているか、環境への著しい悪影響や法令違反、利害関係者から訴えられるリスクが無いか等を、事前に評価（デュー
デリジェンス）することが義務付けられています。このチェックリストは、CSRの国際ガイドラインであるISO26000の7つの中
核主題 の要素を含む33のチェック項目から成り立っています。
申請部署は、関係職能部（管理部門）によるリスク分析を踏まえた審査意見も参照し、万が一懸念点がある場合は、専門的な見地
を必要とする案件については外部専門機関に追加のデューデリジェンスを依頼し、その結果に問題がないことを確認した上で、着
手することにしています。

新規事業投資案件のESGリスク評価

※

組織統治・人権・労働慣行・環境・公正な事業慣行・消費者課題・コミュニティへの参画及びコミュニティの発展※

グループ会社における環境汚染等の未然防止を目的として、現地訪問調査を2001年より継続的に行っています。2019年度は各社
の環境・社会リスクを勘案の上、外部専門家も起用し計2社に対して実施しました。2019年3月末までに合計285事業所に対して
調査を完了しました。
本調査は、経営層との質疑応答や、工場・倉庫等の施設並びに河川への排水状況調査、環境法規制の遵守状況、労働安全・人権や
地域社会とのコミュニケーション等を点検し、問題点を指摘または予防策を示し、是正状況を確認しています。

訪問調査レポート
DOLE
PHILIPPINES実態調査

2020年1月20～23日、フィリピンでバナナ・パイナップルを始めとした生鮮果実・フル
ーツ缶を製造するDOLE PHILIPPINESを訪問調査しました。現地の法規制に詳しい外部専
門家の知見を基に土壌汚染・廃棄物・化学物質管理・安全対策等、環境・労働安全関連の
リスク管理・法令遵守状況について詳細なチェックを行い、適切な管理を行っていること
が確認できました。また、同社敷地内でのバイオマス発電や、地域の学校への寄付等、社
会・環境に資する活動に積極的に取組んでいる様子も確認できました。

グループ会社実態調査
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バリューチェーンにおけるサステナビリティ：
商品ごとの取組み方針と内容

伊藤忠商事ではそれぞれの、森林の保護に関連する以下のようなコモディティを取り扱っており、サプライヤーへのサプライチェ
ーン・サステナビリティ行動指針に加えて守るべき自然林の保護と森林資源の持続的な利用を継続するため、以下の調達方針を定
めています。本方針は少なくとも年1回見直し、必要に応じて改定します。

森林の保護に関連するコモディティ

森林保護に関連する商品

木材、木材製品、製紙用原料及び紙製品
天然ゴム
パーム油

自然林保護と森林資源の持続的利用継続の方針・体制

森林保護に関連する品目と対応する「自然林保護と森林資源の持続的利用継続の方針」の項目は次のとおりです。

方針の項目
森林保護に関連する品目

木材、
木材製品

製紙用原料
及び紙製品 天然ゴム パーム油

1. 森林破壊ゼロとトレーサビリティ 〇 〇 〇 〇

2. 産出地域の保護・保存、地域住民への配慮 〇 〇 〇 〇

3. 深刻な環境・社会問題に関わるサプライヤー排除 〇 〇 〇 〇

4. 森林認証制度の拡大 〇 〇

5. 排水・水資源への配慮 〇 〇

6. 化学物質使用最小化または不使用 〇

自然林と森林資源保護に関する調達方針

伊藤忠商事及びその子会社

対象組織

自然林保護と森林資源の持続的利用継続の方針

原料の産出地の森林破壊ゼロを確認できるよう情報収集に努め、サプライチェーンの透明化と調達物のトレーサビリティ向上
を目指すこと。

1.

High Conservation Value（HCV:高保護価値）地域、High Carbon Stock（HCS:高炭素蓄積）地域、及び泥炭地域の保護・
保存と地域住民・社会配慮（FPIC）に賛同し、継続的に環境への負荷削減に取組むこと。

2.

保護価値の高い森林破壊など、深刻な環境・社会的問題に関わるサプライヤーからの調達でないこと。3.
木材、木材製品、製紙用原料及び紙製品においては、信頼できる森林認証制度の拡大を支援し、認証取得した調達物の取扱い
を促進すること。

4.

天然ゴム、製紙用原料及び紙製品においては、事業を行う国の排水に関する法令等を遵守し、排水の適切な処理を行うととも
に、水資源の循環使用などを通じて水使用量の削減に取組むこと。

5.

パーム油に関連する事業の実施にあたっては、化学物質の使用の最小化と、パラコート、世界保健機関（WHO）が定める
1A/1Bクラスの殺虫剤、ストックホルム条約・ロッテルダム条約に掲載されている化学物質を使用しないように取組んでいる
サプライヤーからの調達に努める。

6.
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当社は、森林の保護に関連するコモディティに関して、グループ各社及びサプライヤーと連携しながら、調達物のトレーサビリテ
ィの確保のため、「サプライチェーン・サステナビリティ行動指針」、および当方針に基づいた調達に努めます。
本方針を推進するため、各カンパニー及び該当するグループ会社が重要サプライヤーに対してサステナビリティ調査を実施しま
す。本方針への不遵守が把握された場合は、問題解決に向け協議し、改善策を要請していきます。改善されない場合は、取引の見
直しを検討します。
サステナビリティ調査について定期的に情報開示をおこないます。また、サプライヤーおよび顧客を含むステークホルダーとの適
切なコミュニケーションにより、持続的な森林資源の活用を社会に広めていきます。

毎年、カンパニーの経営陣に対して、目標設定と目標に対する進捗状況を報告し、了承を取得しています。NGO等ステークホルダ
ーからの指摘等も共有し、課題があれば、取組み方針の見直し等を図ることとしています。
パーム油に関しては、方針に基づいた調達は主管部署である食料カンパニー食糧部門油脂・カカオ部が行っています。
木材、木材製品、製紙用原料及び紙製品では、当該商品を取扱うメンバーに対して、サステナリビティ推進担当者が少なくとも年
1回の研修を行い、森林資源開発に関する国内外の動向や諸問題、持続可能な森林資源の活用について啓発を行っています。

体制

伊藤忠商事では、パルプ・紙製品、木材・木材製品、ウッドチップの材料調達・製造・流通に関わっており、守るべき自然林の保
護と森林資源の持続的な利用を継続するため、2025年までに、認証材、または高度な管理が確認できる材の取扱い比率100％を目
指して事業活動を推進しています。

木材、木材製品、製紙用原料及び紙製品

セニブラの広大な植林地

伊藤忠商事は、世界第8位の広葉樹市販パルプメーカーであるブラジルのセニブ
ラ社に出資し、100%植林木で生産された同社のパルプ120万トンを輸出販売総
代理店として世界で販売しています。セニブラ社ではFSC（Forest Stewardship
Council）の森林認証及びCoC認証（加工・流通過程の管理認証）を取得し、保有
する土地、約25万ha（神奈川県の面積に相当）のうち、約13万haに植林してパ
ルプを生産し、残り約10万haについては永久保護林、法定保護林として残し、生
態系の維持を図っています。また、土壌崩壊地、地滑り地､枯地の森林再生の目的
で天然林と同種の4種の苗木年間7万本を地域に植林し、その広さは年間300haに
も及びます。

セニブラ社でのFSC森林認証及びCoC認証

2017年に稼動した新工場・アネコスキ工場

伊藤忠商事は、年間約320万トンのパルプ生産能力量を誇るフィンランドの世界
最大級の針葉樹パルプメーカーであるMETSA FIBRE社（以下「メッツァファイ
バー」）の株式を保有し、主にアジア市場向け針葉樹パルプについては、独占販
売代理店として活動しています。同社では、約80％はFSC（Forest Stewardship
Council）とPEFC（Program for the Endorsement of Forest Certification
Schemes）の2つの森林認証を有する森林資源から、100%トレース可能なパル
プを製造しています。
フィンランドでは原木成長量が消費量を上回っており、長期的な原木の安定供給
が可能な国です。このような優良パートナーとの取組みを通じ持続可能な森林資
源利用を推進すると共に、今後も更なる事業強化を推進していきます。

METSA
FIBRE社におけるFSCとPEFCの森林認証
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伊藤忠建材では、2013年から、中国で製造された合板のトレーサビリティを証明する仕組み作りに取組んでいます。2017年、認
証機関である日本ガス機器検査協会（JIA）から監査を受け、主要なサプライチェーンについて「木材トレーサビリティ証明」の
認定を受けました。「木材トレーサビリティ証明」は伐採許可書等の証跡書類の入手や各工場の監査、伐採地の視察などにより、
伐採地から単板工場、合板製造工場に至るすべてのサプライチェーン上の過程を管理し、トレーサビリティを確保するものです。
これにより、中国で製造された森林認証を取得していない合板のうち、約4割について、違法伐採の材を使用していないという信
頼性を確保することができました。

中国材のトレーサビリティ証明の取得

木材トレーサビリティ証明書（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/wood_traceability_certification_2019.pdf）

当該商品につき、単体及び主要グループ会社のサプライヤーに毎年調査を実施しています。ガイドライン上はリスクが低いと判断
されるサプライヤーも調査対象に含め、より広範囲のサプライヤーと継続して対話を行うよう努めています。
NGOから指摘を受けているサプライヤーに対しては、サステナビリティ調査に加え、現地訪問・デューデリジェンスを実施して実
態の把握に努め、森林認証の取得や第三者機関による認定を積極的に働きかけています。

サステナビリティ調査とサプライヤーとのエンゲージメント

アナップ・ムプット森林管理区の先住民
コミュニティ―との面談

NGOによる違法伐採、人権問題の指摘を受けているサラワク州においては、毎
年、サプライヤーに加え、州政府、木材協会、人権委員会、人権派弁護士、現地
住民、現地NGOや森林コンサルタント等幅広くヒアリング調査を実施し、実態把
握に努めています。
調査を通じNGOが指摘する問題は見つかっておりませんが、懸念を払拭するため
の具体的な取組みを行うよう、繰り返し働きかけた結果、近年、サプライヤーが
積極的に森林認証取得に動き出し、森林認証林区が増加しています。またサラワ
ク州政府も、違法伐採排除に向けた規制強化や森林認証取得促進策を打ち出すな
ど変化が起きています。

マレーシア/サラワク州の違法伐採・人権問題の指摘対応

ルーマニア水・森林省との面談

伊藤忠建材の製材品の仕入先のひとつであるルーマニアのサプライヤー・シュバ
イクホッファー社は、NGOから違法伐採の指摘を受けました。
それに対応し、シュバイクホッファー社では、PEFC認証保有に加え、違法伐採材
の混入を確認する目的でのサプライチェーンのリスクアセスメントを実施し、
2016年、Indufor（国際的な林業コンサルティング会社）によりアセスメントの
有効性が認定されています。2017年には違法伐採材の混入排除のため同社保有の
すべての木材収集所から製材工場までの木材追跡システム（Timflow）を導入し
ました。さらに、2018年にはNGOとのコミュニケーション改善のためオープン
ドア政策（事前登録したNGO代表者は予告なしに工場訪問可能）を実施しまし
た。
伊藤忠建材は、現地の政府機関、業界団体、森林認証団体、現地NGO等、様々なステークホルダーに対するヒアリング調査を毎年
実施し、以上のような違法伐採材の排除と透明性への取組みが年々強化されていることを確認しています。

ルーマニアのサプライヤー（シュバイクホッファー社）違法伐採の指摘対応
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伊藤忠は取扱っている木材・木材製品を、森林認証と合法性の根拠により以下4カテゴリーに分類して、パフォーマンスを評価し
ています。カテゴリー（A）は「（A）森林認証を受けたサプライヤーから取扱う材or認証機関より管理材として認められた材」と
してFSC認証 or PEFC認証を取得しています。

合法性根拠の分類 品目 2017
年度

2018
年度

2019
年度

認証材or高度な
管理が確認可

森林認証制度

（A）森林認証を受けたサプライヤーから取扱う材or
認証機関より管理材として認められた材（FSC or
PEFC認証を取得）

43% 36% 64%

（B）森林認証制度に基づく「低リスク」評価国・地
域で伐採を行った材

36% 44% 25%

クリーンウッド
法における合法
性の確認

（C）原産地の法令に適合して伐採されたことを証明
する書類により合法性を確認した材

18% 17% 10%

– （D）「追加的措置」により合法性を確認した材 3% 3% 0%

森林認証と合法性のパフォーマンスデータ

※1

※2

具体的には輸出許可証・原産地証明などにより確認した材※1

具体的にはサプライヤーに対して、流通経路の提示を求めるなどによって、法律に適合して伐採されたことを確認した材※2

伊藤忠で取扱っているチップ・パルプ等の製紙用原料はすべて「森林認証を受けたサプライヤーから取扱う材or認証機関より管理
材として認められた材」としてFSC or PEFC認証を取得しています。

合法性根拠の分類 品目 2017
年度

2018
年度

2019
年度

認証材or高度な
管理が確認可 森林認証制度

森林認証を受けたサプライヤーから取扱
う材or認証機関より管理材として認めら
れた材（FSC or PEFC認証を取得）

チップ 100% 100% 100%

パルプ 100% 100% 100%

製紙用原料のパフォーマンスデータ

伊藤忠商事は天然ゴムビジネスにおいて、加工事業及びトレーディング事業を行っています。天然ゴムは、主にタイやインドネシ
アなどの東南アジアで生産され、その約7割がタイヤに使用され、今後もその需要は伸びていくと言われている一方で、森林減少
や地域住民の権利侵害といった課題も報告されています。天然ゴムの流通においては、生産者からタイヤメーカーへの納品までは
複数の事業者（集荷業者、輸送業者）が関わっており、より高い透明性が求められています。
そのような状況に対応して、伊藤忠商事は、2018年10月に設立されたGlobal Platform for Sustainable Natural
Rubber（GPSNR持続可能な天然ゴムのための新たなグローバルプラットフォーム）に設立メンバーとして参画し、GPSNRが規定
する12原則に合意し、プラットフォームの基準の策定と、その運用に協力します。

天然ゴム

天然ゴム調達方針（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/natural_rubber_policy.pdf）

2018年10月、伊藤忠商事は持続可能な天然ゴムのための新たなグローバルプラットフォーム「Global Platform for Sustainable
Natural Rubber」に日本の商社で唯一設立メンバーとして参画しました。本組織は天然ゴム産業に関わるカーメーカー、タイヤメ
ーカー、天然ゴム加工企業によって設立され、サプライチェーンを通じて協業し、トレーサビリティの確立や、より高い持続可能
性が実現されることを目指していきます。

GPSNRへの参加
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2019年2月、伊藤忠商事は事業投資先や取扱商品のサプライチェーン上の資源の安定的な調達・供給及び、その流通の透明性確保
のため、ブロックチェーン技術を用いたトレーサビリティ・システムの構築に向けた実証実験を開始しました。

実証実験は、伊藤忠商事が100%の株式を有する天然ゴム加工会社PT. Aneka Bumi Pratama（本社︓インドネシア、President
Director︓矢島久嗣、以下「ABP」）の天然ゴム原料調達サプライチェーンを活用し、伊藤忠テクノソリューションズ株式会社
（本社︓東京都千代田区、代表取締役社長︓菊地哲、以下「CTC」）が実証実験用のシステムを構築します。

天然ゴムのサプライチェーンと本実証実験のイメージ

実証実験では、スマートフォンアプリを利用して、受渡者間で取引内容の相互認証を行い、日時・位置情報等と合わせてブロック
チェーン上に記録します。これにより、天然ゴムが加工工場に至るまでの流通の透明化を図ります。また、各事業者の協力を促す
ため、正しく記録された取引に応じて対価を支払う仕組みも用意します。
伊藤忠商事は中期経営計画の基本方針である「商いの進化」に取組むことで、企業理念「三方よし」による持続的成長を目指し、
国連で採択された2030年の「持続可能な開発目標（SDGs）」達成にも貢献していきます。

ブロックチェーンを活用したトレーサビリティ実証実験の取組み

パーム油については、農園の開発や生産に係わる環境破壊及び人権侵害との関連性が指摘されています。伊藤忠商事は、パーム油
ビジネスとしてトレーディングを行っており、パーム農園事業には関与しておりませんが、流通の一翼を担うものとして本課題を
特に配慮を要するものと認識しています。生産者と消費者をつなぐ立場としての責任を持ち、企業の社会的責任を果たすため、パ
ームオイルのための円卓会議（RSPO）に加盟して取組みを推進していると同時に、各業界団体と協力の上、MSPO やISPO
といったRSPO以外の認証油の普及にも力を入れています。

また、『持続可能なパーム油の調達方針』を策定し、サプライチェーンの透明化を進め、持続可能なパーム油の調達体制強化を推
進することで、『自然林保護と森林資源の持続的利用継続』の実現を目指していきます。

パーム油

※1 ※2

Malaysian Sustainable Palm Oil※1
Indonesian Sustainable Palm Oil※2

持続可能なパーム油の調達方針（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/sustainable_palm_oil_procurement_policy.pdf）
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伊藤忠商事はパーム油の安定調達及び供給を実現し、企業の社会的責任を果たすために、サプライチェーンの検証を行い、問題点
を発見・改善することによって、2021年までにミルレベルまでのトレーサビリティ100％を達成し、2025年までに当社が調達す
るすべてのパーム油を、持続可能なパーム油 に切り替えていくことを目標に掲げております。特にNDPE原則（No
Deforestation, No Peat, No Exploitation） に基づく調達の実現を目指します。

トレーサビリティの確立

※1
※2

持続可能なパーム油︓RSPO及びこれに準ずる基準に応じたサプライチェーンから供給されるパーム油※1

No Deforestation, No Peat, No Exploitation（NDPE）︓森林破壊ゼロ、泥炭地開発ゼロ、搾取ゼロ※2

2006年から「持続可能なパームオイルのための円卓会議（RSPO）」に加盟し、RSPOが規定する原則と基準（Principle and
Criteria for the Production of Palm Oil）を尊重し、サプライチェーンの透明化を進め、トレーサビリティを高めている原料購入
先との取引を拡大することで持続可能なパーム油の調達体制強化に取組んでいます。
現地調査を含むサステナビリティ・サプライヤー調査や、サプライヤーとの直接のコミュニケーションを通じて、重点項目の確認
を行い、調達に活かしています。
運用にあたっては、取引先や専門家などのステークホルダーとも協力し、定期的に調達方針の見直しを行います。本件に関する情
報開示は、ESGレポート・サステナビリティアクションプラン・The Annual Communication of Progress （ACOP）等を通じ公
開して参ります。

伊藤忠の取組みについては、以下の開示情報もご参照ください。

持続可能なパームオイルのための円卓会議（RSPO）加盟

サステナビリティアクションプラン（P14～24）
The Annual Communication of Progress （ACOP）（https://www.rspo.org/members/63/itochu-corporation）

パーム油のサステナブルな調達に対する取組み（2019年末時点）
（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/fact_sheet_2020.pdf）
リファイナリーリスト（2019年末時点）（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/refinery_list_2020.pdf）
ミルリスト（2019年末時点）（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/mill_list_2020.pdf）
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2021年までにミルレベルまでのトレーサビリティ100％、2025年までに当社が調達全パーム油を、持続可能なパーム油に切り替
えることを目標に掲げております。現時点の取組進捗情報と、実績と目標情報は以下の表に示す通りです。

区分
実績 目標

2017年 2018年 2019年 2021年 2025年

パーム油取扱数量 360,000mt 277,000mt 308,000mt

<主要サプライヤー>
Malaysia Malaysia Malaysia Malaysia Malaysia

Indonesia Indonesia Indonesia Indonesia Indonesia

RSPO Members – 9/9（100%） 10/10（100%） 100% 100%

Suppliers under NDPE policy – 9/9（100%） 10/10（100%） 100% 100%

<Certified Sustainable Palm Oil>

RSPO認証油 0.30% 1.10% 9.87%

<Traceability>

Traceable to the mills – 99.80% 99.90% 100% 100%

持続可能なパーム油
調達パフォーマンスデータ

乳製品・食肉・水産物・繊維原料

我が国の乳製品供給体制は北海道を中心に国内での生産・供給体制が整っております。一方で2018年末に成立したTPPや2019年2
月1日開始予定のEU EPAの成立により、緩やかに輸入機会が拡大していきます。現在、日本はニュージーランド、オーストラリ
ア、欧州諸国、北米、南米と複数の国・地域から乳製品を輸入しております。乳製品における持続的成長可能な生産体制への取組
みはそれぞれの国・地域の農業政策、生産体制が反映されたものであり、生産者団体や各企業も徐々に持続的成長可能な生産体制
の構築に向けた取組みを開始している状況です。まずは主要産地・主要サプライヤーの取組み状況を把握し、より安心で安全な乳
製品をお届けできるよう主要サプライヤーとの密接なコミュニケーション・関係構築に努めます。

乳製品

乳製品の安全性確保において最も重要な取組みは生乳の安全性確保です。酪農家で搾乳して集乳され、乳製品工場へ搬入された生
乳は受入段階で抗生物質のコンタミテストが実施され、安全性が確認された生乳のみが使用される体制になっています。
チーズ、バターは10kgや20kgの段ボール箱に個別包装、脱脂粉乳（粉ミルクは含まず）は25kg紙バッグを中心に製造工場内で製
造され、製造日が印字されますので、製造工場内での生産日までトレース可能な状況となっています。

生乳の安全性確保

肉牛や乳用牛の飼育に用いられるホルモン剤や抗生物質の基準は各国関係機関によって定められており、各乳製品メーカーは
基準に基づいて自主管理規程を設けています。また、農家から工場へ搬入する際に使用する運搬車両等に生乳以外の残留物等
がないか、毎回確認しています。

※

日本向け供給拠点として重要な位置づけであるニュージーランドでは放牧中心の乳牛飼育が基本であり、圃場が荒れないように定
期的に圃場を変えながら飼育する等、生産性向上の観点で普段から取組んでいます。

ニュージーランド等では新たな試みとしてグラスフェッド バター等の製品開発・流通が始まっています。

オランダでは、乳牛のし尿に含まれるリン酸塩が土壌に与える影響を考慮して国家として飼育頭数の全体管理等に取組んでいます。

圃場の持続可能性への取組み

※

グラスフェッドとは︓牧草のみを食べて育つ肉牛・乳用牛を意味します。一般的なバターは穀物を中心に食べて育った牛のミ
ルクを使うのに対し、グラスフェッドバターは牧草だけ、若しくはある割合以上で牧草のみを食べて育った牛のミルクを使用
しています。穀物を中心とした飼育と比べて経済的負担が少ないといったメリットがあります。

※
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Teys Australia Condamine社の牛肥育農場

伊藤忠商事食料カンパニーの畜産部は、世界各国より畜肉原料（牛肉・豚肉・鶏
肉）を輸入、調達しております。取扱量が最も多い豚肉は主に北米・欧州から、
牛肉は豪州・米国から輸入を行っており、豪州牛肉サプライヤーTeys社及びプリ
マハムと豪州の牛肥育事業Teys Australia Condamine Pty Ltdに共同出資してお
ります。また、カナダ・マニトバ州で豚肉生産事業を行っているHyLife Group
Holdings.（HyLife）の株式を、伊藤忠商事は49.9%保有しています。
海外から食肉原料を調達する取引先においては、生産における環境対応の充実、
労働者への人権・労働条件の配慮、そして何より安心安全を担保できるトレーサ
ビリティを実現する生産体制確立を、重点的に確認・要請する項目としておりま
す。
伊藤忠商事は責任ある食肉調達を行うというコミットメントの下、サプライソースとなる工場への実地訪問を定期的に行ってお
り、海外サプライヤーと密なコミュニケーションを通じて、良好な関係を構築しております。

食肉

豚肉加工過程

HyLife Group Holdings.（HyLife）では、養豚農場、配合飼料工場、豚肉加工ま
での一貫生産を行っているため、自社でサプライチェーンの管理・コーディネー
ションが可能です。この生産体制を活用し、トレーサビリティが確立された、安
心・安全で高品質な製品の安定供給を実現することが出来ました。
この一貫生産によりお客様の個々のニーズを養豚現場までフィードバックするこ
とが可能となり、日本向けにカスタマイズをしたスペシャルティ・プログラムを
確立、市場でも高評価を受けて、現在は対日向け冷蔵ポーク輸出量でカナダNo.1
となりました。

HyLife
Group
Holdingsでのトレーサビリティ確立

設置されている太陽光発電パネル

Teys Australia Condamine社では2015年に1,034機の太陽光発電パネルを導
入、年間約506,000kWhの電力を発電する事が可能となり、同施設において使用
される電力の約50%を再生可能エネルギーにて対応しております。太陽光発電の
導入により、CO 排出量を約395トン削減し、太陽光発電の導入前と比べ、約
49%のCO 排出量の削減を実現しました。

また、豪州の共同出資パートナーであるTeys社より屠畜、加工する牛肉を調達し
ておりますが、同社は屠畜の過程で発生するメタンガスを抽出し、工場の熱とし
て再利用する、サステナブルなオペレーションを組んでおります。

Teys
Australia
Condamine社の温暖化対策

2
2

持続可能且つサステナブルな牛肉生産を目指し、生産者から小売業まで業態が多岐にわたる企業がGlobal Round Table for
Sustainable Beef、通称GRSBというイニシアティブへ参加しております。
伊藤忠商事はGRSBに参加している複数の参加企業との取引関係を構築しており、最新の動向等に関する情報交換を行っておりま
す。

イニシアティブへの参加について
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伊藤忠商事は食の安心安全を第一に考える中、何よりお客様へお届けする商品が生産者までしっかりとトレースが図れる事を大前
提にしております。
伊藤忠商事が取り扱うすべての食肉（牛肉・豚肉・鶏肉）の生産サプライヤー（主に海外）では100%、生産段階までトレースバ
ックができる仕組みを構築しております。

内容
実績

2017年 2018年 2019年

食肉取扱量（トン） 約16万 約15万 約13万

トレーサビリティのパフォーマンスデータ

※

牛肉・豚肉・鶏肉で、生産段階まで100%トレースバック可能※

伊藤忠商事グループとしては、家畜を快適な環境下で飼養し、家畜のストレスや疾病を減らすことで生産性の向上や安全な畜産物
の生産にもつながるという考えに基づき、現地の法律に則って、家畜を人道的に取扱うよう以下の取組みを行っています。

Teys社は取扱う牛を人道的に扱う事をコミットし、同社屠畜処理場は全て豪州家畜処理業アニマルウェルフェアシステム
（AAWCS）が定めるルールを遵守しております。AAWCSは独立したアニマルウェルフェアの認証プログラムであり、本認証の取
得は牛の処理に至るまでのプロセスにおいて、定められた基準に則り、牛が人道的に扱われている事を証明するものです。
また、フィードロットは独立した認証プログラムであるナショナルフィードロット認証スキームが定める厳正なルールに則ってお
ります。

HyLife社は取扱う豚を人道的に扱う事を最優先に考え、全従業員が全うすべき義務、責任としております。
具体的には豚の肥育段階において最も負荷がかからない環境を整え、栄養管理、飼育環境、健康管理に細心の注意を払っておりま
す。
HyLife社の農場はカナダ品質保証プログラムの認証を受けており、また全従業員は動物の適切なハンドリングを行うべく、包括的
なトレーニングを受けております。

アニマルウェルフェアについて

伊藤忠商事では水産物としては鰹鮪（かつおまぐろ）類を中心に取扱っており、インドネシアでは合弁のツナ缶工場PT.Aneka
Tuna Indonesia社（以降ATI）をパートナーと運営しております。鰹鮪においては自主管理規定を設け、各漁業団体によって適切
に管理されているもののみを調達する方針を徹底しております。

水産物

高度回遊魚である鰹鮪類において漁業者におけるMSC 取得は限定的である現状下、缶詰原料用の鰹鮪のトレードにおいては現
在のMSC原料取扱い4,500トン/年を漁業者にも働きかけ、5年以内に10,000トン/年を目指してまいります。
またツナ缶詰取扱いにおける一本釣り 製品比率は2013年度には7%でしたが、2018年度は14%を超えており、引続き維持拡大
に努め20%を目指したいと考えております。
ATI社における一本釣り原料の使用比率・数量は、2013年の2割である8,000トンから2018年の4割となる20,000トン強と2倍以
上に伸長し、世界でも数少ない一本釣り原料使用の多いツナ缶工場となっており、引続き一本釣り原料の確保・維持拡大に努めま
す。

目標

※1

※2

MSC（Marine Stewardship Council、海洋管理協議会）1997年設立の持続可能な漁業の普及に取組む国際NPO。本部はイギ
リスのロンドン。

※1

一本釣り漁法は魚を一本一本釣り上げる漁法で一度に大量に漁獲することがなく、持続可能な漁法であり、対象漁獲物以外の
混獲も回避することができ環境に優しい漁法と言われております。

※2
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全ての取扱い水産物において責任ある水産資源調達のため、各漁業団体と協力を推進し、サプライヤーの定期訪問調査を実施して
おります。定期訪問調査については、当社食品安全・コンプライアンス管理室と連動し当社社内選定基準に該当するサプライヤー
45社に対し、毎年各営業担当が訪問調査を実施し、ESGの観点からも適切なサプライヤーであることを確認しております。

特に取扱いの多い鰹鮪類については2017年9月に「鮪取扱管理規定」という自主管理規定を設け、IUU漁業（違法操業、Illegal,
Unreported and Unregulated）からの調達を行わず、「中西部太平洋まぐろ類委員会（略称︓WCPFC）」等により適切に資源
管理されている漁業者のみから、原産地の明らかな水産物の調達・仕入を行っております。

責任ある水産資源調達のためのサプライヤー調査

一本釣り漁獲風景

伊藤忠商事では2018年3月にMSC（Marine Stewardship Council）における流
通業者の認証、CoC（Chain of Custody Certificate） 認証を取得しておりま
す。
鰹鮪事業においては2012年に鮪資源の持続的利用を目的として設立された「責任
あるまぐろ漁業推進機構」（略称︓OPRT）に加盟し、先の自主管理規定に則っ
た取組みを推進しております。
ATI社においては、鰹鮪漁法の中でも最も環境に優しいとされる一本釣り原料の
取扱いを強化しています。ATI社においてはインドネシアの一本釣り協会
（Indonesian Association of Pole & Line and Hand Line）に2014年に加盟
し、FIP（Fishery Improvement Program） に使用されるデータの提供、イ
ンドネシアでのMSC審査への協力等を行っております。また国際機関では2016年にISSF（International Seafood Sustainability
Foundation） にも加盟し、同様に情報提供などの協力を行っております。

認証取得とイニシアティブへの参加

※1

※2

※3

CoC（Chain of Custody Certificate）とはMSCにおける「加工・流通過程の管理」において、MSC認証を受けた水産物・製
品のトレーサビリティを確保するための加工・流通業者に対する認証です。

※1

FIP（Fishery Improvement Program）とは漁業改善プロジェクトのことで、MSC認証取得が難しい小規模漁業者や市場関
係者が協力し、MSCに準拠する漁法で将来的なMSC取得をめざし持続可能な漁業を目指し活動するプロジェクトです。

※2

ISSF（International Seafood Sustainability Foundation）2009年大手ツナ缶業者の呼びかけにより発足した持続可能な鰹
鮪漁業を目指し活動する団体です。

※3

項目 2013年度
実績

2019年度
実績

目標
（今後5年間）

ツナ缶詰原料用鰹鮪

MSC,COC認証取得
MSC、COC数量 n/a 7,300トン 10,000トン

MSC、COC% 0% 4% 5%

ATI社一本釣り
ATI社一本釣り原料数量 8,000トン 25,000トン 25,000トン

一本釣りツナ製品比率 7% 17% 20%

認証取得等のパフォーマンスデータ

近年、世界的なファッションブランドが、サプライチェーンにおける労働環境の整備及び衣料品廃棄問題等への対応として、素材
調達におけるオーガニックコットンや再生ポリエステル等の環境配慮型素材への移行を宣言するなど、ファッション市場にサステ
ナブルの潮流が浸透しつつあります。こうした中、ファッションアパレル部門では、伊藤忠商事の祖業である繊維原料のトレード
において、当社が主体となって取扱う繊維原料を、段階的に環境負荷の低い原料へとシフトし、且つ、原材料の調達から販売まで
のトレーサビリティを確立していくことを基本方針としており、2025年までに、繊維原料課が主体となって取扱う繊維原料の
50％をトレース可能かつ環境負荷の低い原料に移行することを目指します。

繊維原料
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インドのオーガニックコットン調達のGOTS認証 に関しては、認証取得したインドのジニング（綿花の収穫後に種と繊維を切り
離す作業）工場から証明書付きのオーガニックコットン原綿を仕入れ、認証を取得した紡績工場に納品、同工場において紡績され
た糸を仕入れ、国内外の織・編工場等に販売しています。
また、オーガニックコットンのトレーサビリティに関しては、インドの綿農家のオーガニック農法への移行・ジニング工場や紡績
工場のGOTS認証取得サポート等の豊富な経験とネットワークにより、現在取扱っているインドのオーガニックコットン及び移行
期間（3年間）コットンの調達に関して、綿農家まで100%トレーサブルとなっています。
こうした経験を活かし、2019年に本格始動した「レニュー」プロジェクトにおいても、再生ポリエステル糸のGRS（Global
Recycle Standard）認証をいち早く取得しています。

インドのオーガニックコットン調達

インドのオーガニックコットン調達におけるトレーサビリティ

日本環境設計の技術を活用した再生ポリエステル事業におけるトレーサビリティ

※

GOTS認証︓オーガニック繊維で作られた製品の認証のための要件を明確に示した総合的な基準であり、「認証された原料とそ
のトレーサビリティ」「ケミカルの使用について禁止と制限の規定」「分離と識別」「環境管理」「残留物の限界」「社会的
規範」などから構成されている。

※

循環型経済の実現を目指す「レニュー」
プロジェクト

ファッションアパレル部門では、数年前から「ハミルトンラムズウール」、「ワ
ン・コットン 」等の天然素材をブランディングし、製品化して提案する取組み
を進めてきましたが、昨今のグローバルアパレル市場におけるサステナブル素材
への転換機運を受け、環境配慮型素材の拡充にも取組んでいます。
2018年10月には、フィンランド森林業界大手のMetsa Groupと共同出資による
環境配慮型セルロースファイバーのパイロットプラント設立に合意し、2019年2
月には中国の山東如意科技集団と共同で米国LYCRA社に出資しました。さらに、
2019年春より循環型経済の実現を目指すプロジェクト「レニュー（RENU）」を
始動させ、第一弾商品として再生ポリエステルの展開を開始しました。
今後も、環境配慮型素材の拡充に向けてグローバル企業との協業を加速していと
ともに、中長期的な目標である製品化までのブランディング及びトレーサビリテ
ィの確立に向けて、紡績、織編、縫製等の各工程における認証の取得及び社内横
断型ビジネスの拡大に取組んでいきます。

環境配慮型素材の拡充

※

ワン・コットン（ONE Cotton、ONE = Organic Natural Ethicalの略）
（http://www.ito-rium.com/brands/one-cotton.php）

※

Canopyとのセルロースファーバー（MMCF）の調達方針について
（https://www.itochu.co.jp/ja/csr/pdf/commitment_of_protecting_fores

※

レニュー（RENU）プロジェクト（https://renu-project.com/）※
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オーガニックコットンについては、全て、GOTS認証を取得し、トレーサブルとなっています。

項目 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

オーガニックコットン取扱量（千キロ） 449 556 900 460

綿取引に占める割合 7% 9% 32.2% 18.2%

オーガニックコットンのTraceability 100% 100% 100% 100%

オーガニックコットンのGOTS認証 100% 100% 100% 100%

オーガニックコットン調達パフォーマンスデータ
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コーポレート・ガバナンス

リスク 機会

マテリア
リティ

SDGs
目標

取組む
べき課題 事業分野 コミットメント 具体的対応アプローチ 成果指標 進捗度合

確固たるガ
バナンス体
制の堅持

持続可能な
成長を実現
するガバナ
ンス体制の
維持・強化

コーポレ
ート・ガ
バナンス

独立した客観的な立
場から、経営に対す
る実効性の高い監督
を行うと共に、意思
決定の透明性を高
め、また適正かつ効
率的な業務執行を確
保することにより、
持続的な成長と中長
期的な企業価値の向
上を目指します。

各年の取締役
会評価を通じ
て、取締役会
の監督機能強
化に向けた施
策を継続的に
実施。

1) 取締役会の多様性（社外取締役
常時1/3以上、現在10人中4人）及
び女性比率（昨年度比＋約10%、
現在10人中2人）が向上。

2) 指名委員会の構成人員を社外過
半数（7名中4名、昨年比＋7.1%）
へ増員。（8名中4名 50%→7名中
4名 57.1%）

1)、2)の実行をもって、体制面で
のガバナンス強化については概ね整
備を完了。来年度以降は今年度策定
した「上場子会社ガバナンス方針」
の実施状況をモニタリングし、親子
上場問題にも対応していく。

アクションプラン

コーポレート・ガバナンス、内部統制の機能不全に伴う
事業継続リスク、予期せぬ損失の発生　等

強固なガバナンス体制の確立による意思決定の透明性の向
上、変化への適切な対応、安定的な成長基盤の確立　等

当社独立性判断基準
を満たす高い独立性
を有し、各分野にお
ける高い見識をもっ
て当社の経営に貢献
することが期待され
る、複数の社外取締
役を選任。
中長期的な業績の向
上と、企業価値の増
大への貢献意識を高
めることのできる、
透明性・客観性の高
い役員報酬制度を継
続。

伊藤忠グループは、創業者・伊藤忠兵衛の言葉から生まれた「三方よし（売り手よし、買い手よし、世間よし）」の精神を企業理
念とし、自社の利益だけではなく取引先、株主、社員をはじめ周囲の様々なステークホルダーの期待と信頼に応えて社会課題の解
決に貢献することにより、世の中に善き循環を生み出し、持続可能な社会に貢献することを目指しております。また、社員一人ひ
とりが自らの商いにおける行動を自発的に考え、売り手、買い手のみならず世間に対しても、より善い商い、より善い未来に向け
た「無数の使命」を果たすべく、「ひとりの商人、無数の使命」を企業行動指針と定めています。
伊藤忠商事は、この企業理念及び企業行動指針に則り、様々なステークホルダーとの間で公正かつ良好な関係を構築することによ
り、長期的な視点に立って企業価値の向上を図ることを経営の基本方針とし、この基本方針に従い、適正かつ効率的な業務執行を
確保することができるよう、意思決定の透明性を高めるとともに、監視・監督機能が適切に組み込まれたコーポレート・ガバナン
ス体制を構築します。
充実したコーポレート・ガバナンスのためには、経営者による健全なリーダーシップの発揮と、透明で公正な意思決定の両立が不
可欠であるとの考えのもと、伊藤忠商事は、監査役（監査役会）設置会社として、法令上認められる範囲内で通常の業務執行に属
する事項の経営陣への委任を進める一方、経営監視を強化するための施策を行ってきました。2017年度には、業務執行取締役を
大幅に減員することにより社外取締役比率を3分の1以上に高め、経営の執行と監督の分離を促進し、今後も引続き社外取締役比率
3分の1以上を維持していきます。また、取締役会の諮問委員会として、社外取締役を委員長とし委員総数の過半数を社外役員とす
る「ガバナンス・報酬委員会」及び「指名委員会」を設置しております。なお、社外取締役及び社外監査役の選任にあたっては、
独立性の確保を重視しており、（株）東京証券取引所が定める「独立役員」の要件に加えて、伊藤忠商事独自の独立性判断基準を策
定しております。このように高い独立性が確保された取締役会において、経営陣による業務執行の監督の他、定量面または定性面
から重要性の高い業務執行に関する審議も行っており、業務執行の監督が適切に行われることに加え、重要な業務執行については
社外の視点からの検討も行うことができると考えております。
更に、伊藤忠商事は、株主・投資家等のステークホルダーに対する財務・非財務情報の発信もコーポレート・ガバナンス上の重要
な課題の一つと認識し、様々なステークホルダーとの間の対話を更に促進する目的で「IR基本方針」を定め、適時・適切な情報開
示に努めております。こうした対話の促進により、長期的な視点での伊藤忠商事の企業価値の向上に繋げていきたいと考えており
ます。
伊藤忠商事としては、現状のコーポレート・ガバナンス体制は（株）東京証券取引所の「コーポレートガバナンス・コード」にお
いて標榜されている「攻めのガバナンス」の精神にも適うものであると考えております。一方で、伊藤忠商事が置かれた経営環境
を踏まえた最適なコーポレート・ガバナンス体制を構築すべく、引続き検討を続けていきます。

方針・基本的な考え方
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2020年6月現在、伊藤忠商事は（株）東京証券取引所の「コーポレートガバナンス・コード」に記載された各原則をすべて実施し
ております。
詳細につきましては、コーポレート・ガバナンス報告書（https://www.itochu.co.jp/ja/files/corporate_governance.pdf）を
ご参照ください。

コーポレートガバナンス・コードへの対応状況

取締役会の任意諮問委員会として、取締役会下にガバナンス・報酬委員会及び指名委員会を設置
執行役員、取締役候補者及び監査役候補者の選任の方針と手続
社外取締役及び社外監査役の独立性に関する判断基準を策定

伊藤忠商事は、監査役（監査役会）設置会社として、社外監査役を含めた監査役による経営監視を十分機能させることで監視・監
督機能の充実と意思決定の透明性を確保しております。この監査役による経営監視を主軸とした企業統治体制に加えて、伊藤忠商
事は、取締役会による経営監督の実効性と意思決定の透明性を強化・向上させることを目的に、2017年度より取締役総数の3分の
1以上の社外取締役を選任しており、今後も引続き社外取締役比率3分の1以上を維持していきます。また、取締役会の任意諮問委
員会として、社外取締役を委員長とし委員総数の過半数を社外役員とする「ガバナンス・報酬委員会」及び「指名委員会」を設置
しております。なお、社外取締役及び社外監査役の選任にあたっては、独立性の確保を重視しており、（株）東京証券取引所が定め
る「独立役員」の要件に加えて、伊藤忠商事独自の独立性判断基準を策定しております。取締役総数の3分の1以上の社外取締役を
含む取締役会及びその任意諮問委員会に加え、社外監査役が過半を占める監査役会を基礎とした現状の企業統治体制は、上記に記
載した伊藤忠商事の「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方」に合致したものであると考えております。

現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由
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体制・システム

コーポレート・ガバナンス

取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款及び「取締役会規程」その他の社内規程等に従い、重要事項を決
定するとともに、取締役の職務執行を監督する。

1.

取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び社内規程に従い、担当業務を執行する。2.
取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため執行役員制を採用する。執行役員は、取締役会の
決定のもと、取締役会及び代表取締役の委任に基づき、担当職務を執行する。

3.

監査役は、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に則り、取締役の職務執行の適正性を監査する。4.

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制システムの概要図

（2020年4月1日現在）

HMC＝Headquarters Management Committee　CEO＝Chief Executive Officer　COO=Chief Operating Officer　
CSO=Chief Strategy Officer　CAO＝Chief Administrative Officer　CFO＝Chief Financial Officer　
CDO・CIO＝Chief Digital & Information Officer ALM＝Asset Liability Management

※1

コンプライアンス統括役員はCAO。また、各ディビジョンカンパニーにはカンパニープレジデントを設置。※2
内部統制システムは社内のあらゆる階層に組込まれており、そのすべてを表記することはできませんので、主要な組織及び委
員会のみ記載しています。

※3
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取締役会及び取締役

概要

伊藤忠商事は、取締役会設置会社、監査役（監査役会）設置会社です。
2018年4月1日付にて、取締役会長が最高経営責任者（CEO（Chief Executive Officer））、取締役社長が最高執行責任者
（COO（Chief Operating Officer））を兼務しております。
取締役会は、社内取締役6名、社外取締役4名の計10名で構成されており、取締役会長が取締役会議長を務めています。毎月1
回以上開催することを原則とし、法令、定款及び「取締役会規程」その他の社内規程等に従い、重要事項を決定するととも
に、取締役の職務執行を監督しております。なお、社外取締役のうち2名は女性であり、また、社内取締役一人当たりの平均海
外駐在年数は5.7年です（2020年6月19日現在）。
取締役は、取締役会が決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び社内規程に従い、担当業務を執行しております。
取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため、執行役員制度を採用しております。執行役員
は、取締役会の決定のもと、取締役会及び代表取締役の委任に基づき、担当職務を執行しております。なお、2020年6月19日
時点における執行役員（取締役兼務を含む）の総数は36名で、男性34名、女性2名で構成されております。
社長及び取締役会による適切かつ機動的な業務執行に関する意思決定に資することを目的として、HMC（Headquarters
Management Committee）及び各種社内委員会を設置しております。HMCは、原則として社長が議長を務め、原則として会
長、社長及び社長が指名する執行役員で構成されています。社長の補佐機関として、会社の全般的経営方針及び経営に関する
重要事項を協議しております。

機関設計の形態 取締役会・監査役（監査役会）設置会社

取締役の人数（内、社外取締役の人数） 10名（4名 ）

監査役の人数（内、社外監査役の人数） 5名（3名）

取締役の任期 1年（社外取締役も同様）

執行役員制度の採用 有

社長の意思決定を補佐する機関 HMC（Headquarters Management Committee）が全社経営方針や重要事項を協議

取締役会の任意諮問委員会 ガバナンス・報酬委員会及び指名委員会を設置

コーポレート・ガバナンス体制早見表（2020年6月19日現在）

※

社外取締役のうち2名は女性、社内取締役一人あたりの平均海外駐在年数は5.7年※
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構成

氏名 役位・役職 取締役会出席状況 在任年数 ガバナンス・
報酬委員会

指名
委員会

岡藤 正広 再任 男性
取締役会長
CEO

15／15回（100％） 16年 ○ ○

鈴木 善久 再任 男性
取締役社長
COO
（兼）CDO・CIO

15／15回（100％） 4年 ○ ○

吉田 朋史 再任 男性
取締役 副社長執行役員
住生活カンパニー プレジデント

15／15回（100％） 5年9ヵ月 － －

福田 祐士 再任 男性

取締役 副社長執行役員
東アジア総代表
（兼）アジア・大洋州総支配人
（兼）CP・CITIC管掌

11／11回（100％）
（就任以降）

4年9ヵ月 － －

小林 文彦 再任 男性
取締役 専務執行役員
CAO

15／15回（100％） 5年 － ○

鉢村 剛 再任 男性
取締役 専務執行役員
CFO

15／15回（100％） 5年 － －

村木 厚子
再任

社外

独立

女性 取締役 15／15回（100％） 4年 － ◎

望月 晴文
再任

社外

独立

男性 取締役 15／15回（100％） 3年 ○ ○

川名 正敏
再任

社外

独立

男性 取締役 15／15回（100％） 2年 ◎ －

中森 真紀子
再任

社外

独立

女性 取締役 11／11回（100％）
（就任以降）

1年 ○ －

◎委員長　　○委員
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取締役会の変遷

P︓カンパニープレジデント
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広範囲な事業領域を有する総合商社の取締役会として、適切な経営の監督及び重要な業務執行の意思決定を行えるよう、原則とし
て、会長、社長及び総本社職能担当オフィサーの他、カンパニープレジデントの中から適任者1名を取締役（社内）として選任す
るとともに、取締役会の経営監督機能を強化するため、社外取締役比率を3分の1以上とする、複数名の社外取締役を選任します。
社外取締役については、独立性を重視する観点から、（株）東京証券取引所が定める「独立役員」の要件及び伊藤忠商事の「独立性
判断基準」に定める独立性の要件を満たすとともに、各分野における経験を通じて培った高い見識をもって伊藤忠商事の経営に貢
献することが期待される者を優先的に選任します。取締役候補者については、上記の方針を踏まえ、また、知見、経験、性別、国
際性等の多様性にも留意しながら、会長が原案を作成し、指名委員会での審議を経て、取締役会にて決定します。

氏名 独立役員 選任の理由

村木 厚子 ○

厚生労働省（及び旧労働省）における行政官としての豊富な経験と高い見識を活かして、独立の
立場から伊藤忠商事の経営を監視・監督することを期待して選任しております。なお、村木氏
は、（株）東京証券取引所の「上場管理等に関するガイドライン」に定める独立性基準及び伊藤
忠商事独自の「独立性判断基準」に基づき独立性を有しており、一般株主と利益相反の生じるお
それがないと判断されることから、独立役員に指定しております。

望月 晴文 ○

経済産業省（及び旧通商産業省）における行政官としての豊富な経験と高い見識及び兼職先にお
ける企業経営者としての経験を活かして、独立の立場から伊藤忠商事の経営を監視・監督するこ
とを期待して選任しております。なお、望月氏は、（株）東京証券取引所の「上場管理等に関す
るガイドライン」に定める独立性基準及び伊藤忠商事独自の「独立性判断基準」に基づき独立性
を有しており、一般株主と利益相反の生じるおそれがないと判断されることから、独立役員に指
定しております。

川名 正敏 ○

東京女子医科大学病院の医師として長年従事し、同院副院長等の重要役職を歴任、同大学附属青
山病院病院長としての病院経営の経験と医療に関する高度な知識を活かして、独立の立場から伊
藤忠商事の経営を監視・監督することを期待して選任しております。なお、川名氏は、（株）東
京証券取引所の「上場管理等に関するガイドライン」に定める独立性基準及び伊藤忠商事独自の
「独立性判断基準」に基づき独立性を有しており、一般株主と利益相反の生じるおそれがないと
判断されることから、独立役員に指定しております。

中森 真紀子 ○

公認会計士としての財務及び会計に関する高度な専門知識と豊富な企業経営者としての経験を活
かして、独立の立場から伊藤忠商事の経営を監視・監督することを期待して選任しております。
なお、中森氏は、（株）東京証券取引所の「上場管理等に関するガイドライン」に定める独立性
基準及び伊藤忠商事独自の「独立性判断基準」に基づき独立性を有しており、一般株主と利益相
反の生じるおそれがないと判断されることから、独立役員に指定しております。

取締役候補者の選任の方針と手続き

氏名役割

主な専門的経験分野

主な経歴・資格等
経営全般

海外駐在
（グローバル） 財務・経理 人事・労務

内部統制・
法務／コンプ
ライアンス

健康・医療

村木 厚子
社外取締役
指名委員会委員長

○ ○ ○ ○ 厚生労働省・事務次官

望月 晴文
社外取締役

○ ○
（北米／欧州）

○ ○ 経済産業省・事務次官

川名 正敏
社外取締役
ガバナンス・報酬委員会
委員長

○ ○
（北米）

○ ○ ○
東京女子医科大学病院
副院長、医学博士

中森 真紀子
社外取締役

○ ○ ○

伊藤忠テクノソリュー
ションズ（株）他
複数企業の社外役員、
公認会計士

社外取締役の主な専門的経験分野
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伊藤忠商事社は、会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間で、同法423条1項の損害賠償責任を限
定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役または社外監査役が職務を行うにつき善
意でかつ重大な過失がないときは、同法第425条第1項に定める最低限度額としております。

責任限定契約の内容の概要

報酬

取締役（社外取締役を除く）報酬イメージ伊藤忠商事の現行の取締役報酬制度は、「業績拡大のインセンテ
ィブ」の目的で設計されています。総報酬に占める業績連動型賞
与の割合が高く、また、過去より算定式を含めて本報酬制度を対
外的に開示しており、その透明性が高いことが特徴ですが、中長
期的な業績向上と企業価値増大への貢献意識を高めるため、報酬
の一部として株式報酬を含めています。
2020年度の取締役報酬制度は、①月例報酬、②業績連動型賞
与、③株価連動型賞与及び④業績連動型株式報酬（信託型）から
構成されています。このうち、③株価連動型賞与は、2018年度
に導入した時価総額連動型賞与を改定したもので、導入時に採用
した単年度ベースでの設計ではなく、2018年度から2020年度に
おける当社の株価成長率を、東証株価指数（TOPIX）の成長率と相対評価した上で賞与額を算定するものであり、株式報酬と同様
に、中長期の視点に立った企業価値の増大に対する意識を更に強化することを目的としています。
当期純利益（連結）は、成長に向けた投資や株主還元の原資となる分かり易い指標であるため株式市場の関心が高く、今後も指標
としての重要性は揺るがないと考えており、また、従業員の賞与も当期純利益（連結）に連動させていることから、業績連動型賞
与（上記②）及び業績連動型株式報酬（上記④）の連動指標は「当社株主に帰属する当期純利益（連結）」としています。また、
株価連動型賞与（上記③）については、上述のとおり、2018年度から2020年度における当社の株価成長率を連動指標としていま
すが、株価成長率の算出にあたっては各事業年度における日々の当社株価終値の単純平均値を使用します。

報酬の種類 内容 固定/
変動 報酬限度額 株主総会

決議

①月例報酬
役位ごとの基準額をベースに会社
への貢献度等に応じて決定

固定
月例報酬総額として年額8億円
（うち、社外取締役分は年額1億円）

2019年
6月21日

②業績連動
型賞与

当期純利益（連結）に基づき総支
給額が決定し、取締役の役位ポイ
ントに応じて個別支給額が決定

変動
（単年度）

賞与総額として年額20億円
※社外取締役は不支給

③株価連動
型賞与

2018年度から2020年度における当
社の株価成長率を、東証株価指数
（TOPIX）の成長率と相対評価した
うえで賞与額を算定

変動
（中長期）

④業績連動
型株式報酬

当期純利益（連結）に基づき総支
給額が決定し、業績連動型賞与の
個別支給額の算出にあたり使用す
る取締役の役位ポイントに応じて
個別支給額が決定

以下は2事業年度分かつ取締役及び執行役員を
対象とした限度額

※社外取締役は不支給

2016年
6月24日

取締役に対する報酬制度の概要

当社から信託への拠出上限額︓15億円
対象者に付与するポイントの総数︓130万
ポイント（1ポイント＝1株として換算）
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取締役（社外取締役を除く）報酬構成比率イメージ（2019年度）

当期純利益（連結）が赤字となった場合には、業績連動型賞与、業績連動型株式報酬のいずれも支給されません。※

報酬算定方法

業績連動型賞与

2020年度の業績連動型賞与は、次回定時株主総会終了後、下記方法に基づき算定のうえ、支給額を確定し支払います。

a. 総支給額

総支給額は下記b.の個別支給額の合計額または20億円のいずれか少ない額です。

b. 個別支給額

個別支給額に係る具体的算定フォーミュラを示すと、次のとおりとなります。

総支給額算定ベース ＝（ A + B + C ）× 対象となる取締役の役位ポイントの総和 ÷ 55
A ＝ 2020年度当社株主に帰属する当期純利益（連結）のうち2,000億円に達するまでの部分 × 0.35％
B ＝ 2020年度当社株主に帰属する当期純利益（連結）のうち2,000億円を超え3,000億円に達するまでの部分 × 0.525％
C ＝ 2020年度当社株主に帰属する当期純利益（連結）のうち3,000億円を超える部分 × 0.35％（1円未満切捨て）

個別支給額 ＝ 総支給額算定ベース×役位ポイント÷対象となる取締役の役位ポイントの総和）×20％＋（総支給額算定ベース×役
位ポイント÷対象となる取締役の役位ポイントの総和）×80％×担当組織当期純利益（連結）の計画達成率により決定する乗率

（1,000円未満切上げ）

役位ポイントは次のとおりです。

取締役会長 取締役社長
取締役

副社長執行役員
（国内居住）

取締役
副社長執行役員
（国内非居住）

取締役
専務執行役員

取締役
常務執行役員

10 7.5 5 4 4 3

2020年度における取締役賞与

※

担当組織当期純利益(連結)の計画達成率により決定する乗率︓100％＋(担当組織当期純利益（連結）の計画達成率－100％）
×2（乗率が負数の場合は0％とします）

※

2020年度の当社取締役のうち、担当組織の業績評価を反映する取締役の担当は住生活カンパニーであり、同カンパニーの
2020年度の当期純利益（連結）の計画値は600億円（2020年5月8日に公表）となります。

※

担当組織の業績評価ができないカンパニープレジデント以外の取締役の担当組織当期純利益（連結）の計画達成率は100％とし
ます。

※
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個別支給額の限度額は次のとおりです。
（単位︓百万円）

個別支給額の限度額

取締役会長 560

取締役社長 420

取締役副社長執行役員（国内居住） 280

取締役副社長執行役員（国内非居住） 224

取締役専務執行役員 224

取締役常務執行役員 168

株価連動型賞与

当社は、2018年2月2日開催の取締役会決議に基づき、当社企業価値の増大に向けたインセンティブとする目的で、当社株式時価
総額の前事業年度比増加額に連動する時価総額連動型賞与を導入しましたが、中長期の視点に立った企業価値の増大に対する意識
を更に強化するため、以下の変更を行い、名称を時価総額連動型賞与から株価連動型賞与に改定いたしました。

2019年度及び2020年度の株価連動型賞与は、個別支給額に係る下記の具体的算定フォーミュラに基づき各事業年度ごとに賞与額
を算定のうえ、取締役退任時（取締役退任後において執行役員の地位に就く場合には執行役員退任時）に支給額を確定し支払いま
す。

a. 2019年度

（2019年度の日々の当社株価終値の単純平均値－2018年度の日々の当社株価終値の単純平均値）×1,300,000×（2019年度の役
位ポイント）÷（108.8ポイント）×相対株価成長率

b. 2020年度

（（2020年度の日々の当社株価終値の単純平均値－2018年度の日々の当社株価終値の単純平均値）×1,300,000×（2019年度か
ら2020年度の単年度ごとの役位ポイントの合計）÷（108.8ポイント×2（年））×相対株価成長率 －（上述(i)にて算定した
2019年度の株価連動型賞与）

※3 相対株価成長率＝（2020年度の日々の当社株価終値の単純平均値÷2018年度の日々の当社株価終値の単純平均値）÷（2020
年度の日々のTOPIXの単純平均値÷2018年度の日々のTOPIXの単純平均値）

各取締役の役位ポイントは、業績連動型賞与の算定に用いられるものと同一です。

なお、取締役に対する株価連動型賞与は、業績連動型賞与と合わせた金額が取締役に対する賞与の限度額である20億円を超えない
範囲で支給されます（上記算定式に基づく業績連動型賞与と株価連動型賞与の金額が20億円を超える場合には、業績連動型賞与を
優先的に、限度額に充当します）。

単年度ベースではなく、3年をベースとした設計に変更
より株主の皆様と目線を合わせるため連動指標を時価総額から株価に変更
公平性を担保するため、絶対額に相対的な指標を加味した内容に変更

※1

相対株価成長率＝（2019年度の日々の当社株価終値の単純平均値÷2018年度の日々の当社株価終値の単純平均値）÷（2019
年度の日々のTOPIX の単純平均値÷2018年度のTOPIXの単純平均値）

※1
※2

TOPIX ＝ 東証市場第一部に上場する内国普通株式全銘柄を対象とする株価指数（以下、同じ）※2

※3
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本制度の概要は次のとおりです。

業績連動型株式報酬

2016年6月24日開催の第92回定時株主総会での決議により、当社は、新たに業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」とい
う。）を導入しておりますが、2020年5月13日開催の取締役会決議により、当社は、2020年度以降も本制度を継続しておりま
す。本制度については、後述「本制度の概要」に記載しております。
本制度により取締役等には、信託期間中の毎年6月に、前年7月1日から同年6月末日までの期間を対象として、同年3月31日で
終了した事業年度の業績及び当該支給対象期間の在任月数に応じてポイントが付与されます。
2020年度の取締役（社外取締役を除く）へ付与されるポイントの算定方法は、次のとおりです。なお、1ポイントは当社株式1
株とし、1ポイント未満の端数は切捨てます。

ポイント ＝ 個別株式報酬額  ÷ 信託内の当社株式の取得平均株価  × {（対象期間の開始月である7月から翌年6月までの
間の在任月数（1月未満切上げ））÷ 12}（小数点以下の端数は切捨て）

※1 ※2

個別株式報酬額は、次のとおり算定された総株式報酬額に基づき、算定されます。

各取締役の役位ポイントは、次のとおりです。

取締役会長 取締役社長
取締役

副社長執行役員
（国内居住）

取締役
専務執行役員

取締役
常務執行役員

10 7.5 5 4 3

※1

a. 総株式報酬額
＝（2020年度当社株主に帰属する当期純利益(連結) － 3,000億円） ×0.175％ × 対象となる取締役の役位ポイントの
総和 ÷ 55（1円未満切上げ）

b. 個別株式報酬額
＝総株式報酬額 × 役位ポイント ÷ 対象となる取締役の役位ポイントの総和 （千円未満切捨て）

信託期間の延長が行われた場合には、信託期間の延長に伴い本信託により取得された当社株式の取得平均株価とします
（但し、信託期間の延長に伴い本信託により取得された当社株式がない場合には、延長された信託期間の初日の（株）東
京証券取引所の当社株式の終値とします）。

※2

執行役員（取締役兼務者を除く）に対して毎年6月に付与されるポイントは、取締役に準じた方法により算出するものとしま
す。
本制度は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下、「BIP信託」という。）と称される仕組みを採用しておりま
す。BIP信託とは、米国のパフォーマンス・シェア（Performance Share）制度及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）
制度を参考にした役員に対するインセンティブ・プランです。当社は、取締役等の退任後（当該取締役等が死亡した場合は死
亡後。以下同じ。）に、BIP信託により取得した当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の金銭（以下、「当社株式等」とい
う。）を業績等に応じて当社株式から生じる配当とともに交付または給付します。

本制度の対象者︓当社の取締役及び執行役員（社外取締役及び国内非居住者を除く。2020年6月19日現在の対象者
は、取締役5名、取締役を兼務しない執行役員7名。）

（1）

当社が本信託に拠出する金員の上限︓2事業年度を対象として、合計15億円。（2）
本信託による当社株式の取得方法︓株式市場から取得予定のため、希薄化は生じない。（3）
対象者が取得する当社株式の数（換価処分の対象となる株式数を含む。）の上限︓2事業年度を対象として、信託期
間中に対象者に付するポイントの総数（株式数）の上限は130万ポイント（年平均で65万ポイント）。

（4）

業績達成条件の内容︓ 毎事業年度の「当社株主に帰属する当期純利益（連結）」の水準に応じて業績連動型株式報
酬の原資が変動。詳細は上記記載のとおり。

（5）

対象者に対する当社株式等の交付の時期︓ 退任後（6）
本信託内の当社株式に関する議決権行使︓ 本信託内にある当社株式については、経営への中立性を確保するため、
信託期間中、議決権を行使しない。

（7）
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国内非居住者の取締役は業績連動型株式報酬の対象外であるため、その代替として、当該取締役が業績連動型株式報酬の対象であ
れば支給される、上記(c).の算定式にて算出される個別株式報酬額相当額（但し、国内非居住者の取締役の役位ポイントは15）
に、一定の業績達成率に応じて加減算して算出される額を、上記とは別の業績連動型賞与として、次回定時株主総会終了後、支給
額を確定し支払います（1,000円未満切上げ）。当該業績連動型賞与は、上記の業績連動型賞与及び上記の株価連動型賞与を合わ
せた金額が賞与限度額である20億円（2019年6月21日株主総会決議）を超えない範囲で支給されます（当該業績連動型賞与及び
上記の業績連動型賞与並びに上記の株価連動型賞与の金額が20億円を超える場合には、当該業績連動型賞与及び上記の業績連動型
賞与を優先的に、限度額に充当します）。

国内非居住者の取締役に対する特則

2019年度における伊藤忠商事の取締役に対する報酬等の内容は、次のとおりです。

役員区分 人員数（名） 報酬等の総額（百万円） 内訳

取締役（内、社外） 10（4） 2,298（59）

（百万円未満四捨五入）

2019年度の報酬等総額が1億円以上である役員の氏名、役員区分及び報酬額の内訳は、次のとおりです。

氏名 役員区分 月例報酬 業績連動型賞与 株価連動型賞与 特別慰労一時金 株式報酬 合計

岡藤 正広* 取締役 153百万円 351百万円 30百万円 50百万円 49百万円 632百万円

鈴木 善久 取締役 90百万円 263百万円 22百万円 40百万円 37百万円 452百万円

吉田 朋史 取締役 85百万円 171百万円 15百万円 25百万円 24百万円 320百万円

福田 祐士* 取締役 66百万円 207百万円 15百万円 25百万円 0百万円 313百万円

小林 文彦 取締役 71百万円 140百万円 12百万円 20百万円 20百万円 263百万円

鉢村 剛 取締役 68百万円 140百万円 12百万円 20百万円 20百万円 259百万円

（百万円未満四捨五入）

2019年度における役員報酬等

月例報酬 591百万円（59百万円）（1）
業績連動型賞与 1,273百万円（2）
株価連動型賞与 105百万円（3）
特別慰労一時金 180百万円（4）
株式報酬 149百万円（5）

株主総会決議による取締役の報酬限度額は、月例報酬総額として年額8億円（うち、社外取締役分は年額1億円）、上記報酬額
とは別枠で取締役（社外取締役を除く）に対する賞与総額として年額20億円（いずれも2019年6月21日株主総会決議）です。

※1

株主総会決議による監査役の報酬限度額は、月額総額13百万円（2005年6月29日株主総会決議。2020年6月19日現在の対象
者は5名。）です。

※2

当社は、特別慰労一時金を支給することを、ガバナンス・報酬委員会の審議を経たうえで2020年5月13日開催の取締役会で決
議しております。これは、厳しさを増す経営環境にもかかわらず、当社が史上最高益を更新したことを踏まえて、取締役賞与
の限度額を超えない範囲で支給するものです。

※3

当社は2016年6月24日開催の第92回定時株主総会において、取締役の業績連動型株式報酬（役員報酬BIP信託）の導入を決議
しております。表の株式報酬の総額は、役員報酬BIP信託に関して当事業年度中に付与した株式付与ポイントに係る費用計上
額等です。

※4

株価連動型賞与の賞与額は、2020年度終了時に確定します。※5

2019年度の取締役（社外取締役を除く）の報酬は、月例報酬、業績連動型賞与、株価連動型賞与、特別慰労一時金及び業績連
動型株式報酬（役員報酬BIP信託）により構成されております。月例報酬は役位ごとの基準額をベースに会社への貢献度等に応
じて決定され、業績連動型賞与は当社株主に帰属する当期純利益（連結）に基づき総支給額が決定され、株価連動型賞与は当
社の株価成長率を、東証株価指数（TOPIX）と相対評価したうえで賞与額を算定する仕組みをとっております。なお、*印の取
締役の月例報酬には住宅手当が含まれております。

※
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伊藤忠商事は、2019年度の取締役及び監査役を対象として取締役会の実効性に関する評価を実施しました。
評価の結果、取締役会の構成、任意諮問委員会の構成、役割・責務、運営状況、情報提供・トレーニングの面において、伊藤忠商
事の取締役会の実効性は確保されていることを確認しました。
外部コンサルタントよりは、アンケート設問の大多数でスコアが改善していることに加え、①多様性向上や諮問委員会構成等の外
形的な前進、②議事進行・運営の向上による取締役会の議論の活発化、③情報共有の拡充等を通じ、取締役会の実効性は更に前進
している、との評価がありました。
また、前回評価において継続課題として認識した「「モニタリング重視型」への移行を踏まえた取締役会の運用」については、経
営戦略や企業理念等伊藤忠商事が目指すべき中長期的な企業価値向上に向けた議論が行われ、着実な進展がみられました。
一方、今後の課題として、①取締役会の更なる多様性向上、②取締役会の中長期的な議論の一層の拡充、及び③社外役員の情報提
供強化等について、引続き取組みを要するとの意見がありました。
上記の調査結果を踏まえ、伊藤忠商事は、社外役員の多様性向上に向けた検討を継続すると共に、取締役会における大きなテーマ
での議論の拡充を図って参ります。
伊藤忠商事は、今回の取締役会評価の結果を踏まえ、引き続き取締役会の実効性の維持・向上に取組んでいきます。
（上記取締役会評価結果の概要については、伊藤忠商事ホームページ上にて公表しております。以下のURLをご参照下さい。
https://www.itochu.co.jp/ja/files/board_evaluation_2019j.pdf）

実効性評価

取締役会の監督機能を強化し、意思決定プロセスの透明性を高めるため、取締役会の任意諮問委員会として、取締役会下に社外取
締役を委員長とし、委員総数の過半数を社外役員とするガバナンス・報酬委員会及び指名委員会を設置しております。

取締役会の任意諮問委員会

名称 役割

ガバナンス・
報酬委員会

執行役員・取締役の報酬制度、その他ガバナンス関連議案の審議

2019年度は合計3回開催し、全委員会に全委員が出席のうえ、役員報酬制度、2018年度及び2019年度の取
締役会評価、上場子会社ガバナンス方針、指名委員会改組等につき審議を行っております。

指名委員会

執行役員の選解任、取締役・監査役候補の指名、取締役・監査役の解任、及び役付取締役・役付執行役員の
選定・解職等の議案の審議

2019年度は合計4回開催し、このうち1回の委員会には社外役員である委員のみが出席し、他3回の委員会に
は全委員が出席のうえ、役員人事、後継者計画等につき審議を行っております。

ガバナンス・報酬委員会及び指名委員会の構成（2020年6月19日現在）

氏名 役位 ガバナンス・報酬委員会 指名委員会

岡藤 正広 代表取締役会長 ○ ○

鈴木 善久 代表取締役社長 ○ ○

小林 文彦 代表取締役  ○

村木 厚子 社外取締役 ◎（委員長）

望月 晴文 社外取締役 ○ ○

川名 正敏 社外取締役 ◎（委員長）  

中森 真紀子 社外取締役 ○  

土橋 修三郎 常勤監査役 ※

京田 誠 常勤監査役 ○  

間島 進吾 社外監査役  ○

瓜生 健太郎 社外監査役  ○

大野　恒太郎 社外監査役 ○  

 (7名) (7名)

諮問機関

土橋監査役はオブザーバーとして出席。※
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名称 委員長 目的

内部統制委員会 CAO 内部統制システムの整備に関する事項の審議

開示委員会 CFO 企業内容等の開示及び財務報告に係る内部統制の整備・運用に関する事項の審議

ALM委員会 CFO リスクマネジメント体制・制度及びB/S管理に関する事項の審議

コンプライアンス委員会 CAO コンプライアンスに関する事項の審議

サステナビリティ委員会 CAO
サステナビリティ及びESG（環境活動、社会貢献活動を含む。但し、ガバナンス関
連事項は除く）に関する事項

投融資協議委員会 CFO 投融資案件に関する事項の審議

新本社ビル開発委員会 CAO 東京新本社ビルに関する事項の審議

主な社内委員会

社長及び取締役会による適切かつ機動的な業務執行に関する意思決定に資することを目的として、HMC（Headquarters
Management Committee）及び各種社内委員会を設置しております。HMCは、原則として社長が議長を務め、原則として会
長、社長及び社長が指名する執行役員で構成されています。社長の補佐機関として、会社の全般的経営方針及び経営に関する
重要事項を協議しております。
各種社内委員会では、各々の担当分野における経営課題について慎重な審査・協議を行っております。また、内部統制委員会
等の一部の社内委員会には外部有識者を委員とする等、外部の意見を取り入れ、社長及び取締役会の意思決定に役立てており
ます。主な社内委員会とその役割は次のとおりです（2020年6月19日現在）。

執行役員は、原則、伊藤忠商事の職務等級制度における経営者候補層の中から高評価を得、誠実な人格で高い識見と能力を有して
いる者、または既に執行役員として選任されている者の中から、その職責を全うするために必要な知見と経験を有する者を毎年選
任します。選任の手続としては、新任の者については役員の推薦に基づき、また、再任の者については執行役員としての業績評価
を踏まえて会長が候補者を選定し、指名委員会での審議を経て、取締役会にて決定します。なお、執行役員が伊藤忠商事の執行役
員規程に違反したとき、その他執行役員としてふさわしくないと認められる場合には、会長（又は指名委員会委員長）による立案
に基づく指名委員会での審議を経て、取締役会の決議により適時に解任するものとします。

執行役員の選任の方針と手続

監査役会及び監査役

概要

監査役と監査役会は、監査の品質向上及び効率化並びにコーポレート・ガバナンスの充実・強化への寄与を目的として、会計
監査人との間で、相互の監査計画・監査の実施状況及び結果その他監査上の重要事項について、積極的に情報及び意見の交換
を行う等連携強化に努めております。
監査役と監査部（内部監査部門）の間では、内部監査計画を協議するとともに、定期的に内部監査結果及び指摘・提言事項等
につき、相互に意見交換する等、密接な情報交換・連携を図っております。
監査部は会計監査人とも定期会合を持ち、情報交換を行う等連携を図っております。
監査役会は、常勤監査役2名、社外監査役3名の計5名で構成されています。また、監査役会に直属する監査役室を設置し、監査
役の職務補助に専従する使用人を5名（2020年6月19日現在）配置しており、当該使用人に対する指揮命令権限は監査役に専
属します。
監査役会は、定時株主総会終了後、最初の監査役会において、翌年の定時株主総会までの期間の監査計画として、監査の方
針、監査業務の分担並びに監査実計画を決定し、各監査役は、「監査役会規程」、「監査役監査基準」に従い、取締役・執行
役員の職務執行についての適正性を監査しております。
なお、間島進吾社外監査役は、日本及び米国の公認会計士の資格を有し、財務及び会計並びに内部統制に関する相当程度の知
見を有しており、また、瓜生健太郎社外監査役及び大野恒太郎社外監査役は、日本の弁護士の資格を有し、法律並びにコンプ
ライアンスに関する相当程度の知見を有しております。
監査役、監査部及び会計監査人による監査の結果は、適時適切に取締役会、HMC、社内委員会等に報告され、意思決定にあた
り十分考慮されるとともに、経営の改善に活かされております。
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氏名 当社における地位 取締役会出席状況 監査役会出席状況 在任
年数

ガバナンス・
報酬委員会 指名委員会

土橋 修三郎 常勤監査役
15／15回
（100％）

13／13回
（100％）

2年 － ※

京田 誠 常勤監査役 － － － ○ －

間島 進吾
社外

独立
監査役

15／15回
（100％）

13／13回
（100％）

7年 － ○

瓜生 健太郎
社外

独立
監査役

15／15回
（100％）

13／13回
（100％）

5年 － ○

大野 恒太郎
社外

独立
監査役

13／15回
（87％）

13／13回
（100％）

3年 ○ －

○委員　　※オブザーバー

構成

監査役候補者の選任の方針と手続き

広範囲な事業領域を有する総合商社の監査役として、経営の監査・監視を適切に行えるよう、伊藤忠商事の経営に関する知見や、
会計、財務、法律、リスク管理等の各分野で高度な専門知識を有し、広範囲にわたる経験を兼ね備えた者を監査役として選任しま
す。伊藤忠商事は、監査役会設置会社として監査役の半数以上を社外監査役とし、社外監査役については、独立性を重視する観点
から、（株）東京証券取引所が定める「独立役員」の要件及び伊藤忠商事の「独立性判断基準」に定める独立性の要件を満たすとと
もに、高度な専門知識や各分野での豊富な経験をもって伊藤忠商事の経営を適切に監査・監視することが期待される者を選任しま
す。また、監査役のうち最低1名は、財務及び会計について相当程度の知見を有する者を選任します。監査役候補者については、
上記の方針を踏まえて会長が常勤監査役と協議のうえ原案を作成し、指名委員会での審議を経て、監査役会の同意を得たうえで取
締役会にて決定します。

氏名 独立役員 選任の理由

間島 進吾 ○

長年にわたる公認会計士としての財務及び会計の監査業務に関する高度な専門知識と豊富な経験
を活かして、独立の立場から伊藤忠商事の経営を監視・監査することを期待して選任しておりま
す。なお、間島氏は、（株）東京証券取引所の「上場管理等に関するガイドライン」に定める独
立性基準及び伊藤忠商事独自の「独立性判断基準」に基づき独立性を有しており、一般株主と利
益相反の生じるおそれがないと判断されることから、独立役員に指定しております。

瓜生 健太郎 ○

弁護士としての法律に関する高度な専門知識と豊富な経験を活かして、独立の立場から伊藤忠
商事の経営を監視・監査することを期待して選任しております。なお、瓜生氏は、（株）東京
証券取引所の「上場管理等に関するガイドライン」に定める独立性基準及び伊藤忠商事独自の
「独立性判断基準」に基づき独立性を有しており、一般株主と利益相反の生じるおそれがない
と判断されることから、独立役員に指定しております。

大野 恒太郎 ○

法務省にて、法務事務次官、東京高等検察庁検事長、検事総長等の重要役職を歴任する等、法
律に関する高度な専門知識と豊富な経験を活かして、独立の立場から伊藤忠商事の経営を監
視・監査することを期待して選任しております。なお、大野氏は、（株）東京証券取引所の
「上場管理等に関するガイドライン」に定める独立性基準及び伊藤忠商事独自の「独立性判断
基準」に基づき独立性を有しており、一般株主と利益相反の生じるおそれがないと判断される
ことから、独立役員に指定しております。
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氏名役割
主な専門的経験分野

主な経歴・資格等
経営全般 海外駐在

（グローバル） 財務・経理 人事・労務 内部統制・法務／
コンプライアンス

間島 進吾
社外監査役

○ ○
（北米）

○ ○
中央大学常任理事、KPMG LLP シニア
パートナー、日本・米国（ニューヨーク
州）公認会計士

瓜生 健太郎
社外監査役

○ ○
（アジア）

○ 瓜生・糸賀法律事務所代表、弁護士

大野 恒太郎
社外監査役

○ ○ ○ 検事総長、法務省・事務次官、弁護士

社外監査役の主な経験分野

伊藤忠商事は、会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間で、同法423条1項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役または社外監査役が職務を行うにつき善意
でかつ重大な過失がないときは、同法第425条第1項に定める最低限度額としております。

責任限定契約の内容の概要

2019年度における伊藤忠商事の監査役に対する報酬等の内容は、次のとおりです。

役員区分 人員数（名） 報酬等の総額（百万円） 内訳

監査役（内、社外） 5（3） 131（45） 月例報酬のみ

（百万円未満四捨五入）

報酬

独立役員による牽制

独立性判断基準

伊藤忠商事は、社外役員の独立性に関する判断基準を取締役会において決定し、伊藤忠商事ホームページ上にて公表しており
ます。以下のURLをご参照下さい。
https://www.itochu.co.jp/ja/about/governance_compliance/governance/pdf/independence_criteria.pdf
伊藤忠商事は、東証の独立性基準及び伊藤忠商事の上記判断基準に基づき、独立役員の資格を充たす社外役員をすべて独立役
員に指定しております。
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独立役員の状況

村木取締役は、2019年度に開催された取締役会15回のすべてに出席し、社外取締役として客観的・中立的な立場から発言を行
っております。2019年度はガバナンス・報酬委員会の委員長を務め、役員報酬等に関する議論を主導しました。また、内部統
制・コンプライアンス、人材活用や組織活性化の分野における数多くの有益な提言等を行っております。
望月取締役は、2019年度に開催された取締役会15回のすべてに出席し、社外取締役として客観的・中立的な立場から発言を行
っております。2019年度は指名委員会の委員長を務め、経営陣幹部の選解任や後継者計画について実質面での議論を主導しま
した。また、内部統制・コンプライアンスや次世代ビジネスを含む幅広い視点から数多くの有益な提言等を行っております。
川名取締役は、2019年度に開催された取締役会15回のすべてに出席し、社外取締役として客観的・中立的な立場から発言を行
っております。2019年度はガバナンス・報酬委員会の委員を務め、伊藤忠商事のガバナンスの更なる進化に貢献しました。ま
た、健康経営やメディカルケア関連ビジネスの分野において、専門知識を活かして数多くの有益な提言等を行っております。
中森取締役は、就任後に開催された2019年度の取締役会11回のすべてに出席し、社外取締役として客観的・中立的な立場から
発言を行っております。2019年度はガバナンス・報酬委員会の委員を務め、伊藤忠商事のガバナンスの更なる進化に貢献しま
した。また、内部統制・コンプライアンスや次世代ビジネスの分野において、専門知識・経験を活かして数多くの有益な提言
等を行っております。
社外取締役については、その客観的・中立的な立場から、当社の取締役会及び取締役会の任意諮問委員会において積極的に助
言・提言を行う 等、社内取締役に対する監視・監督機能と多様な視点に基づく経営助言機能を適切に発揮することにより、取
締役会による経営監督の実効性と 意思決定の透明性の確保・向上に寄与していただいていると考えております。
間島監査役は、2019年度に開催された取締役会15回のすべてに出席し、また、当該年度に開催された監査役会13回のすべて
に出席し、社外監査役として客観的・中立的な立場から発言を行っております。2019年度は指名委員会の委員を務め、伊藤忠
商事の役員指名の客観性の向上に貢献しました。
瓜生監査役は、2019年度に開催された取締役会15回のすべてに出席し、また、当該年度に開催された監査役会13回のすべて
に出席し、社外監査役として客観的・中立的な立場から発言を行っております。2019年度は指名委員会の委員を務め、伊藤忠
商事の役員指名の客観性の向上に貢献しました。
大野監査役は、2019年度に開催された取締役会15回のうち13回に出席し、また、当該年度に開催された監査役会13回のすべ
てに出席し、社外監査役として客観的・中立的な立場から発言を行っております。2019年度はガバナンス・報酬委員会の委員
を務め、伊藤忠商事のガバナンスの更なる進化に貢献しました。
社外監査役については、その客観的・中立的な立場から、伊藤忠商事の取締役会及び取締役会の任意諮問委員会において積極
的に意見を述べる等、取締役の職務執行に対する監視・監査機能を適切に発揮することにより、取締役会における意思決定の
透明性の確保・向上に寄与していただいているものと考えております。

伊藤忠商事は203社の連結子会社（2019年度末日現在）を有し、日本及び世界各国において広範な事業を展開しておりますが、グ
ループの中核を担う伊藤忠商事は、経営方針や短期・中期の経営計画をグループベースで策定し、セグメント毎に定期的にその進
捗状況をモニタリングすると共に、多様なリスクにグループとして適切に対処するため、取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制並びにその他業務の適正を確保するために必要な体制（内部統制システム）をグループベースで
整備しております。

具体的には、各子会社に対して原則として取締役及び監査役を派遣し、当該取締役及び監査役が各子会社における職務執行の監
督・監査を行うことにより、子会社における取締役等及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合するよう努めております。ま
た、伊藤忠グループの市場リスク、信用リスク、カントリーリスク、投資リスクその他様々なリスクに対処するため、各種の社内
委員会や責任部署を設置すると共に、必要なリスク管理体制及び管理手法をグループベースで整備し、リスクを総括的かつ個別的
に管理しています。更に、伊藤忠商事は、グループコンプライアンスプログラムを策定し、法令違反等の事案発生を未然に防止す
るために必要な体制及び制度を構築・運用の上、定期的なレビューを通じて、その継続的改善に努めております。

伊藤忠商事は、上記連結子会社のうち、上場子会社である伊藤忠テクノソリューションズ（株）、伊藤忠エネクス（株）、伊藤忠食
品（株）、コネクシオ（株）、タキロンシーアイ（株）、（株）ファミリーマート、及びプリマハム（株）につき、各社の独立性を尊
重し、かつ株主平等の原則から反するような行為は行いません。特に、伊藤忠商事と当該上場子会社の一般株主との間に利益相反
リスクがあることを踏まえ、当該上場子会社としての独立した意思決定を担保するために、当該上場子会社に対して、独立社外取
締役を有効に活用した実効的なガバナンス体制の構築を促しております。具体的には、①独立社外取締役を取締役総数の3分の1以
上とすること、②独立性のある取締役会諮問委員会を設置すること、③独立社外監査役を監査役総数の半数以上とすることを要請
しており、上述の上場子会社において概ね当該要請に沿った形でのガバナンス体制が構築されております。

上述のガバナンス体制を前提として、伊藤忠商事における上場子会社の保有意義としては、各上場子会社に共通のものとして、①
知名度、信用力及び伊藤忠商事からの独立性に基づく取引先の拡大、②伊藤忠商事と上場子会社間をはじめとするグループ内シナ
ジーの拡大、③当該上場子会社に対する伊藤忠商事の資金負担の軽減、④優秀な人材の確保等が挙げられますが、伊藤忠グループ
の経営戦略における位置づけや営業的な視点に立った各上場子会社の保有意義は以下のとおりです。

上場子会社の保有意義及びガバナンスに関する方針
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会社名 保有意義

伊藤忠テクノソリュー
ションズ（株）

同社は、伊藤忠グループの国内外ネットワークを活かしたソリューション開発やグループ企業へ
のサービス展開等を進めて業容を拡大しており、伊藤忠商事と同社は事業パートナーとして適切
な関係にあります。なお、同社は伊藤忠商事が過去に行っていた情報産業ビジネスの一部を継承
して独立した企業であり、伊藤忠商事の事業とは競合関係になく、同社との取引も僅少です。

伊藤忠エネクス（株）

同社は、国内の幅広い顧客基盤を活かし、既存エネルギー事業、電力事業に加え、新燃料販売、
物流効率化事業、次世代ビジネス等を展開しており、同事業において伊藤忠グループが国内外で
安定収益基盤を構築していくうえで重要且つ不可欠な存在です。なお、同社は過去に伊藤忠商事
の子会社を母体として独立した企業であり、伊藤忠商事の事業とは競合関係になく、同社との取
引も僅少です。

伊藤忠食品（株）

同社は、酒類・加工食品の販売を主要事業としております。同社の存在により、伊藤忠商事は国
内の多様な小売業との安定的な顧客接点を有するに至っており、この販売チャネルを活用し、食
品流通分野における伊藤忠商事の収益の最大化を目指しております。なお、同社との連携を強化
しシナジーを追求する一方、伊藤忠商事は同社との間で、互いの経済合理性を追求することを前
提とした取引関係を構築しております。

コネクシオ（株）

同社は、伊藤忠グループのネットワークを活用することにより携帯アクセサリー販売、異業種連
携の推進等を進めて業容を拡大しており、伊藤忠商事と同社は事業パートナーとして適切な関係
にあると考えております。なお、同社は伊藤忠商事が過去に行っていた携帯端末販売ビジネスを
継承して独立した企業であり、伊藤忠商事の事業とは競合関係になく、同社との取引も僅少で
す。

タキロンシーアイ（株）

同社は、高度な技術力と大規模な生産キャパシティを有し、伊藤忠グループの合成樹脂事業にお
ける中核会社に位置付けています。伊藤忠商事が持つ幅広い海外ネットワークを活用した同社製
品の海外展開支援等のシナジー効果を通じて、伊藤忠グループ収益の最大化を目指します。な
お、同社との連携を強化しシナジーを追求する一方、伊藤忠商事は同社との間で、互いの経済合
理性を追求することを前提とした取引関係を構築しております。

（株）ファミリーマート

同社は、日本を含む8か国でコンビニエンスストア事業を展開しております。伊藤忠グループにお
ける生活消費関連ビジネスの要として、多様化する消費者のニーズを捉えた新しい商品・サービ
スの共同開発、顧客の利便性向上に資するデジタル戦略の推進を通じて、事業基盤の一層の強化
を図ってまいります。なお、伊藤忠グループは同社との間で、互いの経済合理性を追求すること
を前提とした取引関係を構築しております。

プリマハム（株）

同社は、食肉販売及び畜産加工品の製造販売を主要事業としており、伊藤忠商事の畜産バリュー
チェーンの中で最終製品の供給という重要な役割を担います。伊藤忠商事は、同社とのシナジー
を追求する一方、他社とも幅広く取引を行うことでバリューチェーンをより強固なものとしてお
ります。なお、伊藤忠商事は同社との間で、互いの経済合理性を追求することを前提とした取引
関係を構築しております。

なお、グループ全体の企業価値の向上のため、伊藤忠商事は親会社・大株主として当該上場子会社の法令遵守体制・状況につき、
常に十分な注意を払い、必要に応じてコンプライアンスに関わる一定の事項や、内部統制システムの構築等について助言・支援を
適宜行っております。
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伊藤忠商事は、2006年4月19日の取締役会において「内部統制システムに関する基本方針」を制定しています（直近では2020年
4月1日付で一部改訂）。この内部統制システムについては、不断の見直しによって継続的に改善を図り、より適正かつ効率的な体
制の構築に努めることとしています。

内部統制システム

内部統制システムに関する基本方針

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
（1）コーポレート・ガバナンス

取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款及び「取締役会規程」その他の社内規程等に従
い、重要事項を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督する。

1.

取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び社内規程に従い、担当業務を執行
する。

2.

取締役会の意思決定機能と監督機能の強化及び業務執行の効率化を図るため執行役員制を採用する。執行役員
は、取締役会の決定の下、取締役会及び代表取締役の委任に基づき、担当職務を執行する。

3.

監査役は、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に則り、取締役の職務執行の適正性を監査する。4.

（2）コンプライアンス
取締役、執行役員及び使用人は、「伊藤忠グループ企業理念」及び「伊藤忠グループ企業行動指針」に則り行
動する。

1.

コンプライアンス統括役員（代表取締役）、コンプライアンス委員会及びコンプライアンスに係る事項を統括
する部署を設置するとともに、「伊藤忠グループコンプライアンスプログラム」を制定し、コンプライアンス
体制の充実に努める。

2.

（3）財務報告の適正性確保のための体制整備
商取引管理及び経理に関する社内規程を整備するとともに、CFO（Chief Financial Officer）を設置し、財務報
告の適正性を確保するための体制の充実を図る。

1.

開示委員会を設置するとともに、財務報告の適正性を確保するための体制につき、その整備・運用状況を定期
的に評価し改善を図る。

2.

（4）内部監査
社長直轄の監査部を設置する。監査部は、「監査規程」に基づき業務全般に関し、法令、定款及び社内規程の遵守
状況、職務執行の手続き及び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施する。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役は、「情報管理規程」、「文書管理規則」その他の社内規程に従い、株主総会議事録等の職務執行に係る重要な
文書を、関連資料とともに適切に保存・管理し、取締役及び監査役は、いつでも、これを閲覧することができる。ま
た、会社の重要な情報の適時開示その他の開示を所管する部署を設置するとともに、取締役は、開示すべき情報を迅速
かつ網羅的に収集した上で、法令等に従い適時かつ適切に開示する。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
市場リスク、信用リスク、カントリーリスク、投資リスクその他様々なリスクに対処するため、各種の社内委員会や責
任部署を設置するとともに、各種管理規則、投資基準、リスク限度額・取引限度額の設定や報告・監視体制の整備等、
必要なリスク管理体制及び管理手法を整備し、リスクを総括的かつ個別的に管理する。また、管理体制の有効性につき
定期的にレビューする。
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4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（1）HMC及び各種社内委員会

社長補佐機関としてHMC（Headquarters Management Committee）及び各種の社内委員会を設置し、社長及
び取締役会による適切かつ機動的な意思決定に資するものとする。

（2）ディビジョンカンパニー制
ディビジョンカンパニー制を採用し、各カンパニーにはカンパニープレジデントを設置して、法令、定款、社内規
程等に従い、担当事業領域の経営を行う。また、カンパニーごとに、数値目標を設定し、定期的に数値目標の達成
度を検証することにより、経営管理を行う。

（3）職務権限・責任の明確化
適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、社内規程を整備し各役職者の権限及び責任の明確化を図る。

5. 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
（1）子会社管理・報告体制

子会社統括部署を設置する。また、子会社ごとに主管部署を定め、主管部署が連結会社経営に関する社内規程
に従い、子会社の経営管理及び経営指導にあたるとともに、各子会社には原則として取締役及び監査役を派遣
して業務の適正を確保する。

1.

当社が子会社を通じて間接的に保有する子会社に関しては、原則として、当社が直接保有する子会社をして経
営管理及び経営指導にあたらせることにより、本基本方針に基づく業務の適正が確保されるように努める。

2.

子会社の経営上の重要事項に関しては、子会社の事業内容・規模、上場／非上場の別等を考慮の上、原則とし
て、子会社ごとに、当社の事前承認を要する事項や当社への報告を要する事項を取決める。

3.

（2）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
子会社の事業内容・規模、上場／非上場の別等を考慮の上、リスクカテゴリー毎にグループ内での管理対象会社を
選定し、グループ全体のリスクを管理する。また、管理体制の有効性につき定期的にレビューする。

（3）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
連結ベースにて経営計画を策定し、当該経営計画の達成のため子会社の経営指導にあたるとともに、当社よりグル
ープファイナンス等の機能の提供を通じた支援を実施する。

（4）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
各子会社に対して原則として取締役及び監査役を派遣し、当該取締役及び監査役が各子会社における職務執行
の監督・監査を行うことにより、子会社における取締役等及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合するよ
うに努める。

1.

「伊藤忠グループコンプライアンスプログラム」において、コンプライアンス体制の整備につき指針を示し、
当該事項の実施状況につき定期的なモニター・レビューを実施するとともに、必要に応じて子会社における教
育・研修を実施し、グループ全体のコンプライアンスの徹底に努める。

2.

子会社の業務活動全般も監査部による内部監査の対象とする。3.

6. 監査役の補助使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査役会に直属する監査役室を設置し、監査役の職務補助に専従する使用人を置く。当該使用人に対する指揮命令権限
は監査役に専属し、その人事考課は、監査役会で定めた監査役が行い、その人事異動及び懲戒処分は、事前に当該監査
役の同意を必要とする。

7. 取締役及び使用人による監査役への報告体制等
（1）重要会議への出席

監査役は、取締役会、HMCその他の重要な会議に出席し、取締役等からその職務執行状況を聴取し、関係資料を
閲覧することができる。

（2）報告体制
取締役及びその他の役職者は、定期的に職務執行状況を監査役に報告する。また、取締役及びその他の役職者
は、監査役に対して、法令が定める事項のほか、財務及び事業に重大な影響を及ぼすおそれのある決定の内容
等をその都度直ちに報告する。

1.

使用人は、監査役に対して、当社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実等を直接報告することができる。2.
「伊藤忠グループコンプライアンスプログラム」において、監査役に対して報告を行った取締役及び使用人に
対する不利益取扱を禁止する旨明記し、周知徹底する。

3.
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以上

8. 子会社の取締役・監査役等及び使用人またはこれらの者から報告を受けた者による監査役への
報告体制等

（1）報告体制
子会社の取締役及び監査役は、当社の監査役に対して、当該子会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実等
を直接報告することができる。

1.

コンプライアンス統括部署は、子会社の役職員から報告された、当該子会社に著しい損害を及ぼすおそれがあ
る事実等の概要について、定期的に当社監査役に対して報告する。

2.

「伊藤忠グループコンプライアンスプログラム」において、上記により監査役に対して報告を行った者に対す
る不利益取扱を禁止する旨明記し、十分周知する。

3.

9. 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部
署において確認のうえ、速やかに当該費用または債務を処理する。

10. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（1）監査部の監査役との連携
監査部は、監査役との間で、各事業年度の内部監査計画の策定、内部監査結果等につき、密接な情報交換及び連携
を図る。

（2）外部専門家の起用
監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、外部専門家を独自に起用することができる。

内部統制システムを適正に運用するため、伊藤忠商事は、基本方針に定める各事項を更に細分化した確認項目を年度ごとに策定
し、各確認項目について担当部署を定めたうえで、半期ごとに開催される内部統制委員会において、各担当部署（及び関連するそ
の他の社内委員会）による内部統制システムの構築・運用状況を確認する体制を取っております。内部統制委員会（2020年度）
は、CAOを委員長、事務局を業務部とし、CFO、監査部長及び外部専門家（弁護士）が委員となって構成されている他、監査役も
毎回出席し、意見を述べております。
内部統制委員会では、各担当部署から提出される上記確認事項ごとの達成状況や課題等をまとめたチェックリストの内容を検証す
ることに加え、財務報告の適正性確保のための体制、コンプライアンス体制、損失の危険の管理のための体制、及び企業集団にお
ける内部統制システムの構築・運用状況等の重要事項については、各担当部署からなされる個別の報告内容を検証することで、内
部統制システムの構築・運用状況を確認しております。
また、内部統制委員会における審議結果については、HMC及び取締役会に対しても年2回報告されており、取締役会において、内
部統制システムの構築・運用状況について最終的な通期評価を行っております。
内部統制に関連する主な社内委員会の開催状況（2019年度）は、内部統制委員会が2回、コンプライアンス委員会が2回、ALM委
員会が10回となっております。
なお、伊藤忠商事の内部統制システムは伊藤忠商事及び伊藤忠商事の子会社から成る企業集団ベースで構成されており、その運用
状況及び子会社における内部統制システムの構築・運用状況等については定期的に内部統制委員会に報告されております。
この内部統制システムについては、不断の見直しによって継続的に改善を図り、より適正かつ効率的な体制の構築に努めることと
しております。また、伊藤忠商事は2020年5月8日に開催した取締役会において、基本方針に定める各事項について2019年度にお
ける構築・運用状況を評価しましたが、重大な欠陥や不備は存在しないことを確認しました。

内部統制システムの運用状況の概要

連結ベースの財務報告の信頼性をより高めるために、社内体制を構築し、財務報告に係る整備・運用状況を定期的に評価すること
により、適宜改善を図っています。具体的には、各組織に内部統制統括責任者を任命して整備・運用を進め、監査部が評価し、各
組織へフィードバックすることにより、継続的な改善活動を実行しています。この取組み全体を監査部が企画・管理し、重要項目
はCFOを委員長とする開示委員会で審議のうえ意思決定をすることにより、全社的な内部統制の強化に努めています。

財務報告の信頼性を高めるための取組み
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伊藤忠グループの市場リスク、信用リスク、カントリーリスク、投資リスクその他さまざまなリスクに対処するため、各種の社内
委員会や責任部署を設置すると共に、各種管理規則、投資基準、リスク限度額・取引限度額の設定や報告・監視体制の整備等、必
要なリスク管理体制及び管理手法をグループベースで整備し、リスクを総括的かつ個別的に管理しています。また、管理体制の有
効性につき定期的にレビューしています。「ALM委員会」が伊藤忠グループのバランスシート管理やリスクマネジメントに関する
分析・管理に関する審議を行い、伊藤忠グループの資産の保全を図っています。

伊藤忠商事子会社を含めたグループベースでのリスク管理の強化

投資プロセス

先進国以外の国に対するカントリーリスクエクスポージャーを総枠で管理すると共に、社内の国格付けに基づく個別の国枠管理も
行っています（国枠管理制度）。なお、国枠等については、ALM 委員会で審議を行い、HMCで承認しています。

集中リスク管理

※

ALM︓Asset Liability Management※
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リスクマネジメント

リスク 機会

マテリア
リティ

SDGs
目標

取組むべき
課題 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

確固たるガ
バナンス体
制の堅持

持続可能な
成長を実現
するガバナ
ンス体制の
維持・強化

リスクマネ
ジメント

損失の危険の管理
や企業集団の業務
の適正を確保する
為、グループリス
クマネジメント体
制を構築し、継続
的な維持を実施し
ます。

社内委員会・リス
ク管理部署の設
置、各種規定・基
準等の設定や報
告・監視体制等の
リスク管理体制の
整備、有効性を定
期的にレビューす
る。

リスク管理責任部
署によるアクショ
ンプランの策定と
実行、社内委員会
によるモニタリン
グ&レビューとい
ったPDCAサイク
ルを確立すること
で、中長期的に強
固なガバナンス体
制を堅持。

アクションプラン

コーポレート・ガバナンス、内部統制の機能不全に伴う
事業継続リスク、予期せぬ損失の発生　等

強固なガバナンス体制の確立による意思決定の透明性の向
上、変化への適切な対応、安定的な成長基盤の確立　等

各リスク管理責任職能部署による
2019年度上期のアクションプラ
ンに対する進捗状況のレビューを
実施。当該期間に発生した事象に
対する対応等含め、リスク管理体
制は機能している旨、統合RM部
が取り纏めて2019年10月の内部
統制委員会に報告し、報告了承取
得済み。
尚、2019年度下期のレビュー及び
2020年度のアクションプランにつ
いては2020年4月開催の同委員会
に報告し、報告了承取得済み。

伊藤忠グループは、その広範にわたる事業の性質上、市場リスク・信用リスク・投資リスクをはじめ、様々なリスクにさらされて
います。これらのリスクは、予測不可能な不確実性を含んでおり、将来の伊藤忠グループの財政状態及び業績に重要な影響を及ぼ
す可能性があります。
伊藤忠グループは、リスク管理を経営の重要課題と認識し、COSO-ERMフレームワークの考え方を参考に、伊藤忠グループにおけ
るリスクマネジメントの基本方針を定め、必要なリスク管理体制及び手法を整備しています。具体的には、下記18のリスクを主要
リスク と定義し、それぞれのリスク管理責任部署において連結ベースでの情報管理・モニタリング体制を構築し、これらのリス
クに対処しています。また、管理体制等の有効性につき、社内委員会において定期的にレビューしています。加えて、中期経営計
画策定に合わせ、現状把握しているリスクの再評価、及び網羅的にリスクを洗い出すリスクアセスメントという取組みを全社的に
実施しております。

※ 主要リスク

方針・基本的な考え方

※

コンプライアンスリスク1. 法務関連リスク（コンプライアンスリスクを除く）2. 安全保障貿易管理に関するリスク3.
関税関連リスク4. カントリーリスク5. 商品価格変動リスク（特定重要商品）6.
信用リスク7. 投資リスク8. 株価リスク9.
為替リスク10. 金利リスク11. 資金調達リスク12.

情報システムリスク13. 情報セキュリティリスク14. 労務管理リスク15.
人材リスク16. 財務報告の適正性に関するリスク17. 内部管理に関するリスク18.
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体制・システム

伊藤忠商事の事業運営に伴うリスクは、 取締役会による監督の下、HMCとリスクマネジメントに関連する各委員会、各カンパニ
ーなどが委譲された権限の範囲内で管理します。
伊藤忠商事では、市場リスク、信用リスク、カントリーリスク、投資リスクその他様々なリスクに対処するため、各種の社内委員
会や責任部署を設置するとともに、各種管理規則、投資基準、リスク限度額・取引限度額の設定や報告・監視体制の整備等、必要
なリスク管理体制及び管理手法を整備し、リスクを総括的かつ個別的に管理しています。また、管理体制の有効性につき定期的に
レビューを実施し、取締役会に報告しています。

全社レベルでのリスク管理としては、社長COO及び取締役会による適切かつ機動的な業務執行に関する意思決定に資することを目
的として、原則として社長COOが議長をつとめ、会長CEO,社長COO及び社長が指名する執行役員で構成されるHMC及び下部組織
である内部統制委員会、開示委員会、ALM委員会、コンプライアンス委員会、サステナビリティ委員会、投融資協議委員会等にお
いて、各分野のリスクに係る個別案件や社内制度を報告・審議する体制を構築・整備しています。

また、全社レベルでのリスク管理の一環として、伊藤忠グループでは、サステナビリティを推進していくため、人権・労働安全・
気候変動・自然災害・ESG投資等のESGリスクに関して、サステナビリティ委員会を中心に関連委員会と協議を経て、ESGリスク
に関する方針や施策、及びリスク管理体制の浸透について討議のうえ、年に1回以上の頻度で、取締役会への報告を行っていま
す。

事業運営レベルのリスク管理としては,各カンパニーにおいてカンパニーの長であるカンパニープレジデントの諮問機関として
DMC(Division Company Management Committeeの略)が、各カンパニーにおける経営方針及び経営に大きな影響を及ぼす投
資・融資・保証・事業等における重要案件を審議しています。委譲された権限を超えるリスクを負担する場合は、重要度に応じ、
各種委員会を経てHMC及び、または取締役会へ付議されます。

伊藤忠商事は監査役会設置会社として、社外監査役を含めた監査役による経営監視を十分機能させることで監視・監督機能の充実
と意思決定の透明性を確保しております。監査役は上記各委員会に独立的立場で出席しており、各委員会の委員長である役員は
HMCまたは社長COOへの報告を必要に応じて行っています。社長直轄の監査部や他のコーポレートスタッフ部門等は、担当する
分野のリスクについて、全社ポジションの監視、所定の権限の範囲内でのコントロール、ならびにHMCとその下部委員会の補佐に
あたります。

伊藤忠グループを取り巻く経営環境は日々刻々と加速度的に変化するため、伊藤忠商事では政治・法規制・経済・社会環境・技術
革新などのマクロ環境要因に内在するリスクシナリオを作成・検討し、経営計画策定時にそのインパクトを考慮しています。

なお、統合レポートにおける非財務資本に係るPEST分析についてはマクロ環境要因に関するPEST分析ページをご覧ください。
（https://www.itochu.co.jp/ja/ir/doc/annual_report/online2020/pest.html）

リスク管理体制

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制システムの概要図（P148）
主な社内委員会（P159）
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取組み

リスク管理

リスクアセットとリスクバッファーの状況

伊藤忠商事は、投資を含むバランスシート上のすべての資産及
びオフバランス取引において、将来発生し得る最大毀損額をも
とに「リスクアセット」を算定し、リスクアセットをリスクバ
ッファー（連結株主資本＋非支配持分）の範囲内にコントロー
ルすることを基本方針とした運用を行っています。今後、既存
ビジネスの進化等に繋がる投資を推進していく方針のもとにお
いても、リスクアセットはリスクバッファーの範囲内で維持
し、厳格なリスク管理と更なる財務体質の強化に取組んでいき
ます。

リスクキャピタル・マネジメント*と集中リスク管理

リスクバッファー＝連結株主資本＋非支配持分※

リスクアセットを厳格に管理

事業投資管理

伊藤忠商事がビジネスを創造・拡大する際、業務提携と並び重要な手段となるのが事業投資です。強みのある分野でのタイミング
を捉えた戦略的投資の実行を目的に、伊藤忠商事単独での子会社の設立、パートナーとの共同出資、企業買収による経営参画・連
結子会社化等の多様な手段の中から最適な形態を選択します。投資は継続保有を原則とし、投資実行後は伊藤忠商事の機能をフル
活用して投資先の企業価値の最大化を図り、トレード収益や配当等の収益を拡大しています。投資の大型化等もあり、事業計画・
買収価格の妥当性精査を徹底しています。また、既存事業投資についても、事業収益の向上や低効率資産の早期EXITを図るため、
EXIT条件の厳格化、定期レビューの徹底を中心にモニタリングを更に強化しています。

基本的な考え方

投資実行時の意思決定プロセス

各カンパニーに裁量権を委譲し迅速な意思決定を実現する一方で、投資リターンの追求、投資リスクの抑制も図る重層的な意思決
定プロセスを構築しています。
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「Brand-new Deal2020」では、従来の投資プロセスに加え、事業計画の妥当性の検証徹底と孫会社のモニタリングを重点的に進
め、景気耐性のある収益基盤を更に強化致しました。厳しい経営環境の中でも、2019年度の事業会社損益は4年連続で過去最高と
なり、新型コロナウイルス感染拡大の状況下でも黒字会社比率も88.6%と高水準を維持しました。
更に経営環境は激変しており、2020年度は従来以上に「防ぐ」の徹底が重要課題だと認識しています。非資源分野に強みを持つ
当社が得意とする、きめ細かなモニタリングを行うことで、個々の事業が有する固有のリスクを的確に把握し、株価下落や収益低
下による減損懸念等が見込まれる場合には、先手先手で対応策を実施していきます。

連結対象会社数及び黒字会社比率

事業投資プロセス
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情報セキュリティリスクマネジメント

伊藤忠商事では、情報の取扱いリスクに関し、「情報セキュリティポリシー(https://www.itochu.co.jp/ja/security/index.html)」
を制定し、伊藤忠商事の全ての役職員が情報の適切な取扱い・管理・保護・維持すべく努めています。また、行動規範を示し、高い
情報セキュリティレベルを確保することにより、経営活動に必要な情報の適切な管理を実現するために、全ての役員と社員を対象に
「情報管理規程」を定めています。具体的には、個人情報管理、文書管理、ITセキュリティに関する規則や基準を定め、個人情報や
機密情報の漏えい防止に努めています。

方針・基本的な考え方

名称 委員長 目的

IT戦略会議 CDO・CIO 全社ITに関する戦略の審議（年次情報化計画等）

体制・システム

伊藤忠商事は、過去に社内パソコンがマルウェア（悪意のあるソフトウェア）に感染し取引先情報が外部流出したことを受け、再
発防止に向けた対策に注力してきました。再発防止策として、監視／防御等のためのセキュリティ基盤を拡充すると共に、サイバ
ーセキュリティ対策チーム（ITCCERT︓ITOCHU Computer Emergency Readiness, Response & Recovery Team）の体制を
抜本的に見直し、専門の上級サイバーセキュリティ分析官を雇用し運用を強化しました。
伊藤忠商事では、常時ログの分析やマルウェアの解析により最新の脅威情報を収集して事前予防を行い、また、事故（インシデン
ト）発生時には即座にインシデント・レスポンス（原因調査、対応策検討、サービス復旧）を実施しています。2017年に伊藤忠
商事IT企画部内にITCCERT専用スペースを新設し、伊藤忠グループのセキュリティ対策を強化すると共に、セキュリティ対策要員
の育成に努めています。また、社会的に必要とされるサイバーセキュリティ対策技術者の教育・育成にも取組んでいます。ユーザ
企業がここまでアクティブに体制を整備し、積極的に活動している例は国内では少なく、今後も持続的な成長を支えていく取組み
を進めていきます。

尚、情報セキュリティ教育についても情報管理体制を維持向上させるために、以下の定期的な取組みを実施しております。

また、新型コロナウイルス感染拡大のようなパンデミック対応を含むBCP対策を兼ねて、以下のような取組みを実施しております。

取組み

サイバー攻撃の1つである「標的型メール攻撃」に対する全社員向け対策訓練を年に2回実施。
eラーニングによる「情報セキュリティ講座」を3年毎に国内外の全社員及びグループ会社で一斉開講を実施。
ITCCERTを講師とした、伊藤忠グループ会社向け情報セキュリティのワークショップ開催及び講演会を年に数回実施。
情報セキュリティ及び個人情報保護に関する方針について、入社時の研修において周知徹底する他、更新がある場合は、通達
及び定期的なeラーニングにより国内外全社員に通知・教育を実施。

全社シンクライアント対応を実施。
全社標準サービスやツールに導入前審査を行うことで、WEB会議システムやクラウドサービス利用におけるセキュリティを強化。
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伊藤忠では、大地震等の自然災害、感染症の蔓延、テロ等の事件、大事故、サイバーアタックやセキュリティインシデント等、不
測の事態が発生しても、重要な事業を中断させない、または中断しても可能な限り短い期間で復旧させるためのBCP（Business
Continuity Plan）を策定し、内容の見直しを定期的に行っています。
大規模災害時において、BCP発動から全面復旧に至るまで、（1）初動復旧、（2）BCP発動、（3）業務回復、（3）全面復旧の4
つの段階に分け、それぞれの指揮命令者・対応事項を定めた計画を策定。BCPの策定は、伊藤忠グループ全体を対象としており、
各事業セグメント・職能各部においても個別に策定しています。

2019年末からの新型コロナウイルス感染拡大に関するリスクに対しては、対策本部を立上げ、感染拡大に合わせた社員の安全確
保と感染拡大防止を最優先に、生活消費分野に強みを持つ総合商社として、事業会社を含む現場での顧客対応の責任を果たすとと
もに、各分野のサプライチェーンの維持を通じて社会生活の安定に貢献するべく、感染拡大期においてもリスクを避けつつ重要業
務を継続する体制を構築しています。

Business
Continuity
Plan（事業継続計画）
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コンプライアンス

リスク 機会

マテリア
リティ

SDGs
目標

取組む
べき課題 事業分野 コミットメント 具体的対応

アプローチ 成果指標 進捗度合

確固たるガ
バナンス体
制の堅持

コンプライ
アンスの遵
守徹底

コンプラ
イアンス

いかなる時でも
コンプライアン
スを遵守するこ
とが会社・社会
への貢献である
という社員の意
識を更に醸成し
ます。

定期的な意識調
査や現場訪問等
を通して、各現
場の声に耳を傾
け、課題を抽出
し、課題克服の
ための諸施策を
構築、実施。

変化するリス
ク、社会からの
要請及び現場で
の課題に対応し
た諸施策のモニ
タリングを実施
すると共に、教
育・啓蒙内容を
常に充実させ、
巡回研修等を通
じて直接社員へ
訴えかけること
の継続。

アクションプラン

コーポレート・ガバナンス、内部統制の機能不全に伴う
事業継続リスク、予期せぬ損失の発生　等

強固なガバナンス体制の確立による意思決定の透明性の向
上、変化への適切な対応、安定的な成長基盤の確立　等

2019年4月10日、内部通報制度認証
（自己適合宣言登録制度）に登録済み。
2019年7月-8月、単体全カンパニーの
贈収賄モニタリングを実施した。証票に
基づき公務員・外国公務員ガイドライ
ン、BP（ビジネスパートナー）ガイド
ライン、投資ガイドラインに基づく申請
状況を確認結果、大きな問題点は見当た
らなかった。
2019年8-9月に、単体及びグループ会
社社員57,781名を対象に意識調査を実
施した。前回(2017年度)より、対象者
数は約14千名増加、回答率は94.9%と
なり前回回答率（93.4%）を上回る結
果となった。
単体社員向けに贈収賄及び反社対応に関
してe-learningを実施（2020年1月31
日－2月29日）
2019年度の巡回研修実施状況は以下の
通り
単体向け︓実施回数 53回、出席者数
2,198名
グループ会社向け（84社を対象に実
施）︓実施回数 195回、出席者数
10,715名

方針・基本的な考え方

全ての役職員は、高い倫理観をもって「伊藤忠グループ企業理念」及び「伊藤忠グループ企業行動基準」に則り行動する。
コンプライアンス統括役員（代表取締役／CAO）、コンプライアンス委員会及びコンプライアンスに係る事項を統括する部署
を設置するとともに、「伊藤忠グループコンプライアンスプログラム」を制定し、コンプライアンス体制の充実に努める。
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体制・システム

伊藤忠グループでは、コンプライアンス統括役員であるCAOの指揮の下、法務部コンプライアンス室が、全体のコンプライアンス
推進のための方針や施策の企画・立案を行い、伊藤忠商事の各組織、海外拠点及び国内外の主要なグループ会社（連結子会社、一
部の持分法適用関連会社を含む。以下「コンプライアンス管理対象会社」）にコンプライアンス責任者を配置し、コンプライアン
ス推進体制を構築しています。また、「伊藤忠グループコンプライアンスプログラム」において、コンプライアンス体制の整備に
つき指針を示し、当該事項の実施状況につき定期的なモニター・レビューを実施するとともに、必要に応じて子会社における教
育・研修を実施し、グループ全体のコンプライアンスの徹底に努めています。

本社の各組織、海外拠点及びコンプライアンス管理対象会社において発覚したコンプライアンス関連事案は、コンプライアンス統
括役員（CAO）及び監査役に報告し、「重大なコンプライアンス関連事案」については、適宜取締役会へ報告しています。また
CAOが委員長であるコンプライアンス委員会は3名の社外委員と関係職能部長および営業部門長等からなる社内委員で構成され、
業務執行上の常設機関としてコンプライアンスに係る事項を審議します。直近では2020年2月26日にコンプライアンス委員会を開
催しました。(原則年2回開催)

伊藤忠商事の各組織、海外拠点及びコンプライアンス管理対象会社が、ビジネスの特性・業態・所在地域の法制度などを考慮しな
がらコンプライアンスを遵守することができるように、コンプライアンス体制の整備につき「伊藤忠グループコンプライアンスプ
ログラム」で示し、法令・社会の動向をふまえ、コンプライアンス委員会（委員長︓CAO）にてその有効性や妥当性に関するレビ
ューを行い、毎年その内容を適宜改訂し、承認しています。

全社的な活動としては、コンプライアンス体制の整備・運用状況につき、年に一度、モニター・レビューを実施するほか、海外拠
点やコンプライアンス管理対象会社などの重点先に対しては現場のコンプライアンスの実態把握やリスクの洗い出しを目的とした
訪問指導を行うなど、体制運用に重点を置いた活動に取組んでいます。更に、発生した事案の傾向、モニター・レビューの結果等
を踏まえて組織ごとに独自のコンプライアンス強化策を策定し、順次実行に移しています。

伊藤忠商事のコンプライアンス統括役員（CAO）、および各組織、海外拠点及びコンプライアンス管理対象会社のコンプライアン
ス責任者は、「伊藤忠グループコンプライアンスプログラム」に則ったコンプライアンス体制の運営状況とモニター・レビュー結
果を、原則として年1回、それぞれの取締役会とトップマネジメント（DMC、担当役員、社長、取締役会等）に報告しています。
また、伊藤忠商事とグループ会社の取締役は、重大な法令又は定款違反事実等のコンプライアンス違反を、それぞれの会社の監査
役に報告する義務を負っています。伊藤忠商事の監査部は、伊藤忠グループのコンプライアンス体制が十分機能しているかを検証
するコンプライアンス監査、および部門（含む主管グループ会社）、海外ブロック毎の通常監査において、適宜、当該組織のコン
プライアンスの実施状況を確認する通常監査の2種類の内部監査を実施しています。

また、コンプライアンス遵守を社員に徹底させるために、全社員に対し毎期末の個人業績評価の際にコンプライアンスを遵守した
ことを書面で確認させています。

コンプライアンス

本社の各組織、海外拠点及びコンプライアンス管理対象会社において、腐敗防止を始めとする上記方針・規程に違反が発覚・また
は発生のリスクがあると判断されたコンプライアンス関連事案は、該当組織のコンプライアンス責任者からコンプライアンス統括
役員（CAO）に適宜報告するとともに、当該組織のコンプライアンス責任者が中心となり、原因究明や再発防止策策定を含め主体
的に対応に当たり、事態の推移と結果と再発防止策等を、コンプライアンス統括役員（CAO）に報告することとしています。
また、全社的な見地から検討を要する重大なコンプライアンス関連事案については、コンプライアンス統括役員の指揮のもとに必
要に応じて調査委員会を設置し、その調査結果と再発防止策を、取締役会へ報告しています。また、伊藤忠商事では、外部関係者
等への対応・報告・公表の要否を検討し、必要に応じて適切な対応を実施し、贈賄を含む法令違反に関与した役員・社員に対し、
社内処分の要否を各社の社内規程（就業規則等）に照らし検証し、また必要に応じ、主管組織をはじめとする関係部署への相談等
を実施した上で、社内規程に定められた手続きにより適切な処分を行っています。

コンプライアンス事案（違反事例）への対応
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伊藤忠グループのコンプライアンス体制概要図

概要

伊藤忠商事は「内部情報提供制度（ホットライン）規程」を策定しており、各コンプライアンス管理対象会社でもホットライン制
度を設けることで、内部情報提供者の保護を図るとともに、適正な処理の仕組みを定め、贈収賄行為を含む不正行為等の早期発見
と是正を図りコンプライアンス経営の強化に繋げています。内部通報制度の運用状況は、定期的にコンプライアンス委員会に報告
されています。
伊藤忠商事のホットライン制度は、国内外それぞれにおいて通報受付窓口を複数設け（専門業者及び外部弁護士を活用した外部の
通報受付窓口等）、伊藤忠商事と雇用関係にある社員、伊藤忠商事との間で別途労働者派遣契約を締結する会社から当該労働者派
遣契約に基づき当社に派遣されている者、グループ会社からの通報を受け付けています。内部情報提供者に対し報復など不利益な
取扱いを行うことを禁止し、情報提供者が匿名で通告することを可能としています。

インテグレックスに通報した場合の流れ

伊藤忠商事は、消費者庁が新たに導入した内部通報制度認証のPHASE1である「自己適合宣言登録制度」に登録申請を行い、認証
基準に適合しているとの確認を受け、他社に先駆け2019年4月10日付けでいち早く登録されました(登録順位は1番となります)。

内部情報提供制度（ホットライン）
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伊藤忠商事ホームページでは、一般の方および伊藤忠商事のステークホルダーの方からのお問い合わせについて、以下の体制で受
け付ける仕組みを構築しております。

一般の方（ステークホルダー含む）向け窓口

取組み

伊藤忠商事では、役職員一人ひとりが、高い倫理観のもと、法令・社会規範等の趣旨を理解し、これを遵守するよう、コンプライ
アンスに関する継続的な教育・啓発を実施しています。

社員教育

コンプライアンス意識の向上と事案の発生を未然に予防することを目的に、実際に発生したコンプライアンス事案を教材として、
下記の点も踏まえながら「コンプライアンス巡回研修」を伊藤忠商事の役職員を対象に毎年実施しています。

またグループ会社各社では業態に応じた独自のコンプライアンス研修を役職員に対し実施するとともに、主要なグループ会社の役
職員に対しては、本社からの巡回研修もあわせて行いました。2019年度は国内85社（受講者数約10,800名）と主要な海外のグル
ープ会社51社（同 約1,450名）に対して研修を実施しました。また、仕事で対面する可能性がある場面別アドバイス（Q＆A形
式）や腐敗リスクを未然に防止するために取る行動について教えている「コンプライアンスハンドブック」を全社員に配布してい
るほか、新人研修、管理職研修、グループ会社役員研修、海外赴任前研修等、社員の階層別にも、実際の事例などを基にしたきめ
細かい教育研修を実施しています。

コンプライアンス巡回研修の実施

業務上必要な法律の遵守に関する意識の向上
贈収賄、インサイダー取引やマネー・ロンダリング等を含む幅広い腐敗防止に関する意識の向上
パワハラやセクハラなどのハラスメントによる人権侵害防止に関する意識の向上

伊藤忠グループではグループ全社員を対象に、隔年で「コンプライアンス意識調査」を実施し、企業理念の理解度を含めたコンプ
ライアンス浸透の実態を把握し、具体的な施策に役立てています。2019年度はグループ社員のうち57,781名を対象に調査を実施
し、54,848名から回答を得ました（回答率94.9%）。分析結果は各組織にフィードバックし、コンプライアンス体制の改善に活
かされています。

コンプライアンス意識調査の実施
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伊藤忠グループは、企業行動倫理規範に基づき反贈賄ポリシーを定め、日本国内外を問わず、公務員や民間の役職員に対して、不
正な利益を得る目的で、金品・供応・便宜その他の利益を供与しないことを定めています。

伊藤忠商事では、米国の海外腐敗行為防止法（US FCPA)や英国贈収賄法（UK Bribery Act 2010）をはじめとする世界的な贈収
賄規制強化の流れに鑑み、国内外の公務員及びこれに準ずる立場の者に対する不正な利益供与を広く禁止するため、これまでに
「不正利益供与禁止規程」及び「３つの関連ガイドライン（公務員・外国公務員・代理店）」を制定し、これを厳格に運用してい
ましたが、2015年12月に「代理店ガイドライン」を「ビジネスパートナーガイドライン」に改訂し、適用範囲を拡大するととも
に、投資案件での贈収賄リスクのチェックを徹底するために「投資ガイドライン」を新設し腐敗防止の取組みを更に強化しまし
た。「不正利益供与禁止規程」では、禁止されている不正利益供与に、通常の行政サービスに係る手続きの円滑化のみを目的とし
た少額の支払いにあたるファシリティー・ペイメントを含み、民間の取引先に対する不正な利益供与にあたる商業賄賂も禁止して
います。贈賄のみならず、役職員が民間の取引先から不正な利益供与を受けるケースについても、公私混同（利益相反等）に当た
るとして、社内規程で禁止しています。

公務員ガイドライン及び外国公務員ガイドラインでは、公務員・外国公務員との接待や贈答品贈与についての判断指針を示し個別
審査を実施しています。ビジネスパートナーガイドラインでは、伊藤忠商事に対して役務を提供頂くビジネスパートナー（代理
店、コンサルタント等を含む）の新規起用・契約更新に際し、漏れなくチェックを行う為のプロセスを明確にし、また契約のプロ
セスを定めています。海外のビジネスパートナーについては、トランスペアレンシー・インターナショナルが公開している腐敗認
識指数(Corruption Perception Index/CPI)をリスク認定の基準の一つにしています。ビジネスパートナーとの契約書を含む贈賄
リスクと関係する可能性がある各種契約書においては、贈賄禁止条項を盛りこみ、不正支払（贈賄又は不正な利益供与）を禁止
し、かつ当該禁止に違反した場合には、直ちに契約書を解除できるよう明記しています。投資ガイドラインでは、投資案件の検討
において、腐敗防止の観点からデューデリジェンスの実施や確認書の取得手続きを具体的に定めています。

腐敗防止の取組強化

2020年4月1日
伊藤忠商事株式会社

代表取締役会長CEO　岡藤 正広

伊藤忠グループ反贈賄ポリシー

1．伊藤忠グループの反腐敗 ・反贈賄について
伊藤忠グループは、法令遵守は当然のこと、コンプライアンスを徹底し、社会に存在を許される組織であり続けなければ
ならないと認識しており、不正な手段によらなければ得られない利益は1円たりとて要りません。
伊藤忠グループにおいては、腐敗・贈賄リスクを排除するために「不正利益供与禁止規程」及び4つの関連ガイドライン
（公務員・外国公務員・ビジネスパートナー・投資）に基づき、腐敗・贈賄に利用されやすい行為類型につき、申請及び
承認手続、記録方法等に関するルールを定め、これを厳格に運用しています。

※

【伊藤忠グループ反贈賄ポリシー】

日本国内外を問わず公務員又はそれに準ずる立場の者に対し、不正な利益を得る目的で、金品・供応・便宜その他の利
益供与を行わない。
民間の取引先の役職員に対し、不正な利益を得る目的で、金品・供応・便宜その他の利益供与を行わない。

2．パートナーの皆様へのお願い
伊藤忠グループが上記の反贈賄ポリシーを実現するためには、伊藤忠グループと共にビジネスに取組んで頂いております
ビジネスパートナー及び投資パートナーの皆様のご協力が必要です。
伊藤忠グループでは、ビジネスパートナー並びに投資先及び投資パートナーにつき、デューデリジェンスの実施、別紙の
確認書の提出、反贈賄条項を含んだ契約書の締結をお願いさせて頂きます。
何卒ご理解・ご協力を賜りますよう宜しくお願い致します。

腐敗︓受託した権力を個人の利益のために用いること。横領、詐欺、マネーロンダリング等。※

178



役員及び社員教育等で「伊藤忠グループ反贈賄ポリシー」「不正利益供与禁止規程」及び「4つのガイドライン」の啓蒙・浸透を
図り、日頃の管理業務へも落とし込むことで、不正利益の供与を含む腐敗行為の未然防止に努めています。特に贈賄リスクが高い
組織に対しては、贈収賄に特化した研修も実施しています。政治献金、慈善事業、スポンサー活動に関しても、寄付や協賛の実施
が腐敗行為とならないよう、社内規程と照らし合わせ、また社会的に公正かつ倫理規範を満たすよう、社内で定められた寄付・協
賛の申請ルートに基づき実施しています。

上記の、「伊藤忠グループのコンプライアンス推進体制とマネジメント」にある、通期に一度の、モニター・レビュー等におい
て、伊藤忠商事の各組織、海外拠点、コンプライアンス管理対象会社の、公務員・外国公務員との接待や贈答品贈与及び、代理店
及びコンサルタントの起用・更新の実施状況を確認しており、必要に応じて各組織のコンプライアンス責任者と実施状況について
対話を実施しています。

伊藤忠商事は、不公正な取引に関与することがないように2017年11月1日「独禁法等遵守基本規程」及び具体的運用指針である
「カルテル・談合防止基準」を制定しました。その他に「独占禁止法コンプライアンス・マニュアル」や、参照が容易な「必読︕
独禁法Q＆A特選'51問'」を定期的に（直近では2017年8月に）見直しながら、各種モニター・レビューや教育研修を通じて周知徹
底を行っています。更に2017年7月には相談窓口として法務部内に独禁法デスクを設け、新教材として「独禁法よくある誤解29
問」を作成しました。
なお、当社は2017年度から2018年度に公正取引委員会より受けた4件の排除措置命令に従い、命令事項を取締役会で決議し、決
議内容の通知及び周知徹底を行いました。

談合・カルテル防止に向けた取組み

2017年12月7日
伊藤忠商事株式会社

伊藤忠グループ税務ポリシー

伊藤忠グループ税務ポリシー

伊藤忠商事および伊藤忠グループ（以下、総称して「当社グループ」）は、各国租税法、租税条約及び関連諸規定等（以
下、「租税制度」）を遵守の上で適切に納税することを基本理念とし、事業を展開する国および地域、株主、債権者、取
引先および当社グループ従業員を含む、全てのステークホルダーの利益を追求する。

1.【基本理念】租税制度を遵守した適切な納税
当社グループは、租税回避を企図した取引は行わず、租税制度の定めに則り、誠実な態度で税務業務に取組む。

2. 税務コスト適正化
当社グループは、基本理念を堅持したうえで、租税制度に基づき二重課税の排除及び優遇税制を適切に活用することで、
税務コストの適正化に努める。

3. 各国・地域税務当局との公正な関係維持
当社グループは、適時適切に資料を具備することで、グループ全体の税の透明性の確保に努め、各国・地域税務当局との
建設的な対話を行うことにより、公正な関係維持に努める。

伊藤忠商事では、知的財産権関連ビジネスや日常業務において、他人が保有する知的財産権を侵害する行為の防止を徹底するた
め、社員を対象とした講習会の開催による注意喚起や、関連法規に準じた社内規則等の整備を実施しています。また、会社の資産
としての知的財産権の適切な管理、取扱いのため、職務発明・著作に関する社内規程、及び各種権利の出願・更新等のルールを明
確化し、的確に運用しています。

知的財産への取組み
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伊藤忠商事は、取扱い製品に関する安全関連の法令に定められた義務を遵守し、お客様に対してより安全・安心な製品を提供する
方針のもとに、カンパニーごとに「製品安全マニュアル」を策定し安全確保に努めています。今後も、社内教育の推進や、製品安
全担当部署の設置・情報伝達ルートの確立、万が一製品事故が発生した場合の対応について見直しながら、安全・安心な製品の提
供に取組んでまいります。

製品安全に関する基本方針

総合商社の活動の柱である貿易を適正かつ効率的に行うため、伊藤忠商事では継続的に輸出入管理の強化、そして更なる改善を図
っています。安全保障貿易管理においては、大量破壊兵器及び通常兵器の拡散防止の為、外国為替及び外国貿易法（外為法）遵守
の為の体系的・総合的な貿易管理プログラムを策定し、厳格な管理を行っています。当社の貿易管理プログラムは、外為法遵守に
加え、国際平和及び安全を脅かすような取引に不用意に巻き込まれ結果として当社のレピュテーションを毀損することのないよ
う、米国制裁等の国際政治リスクを包括的にカバーする内容になっています。安全保障貿易管理に関する企業統治の重要性の増大
に伴い、当社は国際社会の責任ある一員として様々なプロジェクトやトレードに伴う潜在的リスクに対する審査を厳格に行ってい
ます。当社は、輸出管理が整備され、良好な管理体制である企業として経済産業省に「CP（輸出管理内部規定）」を毎年届出・受
理されています。また、輸入（納税）申告を含めた適正な輸出入通関手続きを実施するため、社内輸出入調査（モニタリング）や
輸出入通関・関税管理に関する研修等、社内管理規則に基づいた諸施策を実施し、関税コンプライアンス等の徹底を図っていま
す。また今後、営業課で活用が拡大する各種経済連携協定に特化した研修を実施し、ビジネスを新たに構築する上で必要な情報提
供も行っています。こうした取組みの結果、当社は横浜税関長より「法令順守体制」（コンプライアンス体制）と「セキュリティ
管理」が優れた事業者に与えられる「認定事業者（AEO事業者）」（特定輸出者及び特例輸入者）の承認を取得しております。

輸出入管理への取組み

伊藤忠商事は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力との一切の関係・取引を遮断することを基本方針としておりま
す。これを実現するために、社員への教育啓蒙を定期的に実施するとともに、取引等の相手方が反社会的勢力に該当しないことの
事前確認を徹底するなど、必要な社内体制の整備・強化を行っております。

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

伊藤忠商事は「内部者取引等の規制に関する規程」を定め、2014年4月には同規定を改訂し、「インサイダー情報の報告・管理体
制に関するガイドライン」を策定しました。投資先や取引先に関する重要情報を知った場合の対応を定め、社員への周知徹底をは
かっています。

インサイダー取引規制

伊藤忠商事は、情報の取扱いに関し、「情報セキュリティポリシー」を制定し、当社の全ての役職員が情報の適切な取扱い・管
理・保護・維持すべく努めています。また、行動規範を示し、高い情報セキュリティレベルを確保することにより、経営活動に必
要な情報の適切な管理を実現するために、全ての役員と社員を対象に「情報管理規程」を定めています。具体的には、個人情報管
理、文書管理、ITセキュリティに関する規則や基準を定め、個人情報や機密情報の漏えい防止に努めています。2015年に施行さ
れたマイナンバー法に対応する管理体制も整備しています。

情報管理に対する考え方

伊藤忠グループは、定期的に単体及びコンプライアンス管理対象会社に対して、個人情報モニター・レビューを業務部・法務部、
IT企画部主催で行っています。10回目に当たる2019年度は、2019年9月から11月にかけ、伊藤忠商事及びコンプライアンス管理
対象会社136社に対して個人情報管理体制の確認を実施しました。その結果も踏まえて伊藤忠商事およびグループ会社での改善の
ための啓蒙活動を継続するとともに外部弁護士のアドバイスを通じた体制の構築および運用支援を行っています。

個人情報モニター・レビュー
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社会からの評価

伊藤忠商事は、FTSE Russellが開発したFTSE4Good Index及びFTSE Blossom Japan Indexの構成銘柄に選定されました。

FTSE4Good Index Seriesは、環境・社会・ガバナンス（ESG）の対応に優れた企業のパフォーマンスを測定するために設計され
たもので、金融商品の組成ツールや、リサーチ、参照基準、ベンチマークとして広く利用されます。

FTSE Blossom Japan Indexは、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が選定した環境・社会・ガバナンス（ESG）総合型指
数の一つです。

伊藤忠商事は、FTSE Russell（FTSE International LimitedとFrank Russell Companyの登録商標）のFTSE Blossom
Japan Index及びFTSE4Good Index組み入れの要件を満たし、両インデックスの構成銘柄となりました。両インデック
スは、グローバルなインデックスプロバイダーであるFTSE Russellが作成し、ESG（環境・社会・ガバナンス）の観点か
ら企業のパフォーマンスを図る目安として参照されており、FTSE Blossom Japan IndexはESGについて優れた対応を行
っている日本企業のパフォーマンスを測定するために設計されたものです。FTSE Blossom Japan Index及び
FTSE4Good Indexはサステナブル投資のファンドや他の金融商品の作成・評価に広く利用されます。

FTSE4Good
Index
Series・FTSE
Blossom
Japan
Index

伊藤忠商事は、MSCI社が開発したMSCI日本株女性活躍指数の構成銘柄に選定されました。

本指数は、職場における性別多様性を推進する企業は、将来的な労働人口減少による人材不足リスクに適応し、持続的な収益を生
み出すという考えの基作成されたテーマ型指数。各業種から厚生労働省のデータベース（女性の活躍推進企業データベース）を指
標として評価に用いて性別多様性スコアを算出し、優れた企業を対象に構築されています。

伊藤忠商事のMSCI指数への組入れ、および当サイトにおけるMSCIのロゴ、商標、サービスマークまたは指数名称の使用
は、MSCIまたはその関連会社による伊藤忠商事への後援、保証、販促には該当しません。MSCI指数はMSCIの独占的財
産です。MSCI指数の名称およびロゴはMSCIまたはその関係会社の商標またはサービスマークです。

MSCI日本株女性活躍指数（WIN）
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伊藤忠商事は、世界的なESGのインデックスである「Dow Jones Sustainability Indices（DJSI）」のWorld Index及びAsia
Pacific Indexの構成銘柄に7年連続で選定されました。

DJSIは「経済」 「環境」 「社会」の3つの側面からなる独自の調査を通して企業を多角的に評価・分析し、対象銘柄を選定して
います。対象銘柄は毎年9月に見直しされ、今年は、世界の調査対象企業3,519社の中から、World Indexとして318社、日本企業
は33社、Asia Pacific Indexとして148社、日本企業は76社が選ばれています。

伊藤忠商事は、61の産業分野（Industry）の内、所属する「“Trading Companies & Distributors” Industry」において最高得点
を獲得し、「Industry Leader」として5年連続で選ばれました。（2019年9月現在）

Dow
Jones
Sustainability
World
Indices

RobecoSAM社が産業セクターごとに持続可能な取組みを行っている優秀企業を表彰する「SAM Sustainability Award 2020」に
おいて、Trading Companies & Distributorsセクターでトップ企業に与えられるGold Classを、5年連続で受賞しました。
（2020年2月現在）

SAM
Sustainability
Award

セクター内トップの企業に与えられるIndustry Leaderは2017年よりGold Classに統合。※

S&P／JPXカーボン・エフィシエント指数は、GPIFが採用しているグローバル環境株式指数。Trucostによる炭素排出量データを
もとに世界最大級の独立系指数会社であるS&Pダウ・ジョーンズ・インデックスが、TOPIXの構成銘柄を対象とし、時価総額をベ
ースに同業種内で炭素効率性が高い企業、温室効果ガス排出に関する情報開示をおこなっている企業の投資ウェイトを高めた指数
であり、伊藤忠商事を含め1,725社が組入れられました。（2020年3月現在）

グローバル環境株式指数
「S&P∕JPXカーボン・エフィシエント指数」
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CDP

CDP気候変動
CDP気候変動は、企業の気候変動に対する対応状況等を評価しています。2019年度、当社はB評価を受けました。
CDPウォーター
CDPウォーターは、ウォーター・スチュワードシップに関する企業の取組み状況を評価しています。2019年度、当社はB評価
を受けました。
CDPフォレスト
CDPフォレストは、サプライチェーンにおける森林破壊関連リスクに対する対応状況等を評価しています。2019年度、当社は
木材でB評価、パームでB-評価、畜牛でD評価、大豆でC評価を受けました。

伊藤忠商事は、損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社（以下、SNAM）の「SNAMサステナビリティ・インデック
ス」に2年連続で採用されました。本インデックスは、SNAMが2012年8月に運用を開始したESG評価が高い企業に幅広く投資す
る年金基金・機関投資家向けのESG運用プロダクト「SNAMサステナブル運用」において、独自のアクティブ・インデックスとし
て活用されています。

SNAMサステナビリティ・インデックス

2020年

6月 損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社の「SNAMサステナビリティ・インデックス」に
2年連続で採用

2月 環境省第１回ESGファイナンスアワード「環境サステナブル企業部門」において銅賞を受賞

2月 SAMサステナビリティアワード2020にてゴールドクラスを受賞

2019年

12月 FTSE4GOOD及びFTSE Blossom Japan Indexの構成銘柄に選定

12月 MSCI日本株女性活躍指数の構成銘柄に選定

9月 ダウ・ジョーンズ サステナビリティインデックス（DJSI）にて業界最高点獲得　World Index及び
Asia Pacific Indexの構成銘柄に選定

ステークホルダーからの評価
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